
平成３０年度事務事業評価結果一覧表（所管課別）詳細

No. 担当課名 事務事業名 事業の目的 事業の内容 H29決算額 翌年度当初予算等での改善結果
1 企画課 企画管理事務費 まちづくり総合計画及びまち・ひと・しごと創生総

合戦略を効果的に推進し、将来にわたって持続
可能なまちづくりを実現する。
また、市長の政策の実現や市が直面する諸課題
への対応などについて、各部署へ側面的な支援
を行い、円滑な市政運営につなげる。

○目標指標やKPIを活用した進捗管理
○通常の管理業務や内部調整事務のほか、新
規企画業務や特命事項、また、突発的な業務へ
の対応を行う。

4,014 Ｂ 円滑な市政運営に不可欠な業務であり、常に費用対
効果を意識しながら、適切かつ迅速な対応を行う。

実績等に基づく経費の見直し（需用費消耗品費　△53
千円）

2 企画課 市政アドバイザー事業費 専門的な立場による助言等を市政に活かすこと
で、市の諸課題へのスピーディーな対応につな
げる。

本市ゆかりの学識経験者「市政アドバイザー」か
ら、市が直面する諸課題について、専門的・大局
的な視点での助言・提言等を受け、本市のまちづ
くりに活用する。

400 Ｂ 急速に変化する社会に対応するには、幅広い情報や
専門的視点が必要となることも多く、引き続き事業に対
する助言を受けるとともに、市職員や市民に対する勉
強会、講演会等も開催し、職員、市民の知識向上を
図っていく。

平成30年度予算より企画管理事務費に統合

3 企画課 地域総合整備資金貸付
事業費

本市における起業・設備投資の促進、雇用の拡
大

地域振興に資する民間事業活動等の積極的展
開を図るため、（一財）地域総合整備財団の支援
のもと、地方債を原資として民間事業者等に資金
の貸し付けを行う。

0 Ｂ 地域振興に資する民間事業者等を支援する事業であ
り、引き続き取り組む。

平成30年度、平成31年度貸付予定なし。

4 企画課 行政改革関係費 ・行財政改革大綱の目標である「『自立したまち
づくり』を実現するための行財政改革のさらなる
推進」を図るための事業を推進する。
・まちづくり総合計画を着実に推進するため、行
政評価を軸とし、実施計画、予算編成、組織機構
などと一体的な行財政運営を進められるようシス
テム化を図り、各施策で実施される行政サービス
の向上を目指す。

・第3次行財政改革大綱に基づき、各所管課に対
して着実な業務改善を要請し、見直しを図る。
・第3次行財政改革大綱個別行動計画の着実な
進行を図る。
・事務の効率化、職員の改善意識の向上等を図
るため、施策評価及び事務事業評価を実施す
る。
・市議会が行う行政評価との連携、協力を行う。

451 Ａ 財源不足解消に向け、行政評価の精度をさらに向上さ
せるとともに、緊急財政対策との連携を図りながら進
めていく必要がある。自立したまちづくりの実現に向
け、第３次行財政改革大綱の着実な進捗を行う。

H31年度より、システムによる行政評価を実施すること
で、効率的・効果的な評価を実施するとともに、予算や
実施計画等との連動の強化を図る。

5 広報戦略課 シティプロモーション事業
費

シティプロモーション活動を通じて、市の認知度
向上とシビックプライドの醸成を図り、本市の活
性化につなげ持続可能なまちづくりに寄与する。

周南市シティプロモーション基本方針に基づき、
主に市民をはじめ企業・団体など市の関係者を
対象とした取り組みや、庁内関係各課と連携した
取り組み、また各種メディアを活用した事業展開
を図る。

24,472 Ａ 本市の認知度向上とシビックプライドの醸成を目指し、
ホームページやケーブルテレビ等での情報発信、SNS
やインターネットなど様々なメディアを活用したプロモー
ション事業等を展開。市民参加型イベントの展開。平
成30年度は全国キャラバンを実施し、本市の認知度向
上を図る。

市をPRするコンテンツ（PRグッズや動画の制作、特設
サイトなど）の拡充を図り、SNSをはじめとする各種メ
ディアの拡散力を活用した戦略的な情報発信を行う。
また、引き続き市民や民間団体との連携や活動支援な
ど、市民力を生かしたシティプロモーション事業を行う。

6 広報戦略課 広報事業費 行事や手続きなどの市民生活に必要な情報を届
ける。また、市の施策について市民理解を深め、
市民協働のまちづくりを推進する。
（ホームページアクセス件数Ｈ30目標2,500件/
日）

広報紙やケーブルテレビ、ホームページ、ソー
シャルネットワーキングサービスなどを活用し、積
極的に市政情報を発信する。

64,727 Ｂ 平成30年度は、広報紙のリニューアルに伴い、取材及
び管理業務を職員自ら行う直営業務に変更する。

広報編集発行事業は、職員が企画、取材を行い、市の
施策に関する特集記事を年数回作成するなど、内容を
充実させながら、引き続き親しみやすい紙面づくりを行
う。また、H31年度より広報配布等報償金の算出基準
が統一され、広報紙も自治会を通しての配布のほか、
自治会未加入世帯への対策として、病院をはじめ民間
施設への設置個所の増などの拡充を図る。

7 広報戦略課 頑張るふるさと応援事業 ・自主財源の確保
・本市の知名度をアップさせるとともに、様々な分
野での人材発掘につなげる。

・ふるさと納税制度を活用し、自主財源の確保と
市のＰＲを行う。
・各界で活躍する本市ゆかりの方を「周南ふるさ
と大志」に任命し、市の知名度アップに協力を得
るとともに、助言等をまちづくりに活かす。
・市外在住者を対象に、ふるさとサポーター「周南
志民」を募集し、市のＰＲを行う。
・本市出身者が集う団体に対し市政報告やＰＲ等
を行い、市政に関心を持ってもらい、協力を得
る。

11,309 Ｃ 平成30年度は引き続きインターネットを活用したふるさ
と納税を請け負う業者と委託契約を行い、総務大臣通
知を順守しながら、首都圏で行われるふるさと納税に
係るイベントに新たに出展するなど、より広く本市の特
産品ＰＲに努める。

H30年度は寄附者数が増加し、年度末までの寄附額
は72,000千円を想定している。H31年度も前年度の想
定額を基に寄附額を設定。応援したくなる自治体として
の魅力を高めながら、引き続きふるさと納税に係るイ
ベントへの出展や、インターネットサイト上で本市の特
産品記事の露出機会を増やすなど、更なる寄附者の
増加に向けた取り組みを行い財源確保を図る。

8 秘書課 秘書課事務管理費 市政運営の効率化、円滑化を図り、もって行政
サービスの充実を図ることで、間接的に市民福祉
の向上に寄与する。

市長、副市長に関する秘書業務及び政策調整業
務

6,377 Ｂ 市長、副市長が公務及び政策判断を適時適切に行う
ための体制を確保し、事務の効率化を図るとともに、
交際費の支出等、予算の適正な執行を行う。

9 施設マネジメント
課

普通財産管理事業費 市有財産を経営財源として捉え、適正な管理と有
効活用を進めることにより、将来に向けた自主財
源の確保に寄与する。

●固定資産台帳を活用して遊休資産を抽出し、
資産の特性に合わせた効率的な処分、維持管理
及び運用を行う。
●一般競争入札を実施し、売却による自主財源
の確保を図る。
●不動産取引業界のネットワークを活用した市
有地媒介制度による財産処分を推進する。

61,952 Ｃ 財政状況が厳しい折、管理経費の節減とあわせて市
有財産の利活用等による自主財源の確保に一層努め
る。
固定資産台帳により売却可能資産を的確に把握する
ことで積極的な資産処分を進める。処分にあたって
は、定期的な一般競争入札を実施するとともに、不動
産事業者と連携した媒介制度を活用することで、より
効率的な処分に努める。

施設保有量の抑制と維持管理経費の削減のため、老
朽化した施設の解体を進める。また、公共施設の遊休
化や未利用化を防止し、資産の貸付け、売却を進める
ことにより、自主財源の確保に努める。

評価
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10 施設マネジメント
課

行政財産管理事業費 市長公舎としての利活用に資するべく適切な維
持管理を行う。

●市長公舎の適正な維持管理を行う。 1,711 Ｄ 周南市施設分類別計画における「廃止」という方向性
を踏まえ、今後の利活用について検討していく。

市長公舎としての機能を「廃止」する方向性を踏まえ、
これまで行政財産として管理してきた市長公舎を、平
成31年度より普通財産として管理する。これに伴い、
事業費を普通財産管理事業に組み替え、統合して管
理することにより、経費の削減を図った。

11 施設マネジメント
課

その他市有財産管理事
業費

●市有財産が災害によって被害を受けた場合に
補償される。
●市民が市の主催・共催行事やボランティア活
動中にけが等の事故に遭った場合に補償され
る。

●市有財産の保全にあたっては、全国市有物件
災害共済会建物共済保険に加入する。
●市民活動の支援にあたっては、全国市長会の
市民総合賠償補償保険に加入する。

15,951 Ａ 固定資産台帳を整備し、共済加入物件との現物調査
を実施し、固定資産台帳との整合を図る。あわせて、
財産価値の高い物件についても調査を行い、未保険
状態について是正するなど費用対効果の面を考慮し
た運営を目指す。

市有物件災害共済は、災害等による損害に備える保
険であり、固定資産台帳等を活用し、登録漏れや滅失
漏れがないよう適正な管理に努める。
市民総合賠償補償保険は、ボランティア活動等での事
故に備えることで、活動の安心安全をサポートする。ま
た、事故の未然防止についても啓発を図る。

12 施設マネジメント
課

公共施設マネジメント推
進事業費

公共施設の老朽化に対応し、必要な行政サービ
スを持続的に提供するとともに、本市の身の丈に
応じた施設保有量の実現を目指す。

●再配置計画を具体的に実践する「モデル事業」
の実施
●「施設分類別計画」の策定支援
●「長期修繕計画」の策定、「自主点検」の推進

914 Ｂ 今後も公共施設再配置計画に基づき、公共施設マネ
ジメントの推進を図っていく。

点検結果を予算編成につなげるため、修繕の優先順
位付けをより高精度なものにし、信頼性・透明性が高
い仕組みを構築する。

13 行政管理課 総務事務管理費 市政運営の円滑な遂行を図るもの 安全運転管理、後援承認、行政界の確認等の事
務を行う。

338 Ｂ 安全運転は、行政が率先して取り組むべきものであ
る。
また、後援は、市が他団体等が実施する事業に賛意を
示すことで、市の財源を必要とせず、効率的に行政目
的を達成する手段の一つである。

14 行政管理課 自衛官募集事務費 国民の理解を求め、安定的に優れた資質の隊員
を確保するために、自衛官募集広報を行う。

募集看板の設置、市広報への募集記事の掲載
等による自衛官募集事務

72 Ａ 法定受託事務であり、自衛官の募集広報や看板設置
等を継続して実施する。

15 行政管理課 政治倫理審査会費 市民からの政治倫理に関する調査請求等に対す
る審査、調査等を行い、政治倫理を守る一般予
防として機能する。

市民からの政治倫理に関する調査請求等に対す
る審査、調査等を行う。

74 Ａ 政治倫理を守る一般予防として機能しており、継続して
実施することが重要である。

前年に引き続き、政治倫理審査会の開催回数を必要
最小限とした。

16 行政管理課 文書管理事務費 市民の知的資産である公文書の適切な管理を行
うとともに、市民の暮らしに直結する議案、例規
の審査を行う。

●文書収受、各出先機関への逓送便業務、印刷
室の管理
●例規の制定改廃の審査、議案の作成及び例
規集管理業務
●栄典受賞候補者の選定及び推薦

56,326 Ｂ 事業全体のさらなる質の向上に努める。 ・ファイリングシステム導入期間（３年間）が終了したこ
とに伴い、文書管理再構築事業費を統合。今後は、
ファイリングシステム運用のためのファイリング用品購
入のための予算を計上。消耗品の更新を効率的に行
うことで、購入を必要最小限に留めるよう努める。
・新庁舎での業務開始により、文書逓送業務を教育委
員会と一本化

17 行政管理課 行政安全対策事業費 不当要求行為に対する対応を円滑に行い、業務
に支障をきたさないようにする。

不当要求事例についての主管課からの相談・協
議に対し、一定の方向性を定めることにより問題
解決に向けた連携・協力を行う。

4,461 Ａ 事業全体のさらなる質の向上に努める。 庁舎機能が本庁舎に集約されたことに伴い、配置する
警備職員数の見直しを行った。

18 行政管理課 文書管理再構築事業費 文書管理の再構築を図る。 フォルダを利用して文書を管理するファイリング
システムを導入し、新庁舎の省スペース化及びそ
の他の庁舎においても同様に統一的な文書管理
を実現する。

17,869 Ａ ・文書のライフサイクルの把握
・文書の保管・保存スペースの減少
・紙文書の検索性の向上

・ファイリングシステム導入期間（３年）が終了したこと
に伴い、文書管理事務費に統合。

19 行政管理課 公用車管理事業費 公用車を使用した行政サービスが適切に提供で
きるようにすることで、効率的な行政運営を図る。
また、事故発生後の円滑な対応により、通常業
務に支障を生じないようにする。

公用車の台数及び車種等の適切な維持管理を
行う。
公用車の一部を集中管理し、車両を保有しない
課等に貸出し、公用車の効率的な運行・管理を
行う。
職員が安全に公用車を利用できるよう、適正な
整備を行う。
事故相手方との交渉及び損害車両の修繕を早
急に実施する。

87,269 Ａ 新庁舎での適正な公用車管理に向けて計画的な車両
の更新を行う。

新庁舎移転による機能集約に伴い平成31年度中に
リース切れとなる車両5台の削減を図る。

20 行政管理課 庁舎管理事業費 本庁舎利用者の安全性及び利便性の確保し、持
続的、安定的な行政運営を図る。

本庁舎内の不具合箇所の修繕や適切な管理に
より庁舎機能の維持を図り、庁舎利用者の安全
性及び利便性の確保を行う。

57,070 Ｂ 庁舎の維持管理経費の削減に努めつつ、庁内の安全
確保と執務環境の維持に努める必要がある。

企業電力活用及び新庁舎省エネ設備の効果による光
熱水費等を削減し計上。

21 行政管理課 分庁舎管理事業費 徳山港町庁舎利用者の安全性及び利便性の確
保し、持続的、安定的な行政運営を図る。

徳山港町庁舎内の不具合箇所の修繕や適切な
管理により庁舎機能の維持を図り、庁舎利用者
の安全性及び利便性の確保を行う。

6,866 Ｂ 港町庁舎の施設管理担当課と連絡を密に行い、迅速
で適切な施設の維持管理に努める。

新庁舎への移転が完了したことから事業廃止。

22 行政管理課 仮庁舎管理事業費 仮庁舎及び仮庁舎別館利用者の安全性及び利
便性の確保し、持続的、安定的な行政運営を図
る。

仮庁舎及び仮庁舎別館内の不具合箇所の修繕
や適切な管理により庁舎機能の維持を図り、庁
舎利用者の安全性及び利便性の確保を行う。

109,261 Ｂ 経費の節減に努めながら、市民サービスの安定的な
提供と施設管理に努める。

新庁舎グランドオープンまでの間、市民利用会議室と
して活用している仮庁舎別館の必要最小限の経費を
計上。
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23 行政管理課 ＰＣＢ廃棄物処理事業費 市の保有台数及び保管状況等の把握を行い、計
画的に適切な処分を行う。

ＰＣＢ廃棄物の保有台数及び保管場所につい
て、状況把握をし、適切な管理を行う。
また、高濃度ＰＣＢ廃棄物から順次計画的に廃棄
処分を実施する。

15,538 Ｂ 計画的に廃棄処分を実施している。
今後は新たに発見された場合の適正な管理と処分に
漏れがないよう、関係部署に周知を行うとともに計画
的に処分する。

歳出予算平準化のためH32年度と2ヶ年で実施

24 行政管理課 固定資産評価審査委員
会費

中立的な機関として慎重な審査を行い、納税者
の信頼を得る。

固定資産課税台帳に登録された価格に対する不
服を審査し、決定する。

0 Ａ 中立的、専門的な第三者機関として慎重な審査を行い
納税者の信頼を得る必要があること、地方税法で設置
が義務付けられていることから現状どおり事務を継続
する。

評価替えの年度には当たらないため、審査会の開催
回数を必要最小限とした。

25 行政管理課 情報公開事務費 市の諸活動を市民に説明する責務を果たすとと
もに、市政に対する市民の理解と信頼を深める。

●公文書・個人情報開示請求に対する開示事務
を行う。
●情報公開窓口を活用し、市政に関する情報を
積極的に提供する。
●情報公開・個人情報保護の取扱いに関する疑
義を審査する。

1,952 Ａ 市が保有する情報を広く知る機会の保障及び個人情
報の保護の観点から本事業は必要である。

市民サービス向上のため、新庁舎においてフロアマ
ネージャーを配置したことに伴い、旧市民さろんの嘱託
職員を廃止した。

26 行政管理課 統計調査総務事務費 周南市に係る統計情報の提供。
統計調査の円滑な実施と結果精度の向上。

統計資料の収集・整理、周南市ホームページの
公表。
統計調査員希望者の登録、統計だよりの配布。

22 Ａ 統計調査員の確保に努めながら確実な統計調査の実
施を目指し、より利用しやすい統計資料の提供に努め
る。

27 行政管理課 工業統計調査事業費 全国の工業実態を明らかにし、工業に関する施
策基礎資料を得る。

製造業を営む事業所の調査を実施する。 384 Ａ 法的受託事務であり、適正な事務執行に努める。

28 行政管理課 経済センサス事業費 各種行政施策、その他の基礎資料を得る。 全産業の事業所及び企業を対象として調査を実
施する。

0 Ａ 法定受託事務であり、適正な事務執行に努める。

29 行政管理課 就業構造基本調査事業
費

国民の就業及び不就業の状態を明らかにし、全
国及び地域別の就業構造に関する基礎資料を
得る。

抽出された１５歳以上世帯員を対象として、調査
を実施する。

3,755 Ａ 法定受託事務であり、適正な事務執行に努める。

30 行政管理課 住宅・土地統計調査事業
費

住宅・土地の保有状況及び世帯の居住状況等の
実態を明らかにし、住生活関連施策の基礎資料
とする。

抽出された調査区区域を対象として、調査を実施
する。

636 Ａ 法定受託事務であり、適正な事務執行に努める。

31 行政管理課 商業統計調査事業費 商業の実態を明らかにし、商業に関する施策の
基礎資料を得る。

すべての商業事業所を対象として、調査を行な
う。

0 Ａ 法定受託事務であり、適正な事務執行に努める。

32 行政管理課 教育統計調査事務費 各種行政施策、その他の基礎資料を得る。 すべての幼稚園及び学校を対象として、調査を
行なう。

0 Ａ 法定受託事務であり、適正な事務執行に努める。

33 人事課 基金管理事業 職員退職手当基金の活用により、財政負担の平
準化が図られる。

●周南市職員退職手当支給条例に基づく退職手
当の財源に充てるために設置
　財政状況を勘案し、中長期的な退職手当所要
額を算定しながら基金の積立を行う。

249,387 Ａ ５か年ごとに退職者の推移を考慮し、退職者の多い年
度に向けて退職者の少ない見込みの年度に財政当局
と協議しながら積立を行い、財政負担の平準化を図っ
ていく。

平成30年度に引き続き31年度も定年退職者が多いこ
とから、一般財源の支出を平準化するため、基金を取
り崩し対応するため、基金については利息のみを計上
している。

34 人事課 人事管理事務費 人事・採用試験・公務災害・給与関係事務につい
て、適正な運用を行うことにより、業務の遂行に
よる市民サービスの向上を図る。

●人事・職員採用・公務災害・給与関係事務費、
人事管理に要する事務経費
①職員採用事務（5～11月試験実施）
②職員異動配置事務：自己申告、庁内公募、人
事ヒアリング等を実施し、適正な人員配置を行う
③新たな人事評価制度の導入・推進
④職員労務管理事務
⑤組織機構整備

10,910 Ａ 職員配置適正化方針に基づき、職員力・組織力を発揮
できるよう人材マネジメントを行い、簡素で効率的な行
政経営に努めるとともに、意欲、能力、適性を生かした
職員の育成、行政需要に適時・適切に対応した機動的
な組織づくりを進める。

35 人事課 職員研修事業費 職員の能力向上と組織の活性化へ寄与すること
で、より充実した市民サービスの提供が図られる

・「周南市人材育成基本方針改訂版」に基づき、
計画的・体系的な職員研修を実施
・技術や知識習得のための研修を含めた全庁の
研修予算を一括管理し、計画的・効果的な研修
を実施
・人的ネットワークづくり・組織化、公務の能率的
な運営を図るための研修への取組み

11,084 Ａ 人材育成基本方針改訂版に基づき、自己啓発、職場
内研修（OJT）、職場外研修を３つの柱とする研修計画
を策定し、適宜適切な研修による職員力の向上を図
る。

費用対効果を踏まえ、研修内容の精査を行った。

36 人事課 職員福利厚生事業費 疾患の早期発見・早期治療を促し長期病休者を
減らすことで、安定した市民サービスを提供す
る。また、予防に努めることが出来るよう、職員の
健康意識を高める。

・職員健康診断、予防接種、健康教育の実施
・職員の体調不良に対する緊急的な対応
・職員共済会への交付金

19,518 Ｂ 福利厚生事業の内容については、社会情勢を勘案し
ながら、適宜見直しを行う必要がある。

実績を踏まえて、積算根拠の精査を行った。
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37 人事課 職員メンタルヘルス事業
費

心身の不調の早期発見・早期治療を促し、長期
病休者を縮減することで、安定した市民サービス
の提供に努める.

・職員の健康管理やメンタルヘルス疾患の早期
発見・治療、予防啓発の実施
・健全な組織体制を確立し、安定した市民サービ
スを提供

649 Ａ 食事、運動、休養、禁煙等、セルフケア対策の普及促
進及びその支援。ストレスチェック実施結果による各所
属の状況を分析し、メンタル疾患の予防につなげる。

38 情報管理課 電子計算組織管理費 ●情報システムの運用管理・利活用
・基幹業務系システム（住民情報、税、福祉等）
・内部情報系システム
　（文書管理や財務会計等の内部事務、グルー
プウェア）

・システムの有効利用による住民サービスの向
上と行政事務の効率化を図る。
・併せて、システム関連経費の最適化を推進す
る。
・自治体クラウドによる基幹業務系システムのセ
キュリティ向上と経費削減を図る。
・単独クラウドによる内部情報系システムのセ
キュリティ向上と事務の効率化を図る。

391,504 Ａ 新たな基幹業務系システム・内部情報系システムが稼
働したことから、安全確実な運用管理を実施する。

情報システムのクラウド化に伴い、法・制度改正対応
を国・県などの補助基準額を上限とし経費削減を図
る。
しゅうなんメールサービスの区分けを31コミュニティに
細分化するなどシステム改修を実施し、地域に特化し
た情報発信を可能にする。

39 情報管理課 基幹系システム制度改
正対応事業

●基幹業務系システムの運用管理・利活用
●制度改正に伴うシステムの改修

システムの有効利用による住民サービス向上と
行政事務の効率化を図る。
併せて、システム関連経費の最適化を推進す
る。

26,641 Ａ 国などの制度改正に適切に対応することは必要不可
欠ではあるが、システム改修に際しても、市民サービ
ス向上や行政事務の効率化等の視点を持ち、常に費
用対効果を念頭に実施する。

40 情報管理課 社会保障・税番号制度対
応事業

●国の社会保障・税番号制度に対応するため、
情報システムの改修及び国や他自治体との連携
テストを実施
●マイナンバー（個人番号）カードの利活用拡充
（各種証明書のコンビニ交付システム運用・管
理）

・平成27年10月に番号通知、28年1月から利用開
始・マイナンバー（個人番号）カードの交付を実施
・平成29年7月からマイナポータル、11月から国・
自治体間の情報連携を開始
・平成30年4月から、各種証明書等のコンビニ交
付サービスを開始

18,609 Ａ マイナンバー（個人番号）カード普及に向けた取り組み
を行うとともに、各種証明書等のコンビニ交付などカー
ド利活用業務の拡充について研究する。

41 防災危機管理課 防災対策費 　市の防災体制を確立するとともに、地域防災力
の強化と防災対策の充実を図ることにより、災害
に強いまちづくりを進める。

　周南市地域防災計画の改訂、ハザードマップの
整備・周知、災害種別に応じた避難所の周知等
市民への啓発と、災害時の応援協定や防災訓練
などの防災対策の実施。

34,115 Ｂ 　ハザードマップﾟや避難所等の周知を図るとともに、災
害時に迅速・的確な初動体制が確立できるよう、災害
対応マニュアルの見直し・整備、職員の訓練等に取り
組む。
　また、自主防災組織育成事業、防災情報収集伝達シ
ステム整備事業など、各事業と連携した防災対策を推
進する。

・防災情報収集伝達システムの運用開始に伴い、既存
の移動系無線及び衛星携帯電話、災害用携帯電話を
廃止
・防災情報収集伝達システム情報共有システムの導入
に伴い、民間に委託している水防支援システム業務を
廃止

42 防災危機管理課 防災資機材整備事業 　地域防災の拠点となる総合支所、支所、公民館
等に防災資機材を配備するとともに、本庁、各総
合支所等に食料・飲料水等の備蓄品を確保し、
災害時等における市民の安心安全の確保を図
る。

　本庁・各総合支所への食料・飲料水・パック毛
布等を備蓄、各支所・公民館等には、衛星携帯
電話、非常用発電機、土のう袋、ブルーシート等
の応急対応に必要となる防災資機材を配備す
る。また、大規模災害時等、長期の避難所運営
を想定し、迅速な物資供給などの応援協定等な
ど民間・他機関かとの連携した取り組みを進め
る。

2,923 Ｂ 計画的な食料・飲料水等の備蓄に取り組むとともに、
順次、既に配備している防災資機材・備蓄品の更新・
見直しを進めていく。
大規模災害時を想定し、民間からの物資供給等につ
いても、拡充を図っていく。

43 防災危機管理課 国民保護法制事務事業 武力攻撃事態等から保護し、「安全な避難、救
援」、「武力攻撃に伴う被害の最小化」を図り、情
報伝達体制を整え、市民の安心・安全につなげ
る。

国民保護計画に基づく情報伝達体制の整備を行
い、出前トーク等を通じた、国民保護の仕組み等
の周知を図る。また、国民保護計画の修正、資
料編の作成・修正、国民保護協議会の開催に伴
う管理運営を行う。

0 Ｂ 周南市国民保護計画について、国・県等の計画等に
則して改訂・見直しを行う。また、武力攻撃事態等の緊
張が高まっていることから、有事の際の行動等につい
て市民へ周知を図っていく。

44 防災危機管理課 自主防災組織育成事業 地域住民が連携して地域の被害を未然に防ぐ、
また、災害発生時には地域の被害を最小限に抑
えることができるよう、共助の要である自主防災
組織を育成し、活動の活発化を図る。

防災アドバイザーやNPO法人日本防災士会山口
県支部等と連携して研修会・講座等を実施すると
ともに、自主防災組織ネットワーク会議を開催し、
各地区の情報・意見交換を行う。また、各地区で
取り組まれる防災訓練や備蓄資機材整備など自
主防災組織の活動支援を行う。

5,031 Ｂ 引き続き、防災アドバイザーや防災士会と連携して、
災害図上訓練や避難所運営ゲームなど参加・体験型
の研修会、出前トーク等を実施するとともに、活動等に
対する支援を行っていく。

・地域で防災ラジオの普及を取り組む自主防災組織に
対する支援を実施。

45 防災危機管理課 防災アドバイザー派遣事
業費

市民一人ひとりの防災意識の向上、地域での自
主防災活動の活性化を図り、自助・共助による地
域防災力を強化する。

市民・自主防災組織等に対し、防災に関する経
験や知識を有するアドバイザーの派遣を実施
【派遣テーマ】
ア）自主防災組織の運営や防災訓練の企画立案
に関すること　イ）家庭や地域でできる身近な防
災対策について　ウ）家具転倒防止講座　エ）災
害図上訓練（DIG演習）　オ）避難所運営訓練
（HUG演習）

269 Ａ 自助・共助による地域防災力の向上を図るため、防災
アドバイザーによる防災に関する意識啓発、自主防災
組織への講座・研修会等を実施する。
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46 防災危機管理課 防災情報収集伝達シス
テム整備事業

市民の安心・安全を確保するため、災害時にお
ける市民への情報収集伝達手段の確保、本庁・
総合支所・支所等との情報収集伝達通信網の確
保を図る。

市民への提供型として防災行政無線（同報系）・
コミュニティFM放送・IP告知システム、双方向型と
して自主防災組織への簡易無線機の配備、全市
ネットワーク型として、無線LAN・河川監視カメラ・
雨量計等からなる防災情報収集伝達システムを
整備する。(整備年度H28～H30)

591,874 Ｂ 防災情報収集伝達システム整備に掲げる各事業を、
年度計画に基づき着実に進めていく。

47 防災危機管理課 避難行動支援事業費 地域ぐるみで避難行動要支援者を支援する体制
づくり、家具転倒防止器具設置の支援による各
家庭での耐震対策の普及を図る。

避難行動要支援者名簿の登録者を対象に家具
転倒防止器具の設置を無償で行うもので、避難
行動要支援者と支援する側の自主防災組織の
関係強化を図るため、自主防災組織が器具設置
の申請手続き等を行う。

73 Ｃ 引き続き避難行動要支援者名簿の提供を受ける自主
防災組織へ制度の周知を図るとともに、当該事業に取
り組む組織の増加を図り、避難行動要支援者等への
家具転倒防止器具設置を進めていく。

本事業に取り組む地域が少ないことから自主防災組
織等の意見を伺い、事業内容の見直しを検討する。

48 庁舎建設課 庁舎建設事業費 低い耐震性能、バリアフリーの問題、本庁機能の
分散など、現庁舎が抱える多くの課題を解消し、
市民の安心安全の確保と利便性の向上を図る。

次のような特徴を持った新庁舎を建設する。
①免震構造を採用
②本庁部局を集約
③来庁者の多い窓口を低層階に配置
④わかりやすい案内表示を採用
⑤ユニバーサルデザインを採用
⑥飲食施設、売店出店想定スペースを確保
⑦市民利用会議室を設置

6,243,854 Ａ 安心安全の確保と利便性の向上のため、また、合併特
例債活用を考えると中長期的な財政面からも計画どお
り事業を進めるべきである。

事業期間が延長になったことから平成３１年度に必要
となる予算を計上する。（継続費設定済）

49 庁舎建設課 基金管理事業費 新庁舎建設に係る財政負担を平準化する。 基金積立を行ない、財政負担の年度間調整を行
なう。

311 Ａ 平成２８年度をもって当初の積立目標額２０億円に達
した。

事業期間が延長になったことから平成３１年度に利子
を予算計上する。

50 財政課 財政管理事務費 周南市財政の健全で効率的な運営を行う 財政計画の作成・見直しの実施。
第３次行財政改革大綱に掲げる健全財政堅持の
ための取り組みを通じ、周南市版マネジメントシ
ステムを着実に運用することにより、予算編成や
その執行管理を円滑に進める。
統一的基準での地方公会計による財務書類を活
用し、財政マネジメントの強化を図りつつ、財政
情報を的確にわかりやすく提供・周知することに
より、市民の理解と信頼を深め、財政状況の透
明性を確保する。

1,486 Ｂ 持続可能な財政運営のため、長期的な視点に立って
財政状況を把握し、適正な予算編成と執行管理を行っ
ていく必要がある。統一基準による財務書類を活用す
ることで分析を深め、よりわかりやすい財政状況の公
表を行い、透明性を確保する。厳しい財政状況を踏ま
え、緊急財政対策に掲げた目標の実現を図る。

統一基準による財務書類の分析をし、その情報を市民
によりわかりやすく提供するため、財務書類作成支援
に要する経費を計上。

51 財政課 基金管理事業費 周南市財政の効率的で健全な運営を行う 【財政調整基金】
前年度繰越金の１／２以上を積立て、予算編成
における財源調整のため取崩しを行うなど、適正
管理を行う。
【その他基金】
減債基金、地域振興基金、ふるさと周南応援基
金、子ども未来夢基金の適正管理を行う。

1,884,785 Ｂ 普通交付税の減額、公債費や公共施設等の老朽化対
策に要する経費の増などにより、多額の財源不足が見
込まれるなか、行政サービスの安定的な提供や突発
的な自然災害に対応するために一定規模の基金残高
を保持していく必要がある。今後、第三次行財政改革
大綱及び緊急財政対策に掲げた目標達成に向けて取
組みを強化していく。

財政負担の軽減を図るため、地域振興基金、ふるさと
周南応援基金、子ども未来夢基金などを効果的に活
用することで、積極的に一般財源の確保を図る。

52 財政課 基金管理事業費 計画区域の住民が将来にわたり、安全・安心に
暮らすことのできる地域社会の実現を図る事業を
行う。

過疎地域の住民が将来にわたり、安全・安心に
暮らすことのできる地域社会の実現を図るため、
過疎地域自立促進基金条例に基づき、基金の適
正管理を行う。

18,128 Ｂ 鹿野地域の自立に向けたソフト事業を進めて行く上
で、必要な財源であり、基金を有効に活用した事業を
実施していく。

効果的かつ継続的に事業の進捗を図るため、基金を
取り崩し、10事業に活用。

53 課税課 課税管理費 適正課税の達成に向けた環境整備 条例改正関係事務・経理事務・課税課内庶務全
般事務

1,579 Ａ 課税の根拠となる条例整備をはじめ、管理運営業務が
中心であり、内部事務として継続する。

各職員が法令研修等に積極的に参加し、スキルの向
上を目指す。

54 課税課 賦課一般事務費 軽自動車税の適正課税
市たばこ税及び入湯税の適正課税
税証明等交付の迅速かつ正確な交付

軽自動車税の賦課事務
市たばこ税及び入湯税の賦課事務
税証明等発行事務

10,200 Ａ 地方税法に基づく事務であり、自主財源の確保ととも
に、現行どおり継続していく。

仕事の効率を向上させ、メリハリのある働き方を実現
するため、引き続き事務改善に取り組む。

55 課税課 市民税関係賦課事務費 個人市県民税の適正課税
法人市民税の適正課税

個人市県民税の賦課事務
法人市民税の賦課事務

16,729 Ａ 地方税法に基づく公平公正な課税を行う。 仕事の効率を向上させ、メリハリのある働き方を実現
するため、引き続き事務改善に取り組む。

56 課税課 固定資産税関係賦課事
務費

固定資産税の適正課税
都市計画税の適正課税

固定資産の評価事務
固定資産税・都市計画税の賦課事務

20,325 Ａ 地方税法に基づく公平公正な課税を行う。 長期継続契約を締結することで、減額の効果があるも
のについて平成31年度から取り組むことにした。

57 収納課 徴収事務費 税の公平性、自主財源の確保が図られる。
　（徴収率　Ｈ30目標　：　99.30%）

市税徴収、口座振替、市税還付及びその他庶務
に関する経費。早期に滞納整理に着手するととも
に、滞納処分強化による収納率の向上を図る。

44,616 Ａ 平成28年度からコンビニ収納を開始し、納税者の利便
性の向上を図ったところである。また税・国保の一元化
も行い現在に至っている。今後も収納率の向上を図る
ため、効率の良い施策を実施していく。

臨時職員の雇用方法を見直し、社会保険料を削減した
（728千円減）

58 収納課 徴収事務費 国民健康保険料の収納率の向上に寄与し、安定
的な事業運営が行える。

●国民健康保険の徴収に関する事務費
●口座振替を積極的に推進
●Ｈ28からコンビニ収納を開始

10,398 Ａ 国民健康保険の徴収に関する業務を適正且つ円滑に
遂行する。

業務の見直しにより、郵便料を削減した（390千円減）
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59 収納課 一般被保険者保険料過
誤納還付金

適正な還付金支払いによる国保料の収納管理の
適正化を図ることで、信頼して納付することがで
きる。

●一般分の過年度保険料について、過誤納と
なった保険料を還付金として支出する。

9,128 Ａ 転出、他保加入や所得の減額更正などの保険料賦課
額が減額になる異動が多く、制度上の過誤納が発生し
やすく、効率的に継続実施していく。

60 収納課 退職被保険者等保険料
過誤納還付金

適正な還付金支払いによる国保料の収納管理の
適正化を図ることで、信頼して納付することがで
きる。

●退職分の過年度保険料について、過誤納と
なった保険料を還付金として支出する。

0 Ａ 転出、他保加入や所得の減額更正などの保険料賦課
額が減額になる異動が多く、制度上の過誤納が発生し
やすく、効率的に継続実施していく。

61 収納課 一般被保険者保険税過
誤納還付金

適正な還付金支払いによる国保税の収納管理の
適正化を図ることで、信頼して納付することがで
きる。

●一般分の過年度保険税について、過誤納と
なった保険税を還付金として支出する。

0 Ａ 転出、他保加入や所得の減額更正などの保険料賦課
額が減額になる異動が多く、制度上の過誤納が発生し
やすく、効率的に継続実施していく。

62 収納課 退職被保険者等保険税
過誤納還付金

適正な還付金支払いによる国保税の収納管理の
適正化を図ることで、信頼して納付することがで
きる。

●退職分の過年度保険税について、過誤納と
なった保険税を還付金として支出する。

0 Ａ 転出、他保加入や所得の減額更正などの保険料賦課
額が減額になる異動が多く、制度上の過誤納が発生し
やすく、効率的に継続実施していく。

63 収納課 一般被保険者還付加算
金

適正な還付金支払いによる国保料の収納管理の
適正化を図ることで、信頼して納付することがで
きる。

●一般被保険者に係る過誤納金の還付に際し、
法の規定に基づいた期間に係る加算金を算定
し、過誤納金に加算して支出する。

119 Ａ 法令等で定められた加算金であり、従来どおり実施し
ていく。

64 収納課 退職被保険者等還付加
算金

適正な還付金支払いによる国保料の収納管理の
適正化を図ることで、信頼して納付することがで
きる。

●退職被保険者に係る過誤納金の還付に際し、
法の規定に基づいた期間に係る加算金を算定
し、過誤納金に加算して支出する。

0 Ａ 法令等で定められた加算金であり、従来どおり実施し
ていく。

65 収納課 後期高齢者医療徴収事
務費

保険料収納の確保により制度の安定運営が図ら
れ、安心して医療を受けることができる。

●後期高齢者医療保険料に係る徴収に関する
事務費を支出する。

1,766 Ａ 後期高齢者医療制度の安定運営及び公平性の確保
のために欠かせない事務であり、効率化及び収納率
向上を図ながら実施していく。

66 収納課 後期高齢者医療保険料
還付金

適正な還付金支払いによる保険料の収納管理の
適正化を図ることで、信頼して納付することがで
きる。

●過年度保険料について、過誤納となった保険
料を還付金として支出する。

1,431 Ａ 所得の減額更正などによる保険料賦課額の減額が多
く、制度上の過誤納が発生しやすく、効率的に継続実
施していく。

67 収納課 後期高齢者医療還付加
算金

適正な還付金支払いによる保険料の収納管理の
適正化を図ることで、信頼して納付することがで
きる。

●過誤納金の還付に際し、法の規定に基づいた
期間に係る加算金を算定し、過誤納金に加算し
て支出する。

102 Ａ 法令等で定められた加算金であり、従来どおり実施し
ていく。

68 契約監理課 契約監理事務費 市が発注する工事、業務委託、物品調達等の入
札・契約事務について、公契約としての効率化を
進め、透明性・競争性・公平性を有した、適切な
入札・契約制度の確立を図る。

・入札参加業者の資格審査、登録及び管理
・建設工事、業務委託、物品調達等における業
者選定、要件・資格審査、入札執行、入札結果の
公表
・入札参加業者の指名停止処分
・入札・契約制度の見直し及び改正
・契約等審査会の開催事務

1,220 Ａ ・公契約事務の効率化を進めるとともに、透明性、競争
性、公平性を有した適正な入札契約制度の確立を図る
ために継続的な制度改正と見直しを行う。
・公共工事の品質確保のため積算・施工管理・建設技
術等の的確な指導と検査体制の充実を図る。

オープンフロアになったことで庁内関係課との図書・資
料の共有化により必要経費の削減を図っている。

69 地域づくり推進
課

自治会関係経費 住民自治組織において、様々なまちづくり活動が
展開され、住民自治が促進される。

○自治会及び自治会連合会に対し、広報等配布
報償金及び活動費補助金を交付
○住民自治組織の運営、活動に対する各種支援
を実施

79,387 Ｂ 生活状況の変化や住民間の繋がりの希薄化の中で、
住民自治組織の役割の必要性や有効性を意識づける
必要がある。また、引き続き(一社)山口県宅建協会周
南支部等と連携しながら自治会加入の促進に取り組
むとともに、広報等配布報償金の統一等について、関
係者と協議する。

広報等配布報償金について、市自治会連合会の意見
を伺いながら基準の統一を図った。

70 地域づくり推進
課

コミュニティ推進事業費 市内３１地区において、市民自らが行う地域づく
り活動が展開されるとともに、地域間交流や人材
育成に係る取り組みが進む。

○３１地区コミュニティ推進組織及び周南市コミュ
ニティ推進連絡協議会に対し活動を補助
○コミュニティレンタル機材の維持管理
○須金なし・ぶどう祭、長穂ほたる祭り、さくら街
道祭りの事業費を補助

13,983 Ａ (公財)周南市ふるさと振興財団と連携し、地域づくりの
担い手となる人材の育成や、地域間交流など、今後も
引き続き、地域住民が自発的に地域づくりを進めてい
けるよう支援を行い、分権時代に対応した住民自治へ
と高めていく。

各地域のコミュニティ活動を検証するとともに、市民セ
ンターを拠点に(公財)周南市ふるさと振興財団と連携
し、地域のコミュニティ活動の推進を図る。

71 地域づくり推進
課

ふるさと振興事業費 各地区の特性に応じたコミュニティ活動やテーマ
型の市民活動を促進する。

市民自らが行う地域づくり活動の振興を目的とす
る「(公財)周南市ふるさと振興財団」の運営を支
援

37,779 Ａ （公財）周南市ふるさと振興財団の市と地域を結ぶ中
間支援組織として役割が一層、発揮されるよう、地域
づくりの推進する目標や方向性の共通理解を図るとと
もに、市と財団の役割を明確にすることにより、地域づ
くりを支援する体制を強化する。

市との役割分担を明確にし、（公財）周南市ふるさと振
興財団の専門性を活かして、地域づくりを支援する体
制の強化を図る。

72 地域づくり推進
課

自治会集会所建設費助
成事業費

地域住民の活動拠点施設等の整備が促進され、
住民自治活動が推進される。

各自治会が行う集会所の建設及び補修、または
備品や掲示板の新設及び補修等に対し補助をす
る。

2,901 Ａ 自治会からの要望に基づき、補助事業を実施している
ため、実施件数や助成額も年によって変動するが、今
後も地域のコミュニティの活動拠点としての集会所の
建設や補修に対し、補助していく必要がある。
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73 地域づくり推進
課

市民参画推進事業費 市民参画条例の実効性を高め、市民の市政への
参画を促進すること。

市民参画の実施状況の評価・公表
市民参画の適正な運用等について審議する市民
参画推進審議会の運営
市民参画を担う人材育成、市民参画方法の啓発
普及
３次行革大綱53「市民参画の推進」

493 Ｂ 管理職向けの研修、若手職員への浸透を目的とした
研修を計画的に実施し、市民参画の視点を持った市民
の意見・提言を市の取組みに展開できる職員の育成を
図る。
条例が掲げる理念を広く市民に周知されるよう、わか
りやすい方法等を用い幅広く周知を行う。

74 地域づくり推進
課

市民活動推進事業費 市民活動の自主性・自立性が高まり、それぞれ
の活動の活性化につなげる。

市民活動に関する情報収集・提供や相談対応、
人材育成等をおこなう市民活動の支援拠点「市
民活動支援センター」を運営する。

7,856 Ｃ 市民活動支援センターの運営について、専門性や関
係機関とのネットワーク、活動支援ノウハウを有する団
体等と連携して機能強化を図る。

平成３０年度に引き続き、市民活動支援センターの業
務の一部を、専門性や関係機関とのネットワーク、市
民活動支援のノウハウを有する団体に委託するととも
に、地域づくりを推進する講座等を充実させ、市民活
動団体を支援する体制の強化を図る。

75 地域づくり推進
課

地域づくり支援事業費 市民と行政、市民と市民の多様な主体同士が
「対話」により連携し、地域の「価値」を共に創出
する「共創の地域づくり」の促進。

地域の夢プラン策定支援及び実現支援による住
民主体の地域づくり活動の促進。
地域づくり活動の担い手となる新たな人材の発
掘・育成。
地域づくり活動のコーディネート役を担う人材の
スキル向上を目的とした研修会等の実施。

3,034 Ｂ 市内全域で地域の夢プランの取組みを推進するにあ
たり都市部や都市周辺部に対する支援体制を確立す
るため、地域の最前線で地域づくりを支援する市民セ
ンターや支所職員のスキルアップを図るとともに、関係
課や機関等との連携を強化する。

夢プランの策定が市内全域に広がるよう、都市部・都
市周辺部の実情を踏まえながら、必要に応じて支援の
あり方を検討する。

76 地域づくり推進
課

共創プロジェクト事業費 新しい公共事業を創出するとともに、新たな公共
の担い手の育成を図り、市民と行政が共に地域
の価値を創出する「共創の地域づくり」の実現を
目指す。

○市民同士が連携して取り組む公益的な事業の
創出・自立に対する支援(事業計画の策定、事業
計画の実施、情報発信等)
○地域づくりを推進する人材の育成

33,786 Ｃ 共創プロジェクトへの参加団体の増加を図るため、周
知を強化するとともに、相談体制の強化を図る。
認定を受けたプロジェクトの持続・発展を図るため、そ
の関係者のスキルアップを図るとともに、新たな連携
の創出や事業の拡大に向けた支援を強化する。

共創プロジェクトに取り組もうとする団体の育成、事業
計画のブラッシュアップや事業の自立・持続化を図るた
め、プロジェクトを認定するプロセスにおいて研修の受
講を必須化するとともに、プロデューサーや専門家派
遣などを通して認定プロジェクトのフォローを行う。

77 地域づくり推進
課

支所管理運営事業 各種行政サービスの提供
地域の振興

１５支所の庁舎の維持管理、補修、整備及び財
産管理を行う。
市民に対する行政サービスの提供や市民セン
ターと連携して地域づくりを支援する。

72,805 Ａ 30年度より当課の所管となった市民センターと一体的
に管理運営することにより施設管理の効率化や地域
づくりの支援体制を強化するとともに、老朽化等が進
む施設は、公民館施設分類別計画に基づいて更新す
ることにより、市民サービスの維持及び地域の振興を
図る。

委託業務の発注方法を見直すなど、市民センターと一
体的な管理運営を行うことにより、事務の効率化や管
理コストの削減を図った。

78 地域づくり推進
課

向道湖ふれあいの家管
理運営事業費

地域コミュニティ、市民活動団体等による自主
的・主体的な活動の拠点施設として、市民交流と
住民福祉の活性化を図る

施設の貸館および維持管理を行う。 2,209 Ｃ 市民交流と住民福祉の活性化、地域コミュニティ、市民
活動団体等の活動拠点となる施設であるが、利用者
が限定されており、利用者数も減少傾向にある。今後
も引き続き適切な管理運営を行うとともに、施設のあり
方についての検討を行う。

引き続き、利用実態を踏まえ、施設のあり方を検討す
る。

79 地域づくり推進
課

ＵＪＩターン促進事業 移住検討者に対する情報発信をはじめ、空き家
や市遊休施設を活用した地域ぐるみでの移住者
受入の促進や起業支援や事業誘致等により、移
住定住の実現や新たな地域の担い手による地域
の活性化を図る。

県外での移住フェアおよびホームページやリーフ
レット等を活用した情報発信。
空き家情報バンクを活用した空き家情報の提
供。
地域ぐるみで移住者の受入を進めるための「里
の案内人」の育成および、里の案内人と連携した
移住相談対応。
市外からの移住者による空き家改修や起業支援
等のほか、法人等による遊休公共施設を活用し
た事業支援、サテライトオフィスの誘致。

17,038 Ａ 首都圏を中心に40代以下の移住ニーズが高まってい
る状況にあり、移住フェア等へ参加し、魅力の発信に
取り組む。
不足している住居を確保するため空き家活用を促進す
るとともに、円滑な移住・定住につながるよう地域と連
携して、きめ細かな相談対応をおこなう。

移住就業を支援する国・県の取組みとの連携により、
東京圏から本市への移住を促進するとともに、引き続
き、中山間地域において地域との連携により受入体制
の強化を図る。

80 地域づくり推進
課

中山間地域戦略プロジェ
クト事業費

小学校区の枠組みの中で、地域の課題解決や
活性化に向けた住民主体の取組み（夢プランの
実践活動）が持続的に展開されるとともに、生活
サービスや交通のネットワーク化が図られること
により、安心して暮らし続けられる生活圏をつく
る。

夢プラン策定団体の活動支援
小さな拠点づくりに取組む地域の支援
※１「小さな拠点づくり」とは、小学校区の枠組み
の中で、地域の将来ビジョンに基づき、暮らしを
守るサービスの提供や地域資源を活用して収入
を生み出す取組み、生活交通の導入、活動拠点
となる施設の運営など暮らし続けられる地域を実
現するための仕組みや体制をつくること。

4,000 Ａ 引き続き各地区の夢プランの策定・実践活動を推進す
るとともに、生活機能が不足する地域においては、生
活交通等によるネットワーク化により近隣地区との連
携を図り、安心して暮らし続けられる中山間地域の生
活圏づくり、小さな拠点づくりを地域と共に進める。

過疎地域活性化交付金により、鹿野地区において、夢
プランの策定やその実現に向けた取り組みを推進する
とともに、須金地区に地域おこし協力隊員を配置し、安
心して暮らし続けるために必要な生活支援システムの
構築など、地域主体の取り組みを推進する。

81 地域づくり推進
課

大津島ふれあいセンター
管理運営事業費

観光やレクリエーション等を通して来島者の交
流・活動の拠点となり、地域の振興に寄与する施
設になる。

施設の適正かつ効率的な管理運営
パンフレットやサイクリングマップ等による島の魅
力等の情報発信

6,695 Ｂ 利用実態等に合った管理運営体制を整えるとともに、
大津島の玄関口としての機能やコミュニティセンターの
機能等を備えた施設を目指す。

施設・設備等の維持を図るとともに、地域のコミュニ
ティ施設としての機能を高めていく。
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82 地域づくり推進
課

離島活性化プロジェクト
事業費

人口減少や高齢化の進行が著しい大津島地区
において、新たな地域づくりの支援体制の構築、
生活サービスの維持、交流・移住の促進など具
体的な事業展開を図る。

持続可能で安心して暮らせる地域を実現するた
め、地域を運営する体制づくりを行う。
身近な暮らしの維持確保、移住・交流の促進に
向けた地域の主体的取組みを支援する。

1,875 Ａ 人口減少や高齢化が進展する中でも、暮らしを維持で
きる運営体制や仕組みづくり等を地域と共に進める。
移動販売車による買い物支援について内容を充実さ
せるとともに、移住・交流の促進に向けた地域の主体
的な取組みを継続的に支援し、移住者等による起業等
を促進させる。

離島活性化交付金により、地域の課題解決に向けた
住民主体の取組みを支援する。

83 地域づくり推進
課

ふるさとスローツーリズ
ム推進事業費

地域資源を活用した交流活動等を通じて、都市
農山漁村交流の意識の醸成や交流人口の拡大
を図るとともに、地域経済の活性化を促進させ
る。

体験型教育旅行等の受け入れ組織である「周南
学びの旅推進協議会」の運営を支援する。
民泊受入家庭の確保（登録家庭数の増加）や研
修等によるスキルアップ、地域資源を活用した体
験プログラムの充実、体験型教育旅行の誘致活
動を通じて中山間地域のツーリズムを推進する。

1,300 Ｂ 都市農山漁村交流の意義や受入の魅力、充実感を各
地に広げるとともに、地域ぐるみでの受入気運を高め
ることにより規模の拡大に繋げていく。

周南学びの旅推進協議会と連携し、地域の気運醸成
や受入体制の充実を図るとともに、中山間地域の特性
を生かした都市と農山漁村の交流の促進に努める。

84 地域づくり推進
課

体験交流施設大津島海
の郷管理運営事業費

交流が通じて住民の活躍の場の創出や地域課
題の解決等に繋がり地域に活力が生まれる。

指定管理者である一般社団法人大津島研究所
を支援するとともに、連携しながら利用者の誘客
を図る。

22,424 Ｃ 研修・体験プログラムや自主事業の充実等により利用
者の満足度を高めるとともに、高校・大学の合宿等の
受入など、引き続き閑散期の利用促進を図る。
住民の雇用や活躍の場としての役割を果たすととも
に、受入を通じて高齢者が8割を占める島の生活課題
の解決に寄与する。

指定管理者と連携し、地域や施設の特性を生かした企
画事業の充実を図るとともに、高校や大学の合宿等に
よる貸館利用など、新たなターゲットに対して広くＰＲす
ることにより利用者の増加を図る。

85 地域づくり推進
課

大道理夢求の里交流館
管理運営事業費

地域の交流拠点として、住民の活躍の場の創出
や地域課題の解決等を図るとともに、地域の活
性化を目指す。

地域住民で組織された指定管理者「大道理夢求
の里交流館運営協議会」を支援する。

11,412 Ｂ 地域の活動・交流拠点として更なる機能強化を図る。 ※平成30年度より市民センター管理運営事業に統合

86 文化スポーツ課 回天記念館管理運営事
業費

入館者に平和の尊さについて考察を深めてもらう
とともに、大津島の振興にも寄与する。

・回天記念館の適切な管理運営及び、平和学習
を行う。
・命と平和の尊さについて考える機会を提供する
施設として、回天関係資料の展示及び解説や講
話、講座等を通じて、平和啓発を行う。

Ｓ43.11開館。開館時間：8：30～16：30。休館日：
水曜日及び年末年始。入館料：大人300円（団体
240円）、18歳以下無料。

7,563 Ｂ 回天の史実や記念館の活動を知ってもらうための取り
組みを、今後も継続的に実施し、来館者に平和を考え
る機会を提供する平和学習施設として運営していく。

約1000点の収蔵品についてデータベース化を進める
ため、デジタルミュージアムシステムを導入する。

87 文化スポーツ課 尾崎記念集会所管理運
営事業費

地域のふれあい活動及び芸術にふれる機会を創
出する。

・効率的な管理運営を行う。
・尾崎正章氏の小作品を鑑賞する機会を提供す
る。

尾崎正章氏より寄贈された病院建物（大正13年
築）を改修し、平成5年11月開館。休館日：月曜・
祝日、年末年始。入館料：無料

564 Ｃ 旧新南陽市ゆかりの尾崎氏から寄贈された旧尾崎医
院を、尾崎正章氏の小作品が鑑賞できる展示室と集
会所を併せ持つ施設として改築し、長く地元に慕われ
てきた建物であり、地域の婦人会に管理を委託してい
るが、施設の大規模な改修には多額の経費が必要な
ことから、困難と考えており、施設点検マニュアルに
沿った適切な管理に努めていく。

大規模な改修等は困難なため、管理業務委託者と連
絡を取りながら、安全上の問題等が生じないように努
める。

88 文化スポーツ課 文化振興一般事務費 文化振興事務の円滑化を図る。 ・文化振興に係る事務を円滑に進める。
・文化振興財団、文化協会等の文化関係団体と
の連携を深める。

348 Ｂ 施設管理のみならず、市民や団体の文化活動を支援
するとともに、ソフト事業の充実を図っていけるように、
文化振興の担い手として期待する文化振興財団と共
に取り組む。

旅費等について精査した。

89 文化スポーツ課 市美術展開催費 広く一般から作品を募ることで、市民の創作活動
を促し美術に対する関心を高めるとともに、鑑賞
を通して市民文化の振興を図る。

周南市美術展の開催

平面・立体・書・写真の4部門で審査は公開、出
品は一人1部門2点まで（出品料：1点目1,000円、
2点目700円）
美術博物館を会場に例年10月に開催（前期後期
各５日間）し、観覧料は無料

1,458 Ｂ 毎年、有識者で組織される運営委員会を開催し、公平
な運営と市民の目標・励みとなるような開催要項を検
討しており、今後も継続実施していく。

今後も市民の目標とされる展覧会として開催していくた
めに、開催要項の検討を継続的に行う。

90 文化スポーツ課 文化行事等開催 市民文化の更なる振興と一体感の醸成を図るた
め、県事業などとの連携や市民による文化事業
を支援・後援する。

県及び県文化団体との連携による県総合芸術文
化祭事業の開催地（共催）支援および周年事業
に対する支援を行う。

500 Ａ 県と連携し、県総合芸術文化祭開催と文化振興・一体
感醸成のための支援を行っていく。

県総合芸術文化祭2019分野別フェスティバルの第56
回山口県俳句大会が周南市で開催されるため、支援
を行う。

91 文化スポーツ課 文化会館管理運営事業
費

文化会館の良好な活動環境と快適な鑑賞空間を
維持し、質の高い舞台芸術・展覧会・講演会など
を提供する。

文化会館を安全かつ効率的に管理運営し、舞台
芸術等の鑑賞機会を提供する。

指定管理者：周南市文化振興財団（Ｈ28～32）。
休館日：第1・3水曜日・年末年始。開館時間：9時
～22時。
施設：大ホール（1800人収容）、練習室、リハーサ
ル室、展示室等

130,886 Ｂ 指定管理者である文化振興財団が有するノウハウを
活かせるように、随時連絡調整の場を設け、指導も含
め緊密な連携を図る。

指定管理期間（5年間のうち4年目）における債務負担
行為による予算措置である。
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92 文化スポーツ課 文化会館整備事業費 文化会館を鑑賞及び発表の場として、利用者が
安心して快適に利用できる環境を提供する。

計画的な改修を行い、施設と設備の長寿命化を
図る。

6,048 Ａ 周南市の文化拠点施設の一つであり、施設の長寿命
化を図るとともに、時代の変化や利用者ニーズに即し
た計画的な改修を、文化振興財団や建築課と協議し、
財政課と相談しながら実施する。

施設の長寿命化を図り、利用者に快適な環境を提供
するために必要な改修を行っており、今回は文化会館
屋上に設置してある高架水槽を改修する。

93 文化スポーツ課 文化振興団体助成事業
費

市民の文化活動を振興する団体を支援すること
で、市民が文化芸術活動に触れる機会を増加さ
せる。

各団体の運営及び事業に対して補助支援を行
う。

30,664 Ｂ 各団体の運営強化及び特色ある事業に対して支援を
継続する。

市内の文化振興団体への支援を継続し、市民の文化
活動の振興に努める。

94 文化スポーツ課 美術博物館管理運営事
業費

快適な鑑賞空間で優れた美術・芸術にふれる機
会を提供し、美術文化に対する関心を高める。

美術博物館の適切かつ効率的な管理運営を行
い、郷土の歴史や質の高い美術の鑑賞機会を提
供する。

指定管理者：周南市文化振興財団（Ｈ28～32）。
休館日：月曜日・年末年始。開館時間：9時30分
～17時。
施設：展示室5・収蔵庫他

133,745 Ｂ 指定管理者である文化振興財団が有するノウハウを
活かせるように、随時連絡調整の場を設け、指導も含
め緊密な連携を図る。

指定管理期間（5年間のうち4年目）における債務負担
行為による予算措置である。

95 文化スポーツ課 美術博物館資料収集事
業費

後世に残すべき特色のある芸術品や歴史を伝え
る資料などを収集し、市民共有の財産として展覧
会を開催する。

郷土ゆかりの優れた作家の作品や特色ある芸術
品、郷土に関わりのある歴史資料などを、資料収
集員会の承認を経て収集する。

4,348 Ａ 文化振興財団と連携し、収集計画の見直しも含め、収
集の方針と収集品の活用について検討しながら進め
ていく。

資料収集に係る委員会や委託費等の経費について精
査した。

96 文化スポーツ課 美術博物館特別展覧会
等開催事業費

本市にゆかりのある作家の顕彰や関連する内容
を、調査研究し独自に企画した本市ならではの意
義ある展覧会を開催することで、美術に対して市
民等の関心を高める。

まどみちおと同時代に活躍した「日本童画のパイ
オニア」と称される武井武雄の展覧会「武井武雄
展」及び地元で活躍する作家の近作を紹介する
秀作美術展「しゅうなんアート・ナウ2017」を開催
した。

11,998 Ｂ 特別展の開催は、文化振興財団に委託しているが、調
査研究も必要となることから計画的なテーマの選定と
予算措置を行っていく。また、アート・ナウ展は、関係
者と協議し、軽微な変更を加えており、今後も開催要
項を検討していく。

文化振興財団と連携し、本市ならではの質の高い展覧
会を開催する。

97 文化スポーツ課 美術博物館企画事業助
成事業費

全国発信事業を実施し、本市の文化的知名度及
び市民の誇りを高める。また、地方において観覧
機会の少ない大規模あるいは意義ある展覧会を
開催し、質の高い美術芸術を提供する。

全国発信事業である「林忠彦賞」の運営及び、文
化振興財団主催の企画展覧会「シンジカトウ・
ワールド」及び「周南人物列伝」等の開催を支援

13,119 Ｂ 「林忠彦賞」は市の知名度や文化的イメージの向上
に、企画展覧会及び企画事業は幅広い世代を対象と
して市民文化の啓発に寄与していることから、補助内
容や企画内容を検証しながら、引き続き補助を実施す
る。

文化振興財団と協議し、「周南人物列伝」の内容を見
直しするため、一時休止することとした。

98 文化スポーツ課 美術博物館整備事業費 美術博物館の良好な収蔵環境と快適な鑑賞空
間を維持し、身近に美術作品を鑑賞できる環境
を提供する。

計画的な改修を行い、施設と設備の長寿命化を
図る。

16,254 Ａ 周南市の文化拠点施設の一つであり、施設の長寿命
化を図るため、文化振興財団や建築課等と協議をし、
財政課に相談しながら計画的に改修を実施する。

施設の長寿命化を図り、利用者に安全で快適な環境
を提供するために必要な改修を行うこととしているが、
今回は喫緊で改修を必要とする設備等がないため、見
送ることとした。

99 文化スポーツ課 郷土美術資料館管理運
営事業費

公園内という立地から館を身近に感じてもらえる
ような事業にも取り組みながら、郷土美術の鑑賞
の機会を提供する。

会期中のコンサート開催や公園イベント時の館
前でのグッズ販売など、館の知名度向上に努
め、郷土作品を身近で鑑賞できる機会を提供す
る。
指定管理者：周南市文化振興財団（Ｈ28～32）。
休館日：月曜日・年末年始。開館時間：9時30分
～17時。
施設：展示室4、ロビー・ワークルーム

17,291 Ｂ 指定管理者である文化振興財団と随時連絡調整の場
を設け、指導も含め緊密な連携を図り、立地を生かし
た事業など館の運営方針を検討していく。

指定管理期間（5年間のうち4年目）における債務負担
行為による予算措置である。

100 文化スポーツ課 須金和紙センター管理運
営事業費

地域に根ざした伝統文化を伝承・維持するため
に、和紙作りを体験する機会を提供する。

須金和紙振興協議会が定期的に和紙絵教室を
開催しているほか、体験学習として紙漉き体験を
受け入れている。

410 Ｃ 地域に伝わる伝統工芸の伝承という観点から、情報発
信等について、須金公民館も含め関係団体及び関係
課と連携・協議を重ねていく。

地元関係団体や支所等と連絡調整しながら運営を行
う。

101 文化スポーツ課 スポーツ振興一般事務
費

市民が取り組むスポーツ活動に対し行政として積
極的にサポートすることで、市民の自発的な活動
を促し、スポーツ社会の進展が図られる。
（後援・共催件数　H29目標：150件）

●市内で開催されるスポーツコンベンションや各
種大会に対して、共催や後援の支援を行う。
●学校施設のスポーツ開放を実施する。
●中国山口駅伝に対する助成を行う。

1,522 Ｂ スポーツ振興だけでなく本市の活性化の一助となる世
界大会等キャンプ地誘致活動も行っていく。

スポーツ推進計画策定費用や聖火リレー実施負担金
等により予算が増額となったが、需用費の見直しによ
り増加額を最小限度とした。

102 文化スポーツ課 体育協会関連事業費 市民のスポーツへの関心を高めるとともに競技
力の向上を図り、体育協会へ運営費を補助す
る。スポーツコンベンション推進のため、全国大
会等誘致開催に対する補助をする。
（県体・国体への選手等派遣　H29目標：950人）

●市民等のスポーツへの関心を高め競技力の向
上を図るため、体育協会へ運営費を補助
●スポーツコンベンション推進のため、全国大会
等誘致開催に対する補助

15,074 Ｂ 施設等の補修整備を計画的に進め、体育協会及び加
盟団体がスポーツ振興に積極的に取り組める環境作
りを進める。

体育協会の取組みが、競技力の向上や大規模大会の
誘致に繋がるよう支援する。

103 文化スポーツ課 スポーツ少年団関連事
業費

スポーツ少年団活動を活発化することで、子ども
及び子どもを取り巻く幅広い年代層へスポーツの
参画を推進できる。
（小学3～6年生のスポーツ少年団加入率　H29目
標：50％）

●青少年の健全育成を目的に、周南市スポーツ
少年団本部に対し、加盟団体の活動を推進する
ための支援

2,504 Ｂ 本事業は、スポーツ少年団本部の取組みを支援する
事業であり、市は、直接、加入促進の取組を実施しな
いことから、平成30年度より、本補助金は「スポーツ奨
励事業」に組み替える。

平成30年度より、スポーツ奨励事業費へ予算を組替
え。
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104 文化スポーツ課 スポーツ交流地域活性
化推進事業費

スポーツ活動に参画する機会を提供し、スポーツ
人口の拡大とスポーツ交流による地域活性化を
推進する。
（トップアスリート交流事業参加者　H29目標：500
人）

●スポーツ人口の拡大や競技力の向上につなげ
るため、トップアスリート関係者との交流機会を創
出
●スポーツボランティアを活用し、大規模大会で
の「おもてなし事業」を実施

1,900 Ｂ トップアスリートとの交流やボランティアの活用だけで
なく、総合型地域スポーツクラブ等の団体と連携し地
域コミュニティを創出することが求められている。

大規模大会での歓迎横断幕等やスポーツボランティア
を活用したおもてなしにより、スポーツコンベンションの
推進に繋げる。

105 文化スポーツ課 スポーツ推進委員関係
経費

地域に密着したスポーツ推進委員と地域団体の
連携により、地域に則した方法でスポーツ人口を
拡大できる。
（スポーツ推進委員の各種事業等への延出席者
数　H29目標：1,000人）

●スポーツ推進委員の資質向上のため協議会
の運営を行う。
●周南3市で連携し、協議会の運営を行う。
●山口県と連携し、協議会の運営を行う。
●中国地区と連携し、協議会の運営を行う。

4,571 Ａ 本市のスポーツを推進するうえで、指導者的立場であ
るスポーツ推進委員個人の資質向上を図ることが重要
であり、また各地区スポーツ振興委員会との連携をこ
れまで以上に密にすることが重要。

改選により委員数の増加が見込まれるため報酬等は
増額となったが、研修講師謝金等を精査した。

106 文化スポーツ課 地区スポーツ振興事業
費

スポーツによる地域活動を通して、地区住民の連
帯感を高め、地域づくりを推進することができる。
（地区スポーツ事業参加者数　H29目標：26.0％）

●山口県、県体育協会と連携して総合型地域ス
ポーツクラブの育成・拡充を推進する
●各地区スポーツ振興団体の運営費を補助を行
う

3,409 Ｂ 各地区のスポーツ事業の参加率の目標値を達成して
いるが、次世代の人材育成及び各地区ごとの特色あ
る活動が求められる。

団体数の減少に応じて、予算を減額した。

107 文化スポーツ課 トレーニングルーム運営
事業費

安心・安全を確保するために専門指導員を配置
することで、施設利用者の増加や市民の体力づく
りを推進できる。
（利用者人数　H29目標：15,000人）

●市民が自発的に健康づくりを行うため、専門指
導員による会員制トレーニングルームを運営す
る。
●市民の健康づくりのため有料制のトレーニング
ルームを開放する。

2,773 Ｂ 支出コストに応じた運営を行うため器具の新規購入は
控える必要があるが、指導員を活用した健康教室、ト
レーニング指導など、市民の健康維持に直接つながる
取組みを充実していく。

人件費の単価が上がったことにより予算額は増額と
なったが、指導員によるトレーニング指導などの取組
みで利用料が増加したことにより、一般財源の伸びは
抑制されている。
引き続き、利用料等についての検討していく。

108 文化スポーツ課 スポーツ大会開催事業
費

生涯スポーツの啓発促進を図ることにより、市民
の健康づくり、地域づくりの意識が高まる。（市民
スポーツフェスタ参加者数　H29目標：2,000人）

●スポーツを「する人」・「観る人」・「支える人」の
観点から市民が気軽に参加できるスポーツ大会
を開催する。
●各種競技団体の市民大会の開催を体育協会
に委託し、アマチュアスポーツの競技力向上及び
普及、振興の促進

21,840 Ｂ スポーツをしない人がスポーツに関心をもち、日々の
生活の一部でスポーツに親しむ契機となるよう、多くの
人に参加してもらう必要がある。スポーツフェスタにつ
いては身体を動かすことの大切さ・楽しさを認識しでき
る参加型、体験型のスポーツイベントにしていく。

大会運営に支障がない範囲で、需用費や種目別市民
体育大会等運営委託料を精査した。

109 文化スポーツ課 スポーツ奨励事業費 全国大会等出場への祝意を表すことで、スポー
ツを奨励し、市民のスポーツに対する意識の高
揚ができる。表彰することにより、スポーツ選手
や団体の意識高揚に繋がり、競技力の向上が図
られる。顕彰事業を開催することで、スポーツを
奨励し、市民のスポーツに対する意識の高揚が
できる。
（全国大会出場者　H29目標：500人。）

●スポーツの奨励、発展を目的に、全国大会等
へ出場する市民に対し祝意を表し、祝金を交付
する。
●スポーツへの関心、競技力の向上を図るた
め、県大会以上の大会で優秀な成績をあげた選
手、団体に対し表彰を実施する。
●多くの市民に、プロ野球にふれあう「観るス
ポーツ」の場を提供するためにプロ野球ウエスタ
ンリーグを開催する。
●野球殿堂入りした本市出身の津田恒実投手を
顕彰するため、津田恒実杯野球大会等を開催す
る。

3,425 Ｂ 活躍する選手を称え、支援していく「祝金事業」「表彰
事業」は市民のスポーツに対する意識の高揚を図るた
め今後も継続していくが、交付金については費用対効
果を踏まえ、内容や額が適正か精査していく必要があ
る。

隔年開催のウエスタンリーグ公式戦の開催等により、
予算額は増額となったが、スポーツ栄光賞で授与する
メダルを個人・団体で統一するなどの精査をした。

110 文化スポーツ課 体育施設管理費 市民が気軽にスポーツ活動を実施できる環境が
整う。
（体育館4施設利用者数　H29目標：350,000人）

●スポーツ、レクリエーション、文化等の活動の
場を提供し、スポーツや文化の振興を図るととも
に、だれもが気軽に楽しむことができるスポーツ
施設の確保

277,249 Ｂ 市民に利用し易く、安心安全な施設の提供を念頭に、
指定管理者、関係課と連携し、適切な管理運営に取り
組む。

消費税率の引き上げに伴い予算額が増額となったが、
内容を精査し増加額を抑制した。

111 文化スポーツ課 体育施設整備事業費 市民が一層安全で快適なスポーツを実施できる
環境が整う。
（体育館4施設利用者数　H29目標：350,000人）

●体育施設を安全で快適に使用できるよう、老
朽化・破損が進んでいる施設の修理・改修を計画
的に行う。

40,526 Ｂ 市民に利用し易く、安心安全な施設の提供を念頭に、
指定管理者、関係課と連携し、適切な管理運営に取り
組む。

緊急性・必要性等から優先順位を付けて、次の工事を
実施する。
・総合スポーツセンターカルチャールーム空調設備改
修工事
・周南市庭球場コート張替工事（2面）

112 観光交流課 友好都市交流事業費 友好都市相互の地域振興を図ることができ、地
域生活の向上に繋がる。

教育、文化、スポーツ、経済などの幅広い分野の
交流について、友好都市である鹿児島県出水市
と協議を行う。

153 Ａ 引き続き、出水市との民間交流および青少年訪問団
相互派遣を実施するとともに、事業内容を検証し、そ
の効果を今後の友好都市交流事業の参考にする。

前年度どおり

113 観光交流課 国際交流事業費 姉妹都市との友好親善と相互理解を深めるとと
もに、国際化社会に対応できる人材を育成する。
また、より身近に国際交流を体験できる機会を提
供する。

姉妹都市（タウンズビル市、デルフザイル市）との
青少年による友好親善訪問団の派遣・受入のほ
か、市内において国際交流を体験できる機会を
提供するため、国際交流サロン等を開催する。

2,631 Ａ 今後、姉妹都市交流事業の参加者の有効活用を図る
とともに、国際交流サロンの更なる魅力向上により、市
内における多文化共生を推進する。

国際交流サロン等運営事業では、限られた予算のな
かで、市内において国際交流を継続的に体験できる機
会を提供できるよう内容を協議し、多文化共生を推進
していく。

114 観光交流課 国際交流運営事業費 国際交流への関心が高まる。 国際交流を推進するための一般事務 147 Ａ 引き続き、外国人のための日本語講座を開催するとと
もに、外国人に対して必要な生活情報等を適切に提供
できる方法を研究する。

前年度どおり

115 観光交流課 基金管理事業費 国際交流への関心が高まる。 国際交流基金の活用 1 Ｂ 基金の有効活用を図る。
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116 観光交流課 泉源管理事業費 三丘温泉は、豊富な泉量と泉質に恵まれ多くの
湯治客が訪れる温泉地である。都市部に近接し
た良好な立地条件と優れた交通の利便性を活か
し、地域の歴史や文化、豊かな自然環境の中、
幅広い年齢層に利用できる保養・療養の場として
の温泉地を目指すものである。

三丘温泉は、その主な泉質はアルカリ性単純硫
黄泉であり、２つの泉源が利用されている。温泉
の公共的利用の増進と安定的な供給を図るた
め、水質管理や施設設備等の保守管理を行う。

1,375 Ｂ 三丘温泉国民保養温泉地計画に基づき、温泉本来の
保養・療養といった目的に加え、周辺環境の保全、温
泉地資源を活用した学習や体験機会のさらなる充実を
図る。

117 観光交流課 観光施設管理運営事業
費

豊かな自然環境と歴史・文化資源の活用を図り、
周南市の観光振興の拠点として快適かつ安全に
利用できるよう、協定・事業計画等に基づいた適
正な維持管理に努める。

観光施設の管理運営を行う。
①指定管理者による施設運営（長野山緑地等使
用施設、鹿野地域資源活用総合交流施設、東善
寺やすらぎの里）
②観光地（公園・登山道・施設等）の維持管理及
び老朽化等に伴う修繕や整備
③山口県温泉協会や各種協会等への賛同（負担
金の支出）

36,654 Ｂ 観光施設利用者へのサービス向上や景観の美化向上
に努め、安心安全で魅力ある観光地づくりを推進する
ため、施設の適正な維持管理に努める。

118 観光交流課 国民宿舎特別会計繰出
金

国民宿舎特別会計の予算健全化 国民宿舎湯野荘のトイレ等給排水改修工事に要
した事業費のうち、23,000千円は地方債から手当
てされているが、この元金に利子1,443千円を加
えた総額24,443千円は公債費として平成31年度
まで特別会計から償還されることになっている。

3,404 Ａ 償還計画に基づく借入金の残高推移（3月末の未償還
元金）
・H28　10,044千円
・H29　  6,728千円
・H30　  3,380千円

119 観光交流課 湯野荘管理費 国民宿舎湯野荘は、周南市湯野地区の豊かな
自然環境の中に建てられた公共の宿泊・休憩施
設である。市民をはじめ利用者の保養・休養の場
として、また、市民生活の福祉の向上や健康増
進を図ることを目的として設置されたものである。

湯野荘の管理事業として、修繕等により、施設の
安全な維持管理を行う。

628 Ｂ 民間譲渡に向けた諸課題の詳細を整理するとともに準
備事務を進めていく。

120 観光交流課 湯野荘運営費 国民宿舎湯野荘は、周南市湯野地区の豊かな
自然環境の中に建てられた公共の宿泊・休憩施
設である。市民をはじめ利用者の保養・休養の場
として、また、市民生活の福祉の向上や健康増
進を図ることを目的として設置されたものである。

平成23年4月から指定管理者制度に基づき、周
南市国民宿舎湯野荘の管理及び運営について
周南市国民宿舎運営協会を指定し、以下の業務
を行わせている。
①国民宿舎の使用許可に関する業務
②宿泊休憩等のための接遇に関する業務
③国民宿舎の維持管理に関する業務
④売店の運営に関する業務
⑤以上に掲げるほか、市長が必要と認める業務

71,654 Ｂ 民間譲渡に向けた諸課題の詳細を整理するとともに準
備事務を進めていく。

121 観光交流課 観光振興事業費 周南市の多彩な地域資源（自然や歴史・文化等）
を活かした観光やコンベンションによる交流を推
進し、集客による経済効果を地域産業の活力に
結び付けるとともに、にぎわいの創出や都市イ
メージの向上を図り本市の価値を高める。

観光ニーズの多様化、旅行スタイルの変化等に
対応した観光振興を推進するため以下の事業に
取り組む。
・観光ポスターやパンフレットの制作やサイン看
板の整備等の観光誘客に向けた事業を実施す
る。
・周南工場夜景の取組みを重点的に推進する。。
・下松市・光市との連携強化を図るとともに、防府
市との観光連携を継続し、広域的な観光事業を
展開する。
・周南観光コンベンション協会や観光事業者と連
携を強化し、ニューツーリズムの推進や観光キャ
ンペーンを展開する。

29,760 Ｂ 観光振興の施策を効果的に推進するため、周南観光
コンベンション協会をはじめとした観光関連団体等と連
携強化を図るとともに、周辺市町との広域的なプロ
モーション活動を展開していく。

周南観光コンベンション協会の事業内容を精査した上
で、委託金を運営費補助金に統合し、全体経費の削減
を実施。

122 観光交流課 コンベンション推進事業
費

交流人口の増加を通じて、地域の活性化（賑わ
いの創出、地域経済の活性化など）を図る。

コンベンションの誘致、受入体制の整備、アフ
ターコンベンションの強化・充実等に取り組む。

5,655 Ａ （一財）周南観光コンベンション協会等と緊密な連携を
図り、官民一体となった誘致活動や開催協力、おもな
てなし等に取り組むとともに、ワンストップサービス体
制の確立を進めていく。

前年度どおり

123 観光交流課 国際観光推進事業費 海外からの観光客を呼び込むことによる賑わい
の創出及び地域経済の活性化を図る。

外国人の誘客活動、受入体制の整備、情報の収
集及び発信等に取り組む。

2,031 Ａ 当面、訪日外国人数が最も多く、本市と歴史的な繋が
りがある台湾からの観光客獲得を目指し、山口県と連
携した国内外での商談会参加や情報発信の強化、民
間等と連携した資源の掘り起こし、受入体制の整備等
に取り組むとともに、民泊体験を活用した教育旅行の
誘致に取り組む。

前年度どおり
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124 観光交流課 観光行事費 官民の一体的な連携により、地域の特色ある観
光資源を最大限活用した観光行事を実施し、地
域経済の活性化・賑わいの創出などのほか、地
域への愛着や誇りの醸成を図る。

観光交流人口や観光消費の拡大を図ることを目
的に、下記の観光行事等に係る経費の一部を補
助金として交付する。
①冬のツリーまつりＬＥＤ設置
②冬のツリーまつり
③サンフェスタしんなんよう
④鹿野冬の花火大会
⑤徳山夏まつり
⑥東川ぼんぼりまつり
⑦周南地域産業観光事業
⑧周南みなとまつり

28,582 Ｂ 趣味・レジャーの多様化や少子高齢化に対応した魅力
ある観光行事として集客強化を図るため、これまでの
実施内容を検証するとともに、県外からの誘客効果が
高く、市民の一体感の醸成につながる新しいイベント
について検討を重ねていく。

125 環境政策課 公害対策一般事務費 公害の発生原因への措置、指導、注意等や、公
害の未然防止策を講ずることにより、生活環境の
保全を図る。

・環境保全協定及び細目協定の締結及び見直し
を行う。
・協定締結事業所のプラント新増設等に対し、技
術調査会や環境審議会において、環境保全対策
を審査する。
・細目協定で取り交わしている項目についての自
主監視測定値を報告してもらい、遵守状況を把
握する。
・環境苦情に対する対応・処理を行う。

518 Ａ 事業所については、現行の制度を継続する。
また、民民のトラブルについては、職員の環境知識も
含め対応スキルの向上を図る。

環境審議会の開催回数の増加を見込んで増額した。

126 環境政策課 合併処理浄化槽整備推
進事業費

合併処理浄化槽の設置や維持管理へ補助する
ことで、水環境の保全を図る。

・下水道事業計画区域、集落排水処理施設区域
外に設置した合併処理浄化槽への設置補助。（5
人槽44.4万円、7人槽、48.6万円、10人槽57.6万
円）
・下水道事業計画に定められた予定処理区域外
および予定処理区域内での未供用区域、農業・
漁業集落排水の処理区域外での合併浄化槽を
適正管理している場合に補助。（１基当たり１万
円）

23,236 Ｃ まずは、上乗せ補助のある地域については、個別に設
置を勧めることと、適正管理補助については、拡大した
対象者の遺漏がないよう事務を進める。

合併浄化槽設置費補助金申請実績数から予定基数と
した。上乗せ補助については、鹿野地区が平成30年度
で終了したため、熊毛地区のみとなった。

127 環境政策課 浄化槽関連事務事業費 山口県の事務処理の特例に関する条例により、
H27年度から浄化槽事務の権限移譲を受け、当
該事務を実施する。

・浄化槽設置に関する届出受理、勧告、変更命
令
・浄化槽使用開始報告の受理
・浄化槽水質検査・定期検査の受理
・浄化槽保守点検、清掃における助言・指導・勧
告・改善命令　等

1,757 Ｂ 適正管理補助の制度を周知するなどして、受検率向上
を目指す。

新規浄化槽設置者への講習会において法定検査の必
要性を伝えるとともに、広報等で適正な維持管理の周
知を図っていく。

128 環境政策課 環境基本計画推進事業
費

環境基本計画等で具体的な目標や施策を明示
することにより、環境配慮行動へつなげていく。

・周南市環境基本計画の策定及び進捗状況の把
握。(計画期間H27～36年度）
・エコ・オフィス実践プラン（第3期）の実施及び進
捗状況の把握。(計画期間H27～31年度)

107 Ｂ 全庁的に省エネを呼びかける。
また、庁舎建て替えにより、省エネ設備への更新は困
難であるが、エコカーへの切り替え等に努める。

平成31年度に周南市環境基本計画（第2次）の見直し
を行うため増額した。

129 環境政策課 地球温暖化を防ぐまちづ
くり事業費

温暖化防止や省エネに対する意識の高揚を図
る。

・しゅうなんエコポイント制度の実施
・みどりのカーテンのびのび大作戦の実施
・「周南市温暖化対策地域協議会」の運営(キッズ
エコチャレンジの実施)
・ノーマイカーデーの実施

4,109 Ａ イベントや啓発等、各事業の内容の見直しをしつつ、よ
り親しみやすく参加しやすい事業となるよう検討をす
る。

平成30年度から実施した「エコ川柳」を引き続き行い、
今年度は、環境ポスターを募集する。

130 環境政策課 公害調査分析事業費 大気・水質・騒音・振動・悪臭等の測定及び工場
立入調査による監視をし、一般環境の状況を把
握する。
また、PM2.5や光化学オキシダントの発生につい
て、逐次県による監視情報を入手し、警報発令時
等に、メールや広報車にて注意喚起をする。

一般環境の状況把握及び環境保全協定に基づく
市の測定により細目協定値の遵守状況の確認を
する。

7,299 Ａ 今後も、県と協力して環境基準達成状況を経年的に監
視し、市民へ公表していく。

131 環境政策課 狂犬病予防事業費 狂犬病の発生を予防し、撲滅することにより、公
衆衛生の向上及び公共の福祉を増進するととも
に、野犬を減らすことで市民生活の安全安心を
確保する。

飼犬及び狂犬病予防注射の状況を登録原簿に
搭載する。
野犬の捕獲器の貸し出し、収容犬の保健所まで
の搬送を行う。
狂犬病予防接種の集合注射を獣医師会と共に
行う。
野犬の住みにくい環境づくりの充実を図る。

5,239 Ｂ 市民に対し、「むやみなエサやり、動物の遺棄・虐待の
禁止」の啓発を継続して実施していく。
野犬へのエサやりに対する巡視を強化する。
狂犬病予防接種率向上のため、犬の飼育者に対し、
予防接種の啓発を継続して実施していく。

周南環境保健所の野犬捕獲業務に協力すると共に、
捕獲檻の貸出しや大型捕獲檻の設置及び、むやみな
餌やり、遺棄、虐待のパトロールを行う。
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132 環境政策課 犬適正飼育啓発事業費 飼い主は、マナーのある飼育を学ぶことができ
る。
野犬への無責任な給餌を抑制し、人と犬が共生
し調和のある社会の創造に寄与する。

飼犬の飼い方マナーを向上させ、また、野犬対策
として保健所等と共同し啓発活動を行う。
犬の飼い方教室、犬の飼い方講座、ワンワン銀
行で指導相談を行う。
各種啓発看板を配布する。
飼犬、飼猫の不妊去勢手術費の助成

951 Ｂ 犬の飼い方教室、講座や不妊去勢手術費の助成を行
うことで効果的な啓発を進めていく。また、県や地域住
民と協力し捕獲作業を進めていく。

133 環境政策課 一部事務組合負担金（斎
場）

御屋敷山斎場の維持管理運営経費を負担し、公
衆衛生の確保と国民の宗教的感情の尊重を図
る。

下松市、光市、周南市で構成する一部事務組合
が運営する御屋敷山斎場の負担金を支払う。

63,287 Ｂ

134 環境政策課 斎場施設管理事業費 新南陽斎場、鹿野斎場の維持管理を行い、公衆
衛生の向上と国民の宗教的感情の尊重を図る。

新南陽斎場、鹿野斎場の維持管理運営を行う。 41,582 Ｂ

135 環境政策課 墓地等管理運営事業費 公衆衛生、公共の福祉から支障のないように健
全な市営墓地経営を行う。

・市営墓地使用申込者の許可、承継の許可を行
う。
・市営墓地の維持管理、清掃、草刈を行う。
・地元管理の共同墓地に対する整備補助を行う。
・改葬許可申請に対する許可を行う。
・墓地経営許可申請、変更申請に対する許可を
行う。

12,959 Ｂ 墓地整備計画、経営計画について検討する必要があ
る。

定期的に無縁墓の現地調査を行い、管理状況等の把
握に努める。

136 環境政策課 給水施設等整備費助成
事業費

水道及び簡易水道の給水区域外の区域で、生活
用水の不足を生じている地域において、安定的
な生活用水を確保するため、給水施設工事費の
２分の１以内（３０万円を限度）を補助する。

井戸については、飲用水の供給が困難で、概ね
１０戸までが共同で設置して利用するもの。ただ
し、隣接する住居の位置的な状況等を勘案し、共
同設置が著しく困難な場合は個人でも設置でき
る。新設、改良及び災害復旧に要する経費が３０
万円以上のもので、経費の２分の１以内とし、１
戸あたり３０万円を限度とする。浄水器について
は、１０万円を限度とする。

300 Ｂ 安心安全な水の確保のために必要な事業であり、継
続して実施していく必要がある。

137 環境政策課 給水施設等管理事業費 八代、鶴いこいの里給水施設から清浄にして安
定した水を供給する。

八代給水施設の維持管理、鶴いこいの里給水施
設の維持管理を行う。

3,435 Ｂ 事業移管について上下水道局と協議をしていく必要が
ある。

138 環境政策課 飲料水供給施設管理事
業費

県企業局、道路公団の公共事業により井戸枯れ
した地区において、補償施設として設置された飲
料水供給施設の維持管理を行い、安定した水を
供給する。

小野・花河原飲料水供給施設、中野・四熊飲料
水供給施設の維持管理を行う。

16,923 Ｂ 維持管理を委託する上下水道局と協議しながらコスト
削減に努める。
小野・花河原地区については、上下水道局への移管
に向けて上下水道局と協議をしていく必要がある。

139 環境政策課 水道事業費 清浄、低廉な水の供給を図り、市民の健康、快適
な生活の確保に寄与する。

地方公営企業法第１７条の２及び繰出し基準に
基づき、周南市上下水道局の上水道会計へ繰出
す。

364,920 Ｂ 補助金は、総務省が定める繰出し並びに水道局との
協議に基づき基準外を定めているが、繰出し基準外の
補助金については今後も上下水道局と協議していく。

140 環境政策課 環境衛生推進事業費 生活環境を保全し、快適な環境づくりを行うこと
で、公衆衛生の向上及び公共福祉の増進を図
る。

・環境衛生思想の普及を図り、快適な環境づくり
を目指す。
・ボランティア、自治会清掃の活動を支援する。
・路上喫煙禁止区域で巡回、指導、過料徴収を
行う。
・浸水被害があった場合、消毒作業を行う。

1,457 Ｂ 路上喫煙禁止区域内監視業務は、過料件数が減少し
一定の効果が得られたと判断したことから、嘱託職員
による巡視業務を終了する。

141 環境政策課 ごみのないきれいなまち
づくり推進事業費

きれいなまちづくりの推進 ・自発的に環境美化活動に取り組んでいる団体
への感謝状の贈呈やイベント清掃等の啓発活動
を通し、市民、事業所、行政が一体となってきれ
いなまちづくりを推進する。
・こども議会から提案されたポイ捨て防止のため
の啓発を推進する。(絵画募集)

186 Ｂ 市民、事業所、行政が一体となったイベント清掃を推
進する。

142 環境政策課 し尿処理事業費 し尿の収集及び処理を円滑かつ適正に行い、生
活環境の保全及び公衆衛生の向上を図る。

一般家庭から排出されるし尿を処理するため、一
般廃棄物許可業者に委託し実施する。

179,955 Ｂ 収集運搬の実施方法や費用負担の考え方を整理しな
がら、見直しをすることでコスト削減を検討していく必要
がある。

143 環境政策課 公衆浴場経営安定事業
費

公衆浴場の経営の安定及び公衆衛生の向上を
図る。

公衆浴場事業者に対して、その経営経費及び施
設合理化経費の一部を補助する。

1,160 Ａ 補助金額は物価統制額に基づくものであり見直しは難
しいが、有り方を含めて検討をしていく必要がある。

144 リサイクル推進
課

放置自動車対策事業 放置自動車による障害を撤去することにより、市
民の快適な生活環境を確保することができる。

●「放置自動車の発生の防止及び適正な処理に
関する条例」に則り、所有者不明の放置自動車
の廃物認定を行い、適正に処理を実施する。

0 Ｂ 放置自動車が発生した場合、放置自動車を適正に処
理するためには、自動車の廃物認定手続きが必要で
あることから、事業を継続していく。

これまで放置自動車対策協議会開催の実績は無い
が、今後、必要が生じた際には、速やかに開催する。
予算規模は昨年度と同程度とし、業務を実施していく。
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145 リサイクル推進
課

不燃物処分場施設管理
事業

適正で衛生的な最終処分を行い、生活環境の保
全及び公衆衛生が確保できる。

●市内3カ所の処分場（周南市不燃物処分場、周
南市鹿野一般廃棄物最終処分場、徳山下松港
新南陽N7地区最終処分場の適切な管理運営を
行い、適正で衛生的な最終処分を行う。

126,909 Ａ 新南陽N7地区最終処分場整備は（一財）山口県環境
保全事業団との共同事業により、供用開始したが、当
面の間は海面埋立となるため、埋立できる廃棄物に制
限がある。今後も、埋立ごみの減量化と処分方法の検
討が必要である。

不燃物処分場施設管理事業で行っていた処理困難物
選別施設管理業務を別事業とし、徳山、新南陽及び熊
毛地域の処理困難物選別業務を統合した。周南市不
燃物処分場の埋立終了に伴い削減が図られた。

146 リサイクル推進
課

周辺地域生活環境配慮
事業

廃棄物処理施設周辺地域の生活環境の保全を
図るとともに、廃棄物処理施設の円滑な運営を
図ることができる。

●市が設置している廃棄物処理施設周辺地域の
生活環境の保全及び増進等に要する事業を実
施する。

2,698 Ａ 廃棄物処理施設周辺地域の生活環境の保全及び増
進等に寄与するための重要な事業であり、事業の継続
が必要である。

周辺地域住民の生活環境の保全及び増進等に寄与
するものとなるよう精査し、適正な補助金交付等を引き
続き実施していく。

147 リサイクル推進
課

ごみ対策推進事業 ごみ排出量の削減
市民1人1日当たりのごみの排出量
平成29年目標：697.0ｇ

●ごみの正しい分別やごみの減量化、再資源化
等、ごみ問題に関する啓発活動を行う。
●ごみ収集場所の整備、家庭ごみのコンポスト
化を推進するために、費用の一部を補助する。

107,155 Ａ 3Rの推進や啓発活動の更なる取組みにより、ごみの
減量化・再資源化を推進していく。
空缶プレスカーについては老朽化しており、費用対効
果を検証する必要がある。

ごみ袋製作委託料について、見積の精査を行い、委託
料の減を見込んだ。また、災害廃棄物処理基本計画
策定により、災害廃棄物が発生した際に迅速かつ確実
に処理ができるようにする。

148 リサイクル推進
課

リサイクルプラザ施設管
理事業

資源ごみ等を効率的に処理することで、再資源
化が推進されるとともに、最終処分量が削減され
る。

●リサイクルプラザの円滑かつ適正で効率的な
管理運転を行う。
●搬入された資源ごみを適正に処理し、より一層
の再資源化を図る。

380,857 Ｂ リサイクルプラザの運営にあたっては、適正で効率的
な運営を行いながら、かつ、安全で安定した運営を
行っていかなければならないことから、運転管理委託
業者との連携を密にし、運転状況を的確に把握し、監
理・指導していくことが必要である。

リサイクルプラザの円滑かつ適正で効率的な管理運転
を行い、搬入された資源ごみを適正に処理し、より一
層の再資源化を図った。

149 リサイクル推進
課

資源物団体回収推進事
業

市民のごみ減量化・再資源化に対する意識の向
上が図られるとともに、資源物の収集運搬経費
が軽減できる。
資源物団体回収量
（平成29年度実績：823.312t）

●資源物（紙・布、金属、びん、ペットボトル）の回
収を行った登録団体に対し、その回収重量に応
じた報奨金（4円/㎏）を交付する。
●現在の登録団体は、子供会、PTＡなどの学校
関連団体が中心で、これら団体の活動は活発で
定着しつつあることから、さらに小中学校等と連
携のもと充実を図ることで輪を広げていく。また、
クリーンリーダー研修会や自治会総会等におい
て周知を引き続き図ることにより、各地域におけ
る取組みを促進させる。

3,315 Ｃ 資源物団体回収の有用性を市広報等を通じて、更なる
市民への周知を行い、回収する団体の増加を図ってい
く。
1㎏当たり4円の単価については、回収団体登録の増
減を勘案ながら検討していく。

現在の活動団体は、子供会、PTＡなどの学校関連団
体が中心である。活動は活発で定着していることから、
さらに小中学校等と連携のもと充実を図ることで輪を
広げていく。また、クリーンリーダー研修会や自治会総
会等において周知を図ることにより、各地域における
取組みを促進させる。

150 リサイクル推進
課

環境館運営事業 廃棄物に対する啓発促進が図られ、ごみの排出
削減意識が高まる。
環境館利用者数
平成29年度実績：3,953人

●環境館を会場とした「周南市エコフェスタ」を開
催し、ごみや環境問題に関する啓発を推進する。
●施設見学を積極的に受け入れ、小学生から自
治会等幅広い市民への啓発を図る。
●体験や交流を通じた啓発促進を図るため、こ
れまで以上に積極的に外に出向いたり、周南市
エコフェスタ開催時のみ実施している「不用品無
料抽選会」の常時実施を検討する。

2,020 Ａ イベント内容の充実を図り、魅力ある周南市エコフェス
タを継続して開催するとともに、環境館を核とした鮮度
の高い情報発信を行うことにより、環境館の利用促進
を図る。
また、現在の計画及びリサイクル担当職員は、新庁舎
が完成すれば本庁舎に戻る予定であり、環境館の運
営体制について検討する必要がある。

リサイクル推進課の本庁舎移転により、環境館を管理
運営するための人件費は増加したが、その他の経費
は縮減して予算計上。利用者数の増加を図るため、施
設見学の利用促進のためのＰＲを行うとともに、リユー
ス活動の啓発推進について検討する。

151 リサイクル推進
課

処理困難物選別施設整
備事業

現在、市内3箇所で行われている処理困難物選
別処理の集約化を進めるための施設改修・整備
を実施する。

●ごみ燃料化施設を処理困難物選別処理施設と
して利活用することで、処理経費の削減等を図
る。

56,578 Ａ 基本設計・実施設計を平成28年度に実施し、平成29年
度から平成30年度に整備工事を実施する。家庭ごみ
搬入受付センターも併設することから、両施設の効率
的な運用ができる施設とする。

整備工事は平成30年度に計画通り完了した。

152 リサイクル推進
課

家庭ごみ搬入受付セン
ター管理事業

市内全域の家庭系ごみの自己搬入を家庭ごみ
搬入受付センターで受付けることにより、市民の
利便性の向上を図る。また、古紙・衣類を有価と
して売却することにより、リサイクル率の向上を図
るとともに、財政負担の軽減を図る。

●平成24年度から、市内全域の家庭系ごみ自己
搬入を実施しており、引き続き実施することで、市
民の利便性の向上を図るとともに、古紙・衣類の
再資源化により、リサイクル率の向上を図る。
●家庭系ごみ搬入監視員を設置することで、家
庭系ごみの適正な搬入、効率の良い再資源化を
実施する。

31,340 Ｂ 受付件数の増加に伴い、費用面での負担が大きくなっ
ており、今後、処理手数料等（搬入手数料の増や50㎏
以下無料の特例等）の見直しを検討していく。

市内全域の家庭ごみの自己搬入を家庭ごみ搬入受付
センターで受け入れることにより、市民の利便性の向
上を図る。また搬入されたごみのうち、古紙・衣類を有
価として売却することにより、リサイクル率の向上を図
るとともに、財政負担の軽減を図った。

153 リサイクル推進
課

し尿処理場施設管理事
業

適正に前処理することで、生活環境の保全を行
なうとともに公衆衛生の向上を図る。

●周南市衛生センターの維持管理運営を適正に
行い、し尿・汲取り業者が搬入した徳山・新南陽・
鹿野地域の汲取りし尿及び浄化槽汚泥を前処理
し、下水道管へ圧送する。

243,069 Ａ 現有施設は徳山中央浄化センター再構築事業に伴
い、臨時的に処理能力を増強した施設である。再構築
事業の計画見直しに伴い、当センターの施設整備が4
年間延長することとなったため、当センターで以前使用
していたし尿投入施設を平成30年度より再稼働させ、
当センターに機能を移転する。

徳山中央浄化センターし尿投入施設の管理運営を適
正に行ったことにより、汚泥処理量を減らすことができ
たため、処分量が削減できた。

154 リサイクル推進
課

一部事務組合負担金（し
尿処理施設分）

熊毛地域の汲取りし尿及び浄化槽汚泥を適正に
処理することで、生活環境の保全及び公衆衛生
が確保できる。

●真水苑において、熊毛地域の汲取りし尿及び
浄化槽汚泥を適正に処理する。

72,404 Ｂ 平成30年度以降の運営にあたり、構成市である岩国
市の意向、本市における徳山中央浄化センター再構
築事業の進捗状況を踏まえて、市としての今後の方向
性等を決定していく。

将来大きな負担が見込まれる施設解体費の積み立て
等、必要経費を精査し、予算計上した。
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155 リサイクル推進
課

環境衛生団体活動事業 活動を支援することで、住みよい生活環境づくり
を主体的に、また組織的に推進することに寄与で
きる。

●周南市快適環境づくり推進協議会に対する活
動を支援する。
●地域におけるボランティア清掃に対して、ごみ
袋を配布し、事業を推進する。

5,383 Ａ ごみ発生・排出量削減、再資源化は、市民との協働が
不可欠であり、今後も環境衛生団体との連携を密にし
て取り組んでいく。

ごみ発生・排出量削減及び再資源化は、市民との協働
が不可欠である。今後も環境衛生団体との連携を深め
るとともに、適正な補助金のあり方に十分留意し、団体
活動を支援していく。

156 リサイクル推進
課

清掃業務管理事業 清掃業務の効率化及び市民サービスの向上を
図ることができる。

●清掃業務全般にわたる管理業務を行う。 6,013 Ｂ ごみステーションの新設申請が多く、ごみステーション
が増加しており、回収効率等を考慮した配車等の対応
が必要である。

不法投棄や違反ごみの回収、犬猫の死体収容等、不
定期な業務に対して迅速な対応を行うために、人員や
配車を考慮して効率的な業務運営に努めていく。

157 リサイクル推進
課

ごみ収集運搬事業 生活環境の保全及び公衆衛生が確保できる。 ●ごみ(可燃物・不燃物）・資源物の収集・運搬を
委託及び直営で行う。
●市内の不法投棄ごみを処理する。
●不燃ごみ・資源物を適正に処理し、リサイクル
率の向上及び埋立量の削減を図る。

779,265 Ｂ ごみの収集運搬業務は、市民の生活に最も身近な業
務である。経済性、効率性も必要であるが、安定した
確実な業務遂行が最も重要であり、今後も引き続き、
計画性を持って安定した収集運搬業務を行っていく。

新南陽Ｎ７地区最終処分場の埋立量を調整し、可能な
限り最少の経費による費用対効果を考慮し資源物の
再資源化を図る。
ごみの収集運搬業務は、確実な業務遂行が求められ
ており、委託料が受託業務を遂行するに足る額を必要
とすることから、十分精査し、適正な委託契約を締結す
る。

158 リサイクル推進
課

一部事務組合負担金（ご
み処理施設分）

可燃ごみを適正に処理することで、生活環境の
保全及び公衆衛生が確保できる。

●恋路クリーンセンターにおいて徳山・新南陽・
鹿野地域の可燃ごみを、周陽環境整備センター
において熊毛地域の可燃ごみをそれぞれ焼却処
理する。
●平成31年度から周南市内全域の可燃ごみを
恋路クリーンセンターに搬入し、焼却処理する予
定である。

657,228 Ａ 可燃ごみ処理施設の統合は、周南市にとって重要な
課題であったが、平成31年度から、市内全域の可燃ご
みを恋路クリーンセンターへ搬入することが決定してい
る。今後は関係施設組合と連携し、分別方法の統一や
ごみ処理経費の削減を進めていく。

H31年度から市内全域の可燃ごみを恋路クリーンセン
ターに一元化することにより、経費の縮減を図った。

159 市民課 戸籍住民基本台帳費 戸籍や住民異動の届出、印鑑登録の申請に基
づき、台帳を整理し、住民情報に関して行政の基
礎となる重要な役割を果たしている。税証明など
を市民課の窓口で交付することは、市民の利便
性の向上につながる。窓口時間延長について
は、昼間働いている市民が利用しやすくなる。

①戸籍届出書及び住民異動届書の受理並びに
届書に基づく台帳の整理
②国保・国民年金に関する届書受付
③印鑑登録
④戸籍謄本・住民票の写し・印鑑登録証明書等
の交付
⑤税に関する証明書の交付
⑤人口動態の記録
⑥窓口の夜間延長開庁（毎週火・木曜日、午後７
時まで）
⑦仮庁舎への一部事務所移転に伴う臨時窓口
の設置(Ｈ３０年７月末まで)

21,309 Ａ 窓口利用者の満足度については一定の評価を得られ
ている。
今後も法令を遵守し、正確で迅速な事務処理に努める
とともに窓口利用者の利便性の向上を図る。

160 市民課 戸籍総合システム管理
運営事業費

戸籍等のデータの一括管理により、戸籍処理に
係る実務時間の短縮と事務の合理化を図る。

戸籍・附票等の記載や証明発行など、戸籍総合
システム及びコンビニ交付システムの適正な運
用とデータの保護管理

25,362 Ａ 戸籍の処理平均日数については、目標値を達成出来
ている。

161 市民課 住居表示事業費 ・住居表示地区の新築物件に、制度に基づき住
居番号を付定する。
・住居表示地区の街区、町名及び住居番号表示
板の適正な管理を行う。
・住居表示未実施地区について、住所の表記を
〇〇町（丁目）○○番○○号に改めることで、「わ
かりやすく、訪ねやすい」まちづくりの推進を図
る。

・現行の住居表示の適正な管理とともに、新たに
当該地区に建築された家屋等について適正な表
示を行う。

81 Ｂ ・住居表示板の管理を適正に行い、効率性高い事業
の進捗を図る。
・平成28年度からは「住居表示整備事業」と予算を一
本化し、新築住宅等への住居表示板の交付と、住居
表示未実施地区からの要望に基づき、住居表示実施
に向けて事業の進捗を図る。

162 市民課 郵便局住民票等交付事
業費

郵便局での住民票の写し等の交付を実施するこ
とにより、利用者の利便性の向上を図る。

郵便局の窓口で住民票の写し等を交付する。(交
付制限あり)
取扱郵便局：徳山秋月郵便局、徳山周陽郵便
局、新南陽政所郵便局、新南陽開作郵便局。
平成30年4月1日よりコンビニ交付開始により事
業廃止。

580 Ｄ マイナンバーカードによるコンビニ店舗での証明書交
付開始により平成30年3月末で事業廃止。

163 市民課 旅券発給事業費 市民課内で、旅券申請の添付書類である戸籍謄
抄本の取得と、旅券申請手続きを行えることで、
市民の利便性の向上を図る。

一般旅券の発給申請の受理及び交付を行う。 3,141 Ａ 旅券法に基づく事業であり、今後も適正な事務処理に
努める。

164 市民課 住民基本台帳ネットワー
ク運用管理費

・マイナンバーカードを取得することにより、顔写
真付きの公的身分証明書としての幅広い利用が
可能となる。
・コンビニエンスストアでの各種証明の広域交付
など、市民の利便性の向上を図る。

住民基本台帳をネットワーク化した全国共通の
本人情報検索ができるシステムの適正な運用管
理を行う。
マイナンバーカードの利便性等を広報し、申請率
を向上させる。

23,200 Ｂ 平成28年1月からマイナンバーカードの交付が開始さ
れ、当市では平成30年4月からマイナンバーカードを利
用しての各種証明書のコンビニ交付を開始した。
今後は、マイナンバーカードの普及促進を図るため、
広報活動や事業所等へ出向いての一括申請受付事
業に取り組む。

タブレットを使用した申請補助サービスにより、窓口で
簡単に申請できることを広く周知し、申請率の向上を
図る。事業所及び市民センター等での一括申請受付
事業を実施する。
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165 生活安全課 空家対策関係事業費 特定空家等の改善を図り、市民が安心して生活
できるまちづくりを進める。

空家等対策の推進に関する特別措置法や周南
市空家等の適切な管理に関する条例に基づき、
特定空家等の改善など空家等の適切な管理を促
進する。

3,152 Ｂ 空家等の適切な管理を推進し、誰もが安心して生活で
きるまちづくりを進めるため、特定空家等の改善のほ
か、予防や利活用を含めた総合的な対策を検討する。

平成28年度に認定した3件の特定空家等は、平成29年
度に2件、平成30年度に1件解決し、全て解決した。引
き続き、空き家実態調査を行う。

166 生活安全課 防犯関係事業費 犯罪発生の防止を図り、安心して生活できるまち
づくりを進める。

警察や周南防犯協議会と連携した啓発・広報活
動により市民の防犯意識の高揚を図る。

3,854 Ａ 防犯に関しては、引き続き、関係機関と連携し事業を
推進する。

特になし

167 生活安全課 防犯灯設置費補助事業
費

犯罪発生の防止を図り、安心して生活できるまち
づくりを進める。

補助金の交付
①通常分：自治会等が防犯灯（LED）を新設・補
修する費用の一部を補助する。（新設20,000円／
灯、支柱20,000円／本、補修6,000円／灯）
②特別分：自治会境の通学路の安全を確保する
ため、自治会等が防犯灯（LED）を新設・補修する
費用の一部を補助する。（新設50,000円／灯、支
柱50,000円／本、補修6,000円／灯）
③受付場所：周南防犯協議会（徳山）、本庁（特
別分）、新・地域政策課（新南陽、徳山西部）、熊・
地域政策課（熊毛）、鹿・地域政策課（鹿野）

19,987 Ａ LED防犯灯について、市内全体に広く普及できるよう
取り組んでいく。

特になし

168 生活安全課 暴力追放関係事業費 暴力追放運動を推進し、安心して生活できるまち
づくりを進める。

○暴力追放に関する各種啓発・広報活動を行う。
○周南地区暴力追放運動協議会の事務局業務
を行う。

110 Ｂ 条例に則って、暴力団の排除に努める。 特になし

169 生活安全課 交通安全推進事業費 交通安全意識を高めることで、安心・安全なまち
づくりを目指す。

交通安全に係る各種啓発・広報活動により、交通
事故防止を促進する。

6,596 Ａ 「交通事故0の日」の周知と交通安全を繰り返し呼び掛
けることにより、市民の交通安全意識の高揚を図る。
幼児から高齢者までを対象に、正しい交通ルールやマ
ナー等の交通安全教育を強化するとともに、高齢者の
交通事故防止のため、さらに関係機関・団体との連携
を図る。

交通安全広報車（専用）を廃車するが、共用車を用い
て、これまで同様に広報・啓発活動を実施する。交通
安全広報車車検代等削減

170 生活安全課 交通災害共済事業費 交通事故に遭った会員に見舞金を支払う互助制
度により、万一事故に遭ったときの経済的負担の
軽減を図る。

山口県市町総合事務組合の共同処理する交通
災害共済に加入している。市では、見舞金の支
払い請求を受け付けている。

1,057 Ｂ 共同処理により経費の節減が図られている。今後も効
率的な運営に努める。

特になし

171 生活安全課 交通教育センター管理運
営事業費

主に幼児や児童の交通安全知識を普及・啓発す
ることにより、次世代につながる安心・安全なまち
づくりを進める。

○周南市交通教育センターの管理を行う。
○周南市交通安全対策推進協議会への委託に
より交通安全教室を開催し、幼児から高齢者まで
を対象に正しい交通ルールやマナーを身につけ
てもらう。

8,733 Ｂ 平成23年度以降利用者が増加傾向にあることから、今
後も引き続き、事業内容の充実に努める。なお、施設
の老朽化対策については、当施設が周南東緑地内に
所在することから、周南緑地基本計画及び周南市公共
施設再配置計画を踏まえて、具体的に検討を進める。

特になし

172 生活安全課 基金管理事業費 周南市の交通安全対策の財源に充てる。 交通安全基金利子の積立 13 Ｂ 交通安全基金と基金利子を交通安全対策事業費とし
て有効活用する。

特になし

173 生活安全課 市民相談事業費 日常生活上の悩み等の解決への方向性を見い
だし、市民一人ひとりが安心・安全な生活を送れ
るようにする。

○市民の生活上の様々な相談や市に対する要
望・苦情等について、適切な窓口等をあっせんす
る。
○法律の専門家による無料法律相談会を実施す
る。

1,492 Ｂ 市民のニーズを踏まえ、開催時期、開催場所等を検討
しながら無料法律相談を継続して実施する。庁内外の
関係機関等と連携を図り、適切な相談対応に繋げてい
く。

他機関による無料法律相談の開催実態や市主催の無
料法律相談の利用状況等から、対応する専門家数の
見直しを実施し、経費の削減を図った。

174 生活安全課 消費生活事業費 消費生活相談窓口の周知と迅速な問題解決を図
ることにより、消費者被害の未然防止や早期発
見・被害の軽減を図る。

○複雑・巧妙化する消費生活相談についての助
言・あっせん等を実施する。
○消費者トラブルの未然防止・拡大防止のため
の啓発活動を実施する。
○多面的に消費者活動に取り組む消費者団体
の活動を支援する。

4,713 Ｂ 消費者被害の未然防止・拡大防止を図るため消費者
教育・啓発活動の推進、相談体制の維持・充実が必要
である。

事務事業の見直しにより、通常経費については減額と
なっているが、消費生活相談員の相談業務に欠かせ
ないパソコン（Windows７）更新費用が臨時的経費とし
て増額となったため、全体としては増加となった。

175 生活安全課 地方消費者行政推進事
業費

相談員等の資質向上が図られ、複雑・巧妙化す
る相談対応に繋がる。
各年代にわたり、積極的に消費社会に関わり自
立した消費行動ができる消費者の育成に繋が
る。

○悪質・巧妙・複雑化する消費生活相談対応の
ため、専門家による研修への受講支援を行い、
相談員等の資質向上を図る。
○幼児期から高齢期までの年代に応じた消費者
教育・啓発活動の総合的な推進を図る。

4,735 Ｂ 補助金の活用期限を見据え、事業内容を精査し、相談
体制の維持・充実を図る。

国の交付金事業であり、補助メニューと補助期間が決
まっているため、期間満了分が補助対象外となる。平
成３１年度においても周南市消費者見守りネットワーク
協議会（旧周南市安全確保地域協議会）を運営し、高
齢者や障害者の見守り体制の強化を図る。
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176 生活安全課 自転車駐車場対策事業
費

ＪＲ駅利用者の利便性の確保並びに良好な周辺
環境の確保を図る。

〇徳山駅東側、徳山駅南側、徳山駅西側、櫛ヶ
浜駅東、櫛ヶ浜駅西、新南陽駅、福川駅前、福川
駅南、高水駅、勝間駅、大河内駅11ヶ所の自転
車駐車場の管理を行う。
〇特に利用者の多い徳山駅東側、徳山駅南側、
徳山駅西側、櫛ヶ浜駅東、櫛ヶ浜駅西、新南陽
駅駐輪場については、シルバー人材センターへ
の整理業務委託により適正な管理を行う。

5,302 Ｂ 駐輪マナーの啓発や放置自転車の撤去により、良好
な周辺環境の確保を図るとともに、利用者の利便性を
確保する。

　徳山駅東・西側駐輪場の整理業務の見直しにより経
費節減をしたが、徳山駅周辺駐輪場外の放置自転車
対策として、歩行者の安全確保や良好な景観を維持す
るため、駅駐輪場へ駐輪を促す取組み、駐輪場内長
期放置自転車の撤去の取組みの経費が増額となった
ため事業全体では増額となった。
　市道に迷惑駐輪が発生している新南陽駅前駐輪場
について、約70台分増設し、歩行者等の安全を確保す
る。

177 人権推進課 人権推進事業 「市民一人ひとりの人権が尊重されるまち」の実
現を目指して、人権施策について総合的に企画
検討する。

●周南市人権施策推進審議会への報告と協議
●関係団体の各種大会、研修会への参加
●関係団体の活動支援

4,716 Ｂ 「市民一人ひとりの人権が尊重されるまち」の実現を目
指し、コスト等の抑制を図りながら、引き続き総合的な
人権の推進を図る。

178 人権推進課 人権啓発事業 市民一人ひとりの人権が尊重されるよう人権意
識啓発の高揚を図る。

●人権講演会やイﾍﾞントを各地区で開催
●広報、ホームページ等による啓発活動
●人権擁護委員等と連携し啓発活動を推進

2,207 Ｂ 人権教育課、企業、人権擁護委員等との連携をさらに
図り、効果的な啓発活動を進めるとともに、あらゆる人
権課題を踏まえた講演会やイベントを行うことにより、
人権意識の向上に努める。

179 人権推進課 隣保館運営事業 事業の実施により人権意識の向上や地域交流
の活性化を図る。

●調査研究事業
●生活相談事業
●地域福祉事業
●啓発及び広報活動事業
●地域交流促進事業など

26,199 Ｂ 地域に愛され親しまれるコミュニティーセンターとして、
より多くの利用者が増えていくよう効率的に運営してい
く。

180 人権推進課 貸付金収納事務 貸付償還金の計画的な収納により償還率の向上
を図る。

●「住宅新築資金等貸付金」等について、償還業
務や滞納者に対し訪問指導や償還相談等を実
施

25 Ｂ 文書や電話、戸別訪問等による納付指導や催告書の
発送をするなど計画的な債権整理を行い、債務者の
死亡しているケース等については、相続人等の調査を
含めて実施し、債権放棄も含めて市債権管理条例に
従い、債権整理を進めていく。

単独事業から、人権推進事業への統合を図った。

181 人権推進課 補助金等返還事業 同和福祉援護資金の貸付原資のうち、県費負担
分を前年度償還額に応じて県に返還する。

●前年度の償還元金の2/3を県へ返還 376 Ｂ 遅滞なく償還事務を行っていく。

182 人権推進課 男女共同参画推進事業 男女共同参画社会への理解が得られ、男女共同
参画社会の実現に近づく。

●周南市男女共同参画基本計画「すまいるプラ
ン周南」に基づき男女共同参画の普及・啓発
●公民館等での地域講座、中規模啓発セミ
ナー、フォーラムを開催
●男女共同参画推進員を育成し活動を支援

1,212 Ｂ あらゆる分野で男女が共に参画し、対等なパートナー
として個性と能力を存分に発揮できる男女共同参画社
会の実現に向けて、基本計画に基づき施策を総合的
に推進する。

市民が編集委員として発行する男女共同参画情報誌
「じょいんと」の印刷を外部発注から庁内印刷で実施

183 保険年金課 国民健康保険特別会計
繰出金

構造的に脆弱な国保財政の安定的な運営に資
する。

●保険基盤安定制度（保険料軽減分・保険者支
援分）、国民健康保険事務費、出産育児一時金
及び財政安定化支援事業に係る経費を、法令に
基づき、国民健康保険特別会計に繰出す。
●福祉医療助成措置に係る国庫負担金減額相
当額を、県要綱に基づき国民健康保険特別会計
に繰出す。

1,457,928 Ａ 法令等で定められた繰出金であり、国保財政の安定
的な運営を図る上で必要であるため、従来どおり実施
していく。

184 保険年金課 高額療養費等貸付事業 病院などの窓口で自己負担額の支払いが困難な
被保険者の負担軽減を図る。

●周南市社会福祉協議会において行う高額療養
費相当額を限度とする貸付金事業に必要な事務
費相当額を、同社会福祉協議会に交付する。

87 Ａ 生活が困難な被保険者の生活安定のため必要な貸付
金事業に要する費用を交付するものであり、従来どお
り実施していく。

185 保険年金課 一般事務費 保険者として国保に関する事業を円滑に実施し
ていくことで、安心して医療を受けることができ
る。

●国保の保険給付や経理などの業務を円滑に
行うための事務費を支出する。

35,958 Ｂ 国保事業を実施していくための経常的な経費の支出で
あり、効率化を図りながら実施していく。

186 保険年金課 山口県国保連合会負担
金

県内国保保険者の共通の目的を達成し、国保事
業の円滑な運営を図ることで、安心して医療を受
けられる。

●診療報酬の審査支払業務など、県内国保保険
者に共通する必要な業務を行う山口県国民健康
保険団体連合会（以下「国保連合会」という。）に
対し、負担金の支払いをする。

2,111 Ａ 県内国保保険者に共通する業務を共同で行うことによ
り、国保事業の安定及び効率的な運営のために必要
であり、従来どおり実施していく。

187 保険年金課 賦課事務費 適正賦課及び保険料債権の確保により、安定的
な国保事業運営が図られ、安心して医療を受け
られる。

●保険料の賦課・徴収に関する業務を円滑に行
うための事務費を支出する。
 　資格管理、保険料賦課、保険証発行等に要す
る事務費

25,339 Ｂ 制度改革や保険証と高齢受給者証の一体化等に向け
た十分な準備が必要である。

制度改正に伴うシステム改修による増額
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188 保険年金課 納入奨励費 保険料の収納率向上に寄与し、負担の公平性を
確保する。

●国保保険料の自主納付や分割納付が難しい
被保険者世帯に対して、専任の納付指導員を雇
用し、電話や訪問などで国保制度の説明や納付
の指導を行う。

1,469 Ｃ 平成28年度実施の収納一元化やコンビニ納付の開始
を受けて、夜間徴収業務から納付指導を主とした業務
へ見直した。
また、居所不明者の調査を実施し、適正賦課への取り
組みも実施していく。

資格喪失手続きの勧奨に加え、新規国保加入者への
口座振替勧奨業務を新規に行い、収納率向上に寄与
する。

189 保険年金課 運営協議会費 国保事業の運営に関する重要事項を審議するこ
とで国保事業運営の円滑化が図られ、安心して
医療を受けることができる。

●国保運営協議会は、法の規定により設置が義
務付けられており、被保険者の代表、保険医又
は保険薬剤師の代表、公益の代表及び被用者
保険等の代表者の各委員により構成され、国保
事業運営に関する重要事項を審議する。
●国保運営協議会の運営に関する費用の支払
いをする。

168 Ａ 法令等で設置が義務付けられた協議会であり、医療保
険制度の安定的な運営を図る上で必要であるため、従
来どおり実施していく。

190 保険年金課 一般被保険者療養給付
費

法で定められた保険給付を行うことで、国保一般
被保険者の医療費負担の軽減が図られ、安心し
て医療を受けることができる。

●審査を経た診療報酬明細書（レセプト）に基づ
き、保険者負担分を国民健康保険団体連合会
（以降「国保連合会」という。）を通じ保険医療機
関等に支払う。

9,562,495 Ａ 法令等で定められた保険給付であり、医療保険制度
の安定的な運営を図る上で必要であるため、従来どお
り実施していく。

191 保険年金課 退職被保険者等療養給
付費

法で定められた保険給付を行うことで、国保退職
被保険者の医療費負担の軽減が図られ、安心し
て医療を受けることができる。

●審査を経た診療報酬明細書（レセプト）に基づ
き、保険者負担分を国保連合会を通じ保険医療
機関等に支払う。

156,364 Ａ 法令等で定められた保険給付であり、医療保険制度
の安定的な運営を図る上で必要であるため、従来どお
り実施していく。

192 保険年金課 一般被保険者療養費事
業

法で定められた保険給付を行うことで、国保一般
被保険者の医療費負担の軽減が図られ、安心し
て医療を受けることができる。

●現物給付を受けることが困難な場合に、世帯
主の申請に基づき、一部負担金を控除した額を
現金給付（口座振込）により支払う。

45,766 Ａ 法令等で定められた保険給付であり、医療保険制度
の安定的な運営を図る上で必要であるため、従来どお
り実施していく。

193 保険年金課 退職被保険者等療養費 法で定められた保険給付を行うことで、国保退職
被保険者の医療費負担の軽減が図られ、安心し
て医療を受けることができる。

●現物給付を受けることが困難な場合に、世帯
主の申請に基づき、一部負担金を控除した額を
現金給付（口座振込）により支払う。

570 Ａ 法令等で定められた保険給付であり、医療保険制度
の安定的な運営を図る上で必要であるため、従来どお
り実施していく。

194 保険年金課 診療報酬支払審査手数
料

診療報酬等の審査支払の迅速化を図ることで、
安心して医療を受けることができる。

●診療報酬等の審査の適正化及び支払の迅速
化を図るため、審査及び支払事務を国保連合会
に委託し、審査支払の事務手数料を支払う。

31,511 Ａ 法の規定により診療報酬等の審査支払事務を国保連
合会に委託しているものであり、医療保険制度の安定
的な運営を図る上で必要であるため、従来どおり実施
していく。

195 保険年金課 一般被保険者高額療養
費

法で定められた保険給付を行うことで、国保一般
被保険者の医療費負担の軽減が図られ、安心し
て医療を受けることができる。

●一般被保険者の療養に要した費用が一定額を
超え高額になった場合、一部負担金として負担し
た額のうち自己負担限度額を超えた額を支給す
る。

1,374,910 Ａ 法令等で定められた保険給付であり、医療保険制度
の安定的な運営を図る上で必要であるため、従来どお
り実施していく。

196 保険年金課 一般被保険者高額介護
合算療養費

法で定められた保険給付を行うことで、国保一般
被保険者の医療費負担の軽減が図られ、安心し
て医療を受けることができる。

●一般被保険者の医療保険と介護保険の自己
負担額の合計額が自己負担限度額を超える場
合、その超える額を支給する。

559 Ａ 法令等で定められた保険給付であり、医療保険制度
の安定的な運営を図る上で必要であるため、従来どお
り実施していく。

197 保険年金課 退職被保険者等高額療
養費

法で定められた保険給付を行うことで、国保退職
被保険者の医療費負担の軽減が図られ、安心し
て医療を受けることができる。

●退職被保険者の療養に要した費用が一定額を
超え高額になった場合、一部負担金として負担し
た額のうち自己負担限度額を超えた額を支給す
る。

34,820 Ａ 法令等で定められた保険給付であり、医療保険制度
の安定的な運営を図る上で必要であるため、従来どお
り実施していく。

198 保険年金課 退職被保険者等高額介
護合算療養費

法で定められた保険給付を行うことで、国保退職
被保険者の医療費負担の軽減が図られ、安心し
て医療を受けることができる。

●退職被保険者の医療保険と介護保険の自己
負担額の合計額が自己負担限度額を超える場
合、その超える額を支給する。

18 Ａ 法令等で定められた保険給付であり、医療保険制度
の安定的な運営を図る上で必要であるため、従来どお
り実施していく。

199 保険年金課 一般被保険者移送費 法で定められた保険給付を行うことで、国保一般
被保険者の医療費負担の軽減が図られ、安心し
て医療を受けることができる。

●医師の指示などにより、緊急等やむを得ず入
院又は転院などの移送に費用がかかった場合、
その費用相当額を支給する。

0 Ａ 法令等で定められた保険給付であり、医療保険制度
の安定的な運営を図る上で必要であるため、従来どお
り実施していく。

200 保険年金課 退職被保険者等移送費 法で定められた保険給付を行うことで、国保退職
被保険者の医療費負担の軽減が図られ、安心し
て医療を受けることができる。

●医師の指示などにより、緊急等やむを得ず入
院又は転院などの移送に費用がかかった場合、
その費用相当額を支給する。

0 Ａ 法令等で定められた保険給付であり、医療保険制度
の安定的な運営を図る上で必要であるため、従来どお
り実施していく。

201 保険年金課 出産育児一時金 法及び条例に定められた保険給付を行うことで、
国保被保険者の出産に関する費用負担の軽減
が図られ、安心して出産することができる。

●被保険者が出産したとき、申請に基づき出産
育児一時金として42万円（産科医療補償制度未
加入の医療機関で出産したときは、40万4千円）
を支給する。
●直接支払制度を利用した場合は、国保から直
接医療機関に支払う。
●出産費用が支給額に満たない場合は、申請に
より差額を支給する。

35,441 Ａ 法令等で定められた保険給付であり、医療保険制度
の安定的な運営を図る上で必要であるため、従来どお
り実施していく。

これまで見込数と実績との乖離があったため、被保険
者数全体の動向に加え、若年層の動きを分析し、より
実態に即した見込数とすることで減額した。
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202 保険年金課 葬祭費 法及び条例に定められた保険給付を行うことで、
死亡した国保被保険者の葬祭に関する費用負担
の軽減を図り、福祉の向上に資する。

●被保険者が死亡したとき、その葬祭を行った者
の申請に基づき葬祭費として5万円を支給する。

11,650 Ａ 法令等で定められた保険給付であり、医療保険制度
の安定的な運営を図る上で必要であるため、従来どお
り実施していく。

203 保険年金課 老人保健事務費拠出金 平成19年度末で廃止された老人保健制度の精
算事務の安定的運営を図る。

●老人医療の精算事務に係る費用について、老
人加入者調整率に応じた拠出金を社会保険診療
報酬支払基金に支払う。

40 Ｄ 平成３０年度からの国保制度改革により、県へ事業が
移管されたことに伴い廃止となる。

204 保険年金課 介護納付金 介護保険に係る費用負担の公平化及び安定した
介護保険制度の運営を図る。

●国保被保険者のうち、介護保険第2号被保険
者に係る納付金を社会保険診療報酬支払基金
に支払う。

595,946 Ｄ 平成３０年度からの国保制度改革により、県へ事業が
移管されたことに伴い廃止となる。

205 保険年金課 その他共同事業拠出金 年金受給権者の把握により、被保険者の資格適
正化を図る。

●年金受給権者の把握により、退職者医療制度
に該当する一般被保険者の資格適正化を図るた
め、退職者医療制度共同事業拠出金を支払う。

3 Ｄ 平成３０年度からの国保制度改革により、県へ事業が
移管されたことに伴い廃止となる。

206 保険年金課 疾病予防事業費 健康の維持増進が図られ、健康的な生活を送れ
る。

●頻回、重複受診者に対し、看護師による訪問
指導を行う。

2,142 Ｂ 頻回・重複受診者に対する指導への取り組みは、被保
険者の健康の維持増進につながるとともに、医療費適
正化を図る重要な取り組みであり、今後もより充実化
を図る必要がある。

207 保険年金課 はり・きゅう等施術費負
担金

はり・きゅう・あん摩マッサージ施術に要した費用
負担の軽減により、健康の維持増進が図られ、
健康的な生活を送れる。

●単市事業として、はり・きゅう・あん摩マッサー
ジの施術について施術者と協定を結び、月12回
の利用回数上限の範囲で、1術800円、2術以上
1,000円の負担金を支払う。

8,654 Ｂ 課題に対する検討及び同様の他事業との整合性を図
りながら、今後においても事業を継続していく。

208 保険年金課 人間ドック施設利用負担
金

生活習慣病の予防や疾病の早期発見により、健
康的な生活を送れる。

●30歳から74歳の被保険者を対象に、委託した
実施医療機関で、6月から2月末の期間で、血圧・
身体測定、血液・尿・便検査、胸部X線検査、心
電図、腹部超音波検査、胃部検査、脳検査（40歳
以上追加可能）を実施する。

97,127 Ｂ 被保険者の疾病の早期発見、健康の維持増進を図る
事業であり、医療費適正化の取り組みとしての一定の
役割を果たしている。国保財政の改善傾向もあり、平
成30年度に実施予定の国保改革の動向も注視し、実
施内容等検討しながら実施していく。

209 保険年金課 国民健康保険基金積立
金

国保の安定運営が図られ、安心して医療を受け
ることができる。

●国保財政の健全な運営のため設置された国民
健康保険基金に、各年度において予算に定める
額を積み立てる。

741,092 Ｂ 国保財政の基盤安定・強化のため、継続して実施して
いく。
平成30年度の国保制度改革後の財政制度の中で安
定運営に資する活用を検討する必要がある。

210 保険年金課 国庫負担金等返還金 療養給付費等負担金及び療養給付費交付金の
精算により超過交付額が発生した場合に返還す
る。

●療養給付費等負担金及び療養給付費交付金
について、実績に基づく精算により発生する超過
交付額を国庫返還金として支出する。

104,209 Ａ 実績に基づく超過交付額の返還であり、従前のとおり
実施していく必要がある。

211 保険年金課 高額医療費共同事業拠
出金

高額な医療費が発生することにより国保財政運
営の安定性が損なわれるのを防止し、安心して
医療を受けられる。

●県内の各国保保険者について、高額な医療費
が発生することにより国保財政運営への影響を
緩和するため、国保連合会を事業主体として行
われる再保険事業である。
●80万円を超える医療費のうち、その超える部分
の額等の100分の59に相当する額を交付する高
額医療費共同事業交付金に要する費用に充てる
ため、標準高額医療費共同事業拠出金の額を基
準として国保連合会が定める拠出金の額を支出
する。

358,873 Ｄ 平成３０年度からの国保制度改革により、県へ事業が
移管されたことに伴い廃止となる。

212 保険年金課 保険財政共同安定化事
業拠出金

県内の市町保険者間の保険料の平準化及び財
政の安定化を図り、安心して医療を受けられる。

●県内の市町保険者間の保険料の平準化及び
財政の安定化を図るため、国保連合会が県内市
町から拠出金を徴収し、80万円までの医療費に
ついて、県内市町が共同で負担する交付金を交
付する、県単位で行う再保険事業である。
●1円以上80万円までの医療費のうち、80万円ま
での部分の額等の100分の59に相当する額を交
付する保険財政共同安定化事業交付金に要す
る費用に充てるため、標準保険財政共同安定化
事業拠出金の額を基準として国保連合会が定め
る拠出金の額を支出する。

3,647,655 Ｄ 平成３０年度からの国保制度改革により、県へ事業が
移管されたことに伴い廃止となる。

213 保険年金課 後期高齢者支援金 後期高齢者医療制度へ支援金を拠出することに
より、後期高齢者医療制度の安定的運営が図ら
れ、安心して医療を受けられる。

●後期高齢者医療制度の保険給付に要する費
用の約4割を現役世代が負担するとした後期高
齢者支援金の納付に要する費用について、国保
の加入者数に応じた納付金を国保被保険者から
保険料のうち支援金分として徴収し、社会保険診
療報酬支払基金へ支出する。

1,819,172 Ｄ 平成３０年度からの国保制度改革により、県へ事業が
移管されたことに伴い廃止となる。
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214 保険年金課 後期高齢者関係事務費
拠出金

後期高齢者医療制度へ支援金を拠出することに
より、後期高齢者医療制度の安定的運営が図ら
れ、安心して医療を受けられる。

●後期高齢者医療制度への支援金拠出に係る
調整の事務費を負担するため、事務費拠出金を
支出する。

120 Ｄ 平成３０年度からの国保制度改革により、県へ事業が
移管されたことに伴い廃止となる。

215 保険年金課 前期高齢者納付金 保険者間で前期高齢者（65歳から74歳）が偏在
することによる負担の調整をすることにより、国保
制度の安定運営が図られ、安心して医療を受け
られる。

●保険者間で前期高齢者（65歳から74歳）が偏
在することによる負担の不均衡を是正しするた
め、国保・被用者保険の各保険者が加入者数に
応じて負担するよう費用負担の調整を行う。
●各保険者の前期高齢者の給付費と前期高齢
者に係る後期高齢者支援金について、前期高齢
者加入率が全国平均であるとみなして算定され
た納付金を支出する。

6,571 Ｄ 平成３０年度からの国保制度改革により、県へ事業が
移管されたことに伴い廃止となる。

216 保険年金課 前期高齢者関係事務費
拠出金

保険者間で前期高齢者（65歳から74歳）が偏在
することによる負担の調整をすることにより、国保
制度の安定運営が図られ、安心して医療を受け
られる。

●前期高齢者の費用負担調整をするための事
務費拠出金を支出する。

127 Ｄ 平成３０年度からの国保制度改革により、県へ事業が
移管されたことに伴い廃止となる。

217 保険年金課 病床転換関係事務費拠
出金

医療療養病床等の長期入院病床を老人保健施
設又は居住系サービス施設に転換することによ
り病床削減を図る。

●病床転換助成事業についての費用負担調整
を負担するため、事務費拠出金を支出する。

12 Ｄ 平成３０年度からの国保制度改革により、県へ事業が
移管されたことに伴い廃止となる。

218 保険年金課 特定健康診査・特定保健
指導事業費

生活習慣病を予防し、健康的な生活を送れる。 ●特定健康診査（以下「特定健診」という。）は、
30歳から74歳の被保険者を対象に、個別方式や
集団方式により6月から2月末の期間に、血圧・身
体測定、腹囲測定、血液・尿検査、心電図、眼底
検査（医師の判断により実施）を実施する。
●特定保健指導は、特定健診を受診した者のう
ち、特定保健指導が必要と判断された者に、4月
から3月末までの期間に6か月間生活改善の指
導を実施する。

55,207 Ｂ 持続可能な国保制度のためには、医療費適正化への
取り組みは重要であり、その一環として特定健診の受
診率及び特定保健指導の実施率の向上への取り組み
は必要な事業であるため、実施方法の見直しを検討
し、実施していく。

219 保険年金課 基礎年金事務費 国民年金の制度広報や各種申請に関する受付
及び相談を実施し、制度の円滑な運営に寄与す
る。

●国からの法定受託事務
●国民年金の資格取得・喪失、種別の変更等被
保険者に関する事務及び各種年金の裁定に関
する事務、並びに年金制度の周知及び相談業務
に関すること

8,766 Ａ 国民年金制度の円滑な運営のためには、市民の制度
に対する不安や不信を取り除き、理解と認識を深める
必要がある。市は、身近な相談窓口として積極的な広
報活動や相談体制の充実を図る。

220 保険年金課 後期高齢者医療特別会
計繰出金

後期高齢者医療制度の安定かつ円滑な運営に
資することで、適切な医療を受けることができる。

●山口県後期高齢者医療広域連合の円滑な運
営のため、県内市町で共通経費を按分して負担
する。

543,648 Ａ 山口県後期高齢者医療広域連合の円滑な運営のた
め、県内市町で共通経費を按分して負担するものであ
り、継続して実施していく。

221 保険年金課 山口県後期高齢者医療
広域連合負担金

後期高齢者医療制度の安定かつ円滑な運営に
資することで、適切な医療を受けることができる。

●山口県後期高齢者医療広域連合の円滑な運
営のため、県内市町で共通経費を按分して負担
する。

7,603 Ａ 山口県後期高齢者医療広域連合の円滑な運営のた
め、県内市町で共通経費を按分して負担するものであ
り、継続して実施していく。

222 保険年金課 後期高齢者療養給付費
負担金

後期高齢者医療制度の安定かつ円滑な運営に
資することで、適切な医療を受けることができる。

●法令により、本市の後期高齢者医療被保険者
に係る保険給付費を山口県後期高齢者医療広
域連合に対し負担する。

1,608,872 Ａ 法令等で定められた負担金であり、後期高齢者医療
制度の安定的な運営を図る上で必要であるため、従来
どおり実施していく。

223 保険年金課 後期高齢者医療一般事
務費

後期高齢者医療制度に係る資格・給付・健康診
査などの事務を円滑に行うことにより、安心して
医療を受けることができる。

●後期高齢者医療に係る資格・給付・健康診査
（受診券発送）などの事務を行うための事務経費
を支出する。

18,140 Ｂ 後期高齢者医療に係る一般事務経費であり、コスト意
識をもちながら継続して実施していく。

224 保険年金課 後期高齢者医療広域連
合納付金

後期高齢者医療制度の安定かつ円滑な運営に
資することで、適切な医療を受けることができる。

●事務費等負担金、保険基盤安定負担金及び
本市で徴収した保険料等を保険者である山口県
後期高齢者医療区域連合へ納付する。

2,213,811 Ａ 法令等で定められた納付金であり、後期高齢者医療
制度の安定的な運営を図る上で必要であるため、従来
どおり実施していく。

225 地域福祉課 社会福祉総務一般事務
費

課内の業務の円滑化 福祉医療部、地域福祉課、各総合支所福祉担当
課の一般事務費。
訪問歯科診療の推進のため、訪問歯科診療事
業の補助を行う。

1,034 Ａ 協議・検討が必要。 決算額に基づいた消耗品費の減額。

226 地域福祉課 社会援護総務一般事務
費

日本赤十字の事業を円滑に推し進める。
不慮の災害等発生時、迅速な対応を行う。

不慮の災害等発生に際し、り災者に対し迅速な
救助を行う。
献血の周知や、献血者増に向けてイベントの実
施
災害救助等にかかる援護関係の一般事務費

1,077 Ｂ 経費節減に努めながら、今後も事業の充実を図る。 経費の節減に努める。
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227 地域福祉課 民生委員活動事業費 民生委員･児童委員が、高齢者の見守り、安否確
認など地域福祉の担い手となる。

・民生委員推薦会の開催。民生委員推薦会の幹
事及び書記、市民生委員児童委員協議会の事
務局
・県や県社協等が開催する各種研修会への民生
委員・児童委員の参加促進

49,014 Ａ 民生委員・児童委員の定数を確保し、計画的に見守り
活動を進めていく。

民生委員児童委員一斉改選に伴う費用の計上による
増額。

228 地域福祉課 遺族関係事業費 戦没者、戦災犠牲者に対し弔慰することで、平和
への祈念や先祖を敬う気持ちを醸成する。

先の大戦における戦没者、戦災犠牲者に対する
弔慰と遺族の援護を行う。

1,009 Ａ 追悼式の開催にあたっては経費の削減に努め、内容
については、連合遺族会と協議を行い検討する。

必要最小限の委託料の計上としているが、社会情勢
の変化により委託料が増額した。

229 地域福祉課 社会福祉団体運営費等
助成事業費

社協の活動を補助することにより、市の全域にお
いて、地区社協単位で福祉活動を推進すること
ができる。

周南市社会福祉協議会の運営を補助する。 131,194 Ａ 地域福祉において重要な組織である社会福祉協議会
の運営については、第3次経営改善計画に基づく経営
改善が着実に進むように状況を把握し、必要に応じて
助言を行なう。

社会福祉協議会が定めている経営改善計画に基づく
進捗を管理する。

230 地域福祉課 社会福祉団体等助成事
業費

各社会福祉団体が掲げる目的を達成するための
活動を補助する。

連合遺族会、原爆被爆者の会、保護司会、更生
保護女性会、山口県更生保護協会の活動を助成
する。

2,457 Ａ 申請時及び精算時に事業内容、対象経費を精査を行
い、補助率50％以下にする。

適正に見込まれる補助金額を計上した。

231 地域福祉課 社会を明るくする運動経
費

保護司の活動に理解を深め、犯罪や非行のない
明るい社会を築くきっかけづくりとすることができ
る。

法務省の主唱のもとに、犯罪や非行の防止と罪
を犯した人たちの更生について理解を深め、それ
ぞれの立場において力を合わせ、犯罪や非行の
ない明るい社会を築くことを目的に、全国的な運
動を展開する。

300 Ｂ 保護司会等の関係団体と連絡を密に取りながら事業
を進めていく。

決算額に基づいた消耗品費の減額。

232 地域福祉課 離島在宅福祉サービス
提供促進事業費

大津島で福祉サービスを行う事業所に船賃を補
助することにより、事業所の経済的負担が軽減
し、在宅サービスの受託が可能となることで、大
津島地区で継続した福祉の充実が図れる。

離島（大津島地区）に居住する高齢者・障害者等
に対して訪問在宅福祉サービスを行う事業所に
対し、船賃を助成し福祉サービス提供の継続を
図る。

158 Ａ 離島で暮らす住民への福祉サービス提供が滞らない
よう、交通費（船賃）の助成を事業者へ行う。

決算額に基づいた減額。

233 地域福祉課 生活困窮者自立支援事
業

生活困窮者に対し早期の支援を行い、生活保護
に至る前に自立の促進を図る。

現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持す
ることが出来なくなる恐れがある者に対し、自立
の支援を行うことにより生活困窮者の自立助長を
図る。

8,807 Ａ 生活困窮者に対し早期の支援を行い、生活保護に至
る前に自立の促進を図る。

法改正に伴い、家計改善支援事業・就労準備支援事
業を実施。

234 地域福祉課 徳山社会福祉センター管
理運営事業費

高齢者、障害者の憩いの場、ボランティア活動の
拠点、地域福祉のコミュニティの場として、多くの
市民が利用する場を提供する。

市民の福祉増進及び福祉意識の高揚を目的に、
高齢者活動を図るため、貸館業務、高齢者及び
障害者へ入浴設備を提供

31,768 Ｂ 地域の社会福祉活動の拠点として重要な施設である
ため、今後も維持管理に努める。

老朽化したセンターバスを更新し、福祉活動の更なる
促進につなげる。

235 地域福祉課 新南陽総合福祉センター
管理運営事業費

高齢者、障害者の憩いの場、ボランティア活動の
拠点、地域福祉のコミュニティの場として、多くの
市民が利用する場を提供する。

市民の福祉増進及び福祉意識の高揚を目的に、
高齢者活動拠点としての場を提供、また、デイ
サービス事業による高齢者の機能回復、介護予
防を図るための場を提供。

26,702 Ｂ 必要な修繕を行いながら、効率的な事業運営を進め、
施設の機能統合等を検討する。

適正な経費の算出。

236 地域福祉課 三世代交流センター管理
運営事業費

三世代交流の拠点として、高齢者の介護予防を
推進するとともに、子育て親子の交流の場を提供
する。

児童の健全育成と高齢者の生きがいづくり活動、
三世代間の交流を図るための場を提供。

7,104 Ｂ 地域の社会福祉活動の拠点として重要な施設である
ため、今後も維持管理に努める。

必要経費を見直した。

237 地域福祉課 社会福祉施設維持管理
事業費

市内の社会福祉施設の利用者の利便性や安全
性を確保する。

社会福祉施設の緊急を要する修繕に対して速や
かに対応することで、利用者の利便性や安全性
を確保する。

4,892 Ｂ 施設の適切な管理を行う。

238 地域福祉課 緊急通報体制等整備事
業費

高齢者又は身体障害者等の孤独や不安を解消
し、在宅で安心安全に過ごすことができる。

ひとり暮らし等の高齢者又は身体障害者等に対
し、緊急通報システムを設置し、対象者の安否確
認及び緊急事態等の発生時に適切な処置をする
とともに、各種相談受付を実施。

35,160 Ｂ 要綱上６か月以上の長期入院は取り消し対象となるた
め、休止が長いときは適宜調べ、親族等に状況を確認
し、必要時撤去の打診をしていく。

債務負担行為により、安定的な事業の継続を進める。

239 地域福祉課 介護予防・生活支援サー
ビス事業費

要支援者等に対し、訪問型サービス（掃除・洗濯
等の日常生活上の支援）や通所型サービス（機
能訓練や集いの場等日常生活上の支援）を提供
する。

要支援１～２の者や、それ以外の者を対象とする
訪問型サービス、通所型サービスの実施
・従前の訪問介護・訪問型サービスA（緩和した基
準によるサービス）・訪問型サービスB（住民主体
による支援）
・従前の通所介護・通所型サービスA（緩和した基
準によるサービス）・通所型サービスB（住民主体
による支援）

170,451 Ａ 要支援者等に対し、訪問型サービスや通所型サービス
男提供する。

利用者数の見直しによる減額。

240 地域福祉課 介護予防ケアマネジメン
ト事業費

要支援者等に対し、総合事業におけるサービス
等が適切に提供できるようなケアマネジメントを
行う。

高齢者が要介護状態になることを予防、または
要介護状態になっても、状態がそれ以上に悪化
しないように維持、改善を図り、アセスメント、介
護予防プランの作成を実施するための業務を地
域包括支援センターに委託。

28,845 Ａ 高齢者が要介護状態になることをできる限り防ぎ、要
支援・要介護状態になっても状態がそれ以上に悪化し
ないようにするために、高齢者自身が地域における自
立した日常生活を送れるよう支援する。

利用者数の見直しによる減額。
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241 地域福祉課 介護予防把握事業費 介護予防の必要な高齢者の発見 窓口や、65歳・75歳の被保険者証等への案内通
知において、要支援者等を把握し住民主体の介
護予防につなげる。

1,833 Ａ 窓口や、65歳・75歳の被保険者証等のへの案内通知
において要支援者等を把握し、住民主体の介護予防
活動につなげる。

OA機器維持管理費用の見直し。

242 地域福祉課 介護予防普及啓発事業 高齢者が要支援・要介護状態になることを防ぐた
めに、介護予防についての知識の普及啓発を行
う。

高齢者が、要介護状態等にならないよう出前トー
ク等で介護予防に関する知識等を普及啓発

2,029 Ａ 市民が主体的に介護予防に取り組むよう普及啓発を
行っていく。

経費の節減に努める。

243 地域福祉課 地域介護予防活動支援
事業

地域において介護予防に資する自発的な活動が
広く実施され、地域の高齢者自ら活動し、介護予
防に向けた取組が主体的に実施されるような地
域社会の構築をすることを目的に、介護予防に
資する活動の育成・支援を行う。

地域において介護予防に資する取り組みが主体
的に実施されるよう育成・支援を図るため、介護
予防リーダー養成講座、ふれあいいきいきサロン
担い手研修、機能訓練事業、ねたきり防止事業
等を実施する。

26,862 Ａ 地域における介護予防に資する自発的な活動や取組
が継続的に実施されるよう、住民主体の活動の育成・
支援を行う。

任意事業で実施していた介護予防中山間地域拠点事
業を総合事業に組替え。

244 地域福祉課 地域リハビリテーション
活動支援事業

住民が運営する介護予防通いの場に対して、リ
ハ職と協働して支援を行い、住民が自立意識を
もって、いくつになっても通いの場で効果的な介
護予防に取り組める環境づくりを行う。

①住民主体で市が推進する介護予防に定期的
に取り組む地域住民に対して、リハ職と連携して
介護予防における助言・指導を行う。
②地域ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ事業研修会の開催
③地域ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ会議の開催

1,368 Ａ リハ職と協働して、住民運営通いの場を支援し、効果
的な介護予防に取り組める環境づくりを行う。

経費の節減に努める。

245 地域福祉課 地域包括支援センター運
営事業費

高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らし
い生活を継続していくために、どのような支援が
必要かを把握し、地域における適切なサービス、
機関または制度の利用につなげる等の支援を行
う。

・地域包括支援センター職員が、地域における適
切なサービス、機関または制度の利用につなげ
る等の支援を行う。
・主治医・介護支援専門員等との他職種協働と、
地域の関係機関との連携により、包括的・継続的
なケアマネジメントを実現するための後方支援を
行う。

129,645 Ａ 高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生
活を継続していくための地域における包括的な支援を
行う。

ICT導入費用の計上。
周南北部の相談窓口機能強化のため人員を増加。

246 地域福祉課 要援護者等安否確認実
施事業

日常から、高齢者等を見守り、高齢者が安心して
暮らせる体制づくりを推進する。

民生委員協議会の協力のもと、高齢者保健福祉
実態調査を実施。７０歳以上のひとり暮らしや、７
５歳以上のふたり暮らしなど、見守りが必要な高
齢者の最新の情報を管理し、日々の相談などに
活用する。

1,391 Ａ 実態調査については、市、民生委員、その他関係機関
にとって、各々、有意義なものとなっている。その情報
をシステム化し、マップにすることについては、業務の
見直しを行い、平成２８年度から取りやめたため、業務
のスリム化を実現した。

経費の節減に努める。

247 地域福祉課 もやいネットセンター推
進事業費

もやいネットセンターを核として、福祉に関する総
合相談体制の整備とともに、地域見守りネット
ワークを構築することにより、誰もが安心して暮ら
せる地域づくりを推進する。

●もやいネットセンターの体制整備
　福祉全般に関する相談支援体制づくり

12,192 Ａ 地区ステーションのコーディネーターに対して、研修等
を通してスキルアップを図り、重層的な見守り体制を整
備していく。また、今後のコーディネーターの役割につ
いて検討を行う。

ICT導入費用を計上。

248 地域福祉課 成年後見制度利用支援
事業費

認知症高齢者等、判断能力の低下した人が安心
して生活できることを目的とする。

成年後見制度のうち、法定後見制度である市長
による後見等開始審判請求が妥当であるかを判
断し、家庭裁判所に審判請求を行うとともに必要
な費用を負担する。また、決定された後見人等が
行った援助活動に対しての報酬支払ができない
者の後見人等に助成を行う。｛●親族がいない、
又は親族の協力が得られない判断能力の不十
分な認知症高齢者等へ市長申立により、成年後
見制度の利用を支援（高齢化に向け目標を決め
て推進する事業）　●成年後見制度の市民への
周知｝

78 Ａ 今後も継続して、制度利用体制の充実と啓発を積極的
に進めていく。

成年後見報酬助成対象者数の見直しによる増額。

249 地域福祉課 高齢者虐待防止ネット
ワーク運営事業

高齢者虐待の防止、および早期発見・早期対応
による被害の拡大を防ぐ

高齢者虐待の防止、早期発見・早期対応を図り、
高齢者の安心した生活を確保するために、もや
いネットセンター、地域包括支援センターを中心
に関係機関が連携し、高齢者虐待防止のための
ネットワークを構築

0 Ａ 高齢者虐待の早期発見・早期対応を行うため、相談体
制やネットワーク会議、連絡会議等により関係機関と
の連携や各ネットワーク体制の充実を図っていく。

高齢者虐待防止研修費用を計上。

250 地域福祉課 高齢者安心・安全推進事
業費

高齢者が住み慣れた地域において安心・安全に
暮らせる。孤立死防止。

ひとり暮らし高齢者が住み慣れた地域で安心して
安全な生活を継続するために、見守り配食、福祉
電話加入権の貸与、友愛訪問活動の促進、ひと
り生活応援事業などの見守りサービスをおこな
う。併せて中山間地域に介護予防拠点を作り、民
間の高齢者サービスが参入しにくい地域の介護
予防の充実を図る。

20,460 Ａ ■見守り配食事業については、29年度プロポーザルを
実施予定にて、内容の見直しを進めていく。
■老人福祉電話貸与者通話料助成事業については、
年々利用者が減少しているため、事業内容を精査し、
見直しを検討する。

任意事業で実施していた介護予防中山間地域拠点事
業を総合事業に組替え。
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251 地域福祉課 在宅医療介護連携推進
事業

医療と介護の連携の仕組みづくりを目指して、高
度急性期医療から在宅医療・介護までの一連の
サービス提供体制の一体的な確保を推進すると
ともに、医療・介護関係者相互における多職種
ネットワークづくりの推進を図る。

●あ・うんネット周南在宅医療介護連携全体会
議、ワーキンググループ会議、コア会議
●医療・介護関係者研修会
●在宅医療介護連携相談支援

3,241 Ａ 医療・介護関係者に、事業目的や内容について周知・
理解を深め、主体的な活動につなげていく必要があ
る。

在宅療養・看取り市民啓発費用を計上。

252 地域福祉課 生活支援体制整備事業 医療・介護のサービスのみならず、地域住民に身
近な存在である市が中心となって、生活支援
サービスを担う多様な事業主体と連携しながら、
日常生活の支援体制の充実・強化及び高齢者の
社会参加の推進を一体的に図っていく。

社会福祉協議会への委託
・第１層（市全域）の協議体設置に向けた検討会
の開催。
・第２層（およそ中学校区域）にモデル的協議体
の設置。
・第２層コーディネーター育成のための研修会の
開催。

7,213 Ｂ 小学校区域～中学校区域の範囲で、協議体を設置
し、区域内でのニーズや資源を把握し、生活支援につ
なげていく。

生活支援コーディネーター賃金の見直し。

253 地域福祉課 認知症施策総合推進事
業

・介護者が安心して外出できたり、介護のストレス
を話し合えるなど心身の負担軽減ができる。
・認知症への理解者が増え、認知症高齢者及び
介護者が安心して生活できる。

●在宅の認知症高齢者を抱える介護者に対し、
介護者が通院等で不在の間、支援員を派遣し、
見守りや話し相手等の支援を行うことにより、介
護者の心身の負担を軽減
●認知症についての理解を深め、認知症高齢者
本人や家族の地域での「応援者」となる認知症サ
ポーターを養成

1,036 Ａ 今後も、地域住民や事業所、学校等にも養成講座を積
極的に拡大し、養成数を増やす方向

認知症初期集中支援チーム員研修・認知症地域支援
推進員研修費用を計上。

254 高齢者支援課 老人保健福祉計画・介護
保険事業計画策定事業
費

高齢者に係る福祉・介護保険のニーズを的確に
把握し、高齢者福祉、老人保健、介護保険等全
般にわたる課題・問題点を抽出し分析することに
より、地域の実情や特性を活かした事業を展開
する。

平成30年度から3年間を計画年度とする介護保
険事業計画及び老人保健福祉計画を策定した。
●計画策定にあたり広く市民の意見を反映させ
るため、高齢者保健福祉推進会議を４回開催し
た。
●計画策定にあたり広く市民の意見を反映させ
るため、パブリックコメントを実施した。

4,723 Ａ 事業運営に必要不可欠なものであり、前計画の進捗
状況、実績等を検証した上で、高齢者ニーズの十分な
把握と分析を行い、本計画を策定した。今後は、老人
福祉一般事務費において会議を開催し、本計画の進
行管理を行う。

周南市高齢者プラン「第8次老人保健福祉計画・第7期
介護保険事業計画」は平成29年度に策定済みのた
め、平成30・31年度予算への計上なし

255 高齢者支援課 在日外国人高齢者等福
祉給付金支給事業費

高齢者の福祉の増進をはかり、対象者の生活の
安定を図る。

老齢基礎年金等の受給資格を得ることのできな
かった低所得の外国人及び帰国者等（配偶者お
よび扶養義務者も低所得者）に対し、給付金を給
付し、生活資金の援助（生活保護受給中の場合
は給付停止。）を行う。

260 Ｂ 無年金在日外国人等低所得者への経済支援であり、
他市の状況も勘案しながら、継続して実施していく必要
がある。現下の財政状況に鑑み、同様に実施する。

対象者数の減少により減額した。

256 高齢者支援課 周南地区福祉施設組合
負担金

援護が必要な高齢者が安定した生活を営む施設
を運営する。

負担金の支払、運営 59,661 Ｂ 周南市と下松市で運営費を負担しており、一部事務組
合への負担金を負担しないことはできないため、効率
化について検討しながら継続させる必要がある。

養護老人ホーム「きさんの里」改築工事施工のための
負担金を増額計上した。

257 高齢者支援課 老人福祉一般事務費 課における円滑な事業実施を図ると共に、窓口
での市民サービスに努める。

高齢者支援担当、各総合支所福祉担当課の一
般事務費

135 Ｂ 老人福祉法規定の事務であり、経費の節減に努めな
がら継続して行う。

必要経費について、前年度実績等を基に精査し、予算
計上した。

258 高齢者支援課 敬老の日記念行事開催
事業費

市民の高齢者福祉への関心と理解を深めるとと
もに、高齢者の方々の生活への意欲向上を図
る。

・高齢者自らの生活向上に努める意欲を高める
とともに、老人福祉思想の啓発や長寿をお祝い
するために記念行事を開催
・対象の方へ長寿のお祝いの記念メッセージを授
与
・元気な百歳の方への市長の表敬訪問

27,571 Ｂ 敬老のお祝い事業として、充実させていき、より多くの
方に参加いただけるように改善を図るとともに、長寿祝
金事業とも併せてお祝い事業全般での方向性等、総
合的な検討をしていく必要がある。

平成30年度に見直した委託料の積算方法を維持しつ
つ、対象者数の増加を見込み、増額計上とした。

259 高齢者支援課 はり・きゅう等施術費助
成事業費

高齢者への健康増進を図り、介護予防を図る。 国民健康保険被保険者以外の医療保険加入者
で70歳以上の高齢者と後期高齢者医療保険被
保険者への保険適用外のはり・きゅう・あん摩
マッサージの施術費の助成。

11,296 Ｂ 助成の経緯や目的、事業の成果など整理し、事業内
容について見直しをしていく必要がある。

必要経費について、前年度実績等を基に精査し、予算
計上した。

260 高齢者支援課 老人日常生活用具支給
事業費

高齢者の在宅生活を円滑にし、在宅生活を継続
してもらうことを目指し、介護保険適用への移行
を防ぐ。

在宅の65歳以上のひとり暮らし高齢者等に対し、
日常生活の便宜を図るために日常生活用具を給
付。

162 Ｂ 現在の対象品目と扶助費の上限額の見直し等、より適
切な事業となるよう検討する必要がある。

必要経費について、前年度実績等を基に精査し、予算
計上した。

261 高齢者支援課 老人保護措置費 老人の生活の安定（家庭環境の調整、身体的精
神的健康の保持、向上）を図る。

養護老人ホームへの措置 152,559 Ｂ 老人福祉法により規定されており、業務は適正であ
る。対象者に措置の必要性を見極めながら、現行通り
継続する。

対象者の利用実績を基に精査し、予算計上した。

262 高齢者支援課 生活支援ハウス運営事
業費

高齢者が、健康で明るい生活を送れるよう支援
し、福祉の増進を図る。

60歳以上の高齢者に、介護支援、交流機能、居
住機能がある居所を提供。

10,985 Ｂ 家族の援助が困難かつ独立して生活することに不安
のある高齢者等の受け皿としての施設として確保する
必要がある。

対象者の利用実績及び鹿野地区の水道料金改定の
影響を基に精査し、予算計上した。
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263 高齢者支援課 生活支援短期宿泊事業
費

基本的生活習慣が欠如し、社会適応が困難な在
宅の高齢者等を、養護老人ホーム等に一時的に
宿泊させ、日常生活等の指導を行うとともに、給
食の提供等により体調の調整を図り、高齢者の
福祉の増進に資する

養護老人ホーム等に一時的に宿泊させ、日常生
活等の指導を行うとともに、給食の提供等を行う

887 Ａ 必要性を見極めながら、適正に事務を執り行う。 対象者の利用実績を基に精査し、予算計上した。

264 高齢者支援課 老人福祉施設整備費等
助成事業費

施設整備費の負担が軽減されることから、施設
運営に力を入れられることで安定した運営が期
待できる。

地域福祉のハード面の推進に寄与するために、
民間法人の施設整備費を補助

11,472 Ａ 今後も介護を必要とする高齢者は増加が予想され、介
護サービスの安定的供給という点から、施設の充実は
計画的に実施を図るべきである。債務負担行為として
いる補助について償還終了まで継続する。

債務負担行為を設定している補助金について計上し
た。

265 高齢者支援課 長寿祝金支給事業費 長寿祝金を対象者へ支給することから、市民の
敬老精神の高揚を図れ、対象者が福祉・生活の
一助として活用できる。

多年にわたり社会に尽くしてきた高齢者の長寿を
祝福し、対象者に対して長寿祝金を支給すること
により、高齢者福祉の増進と市民の敬老精神の
高揚を図る。

9,818 Ｂ 敬老のお祝い事業として、より充実したものとするた
め、敬老会事業と併せて総合的な検討をしていく必要
がある。

長寿祝金の対象者数の増加を見込み、増額計上し
た。

266 高齢者支援課 デイサービスセンター事
業費

高齢者の社会的孤立感を解消するとともに、自
立した生活を支援する。

通所サービスを提供する。 43,245 Ｂ 介護需要の高い75歳以上の人口は平成42年頃まで増
加すると予想され一定の需要が見込まれるが、山間部
や離島を除くと民間事業者が多数参入している。民間
事業者の進出が望めない中山間地域にある須金及び
大津島老人デイサービスセンターについては地域の実
情に合わせてサービス内容の見直しながら継続する。

これまで同様、指定管理者による施設運営の中で事業
運営を行う。

267 高齢者支援課 老人福祉施設維持管理
事業費

各施設維持が適正に維持でき利用者が快適か
つ安全に過ごせる。

老人福祉施設の老朽化等による修繕対応によ
り、利用者の利便性・安全性を確保

4,956 Ｂ 安心・安全の観点から施設の維持管理は必要不可欠
である。

経年劣化した鹿野高齢者生産活動センター屋根材の
防水改修工事予算を計上し施工することで、施設の安
全な運営及び長寿命化を図る。

268 高齢者支援課 老人福祉センター管理運
営事業費

生きがい支援のために施設の利用促進を図り、
あわせて機能訓練等により利用者の健康増進を
図る。

高齢者の生きがい支援や健康増進への寄与を
目的に、老人福祉センターを設置する。

9,015 Ａ 全般的に老朽化しているため、計画的な改修を行う必
要がある。同様の機能を持つ施設との複合化等、同施
設の存廃について今後とも検討していく必要がある。

これまで同様、指定管理者による施設運営の中で事業
運営を行う。

269 高齢者支援課 老人憩の家管理運営事
業費

施設環境を維持し、高齢者の生きがいづくりに利
用できる場を提供できる。

高齢者の健康と福祉増進及び生きがいづくりの
促進を目的に、老人憩の家を管理運営し、地域
住民との交流の場を提供

15,448 Ｂ 全般的に老朽化が進行しており、計画的な改修を必要
とする。老人憩の家については、地域のコミュティ施設
としても利用されていることから、今後は公共施設再配
置計画の方向性に従って検討が必要である。

これまでと同様、指定管理者による施設運営の中で維
持管理を行う（和田は直営で管理）が、石船温泉憩の
家については、鹿野地区の水道料金改定に伴う指定
管理料を増額計上した。

270 高齢者支援課 軽費老人ホームきずな
苑管理運営事業費

入所者へ自立した生活環境を提供する。 日常生活上、必要な便宜を提供し入所者が健康
で明るい生活を送れるよう、施設を管理運営

77,724 Ｂ 今後も定員どおりの入所者が見込まれ、当面は現状
のまま事業を継続するが、公共施設再配置計画に
沿った計画的な施設改修、または同様の民間施設状
況等の把握等により、存廃も含めた施設の方向性につ
いて検討していく必要がある。

これまでと同様、指定管理者による施設運営の中で維
持管理を行う。

271 高齢者支援課 嶽山荘管理運営事業費 休養の場を提供し、閉じこもり防止や心身のリフ
レッシュを図る。

高齢者の心身の休養と健康増進のため、低廉な
料金で入浴などの場を提供（高齢者以外の人の
利用可）

24,655 Ｂ 全般的に老朽化していることから計画的な改修を必要
とする。施設運営に関する要望は高く、施設分類別計
画に沿って施設機能の存続を図る必要がある。

これまでと同様、指定管理者による施設運営の中で維
持管理を行う。

272 高齢者支援課 福川シニア交流会館管
理事業費

高齢者の生きがいづくり活動の活性化、および関
連団体の活動向上を図る。

高齢者の生きがいづくり活動などのため、地域の
福祉活動及びコミュニティ活動の拠点としての場
を提供

424 Ｂ 継続して実施するが、地域のコミュニティ施設として利
用いただく施設として、今後、公共施設再配置計画の
方向性に従って検討していく必要がある。

これまでと同様に施設の維持管理を行う。

273 高齢者支援課 鹿野高齢者生産活動セ
ンター管理運営事業費

高齢者の生きがいづくりの意識向上と併せて、生
産活動による伝統継承を図る。

高齢者自らが働く喜びと生きがいを持ち、高齢者
の連帯感を醸成することを目的に、高齢者の生
きがい対策として、自立の研修・生産活動を行う
場を提供

7,537 Ｂ 継続して事業運営をしていくが、生産活動による生き
がい対策の拠点として、高齢者への就業機会の増大
等図るため、より広域の方に利用していただくよう環境
整備をしていく必要がある。

これまでと同様、指定管理者による施設運営の中で維
持管理を行う。

274 高齢者支援課 老人クラブ助成事業費 地域に根付いた老人クラブ活動を支援すること
から、地域活性化および生涯現役社会づくりを推
進できる。

生きがい、健康、社会活動他活動を行うため、ク
ラブ運営上に必要とする活動費を助成することに
より、会員の増加、活動の活性化を図る。あわせ
て、高齢者の社会参加と交流拡大から仲間づく
り、生きがいづくり等を推進し、生涯現役社会を
目指す。

14,575 Ｂ 老人クラブの働きかけもあり、平成26年度以降、加入
者は増加傾向にある。生涯現役社会づくり事業におい
て中心的な団体であり、今後も協力連携していく必要
がある。

平成30年度に見直した補助金の積算方法を維持しつ
つ、老人クラブの安定的な活動を支援していく。

275 高齢者支援課 地域密着型介護予防
サービス給付費

地域密着型サービス利用者の要支援状態の軽
減や・悪化を予防でき、地域で自立した日常生活
を営むことができる。

居宅要介護被保険者が、指定地域密着型サービ
ス事業者から指定地域密着型サービスを受けた
時、費用額の９割(8割)を給付する。
(地域密着型サービス事業種類：認知症対応型通
所介護、認知症対応型共同生活介護、夜間対応
型訪問介護、小規模多機能型居宅介護)
サービス受給平均件数：16件/月

14,828 Ａ 介護保険法による法定給付のため、法令に遵守し適
正に事業を行う。

給付費の支払いのため、サービス利用者動向、給付
実績情報を把握し予算額を見積もった結果1,907千円
増額。
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276 高齢者支援課 保険事業勘定繰出金 介護保険法に定められた負担であり、介護保険
特別会計の運営に必要である。

介護給付費・地域支援事業費の市法定負担分、
及び介護保険事業に係る事務費・職員給与費に
ついて、介護保険特別会計に繰り出す。
①介護給付費繰出金　②地域支援事業繰出金
③職員給与・事務費繰出金　④低所得者保険料
軽減繰入金

1,675,201 Ａ 適正に繰入処理を行う。 介護給付費等の市負担ルール分及び職員給与費等
に係る負担の他、2019年10月に予定されている消費
税率引上げに伴う低所得者の介護保険料軽減強化に
係る公費負担の増額分を計上した。

277 高齢者支援課 介護保険低所得者利用
者負担対策事業費

施策移行による負担増をなくすことができる。
社会福祉法人の低所得者対策を支援する。

障害者施策でホームヘルプサービスの利用料減
免を受けていた方が、年齢到達で介護保険に移
行した際の利用者負担を免除する。
特別養護老人ホーム等の利用者のうち、低所得
者に係る費用を減額した社会福祉法人に対しそ
の一部を補助する。

241 Ｂ 国の制度に沿って適正な処理を行う。 実績等を精査し、必要額を計上した。

278 高齢者支援課 介護サービス事業勘定
繰出金

建設費の償還を継続して行うことにより、適正な
財政運営を図る

介護老人保健施設（H15年度建設）に設置した、
訪問看護ステーション建設費に係る地方債償還
元金

115 Ａ 適正に繰入処理を行う。 建設費の償還を継続して行う。

279 高齢者支援課 介護保険一般事務費 介護保険特別会計に必要な事務を、適正に行う
ことができる。

地域密着型サービス運営委員会等の会議の開
催、介護保険サービス利用者への諸通知、介護
保険利用案内パンフレットの作成等の介護保険
事業に係る一般事務

15,297 Ａ 被保険者等からの介護保険への理解、信頼、協力が
深まる運営に努める。

実績等により必要経費を精査し、予算計上した。シス
テム改修経費については、消費税率引上げに伴う報
酬改定等に係る改修の必要性を見極めながら対応す
る予定。

280 高齢者支援課 賦課徴収事務費 介護保険料の適正な賦課・収納を行うことで、介
護保険財政の健全な運営を図ることができる。

介護保険料納入通知書等の発送及び口座振替
処理等、介護保険料の賦課徴収業務を行う。
現年度収納率　Ｈ24年度：98.66％ Ｈ25年度：
98.74％　Ｈ26年度：98.75 ％　H27年度：98.78％
H28年度：98.90％　Ｈ29年度：98.98％

7,138 Ａ 介護保険料の適正な賦課と確実な保険料の徴収 運営に必要な予算を精査し計上した結果、10千円減
額。

281 高齢者支援課 介護認定審査会費 心身の状況に応じた適正な介護給付のための要
介護認定を行う。

要介護認定に必要な審査会資料の作成及び認
定審査会（毎週1回平均5合議体で150件程度を
審査）を開催する。

18,764 Ｂ 被保険者が介護サービスを受けるために必要な業務
であり、これまでどおり事務の効率化を図りながら実施
する必要がある。認定審査は概ね滞りなく進んでい
る。

総合事業の導入や認定有効期間の延長措置等によ
り、介護認定申請件数が前年に比べ減少傾向にある
ことから、審査会の開催件数を減少で見込み、委員報
酬の削減に努めた。

282 高齢者支援課 認定調査等費 心身の状況に応じた適正な介護給付のための要
介護認定に必要な資料の作成

介護認定審査会資料のもととなる訪問調査票の
作成及び主治医意見書の聴取

67,811 Ａ 被保険者が介護サービスを受けるために必要な業務
であり、これまでどおり事務の効率化を図りながら実施
する必要がある。

実績等により必要経費を精査し、予算計上した。

283 高齢者支援課 居宅介護サービス給付
費

居宅介護サービス利用者の要介護状態の軽減
や・悪化を予防でき、自宅（地域）で自立した日常
生活を営むことができる。

居宅要介護被保険者が、指定居宅サービス事業
者から指定居宅サービスを受けた時、費用額の9
割(8割)を給付する。
【訪問サービス受給平均件数：2,440件/月　・通
所介護サービス受給平均件数：2,194件/月　・短
期入所サービス受給平均件数：358件/月
(要介護１～5を対象とした居宅サービス)の給付】

4,136,921 Ａ 介護保険法による法定給付のため、法令に遵守し適
正に事業を行う。

給付費の支払いのため、サービス利用者動向、給付
実績情報を把握し予算額を見積もった結果、106,724
千円増額。

284 高齢者支援課 施設介護サービス給付
費

施設介護サービス利用者の要介護状態の軽減
や・悪化を予防でき、自立した日常生活を営むこ
とができる。

施設入所要介護被保険者が、指定施設サービス
を受けたとき、費用額（食費、居住費、日常生活
費を除く）の9割(8割)を給付する。
（対象施設）介護老人福祉施設受給平均件数：
554件/月　 ・介護老人保健施設受給平均件数：
482件/月　・介護療養型医療施設受給平均件
数：92件/月

3,457,222 Ａ 介護保険法による法定給付のため、法令に遵守し適
正に事業を行う。

給付費の支払いのため、サービス利用者動向、給付
実績情報を把握し予算額を見積もった結果、91,579千
円増額。

285 高齢者支援課 居宅介護福祉用具購入
費

居宅介護サービス利用者の要介護状態の軽減
や・悪化を予防でき、自宅（地域）で自立した日常
生活を営むことができる。

居宅要介護被保険者が、特定介護福祉用具を購
入した時、市が必要と認めた場合に、費用額の9
割(8割)を支給する。支給限度額あり。受領委任
払いの導入により、利用者の負担は軽減。
福祉用具購入対象給付物品：入浴補助用具腰掛
便座など(購入金額10万円まで）
サービス受給平均件数：30件/月

9,827 Ａ 介護保険法による法定給付のため、法令に遵守し適
正に事業を行う。

給付費の支払いのため、サービス利用者動向、給付
実績情報を把握し予算額を見積もった結果、613千円
減額。
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286 高齢者支援課 居宅介護住宅改修費 居宅介護サービス利用者の要介護状態の軽減
や・悪化を予防でき、自宅（地域）で自立した日常
生活を営むことができる。

居宅要介護被保険者が、事前に市が必要と認め
た住宅改修を行った場合に、費用額の9割(8割)
を支給する。支給限度額あり。受領委任払いの
導入により、利用者の負担は軽減
住宅改修給付対象施工種類：手すり、段差解消
ほか(施工金額20万円まで）
サービス受給平均件数：25件

20,487 Ａ 介護保険法による法定給付であり、適正に処理を行
う。

給付費の支払いのため、サービス利用者動向、給付
実績情報を把握し予算額を見積もった結果、3,210千
円減額。

287 高齢者支援課 居宅介護サービス計画
給付費

居宅介護サービス利用者の要介護状態の軽減
や・悪化を予防でき、自宅（地域）で自立した日常
生活を営むことができる。

居宅要介護被保険者が、指定居宅介護支援事
業者から指定居宅介護支援(ケアプランの策定）
を受けた時、費用額の全額を給付する。
（居宅支援事業所のケアマネが本人や家族と話
し合い必要な介護サービスの計画作成）
サービス受給平均件数：2,944件/月

469,043 Ａ 介護保険法による法定給付であり、適正に処理を行
う。

給付費の支払いのため、サービス利用者動向、給付
実績情報を把握し予算額を見積もった結果、28,043千
円増額。

288 高齢者支援課 介護予防サービス給付
費

居宅要支援被保険者が、指定介護予防サービス
事業者から指定介護予防サービスを受けた時、
費用（基準額）の9割(8割)を給付する。

居宅介護サービス利用者の要支援状態の軽減
や・悪化を予防する。
【訪問サービス受給平均件数：305件/月　・通所
介護サービス受給平均件数：661件/月　・短期入
所サービス受給平均件数：15件/月　(要支援1.2
を対象とした居宅サービス)の給付】

337,655 Ａ 介護保険法による法定給付であり、適正に処理を行
う。

給付費の支払いのため、サービス利用者動向、給付
実績情報を把握し予算額を見積もった結果、10,963千
円減額。

289 高齢者支援課 介護予防福祉用具購入
費

居宅介護サービス利用者の要支援状態の軽減
や・悪化を予防でき、自宅（地域）で自立した日常
生活を営むことができる。

居宅要支援被保険者が、特定介護福祉用具を購
入した時、市が必要と認めた場合に、費用額の9
割(8割)を支給する。支給限度額あり。受領委任
払いの導入により、利用者の負担は軽減
福祉用具購入対象給付物品：入浴補助用具腰掛
便座など(購入金額10万円まで）
サービス受給平均件数：13件/月

3,624 Ａ 介護保険法による法定給付のため、法令に遵守し適
正に事業を行う。

給付費の支払いのため、サービス利用者動向、給付
実績情報を把握し予算額を見積もった結果、760千円
増額。

290 高齢者支援課 介護予防住宅改修費 居宅介護サービス利用者の要支援状態の軽減
や・悪化を予防でき、自宅（地域）で自立した日常
生活を営むことができる。

居宅要介護被保険者が、事前に市が必要と認め
た住宅改修を行った場合に、費用額の9割(8割)
を支給する。支給限度額あり。受領委任払いの
導入により、利用者の負担は軽減
住宅改修給付対象施工種類：手すり、段差解消
ほか(施工金額20万円まで）
サービス受給平均件数：18件/月

16,972 Ａ 介護保険法による法定給付のため、法令に遵守し適
正に事業を行う。

給付費の支払いのため、サービス利用者動向、給付
実績情報を把握し予算額を見積もった結果、6,057千
円減額。

291 高齢者支援課 介護予防サービス計画
給付費

居宅介護サービス利用者の要支援状態の軽減
や・悪化を予防でき、自宅（地域）で自立した日常
生活を営むことができる。

居宅要支援被保険者が、指定居宅介護予防支
援事業者から指定居宅介護予防支援(ケアプラン
の作成）を受けた時、費用（基準額）の全額を給
付する。
（担当包括支援センターのケアマネが本人や家
族と話し合い必要な介護サービスの計画作成）
サービス受給平均件数：1,126件/月

60,560 Ａ 介護保険法による法定給付であり、適正に処理を行
う。

給付費の支払いのため、サービス利用者動向、給付
実績情報を把握し予算額を見積もった結果、12,043千
円減額。

292 高齢者支援課 審査支払手数料 専門的業務を県内で統一的に一括処理すること
で経費等の節減が図れる。

山口県国民健康保険団体連合会に委託してい
る、介護保険給付についての、審査・支払いに対
する手数料

12,028 Ａ 山口県国民健康保険団体連合会介護給付費審査支
払規則に基づき、適正に処理を行う。

給付費の支払いのため、サービス利用者動向、給付
実績情報を把握し予算額を見積もった結果、255千円
減額。

293 高齢者支援課 高額医療合算介護サー
ビス費

所得に応じた軽減を行うことで経済的な支援を図
る。

要介護被保険者の世帯に、医療保険制度に該
当する世帯員がいる場合、被保険者からの申請
に基づき高額療養費の算定対象世帯単位で医
療と介護の自己負担額を合算し、居宅サービス
または施設サービスに要した費用が新たに設定
された自己負担額を超えた時、超える額を償還
払いで支給する。
（算定期間等：8月～翌年7月末までの介護・医療
の負担額を合算）

28,099 Ａ 介護保険法による法定給付であり、適正に処理を行
う。

給付費の支払いのため、サービス利用者動向、給付
実績情報を把握し予算額を見積もった結果、1,228千
円減額。

294 高齢者支援課 高額介護サービス費 所得に応じた軽減を行うことで経済的な支援を図
る。

居宅サービス・地域密着型サービス・施設サービ
スの利用者負担世帯合算額が、所得区分に応じ
た負担限度額を超えるとき、超える額を償還払い
で支給
毎月１回対象者に支給（新規対象者には申請勧
奨通知の送付）  サービス受給平均件数：1,857
件/月

233,548 Ａ 介護保険法による法定給付であり、適正に処理を行
う。

給付費の支払いのため、サービス利用者動向、給付
実績情報を把握し予算額を見積もった結果、14,458千
円減額。
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295 高齢者支援課 高額医療合算介護予防
サービス費

所得に応じた軽減を行うことで経済的な支援を図
る。

要支援被保険者の世帯に、医療保険制度に該
当する世帯員がいる場合、被保険者からの申請
に基づき高額療養費の算定対象世帯単位で医
療と介護の自己負担額を合算し、居宅サービス
に要した費用が新たに設定された自己負担額を
超えた時、超える額を償還払いで支給
（算定期間等：8月～翌年7月末までの介護・医療
の負担額を合算）

90 Ａ 介護保険法による法定給付であり、適正に処理を行
う。

給付費の支払いのため、サービス利用者動向、給付
実績情報を把握し予算額を見積もった結果、9千円減
額。

296 高齢者支援課 高額介護予防サービス
費

所得に応じた軽減を行うことで経済的な支援を図
る。

介護予防サービス・地域密着型介護予防サービ
スの利用者負担世帯合算額が、所得区分に応じ
た負担限度額を超えるとき、超える額を償還払い
で支給
毎月１回対象者に支給（新規対象者には申請勧
奨通知の送付）

0 Ａ 介護保険法による法定給付であり、適正に処理を行
う。

297 高齢者支援課 第１号被保険者保険料
過誤納還付金

適正な介護保険料賦課 第1号被保険者の、転出・死亡等により生じた過
誤納保険料（前年度分）を還付

1,629 Ａ 適正な介護保険料賦課 従前の実績から予算額を見積もった結果、30千円増
額。

298 高齢者支援課 国庫支出金等返還金 補助金事務の適正な精算 前年度において過受領となっている、国県等の
支出金を返還

121,155 Ａ 国からの返還請求に対し、速やかに対処する。

299 高齢者支援課 介護給付費準備基金積
立金

不測な給付への対応 介護保険の健全な財政運営のための、積立およ
び取崩し

337,790 Ａ 介護保険法に基づく介護保険財政の決算剰余金の積
立、基金取崩し等の管理を適正に行う。

300 高齢者支援課 地域密着型介護サービ
ス給付費

地域密着型サービス利用者の要介護状態の軽
減や・悪化を予防でき、地域で自立した日常生活
を営むことができる。

居宅要介護被保険者が、指定地域密着型サービ
ス事業者から指定地域密着型サービスを受けた
時、費用（基準額）の９割(8割)を給付する。

1,711,133 Ａ 介護保険法による法定給付のため、法令に遵守し適
正に事業を行う。

給付費の支払いのため、サービス利用者動向、給付
実績情報を把握し予算額を見積もった結果、448千円
減額。

301 高齢者支援課 特定入所者介護サービ
ス費

施設介護サービス利用者の経費負担について、
所得に応じた軽減を行うことで経済的な支援を図
る。

低所得の要介護被保険者が、施設サービス及び
短期入所サービスを受けた時、食費と居住費に
ついて所得区分ごとの負担限度額を超える額を
給付する。
介護保険３施設(介護老人福祉施設、介護老人
保健施設、介護療養型医療施設）で適用
サービス受給平均件数：1,555件/月

357,626 Ａ 介護保険法による法定給付であり、適正に処理を行
う。

給付費の支払いのため、サービス利用者動向、給付
実績情報を把握し予算額を見積もった結果、263千円
減額。

302 高齢者支援課 特定入所者介護予防
サービス費

施設介護サービス利用者の経費負担について、
所得に応じた軽減を行うことで経済的な支援

低所得の居宅要支援被保険者が、介護予防短
期入所サービスを受けた時、食費と居住費につ
いて所得区分ごとの負担限度額を超える額を給
付
介護保険３施設(介護老人福祉施設、介護老人
保健施設、介護療養型医療施設）で適用
サービス受給平均件数：8件/月

510 Ａ 介護保険法による法定給付であり、適正に処理を行
う。

給付費の支払いのため、サービス利用者動向、給付
実績情報を把握し予算額を見積もった結果、163千円
増額。

303 高齢者支援課 介護給付等費用適正化
事業費

介護給付費や介護保険料の増大の抑制につな
がるとともに、市民の介護保険制度への信頼感
が高まる。
（医療情報突合・縦覧点検数 H29目標：2,000件/
月）

利用者に対する適正な介護サービスの確保と、
不適切な給付の削減を図るため、認定調査状況
の点検、ケアプランの点検、住宅改修等の点検、
医療情報突合・縦覧点検、介護給付費の通知の
５事業を実施
①認定調査状況チェック：全件実施　②ケアプラ
ン点検：抽出実施　③住宅改修等の点検：抽出実
施　④医療情報突合・縦覧点検：毎月実施　⑤介
護給付費の通知：年2回実施

7,395 Ａ より効果的な介護給付費適正化が図られるよう、専門
性、効率性の高い取組を目指す。

増加傾向にある保険給付費を適正に支払うため、ケア
プラン点検を行う担当職員の育成を行い、更なる給付
の適正化を図る。

304 高齢者支援課 家族介護継続支援事業
費

介護している家族に対する介護負担を軽減 ●市民税非課税世帯であり、在宅の要介護４・５
相当の高齢者で過去１年介護サービスを受けな
かった方を介護している家族に対し慰労金(10万
円)を支給する。支給件数：1件
●紙おむつが必要な在宅の高齢者の介護を支
援する家族に対し、紙おむつを支給する。　紙お
むつ支給人数：78人

2,144 Ｂ 事業内容の見直しを図りながら適正な事業運営に努
める。

実績状況を把握し予算額を見積もった結果、100千円
減額。

305 高齢者支援課 福祉用具・住宅改修支援
事業費

必要な申請書類の作成を支援することでサービ
スの利用が容易になる。

契約介護支援専門員がいない要介護・要支援被
保険者の住宅改修等申請に必要な理由書作成
に対し支給

63 Ａ 法定給付 給付実績状況を把握し予算額を見積もった結果、16千
円減額。

306 高齢者支援課 地域自立生活支援事業
費

介護相談員の相談活動により、施設・入所者双
方のより良い関係構築と介護サービスの質的な
向上を図る。

介護相談員：21人 (１人当たり ３～４施設を担当） 2,412 Ｂ 介護保険施設等の利用者の不満や不安を解消を図る
とともに、施設サービスの質の向上を図る。

介護相談員に対し、保険をかけ安心して活動してもら
う。訪問施設数や訪問回数を精査し予算額を見積もっ
た結果、106千円減額。
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307 生活支援課 生活保護一般事務費 国、県の補助金を最大限活用し、事務費の抑制
を図る

生活保護法施行に要する事務費。 14,613 Ｂ 生活保護制度の実施は法定受託事務であり、法に基
づき今後も適正実施に努めるとともに、事務の効率化
を進め、経費の削減に努める。

308 生活支援課 周南地区福祉施設組合
負担金

一部事務組合を構成する下松市と協議をしなが
ら、効率的な運営を進め、被保護者の自立を図
る。

身体上又は精神上著しい障害があるために、地
域での日常生活を送ることが困難な被保護者を
入所させて、生活支援を行う救護施設「さつきの
里」を周南市と下松市が一部事務組合として共同
設置しており、同施設の維持・運営に係る経費の
負担を行い、適正かつ効率的な運営に努める。

24,862 Ｂ 引き続き効率的な運営について、一部事務組合を構
成する下松市と協議していく。

309 生活支援課 生活保護扶助費 「漏給防止」、「濫給防止」、「被保護者への自立
支援」、「医療費の縮減」を目標に掲げ、生活保
護業務の適正化を図りながら、生活困窮者への
扶助及び自立助長のための支援を実施。

生活に困窮する者に対し、その困窮程度に応じ
て必要な保護を行い、健康で文化的な最低限度
の生活を保障するとともに、その自立助長を図
る。

2,468,071 Ａ 生活保護制度の実施は法定受託事務であり、法に基
づき今後も適正実施に努める。

平成26年度から平成30年9月までの各保護率の減少
率の平均が3％となった。平成31年度当初予算につい
ては、保護率に影響される扶助費についてのみ、平成
30年度の当初予算額の3％減で計上するが、生活扶
助は予算決算額の乖離が大きいため、Ｈ29年度決算
額の3％減で計上した。

310 生活支援課 一時保護費 本籍地、住所地に帰郷したくても旅費のない旅行
者に対し、近隣市町までの旅費を支給し目的地
まで帰らせる。
身元不明の死亡人を収容の上、火葬に付し、遺
骨を納骨堂に安置・供養する。

行旅病人に医療費・旅費等を支給。
行旅死亡人を収容の上、火葬に付し遺骨を納骨
堂に安置、供養。身元不明又は身内のいない死
亡人を火葬し遺骨を納骨堂に安置、供養。行旅
困窮者に対し近隣市町までの旅費、飲食費を支
給。

3,181 Ｂ 行旅病人及び行旅死亡人取扱法による事業であり、
本事業は、民間等での対応は困難なものであり、社会
援護の観点からも支援を行い、自立助長を図ってい
く。

311 生活支援課 特定中国残留邦人等支
援給付事業費

生活支援費、住宅支援費、医療支援費等の支給
により、被支援者の生活支援を実施する。

中国残留邦人等の円滑な帰国促進及び永住帰
国後の自立の支援に関する法律等に基づき、被
支援者に必要な給付を実施する。

2,232 Ａ 法定受託事務のため、引き続き適正な実施に努めて
いく。

312 生活支援課 生活困窮者住居確保給
付金支給事業費

給付金の支給により、住宅及び就労の確保に向
けた支援を実施する。

生活困窮者自立支援法に基づき、離職者であっ
て就労能力及び就労意欲のある者のうち、住居
を喪失している者又は喪失するおそれのある者
を対象として、住宅費を支給する。

342 Ａ 引き続き適正な実施に努めていく。

313 障害者支援課 障害一般事務 障害者福祉に係る事務を円滑に実施する 障害者福祉に係る事務を円滑に実施するための
当該事務経費

5,113 Ｂ 障害者福祉に関する事務を円滑に実施するために必
要な事務事業であり今後も継続する。

経常経費については予算を精査し、歳出予算の削減
に努めた。

314 障害者支援課 地域自立支援協議会運
営事業

障害者福祉に関するシステムづくりについての協
議を通じて障害者福祉を推進する。共生社会の
理念普及、障害者の社会参加の促進のための
理解を広める。

●定例協議会と4つの専門部会（相談支援、地域
生活、就労、教育）、個別ケア会議の開催
●「障害者の福祉を考える集い」の開催

879 Ｂ 障害者をとりまく地域の状況には様々な課題が発生し
ている。制度改正や福祉の動向を見ながら新たな課題
に取り組むため、より柔軟な発想による協議、市民参
画のための普及・啓発に取り組む。

協議会活動をより活発にし、障害者福祉の充実に努め
る。

315 障害者支援課 障害者権利擁護事業 虐待の防止及び虐待を受けた障害者とその擁護
者の保護・自立の支援。
判断等が困難な障害者の権利を保護。

●障害者虐待に対する体制整備として、障害者
虐待対応協力者連絡会議を開催。
●成年後見制度利用に係る市長申立。

148 Ｂ 障害者虐待の届出・通報に迅速に対応し、障害者に必
要な支援が行えるよう、事案に対する対応体制の確立
と支援のスキルアップ、予防や継続支援に係る見守り
ネットワークの構築に引き続き取り組む。

必要な支援が行えるよう、今後も体制整備に努める。

316 障害者支援課 障害者相談支援事業 情報の提供・助言が障害福祉サービス等の適切
な支援につながり、障害者等が自立した日常生
活・社会生活を営むことができる

●障害者等からの相談に応じ、必要な情報の提
供や助言を行う相談支援事業所を設置。
●相談支援の拠点として総合的な相談や障害者
の権利擁護の援助等を行う基幹相談支援セン
ターを設置。

17,789 Ｂ 相談支援事業所間の連携強化に努め、一層の機能強
化を図る。

引き続き相談支援事業所間の連携強化に努める。

317 障害者支援課 障害者自立支援審査会
事業

障害福祉サービスの適正な支給決定を行うなめ
に必要な「障害支援区分認定」を行う

障害福祉サービス利用申請者の認定調査資料、
医師意見書を基に障害支援区分の判定等を行う
審査会を開催

2,291 Ｂ 障害福祉サービスの支給決定に不可欠の事務であ
り、公正な執行に努める。

障害者自立支援審査会事業は、福祉サービスの支給
決定に不可欠の事務であり、今後も計画的に進める。

318 障害者支援課 障害者自立支援給付事
業

障害者総合支援法に基づく居宅、通所、入所に
よる障害福祉サービスや、補装具の支給により、
自立した日常生活・社会生活を営むことができ
る。

●個々の利用者の障害支援区分、介護を行う者
の状況、利用についての意向等を総合的に勘案
し、介護給付費、訓練等給付費を支給
●失われた身体機能を補完・代替する用具を取
得・修理する補装具費を支給

2,106,573 Ｂ 法に基づいた支給であり、サービス等を必要とする障
害者へ適正な給付が必要。サービスのニーズは多様
化し、増加している。今後新たなサービス事業所の開
設等に伴い、事業費の増加が見込まれる。

利用者数増には、心身障害者福祉作業所（通所支援
事業）から就労継続支援Ｂ型（自立支援給付事業）へ
の移行分が含まれる。利用定員が増え、事業費も伸び
るが、国・県の負担金が活用できるようになった。

319 障害者支援課 難聴児補装具給付事業 幼児期から補聴器を装着することにより、言語能
力の健全な発達と学力の向上が図られる。

障害者総合支援法の補装具費支給制度の補完
的措置として、「軽度・中等度」の難聴児に対し
て、補聴器の購入費等を助成（県制度）

291 Ｂ 難聴児の早期療育により、言語能力の発達を促すの
に有効な事業であり、補装具費給付制度の補完的措
置として継続実施する。

制度の周知を図り、今後も適切な給付を行う。

320 障害者支援課 日常生活用具給付事業 障害児・者の日常生活上の困難を改善する。 障害の種類・部位に応じて、作成・改良・開発に
あたり障害に関する専門的な知識や技術を要
し、日常生活品として一般的に普及していない用
具を給付。

32,150 Ｂ 日常生活用具の給付は、障害者の生活に不可欠の事
務事業であり、継続して実施する。

制度の周知に努め、適切な給付を効率的に行えるよう
努める。
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321 障害者支援課 通所支援事業 社会との交流の促進等により地域生活を充実す
ることができる

障害者デイサービスセンター、精神障害者地域
生活支援センター、障害者福祉作業所に通所す
る障害者に、創作的な活動や生産活動の機会を
提供し、また入浴等のサービスを実施。

57,399 Ｂ 障害者のニーズや、障害福祉サービス事業所の開設
状況を勘案しながら、事業の在り方を柔軟に検討しつ
つ、必要なサービス提供体制をつくる。

平成30年度に開始した地域活動支援センターⅡ型の
円滑な事業運営を行う。

322 障害者支援課 日中一時支援事業 障害者等の家族の就労支援及び一時的な休息
や障害児の発達を支援する。

在宅の障害者・障害児を対象に、家族が介護で
きない場合や日常生活訓練等を行う場合に預か
りサービスを提供

20,522 Ｂ 障害児・者のニーズとサービス提供事業所の提供体制
整備の状況を鑑みて事業内容を検討する。

日帰りショートステイのニーズが高まっており、これに
対応できる予算とした。

323 障害者支援課 居宅生活支援事業 障害者の社会参加を進め、また介護する家族の
負担軽減を図る

●重度の障害者に対してタクシーの基本料金を
助成する
●自宅での入浴が困難な障害者に浴槽車を派
遣する
●外出支援のためヘルパーの派遣や、福祉車両
の貸し出しを行う
●自動車運転免許の取得や自動車改造に必要
な費用を助成する

40,413 Ｂ 障害児・者が地域で生活することを支えるために必要
な事業であり、実施方法などを検討しつつ継続する。

障害者の社会参加を進めると共に介護する家族の負
担軽減を図るための有効な手段を検討しつつ事業を
継続する。

324 障害者支援課 障害者地域支援事業 在宅障害者の健康維持と自立した生活を支援す
る。

●在宅の障害者へ定期的に栄養バランスのとれ
た食事を提供するとともに安否を確認
●ひとり暮らしなどの重度障害者宅に緊急通報
システムを設置

388 Ｃ 利用者数が減少傾向にある。見直しを含めた検討が
必要。

高齢者の安心安全事業の見直しに合せて検討する。

325 障害者支援課 意思疎通支援事業 聴覚障害者や視覚障害者のコミュニケーションを
支援し情報を保証する

●手話通訳者や要約筆記者を派遣
●手話奉仕員・点訳奉仕員・朗読奉仕員を養成
する講座を開催
●点訳広報、声の広報を発行

8,375 Ｂ 障害者が情報を共有するためには欠かせない事業で
あり、今後も継続する。障害者差別解消法の施行によ
り、意思疎通支援従事者が要請される場面が増加す
ると思われる。

意思疎通支援事業は必要不可欠な事業であり、通訳
者等の確保に努める。

326 障害者支援課 就労支援給付金支給事
業

障害者の就労意欲の向上と就労にチャレンジす
る機会の増加

●就労継続支援事業所等に通所する者に就労
支援給付金を支給
●職場実習等を行う障害者に就労支援給付金を
支給

12,312 Ｂ 通所就労施設等の利用者に対するインセンティブとし
て、有効に活用されており、現制度での事業継続が望
まれる。

効果的な事業実施につながるよう、制度の周知に努め
る。

327 障害者支援課 療育訓練等事業 障害児（者）の障害の軽減・情緒の安定を図ると
ともに、親の情報交換が行える

●母子通園による療育訓練の実施
●専門職員の指導のもとに療育訓練や療育キャ
ンプを行う

1,901 Ｂ 専門的な療育訓練を受ける機会を保障することは必要
である。県の動向なども見極めつつ継続する。

　山口県心身障害児母子通園訓練事業が平成３０年３
月３１日をもって廃止されたことに伴い、県費補助事業
であった周南市心身障害児母子通園訓練事業を廃止
したため、これに係る事業費が不要となった。

328 障害者支援課 スポーツ・レクリエーショ
ン活動支援事業

障害者同士の交流、障害者の生きがいづくりに
貢献する。家族のふれあい、情報交換を図る

●周南３市の身体障害者が軽スポーツ等を体験
する「ふれあいフェスタ」を開催（Ｈ２７は周南市で
開催）
●障害者福祉ネットワーク協議会による「集まれ
フェスタ」の開催

42 Ｂ 障害者の社会参加を促進するため大切な事業であり、
障害者スポーツの活性化にもつながる事業として今後
も継続する。

障害者の社会参加を促進するため大切な事業であり、
引き続き事業を継続する。

329 障害者支援課 障害者・ボランティア団
体育成事業

組織強化と活動の活発化により、福祉の推進を
図る

当事者・家族団体の活動、ボランティア団体の活
動を補助金で助成

2,440 Ｂ 実績報告、決算の状況等により団体の適切な運営に
ついて状況を把握し、必要に応じて助言していく。

障害者の社会参加の促進を図るために各団体の組織
強化に必要な助言を行う。

330 障害者支援課 福祉ホーム事業 福祉ホーム利用希望者の居住の確保 他市が設置する福祉ホーム入居者の負担金 168 Ａ サービス等利用計画等に基づき利用があれば必要な
費用を負担する。

事業実施に必要な経費を計上した。

331 障害者支援課 自立支援医療・療養介護
医療給付事業

障害児・者に必要な医療を給付する ●身体障害児・者に、身体機能の障害を軽減・改
善するための医療費を助成
●医療と常時介護を必要する重度障害者に、療
養上の管理、医療等を行う医療費を支給

225,445 Ａ 障害者総合支援法に定められた、障害者の自立更生
や日常の療養に必要な医療費を負担する必要不可欠
な事業である。

事業実施に必要な経費を計上した。

332 障害者支援課 重度心身障害者医療費
助成事業

重度心身障害者が、負担無く安心して医療を受
けられる

医療保険の自己負担分を助成する 585,680 Ｂ 一部負担分の単市助成の継続は今後の課題である。
他市町の状況を注視しながら検討する。

単市助成はあるが、重度心身障害者が安心して医療
を受けられる制度であり、継続実施する。

333 障害者支援課 特別障害者手当等支給
事業

経済的負担の軽減と福祉の増進を図る 重度の障害者や重度の障害児を看護する保護
者等に手当を支給する

52,833 Ｂ 障害児・者の経済的負担の軽減と福祉の増進を図る
ために必要な事業である。

事業実施に必要な経費を計上した。

334 障害者支援課 心身障害者扶養共済制
度掛金助成事業

保護者が亡くなった後の心身障害者（児）の生活
安定と福祉の増進を図る

山口県心身障害者扶養共済制度掛金の2分の１
を助成

4,031 Ｂ 障害者の生活の安定を図るための事業であり継続し
て実施する。

制度が有効活用されるよう、周知に努める。

335 障害者支援課 障害児通所給付等事業 児童福祉法に基づく障害児への相談支援や通所
サービスを提供し、障害児の健やかな発達を促
進する

障害児に対する通所サービス事業等の利用に係
る給付

270,345 Ｂ 児童福祉法に基づく法定サービスに対する給付であ
り、今後も適正な給付に努める。

事業実施に必要な経費を計上した。
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336 障害者支援課 障害児・者福祉施設整備
費助成事業

障害者福祉施設の運営の安定に寄与する 民間の法人が整備した障害者福祉施設の整備
費を補助（債務負担）

11,858 Ａ 障害の重度化や個別支援の必要性から、旧来の施設
基準のままで十分な対応が困難な施設が残存する一
方、国の方針として新たに地域生活拠点の整備が求
められるなど、施設整備による対応を求められる情勢
は継続している。施設支援力の向上のためにも継続の
必要がある。

債務負担行為が設定されている事業である。

337 地域医療課 地域保健医療推進事業 地域医療を確保するために、徳山医師会病院の
経営の安定化を図る。

徳山医師会病院の本館建替えに係る建設費の
一部、及び（独）福祉医療機構から借受けた建設
資金の利子相当額を補助する。

31,212 Ｂ 徳山医師会病院建設費補助金の事務の遂行にあた
り、徳山医師会から必要な資料を提出させ、精査し補
助する。

徳山医師会病院の経営の安定を図ることで地域医療
を確保する。

338 地域医療課 地域医療対策事業 住み慣れた地域で誰もが安心して健やかに生活
できるよう、地域医療の充実を図るため、市内の
指定医療機関で勤務する医師を確保する。

将来、市内の指定医療機関で医師として従事し
ようとする者に対して、大学での修学及び入学に
必要となる資金の貸し付けをする。

9,600 Ｃ 奨学生が卒業後、市の指定医療機関で従事できるよ
う、奨学生の意向を確認しながら、大学、医療機関等と
連携していく。

制度の見直しを図るため、前年度に引き続き、新規貸
付は行わない。

339 地域医療課 診療所管理運営事業 地理的条件が悪く、高齢化が進む地域（中須・須
金・大向・大道理・大津島・八代地域）において、
安心して医療サービスを受けることができる。

市が設置した中山間地域の診療所の管理及び
運営を行う。

37,968 Ｂ 中山間地域、離島における医療提供体制を継続しな
がら、適切な医療体制を検討する。

中山間地域における医療提供体制を維持するため、
必要な予算措置を行った。

340 地域医療課 休日夜間急病診療所運
営事業

休日（年末年始を含む。）及び夜間における急病
に際し、安心して応急的な初期救急医療（一次救
急医療）を受けることができる。

休日や夜間において、応急的な初期救急医療
（一次救急医療）を担う休日夜間急病診療所の
管理及び運営をする。

86,696 Ａ 休日夜間急病診療所の運用による初期救急医療（一
次救急医療）の確保に引き続き努めるとともに、施設
の老朽化等による移転建替えついて、関係機関と協議
しながら整備を進める。

休日、夜間における一次救急医療体制を維時する必
要がある。

341 地域医療課 救急医療対策事業 休日における急病（歯科・産婦人科・熊毛地域の
内科等）に際し、安心して応急的な初期救急医療
（一次救急医療）を受けることができる。
病院群輪番制病院を支援することにより、休日及
び夜間における重症患者に対する医療（二次救
急医療）を安心して受けることができる。

休日歯科診療所の運営を委託により行う。
産婦人科休日在宅当番医及び熊毛地域休日在
宅当番医事業を委託により実施する。
休日及び夜間における二次救急医療を行う病院
群輪番制病院の運営費の一部を補助する。

48,979 Ａ 市民の安心安全の観点から救急医療体制を維持す
る。休日歯科診療事業については、受診者数の推移を
みながら、運営体制の検討を行う。

病院群輪番制、休日歯科診療所、在宅当番医制等に
よる救急医療体制を維持する。

342 地域医療課 介護老人保健施設事業
費

周南市介護老人保健施設ゆめ風車の経営の健
全化を図り、長期的に安定した経営を行いたい。

一般会計から、企業債の元利償還金のうち用地
取得分の全額及び建物建設分の３分の１を補助
金として繰り出す。

44,231 Ｂ 当施設を利用いただけるよう、パンフレットの作成、内
外のケアマネージャーや介護専門職への働きかけや、
連携を強化する方法等により、施設の周知を図り、新
規利用者の獲得、稼働率の改善に努めると共に、要
介護度の高い入所者の受入を増やし、単価を上げる。
また、さらなる経費の節減を図る。

新たに策定予定である経営戦略に基づき経営改善を
図る。地域のケアマネージャー等への働きかけの強化
等により施設への紹介数を増やすことで新規の入所者
及び通所利用者の更なる確保を目指す。

343 地域医療課 市立病院事業費 新南陽市民病院の経営の健全化を図り、長期的
に安定した経営を行いたい。

一般会計から、　①救急医療の確保に関する経
費②リハビリテーション医療に要する経費③高度
医療に要する経費④医師・看護師等職員の研
究・研修に要する経費の１／２、⑤医師確保対策
に要する経費（派遣職員通勤経費）⑥建設改良
に要する経費（借入の元金・利息）（平成１４年以
前は２／３、平成１５年度以降は１／２）　を繰り
出す。

461,878 Ｂ 平成28年度からの新改革プランに基づき、地域包括ケ
ア病床の効果的な運用、医師確保に向けたアプローチ
を継続し、着実な経営改善の推進を図る。

予定されている消費増税等の社会環境の変化に対応
しながら、新改革プランを確実に進行させるため、整形
外科及び泌尿器科の医師確保の取組、病棟稼働率の
向上、施設の有効利用を図ることで経営の改善を目指
す。

344 地域医療課 一般管理事務費 鹿野診療所の運営の維持・確保が図られ、安心
で安全な医療を提供することができる。

・臨時職員３名賃金である。
・診療受付、診療報酬請求業務委託料である。
・医師会や山口県国民健康保険団体連合会等の
関係機関に対する負担金である。
・診療所管理事務費である。

31,525 Ｂ 引き続き常勤医師を確保をするために公募を継続し、
他の医療機関の協力を得ながら、診療活動を進めて
いく。

医師派遣による診療体制を維持するために必要な経
費を見直し計上する。

345 地域医療課 医療用機械器具整備事
業費

鹿野診療所の施設整備を計画的に整備すること
により、安心で安全な医療を継続して提供するこ
とができる。

医療用機械器具の修繕料、賃借料及び簡易医
療機器を購入して医療体制の整備を図り、診療
業務の円滑化と市民サービスの向上に努める。

75 Ａ 医療用機械器具の整備を図り、診療業務の円滑化と
市民サービスの向上に努めていく。

在宅患者への医療機器の貸付期間の見直しを行っ
た。

346 地域医療課 医薬品衛生材料整備事
業費

鹿野診療所の施設整備を計画的に整備すること
により、安心で安全な医療を継続して提供するこ
とができる。

実施計画に基づき医療用機械器具の整備を図
り、診療業務の円滑化と市民サービスの向上に
努める。

637 Ｃ 治療の際に使用する医療薬については適正に管理
し、他の医療薬は安全に患者へ提供できるように院外
処方として進める。

院内での診療に必要な医薬材料は引き続き確保して
いく。

347 地域医療課 検査解析業務等委託事
業費

信頼のおける専門業者に委託し、鹿野診療所の
診療業務の円滑化を図ることにより、地域住民の
疾病の早期発見・早期治療を実施することができ
る。

検査解析業務を委託し、適切な治療に結びつけ
ることにより、患者及び市民サービスの向上に努
める。

411 Ｃ 地域住民の疾病の早期発見、早期治療を実施し、地
域医療の増進に寄与する。

外来受診者の検体検査や臨床検査・解析等を専門業
者に委託している。
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348 指導監査室 社会福祉法人指導監査
事業

社会福祉法人が適正な運営を行うことで、市民も
適正なサービスを受けることができる。

現況報告書、計算書類、財産目録などの届出の
確認及び指導監査（一般監査、特別監査）を行
う。
監査結果については文書指摘及び口頭指摘によ
り改善を求めるが、運営が著しく適正を欠くと認
められる場合には、改善勧告、改善命令、業務
停止命令又は役員解職勧告を行うことができる。
また、これらの行政上の監督によっても適正な運
営を達成できない場合は解散を命ずることができ
る。

2,156 Ｂ これまでと同様に、社会福祉法に基づいた法人運営の
適正化と透明性の向上を目指す。

指導監査を計画的かつ効果的に実施するための予算
とした。

349 次世代支援課 児童福祉総務一般事務
費

・地域組織に補助を行うことで、児童の福祉の増
進、子育てネットワークの強化を図る。
・こども育成支援対策審議会を開催し、広い範囲
からの意見を聴収する。

・地域活動団体への補助
・こども育成支援対策審議会の開催

1,095 Ａ ・補助金の支出にあたっては、補助団体の財政状況や
実績を検証しながら適正に行う。
・こども育成支援対策審議会を必要に応じて開催し、
「子ども・子育て支援事業計画」の進捗管理や各種施
策に対する意見聴取を行う。

第2期子ども・子育て支援事業計画策定業務につい
て、計画書の印刷や概要版の作成・印刷などは委託に
頼らないこととし、経費の削減に努めた。

350 次世代支援課 児童館運営事業費 子どもに健全な遊びを与え、健康を増進し、情操
を豊かにするとともに、遊びの体験を通じて、子
どもの自主性、創造性、社会性を育てる。

児童福祉法に基づく児童厚生施設として、児童
厚生員を配置し、自由来館者の見守りや相談対
応のほか、各種講座を開催する。

48,341 Ｄ 児童館事業は廃止とし、機能の一部を子育て支援セン
ターや市民交流施設で担う方向性。主に小学生の居
場所づくり等を市民センター等の市民交流施設で図
り、全市的に地域における子育て支援力の向上を促
す。なお、児童館閉館後の建物は転用又は解体する。

尚白園児童館、東福祉館児童館閉館に伴う対応のほ
か、その他の予算額を前年度並に抑えた。

351 次世代支援課 子どもの明るい未来サ
ポート事業費

子どもの将来がその生まれ育った環境によって
左右されることがなく、すべての子どもたちが夢と
希望をもって成長していける社会の実現を目指
し、子どもの貧困対策を総合的に推進する。

・年代を細分化して子ども、その保護者の実態及
びニーズを把握するためのアンケート調査を実
施
・実態調査の結果を踏まえた具体的支援策の展
開

8,502 Ａ 学習支援や食事の提供を行う、子どもの居場所づくり
事業と子どもの貧困問題をより正しく理解し、地域の支
援者を発掘する周知・啓発事業を実施する。
また、子どもの生活に関する実態調査の報告書を基
に、関係各課と連携しながら、必要な支援策の検討を
図っていく。

子どもの居場所づくりモデル事業について、必要最低
限の経費とし、地域の担い手養成研修について、より
効果的な手法とするためスキルアップ研修を行うなど、
経費縮小し継続する。

352 次世代支援課 地域子育て支援拠点事
業費

各地域で、親子がともに遊ぶ場や、交流の場を
提供するとともに、子育てに関する相談や情報を
提供し、子育てに不安や悩みを持つ親を支援す
る。

施設ごとに開所時間を設定し、年間計画による
季節行事、運動遊びなどのミニイベントや子育て
講習会等を開催するとともに、日頃親子が自由
に来館し、ふれあえる場を提供。また、子育てに
関する相談や情報提供、子育てサークル等への
支援にも対応。

71,366 Ａ 子育て関連施設施設分類別計画に基づく中核的子育
て支援施設の整備。
母子保健事業との一体的な取り組みにより、サービス
内容の充実を図る。

平成31年度より児童館転用により尚白子育て支援セン
ターを開設のため、人件費は増、新たな再任用職員の
配置、平成30年度の勤務実態に即した職員配置、そ
の他の予算額を前年度並に抑えた。

353 次世代支援課 ファミリーサポートセン
ター運営事業費

地域において育児の援助が必要な人と、提供で
きる人の調整・橋渡し的業務を行うことにより、子
育て世帯の男女労働者の子育ての両立と、働き
やすい環境づくりに行い、児童の福祉の向上を
図る。

育児の援助が必要な人と、提供できる人を会員
登録し、アドバイザーが中心となり、地域におけ
る相互援助活動等の調整を行い、保護者の仕事
と子育ての両立支援を行う。

6,268 Ｂ 子育て講習会や子育て世代との交流会への参加促進
を行い、子育て支援を身近に感じ、できることから始め
てもらえる支援者の新規掘り起しを進めるとともに、小
学生の保護者に対して事業PRを進め、事業拡大に努
める。

Windows7のサポート終了につき、会員登録システムの
改修経費やＰＣ買換え、消費税増税や嘱託報酬の単
価改定等あり、予算は増額したが、その他の支出を前
年度並みに抑え、現人員で可能な限り提供会員確保
のためのＰＲに努める。

354 次世代支援課 児童クラブ事業費 児童クラブを実施することにより、児童の安心安
全な居場所づくりを提供する。

保護者が仕事や病気などにより家庭での保育が
できない場合、授業終了後及び長期休業中に、
小学1年生から6年生までの児童を対象に、専用
施設や小学校余裕教室、児童館等で、学童保育
を実施する。

214,154 Ｂ 児童クラブの入会者数は年々増加傾向にあるため、引
き続き余裕教室の確保などの環境整備をすすめてい
く。
また、28年度から新たに配置した児童クラブ専任アド
バイザーの継続や、職員向け研修などを通して、職員
の資質向上と保育内容の充実にも努めていく。

保護者のニーズに応えクラブの増設を進めてきている
が、増設に伴い増大する人件費（報酬・賃金・シルバー
人材センターへの委託料）を改めて精査し、必要最低
限に抑えた。

355 次世代支援課 児童クラブ整備事業費 保育環境の改善を図ることにより、安全で質の高
い保育サービスを提供する。

入会児童数の増加で飽和状態にある児童クラブ
について、小学校教室の確保・整備を行い、施
設・環境の改善を図る。
夏期休業中の入会者数の増加に伴い、教室を一
時的に開設する児童クラブの整備を行う。

31,473 Ｂ 今後も、保育環境の改善を図ることにより、安全で質
の高い保育サービスを提供していく。

30年度の夏期休業中の児童数増加に対し、必要最低
限の経費に抑えた。

356 次世代支援課 婚活・子育て応援事業費 まちづくり総合計画の社会で育む少子化対策プ
ロジェクトの一環として、結婚・妊娠・出産・子育て
の「切れ目ない支援」の展開を図り、子育てしや
すい環境づくりを推進する。

①婚活・子育て支援活動助成事業（婚活）
②婚活・子育て支援活動助成事業（子育て）
③赤ちゃんの駅整備事業費助成事業
④結婚に関するセミナー等
⑤子育てに関する講演会等
⑥しゅうなんイクボス同盟推進事業

813 Ｂ 子育て家庭を取り巻く環境づくりを推進し、民間団体・
企業等による子育て支援活動を促進する。

子育て講演会開催経費を見直し、婚活イベント開催補
助金について、H29実績をもとに、減額した。

357 次世代支援課 子育て短期支援事業費 一時的に養育が困難となった児童及びその家庭
の福祉の向上を図る

家庭における児童の養育が一時的に困難となっ
た場合、児童の養育・保護を社会福祉法人に委
託する。

356 Ｂ 児童福祉法に基づく制度であるため、必要に応じ、法
に基づいて事業を進める。
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358 次世代支援課 こども家庭相談事業費 子どもに関する相談について、助言・指導の実施
や、関係機関との連携により相談支援体制を整
えることで、児童虐待の発生予防、子どもの最善
の利益の保障と、安心安全な暮らしを守る。
また、児童虐待防止に向け人財育成及び支援体
制の強化を図る。

○子どもに関する相談窓口の設置
○関係機関との連携により、児童虐待など要保
護児童の早期発見と適切な保護を実施するため
の調査及び支援の実施。
○周南市要保護児童対策地域協議会の調整機
関として、各種会議の招集、支援内容の協議、及
び支援の進捗管理及び見直し。
○協議会のネットワーク強化や支援者の専門性
の向上を図るための研修等の実施

1,916 Ａ 平成２８年児童福祉法等の大幅な改正により、国・県・
市の役割・責務が明確化され、市は基礎的な自治体と
して、在宅の子どもの継続的な支援を実施する機関と
位置づけられた。また、児童虐待発生時に迅速に対応
できるよう、子ども家庭総合支援拠点の設置が求めら
れている。

子ども家庭総合支援拠点事業（新設）に組み換え

359 次世代支援課 児童虐待防止対策強化
事業費

児童虐待などの要保護児童の早期発見と適切な
保護を図る。また要支援児童に対して、必要な社
会資源やサービスにつなげ、虐待の未然防止、
安心安全な暮らしの保障を図る。
ＤＶの被害等、地域での安全安心な暮らしが守ら
れていない女性からの相談を受け、適切な保護
を実施する。

○児童虐待通告についての啓発
○虐待通告に際し、迅速適切な安全確認、調査
および支援の実施
○女性相談に応じ、安全確保、調査および支援
の実施。

4,245 Ａ 相談や通告に対し、子どもの安全を最優先し、迅速か
つ的確に対応できる体制を整える。また、女性相談員
を配置し、ＤＶ案件に対して庁内外関係機関と連携し、
適切な保護を図る。

子ども家庭総合支援拠点事業（新設）に組み換え

360 次世代支援課 子育て世代包括支援セ
ンター事業費（基本型）

支援の必要な家庭の早期発見と早期対応を行う
ことで、育児の負担や不安感の軽減を図る。ま
た、地域の子育て支援ネットワーク強化や地域資
源の育成を行うなど、子育て支援体制の強化を
図る。

○妊娠、出産、子育てについてのワンストップ相
談窓口を設置し、地域の子育て支援事業や教
育・保育施設を円滑に利用できるよう支援。
○地域の子育て支援団体とのネットワーク強化。

5,247 Ａ 平成２８年児童福祉法の改正により、子ども家庭総合
支援拠点の設置が求められており、こども家庭相談
室、子育て世代包括支援センターの業務、役割分担に
ついて、整理する必要がある。

子ども家庭総合支援拠点事業（新設）に組み換え

361 次世代支援課 児童手当費一般事務費 受給資格者に対し児童手当を支給する。 受給資格者の認定請求や現況届により受給要
件および手当の額についての認定を行う。

3,382 Ａ 児童手当法に基づく児童手当の支給事務であり、法に
基づき実施する。

人件費以外の予算を精査し、前年度並みに抑えた。

362 次世代支援課 児童扶養手当費一般事
務費

受給資格者に対し児童扶養手当を支給する。 認定請求や現況届により受給要件及び手当の額
について、認定を行う。

1,834 Ａ 児童扶養手当法に基づく児童手当の支給事務であり、
法に基づき実施する。

人件費以外の予算を精査し、前年度並みに抑えた。

363 次世代支援課 児童手当 家庭等における生活の安定に寄与するとともに、
次代の社会を担う児童の健やかな成長に資す
る。

中学校終了前の児童の養育者に対し児童手当
を支給。

2,243,950 Ａ 児童手当法に基づいた手当であり、法に基づき事業を
進める。

支給対象児童見込数を精査し、81,373千円減額した

364 次世代支援課 乳幼児医療費助成事業
費

乳幼児の保健の向上に寄与し、福祉の増進を図
る。

県乳幼児医療費助成制度対象の乳幼児の医療
費の自己負担相当額を助成。

184,378 Ａ 県においては医療費の一部負担が導入されている
が、周南市は無料化を継続している。今後も、他市の
動向や他の支援制度全体の中で研究を進めたい。

県制度対象者の医療費を精査し、8,030千円減額した

365 次世代支援課 こども医療費助成事業費 児童の保健の向上に寄与し、福祉の増進を図る 県制度対象外の就学前児童と小学1年～6年生
の児童（所得制限あり）の医療費の自己負担相
当額を助成。

214,013 Ａ 県においては医療費の一部負担が導入されている
が、周南市は無料化を継続している。今後も、他市の
動向や他の支援制度全体の中で研究を進めたい。

小学校6年生まで対象としている制度（県制度に準じた
所得制限内）を、中学校3年生まで拡充し、切れ目のな
い、きめ細かな子育て支援の充実を図る。（11,480千
円増額）

366 次世代支援課 遺児福祉手当 義務教育終了までの遺児の福祉の増進を図る。 保護者に対し、遺児一人につき年額30,000円を
支給する。ただし、当該年度の9月30日までに転
出等により受給資格を喪失したときや、当該年度
の10月1日から翌年3月31までに資格取得のとき
は、遺児一人につき年額15,000円を支給する。

2,190 Ａ 他市の状況等を把握し、その状況を勘案しながら事業
を継続する。

支給対象児童見込数を精査し、300千円減額した

367 次世代支援課 母子父子自立支援事業
費

ひとり親家庭の母または父の就職に有利で、か
つ生活の安定に資する資格取得や能力開発の
取り組みを支援することにより自立が図られる。
また、経済的自立を図るための貸付や、子どもの
修学等の貸付をすることで母子家庭等の生活の
安定が図られる。

●高等職業訓練促進給付金　:　看護師、介護福
祉士等の資格を取得する期間(1年以上のカリ
キュラム)、月100,000円(市民税非課税世帯)、月
70,500円(市民税課税世帯)を上限3年として支
給。
●自立支援教育訓練給付金　:　ホームヘルパー
等の厚生労働大臣指定の資格取得のための講
座受給費用の6割程度を補助する。（20万円以
内）
●母子福祉資金等貸付事業　：　事業・住宅・修
学資金等12種類の貸付があり、申請を受付け、
県に進達。

14,962 Ａ 母子父子自立支援のための有効な事業であり、ハ
ローワークや、山口県母子家庭等就業・自立センター
とも連携し、積極的なPRに引き続き努めたい。

ひとり親家庭の親が、就職に有利な資格取得を支援す
るため。（制度改正あり、2,096千円増額）

368 次世代支援課 母子生活支援施設措置
委託事業費

母子家庭の自立の促進を図る。 配偶者のない女子又はこれに準ずる事情にある
女子及びその者の監護すべき児童の母子生活
支援施設への入所を委託する。

13 Ａ 児童福祉法第23条の規定に基づく事業であり、保護す
べき母子世帯の入所先として必要であることから、法
に基づき事業を進める。

児童福祉法第23条の規定に基づく事業のため実数世
帯分を計上する。

369 次世代支援課 助産施設措置費委託事
業費

衛生的な分娩ができ妊産婦の保健増進が図られ
る。

経済的に入院助産を受けることができない妊産
婦の助産施設への入所を委託する。

0 Ａ 児童福祉法に基づき、経済的に入院助産ができない
妊産婦に対する制度であり、入院助産は今後も徳山
中央病院に委託することによりコストの削減に努めて
いきたい。
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370 次世代支援課 ひとり親家庭医療費助成
事業費

ひとり親家庭の保健の向上に寄与し、生活の安
定と福祉の増進を図られる。

ひとり親家庭の医療費の自己負担分を助成。 69,567 Ａ 県主導で創設された制度である。経済的基盤の弱い
ひとり親家庭等の診療の機会を容易にし、その費用の
負担軽減を図ることにより、対象世帯の保健の向上に
寄与し、その生活の安定と福祉の増進を図るために意
義のある事業であるため、今後も継続していきたい。

受給者見込数を精査し、9,868千円減額した

371 次世代支援課 児童扶養手当 ひとり親家庭等の経済的安定と自立の促進が図
られる。

●父又は母と生計を同じくしていない児童の養育
者に対して、経済的安定と自立の促進を図るた
め手当を支給。

514,739 Ａ 児童扶養手当法に基づく制度であり、ひとり親家庭等
の経済的支援施策として有効である。児童扶養手当法
に基づく国制度であり、今後も国制度に基づき事業を
実施していきたい。

児童扶養手当法に基づく事業のため、制度改正により
155,180千円増額する。

372 次世代支援課 母子福祉団体等助成事
業費

会員相互の生活の向上、子女の健全育成と母子
寡婦の福祉の増進を図る。

周南市母子寡婦福祉連合会へ補助金支払。 387 Ｂ 団体の会員数や事業内容を精査し補助金額を見直
す。

373 保育幼稚園課 幼稚園運営事業 公立幼稚園の適正な管理運営を行うことで、幼
児教育の機会を確保する。

●公立幼稚園の適正管理及び効果的な幼稚園
運営の実施
(1) 幼稚園運営に必要な臨時職員の配置
(2) 幼稚園教育の効果をあげるための環境整備
(3) 特別な配慮を要する園児に対する補助員の
配置

41,986 Ｂ 公立幼稚園の適正な管理及び効果的な園運営に努め
る。

374 保育幼稚園課 幼児ことばの教室運営
費

ことばに課題をかかえる幼児・保護者への支援を
行うことで、個に応じた望ましい育成を図る。

●ことばに課題をかかえる幼児のことばの改善を
図るための通級指導
(1) 指導に必要な嘱託職員を配置
(2) 指導環境の整備
(3) 保護者、各幼稚園・保育所等関係機関への
啓発

5,923 Ａ ことばの支援や指導を要する児童の増加が見られる
状況において、有効な事業であり、継続して事業を実
施する必要がある。

雇用実績を踏まえ計上額を精査した。

375 保育幼稚園課 私立幼稚園就園奨励事
業

私立幼稚園児の保護者の経済的負担の軽減と
公私立幼稚園の保護者負担の格差是正を図る。

●園児保護者補助金　(1)　在園児一人当たり月
額5,000円を保護者に補助（単市事業）
●就園奨励費補助金　(1)　世帯の市民税所得割
額に応じた補助（国補助率1/3）
　ア)　第１子　補助限度額 62,200円～308,000円
　イ)　第２子　補助限度額154,000円～308,000円
  ウ)　第３子　補助限度額308,000円
　ひとり親世帯等は272,000円～308,000円。生活
保護世帯はア～ウにかかわらず、補助限度額
308,000円

193,242 Ａ 国補助制度の「就園奨励費」と周南市独自の補助事業
である「保護者補助金」により、私立幼稚園児の保護
者の負担軽減を図る事業として必要である。

376 保育幼稚園課 私立幼稚園特別支援教
育費補助事業

私立幼稚園における特別支援教育の充実を図
る。

●山口県私立幼稚園協会に対する補助
(1) 特別教育を必要とする幼児が在園する幼稚
園に対し、私立幼稚園協会が実施する補助事業
が対象
(2) 特別教育を必要とする幼児一人当たり県と市
町がそれぞれ年額131,000円を私立幼稚園協会
に補助

131 Ａ 私立幼稚園の特別支援教育推進のため有効な事業で
あり、継続して事業を実施する。

377 保育幼稚園課 多子世帯応援保育料等
軽減事業（私立幼稚園）

多子世帯の幼稚園保育料を軽減することにより、
保護者の負担軽減を図る。

●幼稚園を利用する多子世帯（第３子以降）の幼
稚園保育料を軽減

6,632 Ａ 多子世帯における保護者の負担軽減を図るものであ
り、今後も必要な事業である。

378 保育幼稚園課 幼稚園施設整備事業 施設を整備することで、安心・安全な教育環境が
確保できる。

幼稚園施設の施設整備等 20,246 Ａ 引き続き、公立幼稚園の適正な施設整備に努める。

379 保育幼稚園課 幼児教育推進事業 公私立保育所・幼稚園・認定こども園等の枠を越
えて事業を実施することで、周南市全体の幼児
教育の質の向上を図る。

●公私立保育所・幼稚園・認定こども園等を対象
とした幼児教育の質の向上に向けた合同研修会
等の実施
●幼児教育アドバイザーを設置し、研修会の開
催や園訪問等を通して、実践的な幼児教育の理
解推進を図る。

2,016 Ａ 周南市全体の幼児教育の更なる質の向上を図るた
め、幼児教育アドバイザーを中心に、職員の質の向上
を目的とする研修会の開催や園訪問等を継続して行
い、実践的な幼児教育の理解推進を図る。

380 保育幼稚園課 保育所運営事業 保護者の子育て支援の充実を図り、保育所「待
機児童」ゼロを堅持する。

●公立保育所15施設（定員1345人）における保
育の実施に必要な管理運営

463,761 Ａ 児童福祉法及び子ども・子育て支援法の定めるところ
により、この事業を確実に実施する。

嘱託職員の雇用実績を踏まえ計上額を精査

381 保育幼稚園課 民間保育所施設運営費
等補助事業

民間活力を活用した保育の担い手として、運営
基盤の強化を図る。

●私立保育所を対象に保育環境を整備し、入所
児童の処遇向上及び施設運営の健全化を図る
ために補助金を交付
(1) 施設割３４０千円、定員割1人当たり２千円
(2) 社会福祉法人設立経費補助（上限５００千円）
※（1）については平成28年度で終了。

0 Ｄ 社会福祉法人設立経費補助については、今後も、個
人で運営する保育所に対し、本制度を活用し社会福祉
法人等の法人格の取得を促す。

33／66



平成３０年度事務事業評価結果一覧表（所管課別）詳細

No. 担当課名 事務事業名 事業の目的 事業の内容 H29決算額 翌年度当初予算等での改善結果評価

382 保育幼稚園課 保育所再編整備事業 公立保育所の再編整備を推進し、民間活力を活
用した多様化する保育ニーズに的確に対応す
る。

●公立保育所の民営化に向けた引継保育の実
施
●公立保育所の民営化に伴う民間事業者の施
設整備に対する補助
●民営化に伴う民間事業者の参入調整

224,747 Ａ 引き続き、公立保育所再編整備プランに基づき、民営
化の取り組みを進める。

383 保育幼稚園課 障害児保育事業 障害児に対する子育て支援の充実を図る。 ●障害児の保育に対応するため、障害児を受け
入れている公立保育所に保育士を加配
●事業目的に沿った保育を実施する私立保育所
に対し補助金を交付

30,518 Ａ 平成24年度より市単独事業となったが、障害児保育へ
のニーズに適切に対応するためには、事業の継続が
必要である。

事業実績を踏まえ計上額を精査した。

384 保育幼稚園課 延長保育事業 通常保育の時間帯では送迎が困難な保護者に
対しての就労支援

●多様な保育ニーズに対応するため、通常１１時
間の開所時間を超えて、更に１時間の延長保育
を実施（公立保育所）
●事業目的に沿った保育を実施する私立保育
所、認定こども園、地域型保育事業所に対し補助
金を交付

16,373 Ａ 就労形態の多様化等に伴い、やむを得ない理由によ
り、保育時間を延長して児童を預けられる環境が必要
とされている。本事業は、こうしたニーズに対応するた
めに必要な事業であり、継続して事業を実施する。

事業実績を踏まえ計上額を精査した。

385 保育幼稚園課 保育所地域活動事業 保育所の有する専門的機能を地域のために活用
し、児童福祉及び地域福祉の増進を図る。

●「世代間交流事業」「異年齢児交流事業」「育児
講座」など、地域の特性や多様化する保育ニー
ズに応じた事業を展開
●事業目的に沿った保育を実施する私立保育所
に対し補助金を交付

1,698 Ｂ 平成24年度からは市単独事業となっており、公益性や
必要性等の観点から、事業内容等の見直しを検討す
る必要がある。

386 保育幼稚園課 一時預かり事業 保護者の勤務形態の多様化や急病、育児疲れ
の解消に伴う一時的な保育ニーズに対応すると
ともに、通常の保育事業を補完する有効な保育
サービスを提供する。

●保護者のパート就労や求職活動、疾病等によ
り一時的に家庭での保育が困難となる児童の一
時預かりを実施
（公立保育所15施設、公立幼稚園1施設）
●事業目的に沿った保育を実施する私立保育所
等に補助金を交付。また、私立幼稚園・認定こど
も園に対して事業を委託。

40,777 Ａ 「子ども・子育て支援新制度」により創設された一時預
かり事業の給付体系に位置付けられる保育所、幼稚
園および認定こども園等への給付を、平成28年度より
「子ども・子育て支援費」に一本化し、円滑な給付に努
める。

387 保育幼稚園課 民間保育サービス施設
入所児童処遇向上事業

認可外保育施設へ入所している児童及び職員の
処遇向上を図る。

●民間保育サービス施設（認可外保育施設）の
職員研修経費と職員及び入所児童の健康診断
経費を補助
(1) 研修代替職員雇用事業費補助金
(2) 入所児童健康診断事業費補助金
(3) 職員健康診断事業費補助金

210 Ａ 全県的な事業であり、民間保育サービス施設（認可外
保育施設）の入所児童の処遇向上のため、継続して事
業を実施する。

388 保育幼稚園課 病児保育事業 疾病にかかっている児童等を一時的に保育する
ことにより、保護者の子育てと就労の両立を支援
する。

乳幼児又は小学校に就学している児童が疾病に
かかり、家庭での保育が困難な場合に、病児保
育施設において一時的に保育を実施する。

61,625 Ａ 現在、市内３か所の医療機関で実施しており、今後の
量の見込みに対する提供体制は十分に確保できてい
る状況である。今後も、継続して事業を実施する。

389 保育幼稚園課 多子世帯応援保育料等
軽減事業（認可外保育施
設）

子育て支援、少子化対策の一環として、多子世
帯における経済的負担の軽減を図る。

●認可外保育施設を利用する第３子以降の児童
を対象とし、年間１人５万円を限度に補助金を交
付
（認可保育所への多子世帯保育料等軽減措置と
の均衡を図るもの。）

550 Ａ 少子化対策を進める上で、多子世帯保護者の経済的
負担の軽減による子育て支援策として、継続が必要な
県費補助事業である。

390 保育幼稚園課 施設型給付事業 地域のニーズに基づき、幼児期の教育の提供に
ついて計画を策定し、給付事業を実施することで
量の拡充と質の向上を図る。

●私立保育所に対する施設型給付費の交付
●「子ども・子育て支援新制度」に移行した私立
幼稚園に対して施設型給付費を交付
●認定こども園に対する施設型給付費の交付

1,555,277 Ａ 「子ども・子育て支援新制度」により創設された施設型
給付費の給付体系に位置付けられる保育所、幼稚園
および認定こども園の各事業の給付を平成28年度より
一本化し、円滑な給付に努める。

391 保育幼稚園課 地域型保育給付事業 地域のニーズに基づき、幼児期の教育の提供に
ついて計画を策定し、給付事業を実施することで
量の拡充と質の向上を図る。

●小規模保育施設、事業所内保育施設に対する
地域型保育給付費の交付

104,659 Ａ 「子ども・子育て支援新制度」により創設された地域型
保育給付費の給付体系に位置付けられる小規模保育
施設、事業所内保育施設への給付事業であり、円滑な
給付に努める。

事業実績を踏まえ計上額を精査した。

392 保育幼稚園課 児童園運営事業 児童に健全な遊びを与えてその健康を増進する
とともに、情操を豊かにする。

●満３歳以上就学前の幼児を対象とした児童厚
生施設である「長穂児童園」を運営

14,745 Ｄ 地域の児童の利用が少ない状況を踏まえ、廃止の検
討を行う。

393 保育幼稚園課 利用者支援事業 教育・保育施設を円滑に利用できるよう、当事者
目線の寄り添い型の教育・保育施設の利用に向
けた支援を実施する。

●「子ども・子育て支援新制度」に対応するため、
子ども及びその保護者が教育・保育施設を円滑
に利用するための支援を行う専門職員を配置。

1,816 Ａ 地域子ども・子育て支援事業の質の向上を図るため、
周南市子ども・子育て支援事業計画に従い実施する事
業である。

394 保育幼稚園課 社会福祉施設整備関係
借入金等償還補助事業

「周南市社会福祉法人に対する助成に関する条
例」に基づく、建設借入金の利息補助により、民
間保育所施設運営の健全化を図る。

●社会福祉法人岳陽会（こもれび保育園）に対し
て、独立行政法人福祉医療機構からの建設費借
入金の利息について補助金を交付（債務負担）

21 Ａ 社会福祉施設運営が健全に行われることを目的に、
条例等に基づいて施設整備のための借入れに対する
利子について一部補助を行っていく。
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395 保育幼稚園課 産休等代替職員雇用経
費

職員の母体保護及び専心療養の保証を図り、児
童等の処遇の正常な実施を確保する。

●産休等により長期間にわたって休暇を取得す
る職員の職務を行わせるため、産休等代替職員
を雇用

1,267 Ａ 公立保育所職員の母体保護、専心療養の保証、及び
入所児童の適切な処遇を確保するため、継続して実施
する。

396 保育幼稚園課 保育所等整備交付金事
業

多様化する保育ニーズに的確に対応するために
必要な保育環境を整備する。

●国・県の補助制度を活用して、民間事業者によ
る保育施設の整備に対し補助をする。

16,500 Ａ 今後も必要と認められる民間事業者の保育施設の整
備は支援する。

397 健康づくり推進
課

保健衛生総務一般事務 社会環境や疾病構造の変化に応じた保健サービ
スの質の向上を目指す。

保健事業に関する知識・技術の向上のための情
報収集及び関係機関との連携強化の推進

807 Ｂ 常に変化する保健事業に関する知識・技術の向上と情
報収集及び関係機関との連携強化をより一層推進す
るとともに、適正な事務の遂行に努める。

引き続き、保健事業に関する情報収集に努め、事務改
善を図る。

398 健康づくり推進
課

予防接種事業 予防接種により感染症の発症を予防し、流行を
抑制する。

感染の恐れのある疾病の発生やまん延を予防す
るために、定期予防接種対象者に予防接種を実
施
接種対象者の接種漏れがないように積極的な勧
奨を実施

427,027 Ａ 感染の恐れのある疾病の発生やまん延を予防するた
めに、法に基づいて予防接種を継続して実施しなけれ
ばならない。ただし、常にコスト意識を持って実施する
必要がある。

予防接種の単価設定について、関係機関と協議を継
続する。
H31年度当初予算は、接種実績、出生数の減少などに
よる予防接種予定数の見直しを行った。
また、妊婦の風しん感染を防ぎ、先天性風しん症候群
の発生を防止するため、風しん等予防接種費助成事
業を新設した。
国のH30年度二次補正予算の成立により、本市当初
予算を補正し、風しんの追加的対策の対象者の抗体
検査及び定期接種の実施並びにクーポン券を送付す
る等の積極的勧奨を行うこととした。

399 健康づくり推進
課

感染症予防事業 結核の早期発見、早期対応をする。 感染症の患者が発生した場合の消毒を実施
６５歳以上の人に対して集団検診により胸部レン
トゲン間接撮影を実施

576 Ｂ 肺疾患及び肺結核を早期に発見するために必要であ
る。法律で定められた事業であり、継続する。

引き続き、積極的な啓発活動により結核検診の受診率
の向上に努める。

400 健康づくり推進
課

健康推進事業 市民の主体的な健康づくりの推進を図り、健康寿
命の延伸を目指す。

健康づくり計画の推進のため、健康づくり推進協
議会を母体とした計画的な健康課題への取り組
みを検討

615 Ｂ イベントの在り方について検討・検証をしたい。 引き続き、健康づくり計画に沿って健康づくりの推進に
努める。
H31年度は、これまでの事業の実績評価、現状分析等
を行い、その結果を踏まえて健康づくり・食育推進・自
殺対策を統合した計画を策定し、2020年度以降の健康
づくりの推進に繋げる。

401 健康づくり推進
課

食育推進事業 市民が食をめぐる課題を解決し、生活習慣病の
予防や健康寿命の延伸を目指す。
（第２次周南市食育推進計画における食育推進
目標「16の指標項目」の各目標値を達成）

第2次周南市食育推進計画に基づき、家庭、学
校、保育所、地域等と連携して食育を推進

5,239 Ａ 第2次周南市食育推進計画に基づき、家庭、学校、保
育所、地域等と連携して食育を推進する。

学校、保育所、地域、団体等と連携して食育の推進に
努める。
H31年度は、これまでの事業の実績評価、現状分析等
を行い、その結果を踏まえて健康づくり・食育推進・自
殺対策を統合した計画を策定し、2020年度以降の食育
の推進に繋げる。

402 健康づくり推進
課

虫歯予防事業 早い時期からの「健康な歯」への関心及び正しい
知識の習得と実践により、う歯・歯周疾患の罹患
者を減少させる。
(3歳児健診時のむし歯非罹患率　H29目標：
83.0％）

妊婦や乳幼児・学童及び成人が健康な歯を保
ち、一生自分の歯で楽しく食べることができるた
めに、歯科相談やむし歯予防教室、歯科検診を
実施

4,414 Ａ 生涯にわたる歯の健康づくり、歯科疾患の予防のため
に、歯の健康に関する意識啓発、フッ化物洗口、歯科
検診は重要であるが、実施方法の検討、歯科医師会と
の協議・連携が必要である。

「周南市民の健康を支える歯と口腔に関する条例」に
より、市民の歯と口腔の健康づくりの推進のため、各
関係機関と連携し、いい歯スマイル健診受診率の向上
を図る。

403 健康づくり推進
課

地域自殺対策強化事業 啓発活動、相談支援体制の充実を図り、自殺者
を減らす。
（研修参加者　H29目標：120人）

一般市民を対象に人材育成研修（ゲートキー
パー研修）、正しい知識の普及啓発活動（講演会
の開催、健康教育）を実施
産後うつ病や育児不安が強い人を対象に訪問支
援・相談会を開催

648 Ａ 自殺防止の目的で、国庫補助を有効に活用し人材育
成、啓発活動に努める必要がある。

ゲートキーパー研修会等を通して、引き続き自殺対策
を推進する。
H31年度は、これまでの事業の実績評価、現状分析等
を行い、その結果を踏まえて健康づくり・食育推進・自
殺対策を統合した計画を策定し、2020年度以降の自殺
対策の推進に繋げる。

404 健康づくり推進
課

母子健康診査事業 妊娠経過や成長発達の確認、疾病等の早期発
見・早期治療により、妊婦・乳幼児の健康の保
持・増進を目指す。
(健診の受診率　H29目標：100％）

妊婦や乳幼児に対し、疾病等の早期発見や健康
の保持・増進を図るために妊婦健康診査、乳幼
児健康診査を実施

144,137 Ｂ 法に基づいた事業であり、すべての児が健やかに生ま
れ、育つための基盤として位置づけられている。住民
全体の健康の維持向上と将来にわたる健康な社会生
活の基盤として今後とも必要、かつ重要な事業であり、
高い実績を上げている。健診単価については、他市町
と検討・協議が必要である。

健診未受診者対策は継続して実施し、受診率の向上
及び未受診者の状況把握を行う。
H31年度当初予算は、出生数の減少による妊婦・乳幼
児健診受診予定数の見直しを行った。

405 健康づくり推進
課

母子保健指導事業 妊娠、出産、育児に関する正しい知識の習得に
より、育児不安の解消ひいては虐待防止につな
げる。
（乳児家庭全戸訪問実施率　H29目標：100％）

妊産婦、子育て中の親や家族に対し、家庭訪問
や学級・育児相談、発達支援を実施
子育て中の親を孤立させないように乳児家庭全
戸訪問後の産後うつ等の相談体制の強化、養育
支援訪問事業を実施

10,048 Ｂ 法に基づいたものであり、育児不安が軽減し、子育て
支援・発達支援において重要な役割を担う事業であ
る。
引き続き、重点的に進めていく必要がある。

関係機関との連携強化による、養育・発達支援の体制
整備を行い、予算を増額することなく、効果的な事業運
営に結びついている。
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406 健康づくり推進
課

母子保健ブックスタート
事業

絵本を介して、親子のふれあいを深め、子育て支
援の充実を図る。
（配本率　H29目標：100％）

親子の心のふれあい、絆を深めてもらうための子
育て支援として絵本を配付

1,228 Ｂ 出生を祝福し、絵本を通して、母と子の愛着を深める
事業である。また、絵本の読み聞かせにとどまらず、地
域の身近な支援者である母子保健推進員等が、訪問
し手渡すことにより、母と子の孤立防止に繋がる支援
活動となっている。

母子保健推進員が直接絵本を手渡すことで、母子の
孤立防止及び早期からの絵本を介した親子のふれあ
いにつながっているため、継続して実施する。
H31年度当初予算は、出生数の減少により配本予定
数を見直した。

407 健康づくり推進
課

不妊治療費助成事業 市民の経済的負担の軽減を図るとともに、子供を
産み育てやすい環境づくりを推進する。

市内に住所を有する夫婦が医療保険各法の規
定による不妊治療を受けている場合に、一部費
用を助成
保険適用外の人工授精及び特定不妊治療費の
申請受付及び県への進達

4,360 Ｂ 少子化対策の一環として開始された事業であり、制度
を有効に活用してもらうためにも一層の市民への周知
を図る。

制度を有効に活用してもらうため、引き続き市民への
周知を図る。
H31年度は、妊娠するものの流産・死産を繰り返す女
性の不育症の治療費負担を軽減するため、不育症治
療費助成事業を新設した。

408 健康づくり推進
課

未熟児養育医療費 市民の経済的負担の軽減を図り、安心して子供
を育てられる環境づくりを推進する。

養育のため病院又は診療所に入院することを必
要とする未熟児に対して、その養育に必要な医
療費を助成

7,027 Ｂ 母子保健法に基づいた事業であり、医療を必要とする
未熟児に対して、養育に必要な医療給付を生後速や
かに行う必要がある。

引き続き、申請者に対し、分かりやすい説明に努める
とともに、他課と連携することで事務の効率化に努め
る。

409 健康づくり推進
課

子育て世代包括支援セ
ンター事業（母子保健
型）

保健師・助産師等の専門家による相談・支援を行
うとともに、関係機関と連携して、妊娠、出産、子
育て期にわたる切れ目のない支援を行う体制を
構築する。

妊産婦から18歳までの子どもと子育て家庭に対
するワンストップでの相談対応
産前産後の支援を強化するために、産後ケア事
業や産前・産後サポート事業を実施
継続的な支援を必要とする妊産婦等の支援方針
等を協議し、支援プランを策定
関係機関との連携体制の強化による、子育てに
寄り添う支援の充実・切れ目のない支援体制づく
りを推進

8,261 Ａ 核家族化や地域のつながりの希薄化等により、家庭や
地域で子育てに対する負担感を抱え、孤立する保護者
が増えている。引き続き、関係機関と連携し、相談や産
前産後の支援を強化し、切れ目のない支援体制を整
備していく必要がある。

妊娠・出産・子育てに関する相談件数が増加しており、
平成31年度は、「子ども家庭総合支援拠点事業」によ
り、こども家庭相談室と一体的かつ包括的な相談対応
ができる体制を整備する。産前・産後に利用できる
サービスの利用件数も増加しており、産後ケア事業の
委託料を利用実績に応じ増額した。

410 健康づくり推進
課

健康管理システム事業 市民の健康状況を把握し、保健指導等に有効活
用することによって市民の健康増進を目指す。

システムにより、市民の健康診査、予防接種等
の情報を管理
健診の受診券発送、予防接種、各健診の未受診
者抽出、健康相談や保健指導等に対するデータ
活用

9,819 Ｂ 市民の健康管理から、相談、教育事業への活用として
幅広い効果が期待できる。蓄積した情報を有効に活用
するためにもシステムの維持が必要である。

引き続き、システムの効率的な運用と有効活用に努め
る。

411 健康づくり推進
課

生活習慣病健康診査事
業

生活習慣病予備軍を早期発見し、栄養・運動等
の生活指導や適切な医療に結びつける。
（要指導者指導実施率　H29目標：100％）

生活習慣病健康診査、肝炎ウイルス検診、歯周
疾患検診の実施、それに基づく事後の指導

1,878 Ａ 歯周疾患検診については歯科医師会と連携をして進
める必要がある。

「周南市民の健康を支える歯と口腔に関する条例」を
推進するため、歯周疾患検診の自己負担額を無料と
し、検診受診者数の増加を目指す。

412 健康づくり推進
課

がん検診事業 がん検診の受診により、早期発見・早期治療に
結びつけ、がんによる死亡者を減少させる。
（がん検診受診者数　H29目標：33,500人）

集団及び個別検診による、胃がん、子宮がん、
乳がん、肺がん, 大腸がん、前立腺がん検診を
実施

108,175 Ｂ 検診でがんが発見された場合の5年生存率は高い。こ
のことからもがん検診を受ける機会のない人に検診を
実施し、疾病の早期発見・早期治療に結び付けるため
今後も事業の継続が必要である。

集団検診において複数年の委託契約（3年）にし、周知
期間の確保や業務の改善を図り、受診者数の増加や
サービスの向上に努める。

413 健康づくり推進
課

成人保健指導事業 主体的な健康づくりへの取組みを支援し、健康づ
くりを推進するための環境づくりを進め、健康寿
命の延伸を目指す。

生活習慣病の予防及び健康寿命を延ばすことを
目的に、より多くの市民が健康づくりの意識を高
め、自発的かつ積極的に健康の保持・増進に取
り組める事業を「しゅうなんスマートライフチャレン
ジ」と位置づけ、チャレンジ事業を実施
健康相談や訪問による保健指導を実施

2,320 Ｂ 地域特性や対象者、目的に応じた健康教育を行い、生
活習慣病の予防、健康寿命の延伸を図るために必要
である。

引き続き、市民が健康づくりに主体的に取り組むため
の事業の推進と成人保健指導と特定保健指導を一体
的に実施する。

414 健康づくり推進
課

保健センター管理運営事
業

健康相談、健康教育、健康診査等の市民の健康
管理サービスを提供する場として、快適に利用す
ることができる。
（年間利用者数　H29目標：20,000人）

母子保健、生活習慣病予防、健康づくり等に関
する総合的な保健サービスを提供するための核
となる施設としての整備及び管理運営

18,085 Ａ 保健事業を進めていくうえで重要な施設であるが、常
にコスト意識をもって維持管理を進める。

引き続き、施設の適正利用が図れるよう維持管理に取
り組むとともに、コストの削減に努める。

415 健康づくり推進
課

ＡＥＤ設置事業 市民が突然のアクシデントで心臓がけいれんし、
血液を流すポンプ機能を失った時に一命を取り
留める可能性が高くなる。

不特定多数の市民が利用する公共施設に設置し
た「自動体外式除細動器（AED）」（電気ショックで
心肺蘇生を図る医療機器）の維持管理

1,548 Ａ 公共施設にＡＥＤを設置し、適正に管理することで市民
の安心・安全に役立っている。

引き続き、機器の適正な維持管理に努める。

416 商工振興課 労働関係一般事業費 中小企業勤労者に対する退職金制度の整備、充
実が図られる。

中小企業における従業員の退職金制度の確立
のために補助金を交付

2,624 Ａ 平成18年1月の要綱改正により、他市と比較して平均
的なものとなっており、今後も中小企業従業員の雇用
の安定、中小企業の振興策として、継続していく。

特になし
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417 商工振興課 商工振興一般事務費 商工業の振興を図る。 商工業振興に関する事務を遂行する。
主に、市内企業情報（事業所概要、主要製品、特
色や得意分野など）をデータベース化し、インター
ネットで発信することで、新製品の開発や企業間
の交流・取引の拡大を促進するとともに、併せ
て、本市の企業立地支援策や最新情報を紹介
し、本市立地企業のＰＲ及び企業立地支援をワン
ストップでサービスできるシステムを運営する。

839 Ｂ 本データベースについては、市内企業情報を市外に発
信するツールとして必要であるため、引続き運営を
行っていく。

特になし

418 商工振興課 地場産業振興事業費 特産品開発をはじめ総合的なものづくり支援と情
報発信・企業間取引の場を確保することで地場
産業の振興を図る。

公益財団法人周南地域地場産業振興センターの
管理費及び新商品等開発支援事業への負担金

67,067 Ａ 関係市町負担金の問題は関係市町の理解を得るため
協議を継続する必要があるが、中小企業支援の中核
をなす機関であるため、引き続き支援していく。

特になし

419 商工振興課 中小企業金融対策事業
費

市内中小企業者の経営の安定化や事業の活発
化を促進することで、地域経済の循環と発展が
図られる。

市内中小企業を対象とした、本市融資制度に基
づく資金融資、信用保証料の補助の実施と、緊
急経済対策として平成２３年度末まで実施した利
子補給制度に基づき補助金を交付する。

866,103 Ａ ・中小企業に対する金融支援は、中小企業振興を図る
上で必要な施策であるため、引き続き、金融機関と連
携を図り、事業を進めていく。

事業費の精査により、平成31年度当初予算額を減額

420 商工振興課 商工団体育成事業費 各種商工団体等の活動が活性化し、地域経済が
刺激されるほか、産業関係イベントに多くの市民
に参加を得ることで、地場産業に対する理解が
深まる。

各種商工団体等の育成、振興を目的に、負担金
の交付や商工会議所・商工会等が行う地域振興
事業及び産業関係イベント等を支援する。

11,005 Ｂ ・各種団体は、市内産業の振興・発展を図るために必
要であるが、商工業者のための事業が行われている
かの検証は引き続き行っていく。

特になし

421 商工振興課 高度化等共同事業促進
事業費

中小企業設備資金利子補給費補助金の交付 合併前の熊毛町において実施した利子補給を継
続することにより、中小企業者等の経営安定及
び市内工業の振興・発展を図る。

0 Ａ 旧熊毛町が実施した利子補給制度であり、当時の制
度に則った返済が終了したことから、平成２９年度で事
業を終了した。

422 商工振興課 中小企業経営指導事業
費

専門機関による経営指導事業を支援し、多くの
事業者に利用いただくことで、広く市内中小企業
者の経営の安定化が図られる。

市内中小企業者を対象に、商工会議所・商工会
が行う経営指導事業の充実を図るため、これを
支援する。

18,315 Ａ 商工会議所や商工会は中小企業振興の中核をなす機
関であることから、経営指導事業について、引き続き
支援していく。

特になし

423 商工振興課 まちなかオフィス立地促
進事業費

中心市街地にオフィスを誘致することで、都市の
活力向上と賑わいを創出することができる。

中心市街地賃貸物件へ新規オフィス開設をする
事業者に対する運営と新規雇用に係る補助

2,617 Ａ 企業誘致及び創業支援やクリエイティブ産業創出支
援、中心市街地の賑わい創出等の観点から、引き続
き、経済状況に応じた効果的な支援制度を構築してい
く。

特になし

424 商工振興課 商業活性化対策事業費 商品券による地元消費の囲い込みや自動車利
用者のための駐車場を確保することで、地元消
費が促進され、地域商業の振興発展が図られ
る。

・商工会議所・商工会が行う市内共通商品券事
業に対する補助
・政所駐車場の地元商店街への管理委託

1,637 Ｂ 商業の活性化のためには、市内における消費の囲い
込みが必要であり、市内共通商品券の使用促進等に
より消費の市外流出を防ぐ施策の推進が必要である。

特になし

425 商工振興課 中心市街地商業活性化
事業費

中心市街地の活力向上と消費等の市外流出を
防ぐため、商業を中心とした賑わいを創出する。

中心市街地における空き店舗対策、情報発信、
まちづくり活動を一体的に支援する。

13,759 Ｂ 地域に密着した商業活動・購買活動を促進するととも
に、徳山駅周辺をはじめとする中心市街地の活性化を
図るため、関係団体等と協議を行いながら、より成果
に繋がる支援策を検討する。

特になし

426 商工振興課 産業等活性化推進事業
費

地域と調和した生産環境の推進と、将来にわた
る事業活動の活性化を図る。

○コンビナート活性化推進懇談会等により、企業
側からの要望・意見を抽出し対応策を検討・実施
○新たな産業振興施策の立案

280 Ｂ 本市の産業活性化と国際競争力強化のため、コンビ
ナート活性化推進懇談会やコンビナートシンポジウム
の議論等を踏まえ、新たな施策の展開に繋げていく。

産業連関表の活用について、予算を伴う取組は実施
せず。

427 商工振興課 創業支援推進事業費 ・創業を希望する者に対して、支援を実施し創業
に結び付ける。
・女性と若者の就職希望の高いクリエイティブ産
業を誘致・育成することにより、魅力ある雇用の
場を確保し、将来の労働力人口の拡大を図り、
定住人口の増加や地域経済の活性化に繋げて
いく。

・創業支援事業者に対する補助の実施
・周南市へのクリエイティブ産業の誘致、起業を
促進するために取り組む事業の委託

3,608 Ａ 国においても創業支援を推進している中で、創業支援
事業計画に基づく本事業は、本市の創業支援施策の
柱である。引き続き、市内の創業支援事業者間で連携
を図るとともに、女性と若者の就職希望の高いクリエイ
ティブ産業を誘致・育成することにより、魅力ある雇用
の場を確保し、将来の労働力人口の拡大を図り、地域
経済の活性化に繋げていく。

事業費の精査により、平成31年度当初予算額を減額

428 商工振興課 地方創生推進交付金事
業費（水素イノベーション
創出事業）

中小企業の水素関連技術に関する知識取得と、
企業間交流、研究開発を支援し、水素関連産業
の創出を図る。

○企業ヒアリング・文献調査をとおして、企業の
技術シーズや、水素関連産業の現状を把握する
（平成28年度実施）
○水素関連製品などに必要な要素技術や水素
関連産業の最新動向を学習することを目的とした
勉強会・講演会を開催する（平成29～30年度実
施）
○製品の開発や試作・試験などを支援するため
の補助を行う（平成29～30年度実施）

1,433 Ａ 引き続き、勉強会を通じて必要な知識習得の機会提供
を行うとともに、水素関連機器の研究開発に対する補
助を行うことで、中小企業の水素関連産業への参入を
促す。

地方創生推進交付金事業は平成30年度で終了。引き
続き、着実に水素関連産業の創出に向けた取組みを
進めるため、平成31年度は単独事業として継続。
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429 商工振興課 水素利活用推進事業費 モデル地域における実証事業や水素の普及啓
発活動の実施により、水素需要の拡大と地域経
済の活性化を図る。

〇市民や事業所に水素に対する理解を深めてい
ただくため、イベントや出前講座等による普及啓
発活動を実施
〇水素の利活用促進に向けた方策の検討
〇水素利活用協議会の開催
〇燃料電池自動車購入者に対する補助

5,326 Ｃ 引き続き、効果的な普及啓発を行うため、パンフレット
の配布や水素学習室の充実、イベント等でのＦＣＶと外
部給電器の展示等を行うと共に、２８年度開始の地方
創生推進交付金事業（水素イノベーション創出事業）と
連携をしながら、地域経済の活性化や雇用の創出に
繋げていく。

事業内容の精査により事業費を圧縮（△198千円）。な
お、事業目標指標である水素ステーション利用台数に
ついては、平成29年3月、「周南市水素利活用計画」の
改定により見直し。

430 商工振興課 企業立地促進事業 企業の進出、事業規模拡大による雇用の創出
と、地域経済の活性化を図る。

○本市の地域特性や優位性を活かした企業誘致
等の活動
○事業所等を新設、増設、更新した事業者に対
する補助
○固定資産税の不均一課税に関する条例の制
定・運用

315,616 Ａ 引き続き、県等と連携して市外企業の誘致、市内企業
の設備増設等を促す。企業立地促進条例について
は、平成30年度で期間が終了するため、同年度中の
改正を目指す。本社機能移転等促進補助金は、現行
制度の認定期間が平成29年度までのため、国の本社
機能強化税制の改正・継続方針を踏まえ、今後の在り
方を決定する。

事業所等設置奨励金、雇用奨励金は、対象年度の投
資額の減に伴い補助金額が減少。なお、企業立地促
進条例については、同条例により支援した企業の設備
投資に係る総投下資本額、雇用者の増、税収の増な
どの効果数値とともに、本市の産業構造等を踏まえ、
平成30年12月、有効期間を５年間延長し、対象事業及
び奨励金の額を拡大する条例改正を実施。

431 商工振興課 地域連携・低炭素水素技
術実証事業

将来的な低炭素化された水素サプライチェーン
の構築と、地域での水素利用の大幅拡大を実現
し、中長期的な地球温暖化対策を実施すること。
（実施予定年度：平成27年度～平成31年度）

〇液化水素ステーション等におけるボイルオフガ
スの回収・再利用
〇純水素燃料電池への水素供給
〇水素利活用機器による実証

105,699 Ａ 水素利活用機器の普及と低炭素化社会の実現のた
め、引き続き燃料電池やFCV、FCフォークリフトなどを
活用した実証を行う。

平成31年度から再リースとなる実証機器があることか
ら機械設備借上料が減。

432 商工振興課 シルバー人材センター運
営事業費

高齢者に対する雇用や生きがいの場の提供が
推進される。

公益社団法人周南市シルバー人材センターに対
し補助金を交付
　

11,494 Ｂ 元気に働ける高齢者に活躍の場を提供することは、福
祉の維持の観点からも重要であることから、市として、
H29から国庫補助基準限度額と同額を補助金とし、セ
ンターの運営を支援しており、当面の間継続していく。
（Ｈ28までは国庫補助基準限度額の2/3）

特になし

433 商工振興課 地域若者サポートステー
ション運営事業費

ニート、引きこもり等、様々な要因により就労が困
難な人に対し、就労促進支援を行うことにより、
若年無業者の職業的自立が促進される。

臨床心理士による心理カウンセリングの実施体
制の充実を図るために要する経費を補助

480 Ｂ ニートや引きこもり等の若者が社会に出て自立するた
めの支援は、対象者の将来や社会全体にとっても重
要なことであるため、若者ステーションの運営の支援を
計画どおり進める。

特になし

434 商工振興課 女性雇用マッチング事業 産官学連携の取組みにより、女性が働きやすい
職場環境づくりや女性の雇用創出を図る。

女性の雇用創出に係る事業の委託 3,000 Ａ 女性雇用に係る課題の抽出や課題解決への対策の実
施等について、産官学連携による推進組織を中心に
取り組んでいく。今後、雇用面で女性が活躍できる機
会を創出するため、未就職女性や企業に対して働きか
けを行っていく。

特になし

435 商工振興課 労働者福祉対策事業費 労働団体を通じての福利厚生事業の提供と、低
利の融資制度の確立により、中小企業勤労者の
生活の安定が図られる。

・労働団体等の福利厚生事業に対し補助金を交
付
・中小企業勤労者への低利融資

1,774 Ｄ 利用実績が少ないことから、現在、山口県において事
業の必要性等を検討されている。市としては、事業の
活用に向けたＰＲ等に取り組みつつ、今後の事業の在
り方等について、山口県と協議を行っていく。

特になし

436 商工振興課 熊毛勤労者総合福祉セ
ンター運営費

熊毛地区を中心とした地域住民および勤労者に
対する文化・体育活動の場の提供を通じて、地域
の福祉の増進を図る。

市民並びに各種団体等に対し、多目的ホール、
会議室、トレーニング室等の貸出を行う。

18,141 Ｂ 築後17年を経過し、設備の各部に経年劣化が生じて
いる。施設の安全管理上、計画的な設備更新が必要と
なる。
リース契約から、備品となりコスト削減となる。

特になし

437 農林課 農業振興一般事務費 農業振興を図る。 農業振興各種協議会及び団体の活動費への助
成を行う。
（山口県なし連絡協議会負担金　・財団法人やま
ぐち農林振興公社賛助会費　・周南地域野菜等
振興協議会負担金　・周南市農業改良普及協議
会負担金　　・山口県農業共済組合運営費補助
金　・生活改善実行グループ活動促進費補助金
・ジャンボタニシ防除対策費補助金）

1,591 Ｂ 農業振興を図る上で必要な経費であり、効率的な運用
により今後も継続する。

438 農林課 利子補給事業 農業者等の各種資金の借り入れに対し利子補給
を行うことにより、農業経営の安定化を図る。

農業者等の施設の整備及び経営の近代化を図
るため各種資金の利子補給を行う。

62 Ａ 新規就農者等の経営支援のためには有効な事業であ
るため、引き続き推進していく。

１法人、新規に設立され、体制整備に伴い資金を借入
れ予定のため増額

439 農林課 中山間地域等直接支払
交付金事業費

中山間地域等における適正な農業生産活動等を
支援することで、耕作放棄地の発生防止、洪水
や土砂崩壊の防止、定住条件の向上等を図る。

協定組織等が農業生産活動等を行う地域の農
用地の面積に応じて交付金を支払う。

60,354 Ｂ 中山間地域において高齢化が進行する中で、農業の
担い手の確保を進めるとともに、農業生産の維持を図
り、耕作放棄を防止するため、事業を推進する。

440 農林課 新規就農者定着支援事
業費

周南市が策定した農業経営基盤強化の促進に
関する基本的な構想に掲げる、効率的、安定的
な農業経営の目標達成を目指す担い手を育成。

青年の就農意欲の喚起と就農後の営農定着を
図るため、農業研修期間（最長2年間）及び経営
が不安定な就農直後（最長5年間）の所得を確保
する給付金を交付する。
農業後継者の育成支援（新規就農者の研修支援
及び指導農家支援）

84,440 Ｄ Ｈ30年度より新規就農者パッケージ支援事業費と地域
農業担い手支援事業費に変更。

平成30年度より、事業目的別に、新規就農者パッケー
ジ支援事業と地域農業担い手支援事業に分割。
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441 農林課 集落営農等支援事業費 地域の中心となる経営体の経営力の強化のた
め、機械、施設の整備や農地の集積を推進する
ことで、経営力の強化を図る。

地域農業の担い手となる集落営農法人等が行う
施設等の整備を支援するとともに、集落営農法
人の設立に対して支援をする。
地域の中心となる経営体への農地集積に協力す
る者に対して、農地集積協力金を交付する。

1,974 Ｂ 集落営農法人の育成はもとより、今後は、その法人へ
の農地の集積にも力を入れる必要がある。H30年度よ
り新規就農者定着支援事業廃止により一部組込

新規就業者等産地拡大促進事業補助金（県）による増

442 農林課 環境保全型農業直接支
払交付金事業費

環境保全に効果の高い営農活動の普及を推進
する。

地球温暖化防止、生物多様性保全等に効果の
高い営農活動に取り組む農業者に対し、交付金
を交付する。

1,654 Ａ 地球温暖化の防止や生物多様性の保全のために有
効な事業であることから、引き続き適正な管理を行い、
事業を推進する。

同一農地における複数取組への支援が廃止となり、支
援の対象が１つの農地につき１つの取組のみとなった
ことに伴い、取組予定面積が減少したことによる減額

443 農林課 経営所得安定対策直接
支払推進事業費

米以外の作物の生産を増大させ、食料自給率の
向上に寄与する。

食料自給率の向上を図るため、水田を有効活用
し、麦・大豆・米粉用米・飼料作物等の戦略作物
生産を行う販売農家に対し交付金を交付する。

5,492 Ｂ 米殻の需給調整を推進するため、受付・現地確認・要
件確認事務など周南地域農業再生協議会と連携しな
がら行っていく。

業務量の増加に伴い、臨時職員を雇用するため増額

444 農林課 わさび栽培実証実験事
業費

少ない労働力と短期間で収穫が見込めるわさび
の超促成栽培技術の確立により、新規就農者等
の参入とわさび産地化の促進を図る。

長野山・渋川で夏越ししたバイオ苗を実証ほ場に
定植し、生育や収量のデータを収集する。

3,544 Ｄ 農林水産事務所等の関係機関との連携を強め、市内
気候に適した栽培計画に関する調査等を実施し、実験
を継続する。

平成30年度をもって事業終了。今後、わさび新規就農
者増加に伴うバイオ苗需要拡大に対応すべく、わさび
産地化推進事業へ移行する。

445 農林課 畜産業事業費 周南市における畜産業を振興し、発展の支えと
なる。

市有牛の運搬、登録
家畜改良増殖事業

355,515 Ａ 畜産振興のために有効な事業であり、これからも継続
して実施していく。ブランド牛、豚の安定生産により畜
産農家の経営力の安定を図る。

446 農林課 畜産振興一般事務費 多方面から畜産振興を行い、畜産業の基盤を維
持し安定させる。

山口県畜産振興協会への負担金
周南地区畜産振興協議会への負担金
周南市内の畜産団体等への補助金

521 Ｂ 畜産振興のために必要な事業であるため、計画やコス
ト等の見直しを行いつつ、事業を継続していく。

447 農林課 馬神集会所管理事業費 地元住民の交流に寄与する。 馬神集会所の管理運営 237 Ａ 将来的には地元に譲渡することも検討する。

448 農林課 金峰杣の里交流館管理
運営事業費

地域住民の福祉の向上及び都市住民との交流
を図る。

周南市金峰杣の里交流館の管理運営 329 Ａ 将来的に地元に譲渡することも検討する。

449 農林課 あぐりハウス管理事業費 わさび生産を普及させることにより特産品として
の知名度を上げ、地産地消の推進を図る。

あぐりハウスの管理経費
わさび苗の生産販売
バイオ技術によるわさび苗の育苗

6,208 Ｃ わさび栽培農家を増加させることが重要であることか
ら、営農の省力化などについて県等と研究し、新規就
農者等による生産拡大とわさびの産地化を図る。

新規就農者パッケージ支援事業で、平成30年には3名
がわさびの生産を始め、平成31年にはさらに3名分の
わさびビニールハウスを整備し、生産を開始する計画
である。このため、わさび苗の大幅な需要増が見込ま
れるため、平成31年度からは、わさび産地化推進事業
を新設し、増産体制を構築する計画である。　従ってバ
イオ苗の販売料の増加は見込まれる。

450 農林課 大潮田舎の店管理事業
費

生きがい活動の拡充や就業機会の創出など、地
域の活性化を図る。

大潮田舎の店の管理運営 1,154 Ｂ 大潮地区で就農した若者の生産したトマト等を使った
新商品の開発等により売り上げの増加を図る。

451 農林課 鹿野山村広場等管理運
営事業費

地域住民の健康増進及びコミュニティの推進を
図る。

鹿野山村広場等の管理運営 2,729 Ａ 現在文化スポーツ課でまとめて体育協会に指定管理
の委託契約を結んでいるが予算管理も文化スポーツ
課に移管することで事務の効率化を図りたい。

452 農林課 6次産業化チャレンジ支
援事業

地域の農林水産物を活用した新たな付加価値を
生み出すビジネスを創出することで、農山漁村地
域の再生と活性化を図る。

・六次産業化、地産地消法や農商工等連携促進
法に基づく補助事業や有利な資金活用など関係
機関と連携をとりながら支援を行う。
・農林水産物の新たな価値の発見・創造に成功し
た6次産業化の取組みを分析し、成功要因を現
場に情報提供する。

406 Ａ 生産者自身や地域産業と連携した新たな商品開発や
販路開拓のほか、農家レストランや農家民宿の経営な
ど、第1次産業から6次産業化に向けた取組みに対して
支援する。
新商品開発に必要な加工機器の整備を行い、働きや
すい環境づくりと品質のよい商品づくりを進め、生産量
の拡大による売上の向上を目指す。

鹿野地区で計画されている新商品開発に対する支援

453 農林課 農産物産地化支援事業
費

大規模農家の支援と併せて中小規模の農家に
対し支援を行うことで農産物の増産を図り、直売
所等への出荷量を増加させ、農業経営の安定化
を図る。

･小規模ビニールハウス（1a以下）設置補助…設
置費用の1/2以内
･特定品目種苗購入費補助…種苗購入費の1/3
以内（トマト・わさびについては1/2）

2,199 Ｃ 特定の農産品目の種苗の購入に係る経費について、
その一部を補助することにより、市内における特定品
目の産地化をすすめ、安定出荷により農業経営の複
合化を推進し、収益の向上及び経営の安定化を図る。

補助対象品目を５品に特化し、面積の下限及び交付
期限の要件を設定することで、生産量の増加を促し、
さらなる産地化を図る事業費を計上。

454 農林課 道の駅管理運営事業費 道路利用者の利便性の向上及び道の駅「ソレー
ネ周南」を6次産業化の拠点施設と位置付け、周
南ブランドを市内外に幅広く情報発信する。

指定管理者である一般社団法人周南ツーリズム
協議会により、道路利用者の利便性の向上、並
びに、本市の農林水産物及び特産品の販売、情
報発信を通じた農業の振興及び地域の活性化を
図る。

14,962 Ａ 安心・安全な地元農作物の生産拡大を推進すること
で、来場者数の増加を図る。
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455 農林課 地産地消促進事業費 地産地消運動を積極的に展開し、健全な食生活
の普及と地域の活性化を目指して、安心・安全な
農林水産物の供給と地域内流通の仕組みづく
り、生産者と消費者の相互理解を促進する。

･地産地消推進店の認定(H25～）
･しゅうなんブランドの認定（Ｈ26～）

2,865 Ｃ 周南市地産地消促進計画により地産地消と6次産業化
を推進する。
Ｈ26年度より、地産地消推進店・しゅうなんブランドの
認定し、発掘の段階は完了。更に差別化したプレミア
ム商品の発掘を目指す。

しゅうなんブランド全体の周知を図るため、しゅうなんブ
ランドのリーダー商品を積極的に市内外に情報発信す
るため、県と連携した商談会への出展等に関する経費
を計上。

456 農林課 都市農村交流促進事業 農業、農村への理解を深めるため、地域活動を
通じて都市と農村の交流を促進する。

･ルーラル315・376フェスタ事業
･棚田オーナー制度や農業体験交流
･都市農村交流の実施及び活動団体への支援
・イベント（鹿野わんぱくフェスタ、石船温泉さくら
まつり）開催の委託

916 Ａ グリーンツーリズムなど都市と農村の交流を推進し、
都市住民の農業・農村に対する理解を深め、都市と農
村のそれぞれの力を生かした農村づくりを進める。

地元主導型の取り組みとなるように促進し、事業目的
に応じたイベント委託費や原材料費を計上。

457 農林課 市民農園管理事業費 市民の農業への理解が推進されるとともに、農
地の保全が図られる。

市民農園の管理運営 386 Ｂ 平成31年度に西馬場けんこう農園を閉園する予定。 持続可能なサービスが提供できるよう、独立採算で賄
える収支を計上。

458 農林課 林業振興一般事務 本事務を適正かつ効率的に行うことで、他事業
遂行の基盤とする。

林業振興を目的とした協議会活動を通じ、造林
及び保育等の情報収集を行う。
森林ＧＩＳシステムの運用を行う。

944 Ａ 林政事業推進のためには、最新の制度や知識・技術
の向上・情報収集、取得が重要で、現行により継続す
ることが必要である。
また、平成31年度より新設される森林環境譲与税（仮
称）への対応が必要になる。

459 農林課 一般造林等補助事業 補助により、森林所有者等による林業活動が促
進され、不良林分の改良と林業生産活動の活性
化が図られる。

森林所有者等が実施する作業道整備、下刈、人
工造林、除伐、間伐等の森林施業、竹材利用推
進等の事業に対し、補助を行う。

1,367 Ｃ 民間による森林経営活動の活性化を図り、森林荒廃
に歯止めをかける上でも効果的な事業であることから
補助単価の見直し等を検討しながら継続する。

補助金の交付実績による減額

460 農林課 分収林調査事業 50年間の分収契約地1,678件が満了期を迎えて
おり、これらの契約の処分を円滑に実施する。

地元団体等と契約している分収林について、契
約状況の調査を実施し、状況に応じて、相続調
査、名義変更等の手続きを行う。その後、現地調
査を実施し、契約地及び立木の状態を確認のう
え、処分の方針を決定する。
処分方針は主に収益性の有無を判断材料とし、
売払い、返還（解約）について判断して手続を行
う。
売払処分を行う場合は、入札事務の全てを市に
おいて行い、売買金額を契約書に定める分収割
合により契約者及び市の収益として分配する。

4,188 Ｂ 国土の保全や水源のかん養等の公益的機能を維持す
るため、森林資源の有効活用を図りながら、今後も森
林の適正な保全に努めて行く。

461 農林課 地域が育む豊かな森林
づくり推進事業

やまぐち森林づくり県民税　第3期対策　（H27～
31）
　中山間地域の元気創出に向けた集落周辺の里
山の一体的整備など地域課題等を踏まえた多様
な森林整備を支援することで、災害の防止や水
源の涵養、生活環境の保全等、森林の有する多
面的機能を持続的に発揮する。

○中山間地域対策
繁茂竹林の伐採や広葉樹の植栽、野生生物の
隠れ家となる藪の整備など、地域づくり活動等に
意欲のある集落周辺の里山林の一体的整備
○地域課題対策
森林公園の保全や海岸林の整備、観光地周辺
の景観保全等、地域の様々な課題、景観保全
等、地域の様々な課題・要望を踏まえた多様な森
林整備

6,658 Ｂ 平成31年度までの継続事業であることから、ホーム
ページ等で市民、集落、市各課に県民税事業を周知し
て、総合支所地域ごとに適切に地域のニーズに対応し
た整備区域を決定していく。

462 農林課 高瀬集会所施設管理事
業

適正な維持管理により、市民に交流の場の提供
ができる。

地元住民の交流及び集会等に利用されている施
設の維持管理を行う。

497 Ａ 将来的には、地元に譲渡することを検討する。

463 農林課 烏帽子ケ岳ウツドパーク
維持管理事業

適正な維持管理により、市民に交流の場の提供
ができる。

烏帽子ケ岳ウッドパークの維持管理を行う。 494 Ｂ 利用率の低いキャンプ場の廃止を検討する。

464 農林課 生活環境保全林事業 適正な維持管理により、市民に交流の場の提供
ができる。

生活環境保全林(太華山、高瀬、烏帽子ケ岳)の
維持管理を行う。

2,574 Ｂ 常にコストを意識しながら市民の憩いの場としての提
供とともに生活環境の保全を図る。

465 農林課 ふれあいの森維持管理
事業

適正な維持管理により、市民に交流の場の提供
ができる。

ふれあいの森の維持管理を行う。 456 Ａ 森林資源の有効活用を図るために必要な事業であり、
市民の自主的な活動を推進する観点からも事業を継
続する。466 農林課 鳥獣被害防止対策事業 有害鳥獣による農林水産物被害の軽減及び未

然防止を図る。
有害鳥獣捕獲隊の編成、捕獲した有害鳥獣の買
上げ等の捕獲対策を行う。
鳥獣被害防止施設等整備補助による防護対策を
行う。
地域ぐるみの自助対策等を取り組む地元説明会
の開催

9,034 Ａ 国・県等の事業を活用し、関係機関と連携し有害鳥獣
の捕獲隊の編成等の施策を通じ被害防止に努める。
併せて被害防止の根幹をなす自助対策の必要性を地
域住民に研修会及び広報等を通じ周知に努める。

事業の一部について、県の補助事業である「鳥獣害に
強い集落づくり事業」を活用することで経費を削減
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467 農林課 公有林保育事業 適切な森林施業により、森林のもつ水源の涵
養、保全等多面的機能の増大が図られる。

保育が必要な林地において、下刈り、間伐等の
施業を行う。
伐採跡地において、造林を行う。
森林資源の有効利用を図るため、作業路を開設
し、搬出間伐を行う。

45,911 Ｃ 森林の多面的機能増大のため市有林整備の重要性
はますます高くなっており、今後特に搬出間伐に力を
入れ、森林の機能を最大限に発揮させるためにも計画
通り事業を実施する。
森林組合の内部体制の改善等指導しながら、適切な
市有林の森林経営に努めていく。

施業計画見直しによる減額

468 農林課 公有林管理事業 適切な森林施業により、森林のもつ水源の涵
養、保全等多面的機能の増大が図られる。

市有林の看守を行う。
森林保険へ加入する。
支障木の伐採、病害虫対策を行う。

5,426 Ｃ 財産管理上必要な事業であり、事業内容について適
宜精査し、継続して管理に努めていく。

森林保険料、支障木伐採委託料の見直しによる減額

469 農林課 農村環境改善センター管
理運営事業費

農業に関する研修、会議、及び地域交流の場所
を提供することで、地域の農業振興と活性化を図
る。

施設の運営管理
〇須々万農村環境改善センター
〇須金農村環境改善センター

6,613 Ｄ 地域づくり推進課へ移管 平成30年度より市民センターに名称変更し、地域づくり
推進課へ移管

470 農林課 土地改良振興一般事務
費

効率的な農業基盤の維持管理を図る。 〇農免農道の草刈業務委託
〇農道維持費の補助
〇土地改良事業推進団体への補助

5,247 Ａ コスト等を考慮しながら、効率的に進める。

471 農林課 単市土地改良事業費 農業基盤の維持・強化を図る。 〇農業施設整備工事
〇原材料支給
〇小規模土地改良事業補助金
〇市街化区域農業用水路浚渫交付金（新南陽地
区）

15,581 Ａ 費用対効果、緊急性などを考慮し、優先順位の透明性
を確保する。

472 農林課 土地改良事業償還助成
費

旧熊毛町でS56～H15に実施した土地改良事業
についての助成

土地改良事業の償還金の一部を助成する。 18,207 Ｂ H40の償還完了まで助成

473 農林課 土地改良施設維持管理
適正化事業費

農業用施設を計画的に維持管理することで、良
好な農業環境を持続する。

5年間で対象施設の事業費を積立て事業を行う。 12,982 Ａ 費用対効果などを考慮し、効果的な事業計画をたて
る。

474 農林課 農業用施設整備管理事
業費

室尾かんがい排水機場を円滑に運営することに
より、周辺農地の浸水被害を防止する。

施設の運営管理及び周辺遊水池の維持管理 4,940 Ａ 下水道事業による雨水排水施設の整備まで、補助事
業等を活用しながら適切な運営を行う。

475 農林課 多面的機能支払交付金
事業費

地域ぐるみの共同活動で農地・農業用施設の保
全と改修を実行することで、地域環境と農業環境
の向上を効果的に図り、耕作放棄地の発生を防
止する。

交付金による活動支援（国50％、県25％、市
25％）

58,228 Ａ 都市住民等との交流を通じて農業や農村に対する理
解を深めるとともに、生活基盤の強化を図るなど、潤い
と活力ある農村づくりを推進する

476 農林課 集落基盤整備事業費（県
営事業費）

農業における生産活動の維持、経営の安定化及
び防災への対応を図るため、生産基盤及び生活
基盤の整備を総合的に行う。

県営土地改良事業負担金　平成24年～平成31
年
○総事業費　320,000千円（国50％、県25％）
○用排水路整備　13箇所（市20％、地元5％）
○危険ため池整備　2箇所（市23％、地元2％）
○防火水槽整備　1箇所

2,500 Ｃ 生活基盤の強化を図ることで、潤いと活力ある農村づ
くりを推進する。

国の補助金額が事業進捗に影響し目標を下回ったこ
とから、平成31年度は平成30年度の実績額を要求し
た。

477 農林課 農業競争力強化基盤整
備事業費（県営事業）

農地、農業用施設 県営事業により基盤整備等を実施し、市が負担
金を県に納入

47,501 Ａ 関係者との調整を図り、事業費の削減や工期の短縮
を図る。
整備後の効果促進のため、営農の集積化、農業の高
付加価値化等も取り組む。

478 農林課 農業競争力強化基盤整
備事業受託事務費

水路・農道などを一体的に整備し、農地を大区画
化することで、営農の省力化を進め、将来の農業
生産を担う法人・新規就農者の確保・育成を図
る。

県営事業による基盤整備等を実施するため、換
地業務を行う。

36,474 Ｄ 県営事業の換地業務を県より受託し再委託する業務
であり、業務の効率化のため、県が直接発注すること
となり、事業を廃止。

平成29年度をもって事業廃止。

479 農林課 農地耕作条件改善事業
費

耕作条件の改善を機動的に実施し、農地中間管
理機構による担い手への農地集積・集約化の加
速についての支援を行い、農業競争力の強化を
図る。

事業年度　平成29年～平成31年
○総事業費　72,000千円
○長穂小原地区（水路整備工事）
○大潮管蔵地区（暗渠排水工事）
○八代地区【県営土地改良事業負担金（暗渠排
水工事）】

15,195 Ａ 農地中間管理機構により、担い手への農地集積・集約
化のための農地等の整備を進める。

29年度より実施中の大潮管蔵地区・長穂小原地区の
工事の30年度完了見込（1年前倒し）による削減。

480 農林課 農村地域防災減災事業
費

農業生産の維持、農業経営の安定及び地域住
民の暮らしの安全の確保を図り、もって災害に強
い農村づくりを推進する。

事業年度　平成29年～平成36年
○総事業費　127,000千円
○危険ため池切開　2箇所（国100％1箇所、市
100％1箇所）
○頭首工改修　1箇所（詳細未定）

996 Ａ 危険ため池の切開や頭首工の改修を進め、地域住民
の暮らしの安全を確保する。
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481 農林課 単市林道維持管理事業
費

林道沿線の住民や森林事業者の負担を軽減す
る

草刈業務、路面補修等既設林道の維持管理を行
う。

9,954 Ａ 国土の保全や水源のかん養等公益的機能を維持する
ため、森林資源の有効活用を図るとともに、森林の適
正な保全に努める。

482 農林課 県営林道開設事業費 木材生産コストの低減や施業の効率化を図る。 県事業として実施する広域基幹林道「高岳線」開
設に要する市の負担金支出

10,973 Ｄ 平成30年度をもって事業廃止。 平成30年度をもって事業廃止。

483 農林課 林道改良事業費 木材生産コストの低減や施業の効率化を図る。 林道大正屋敷線の起点にある老朽化した長渡路
橋を改修する。また、既設の林道について、老朽
化等により機能が低下した橋梁の点検診断を行
う。

44,576 Ｂ 平成31年度開通予定。

484 農林課 小規模治山事業費 法面の安定を図り、土砂の流出によって発生す
る、人命、財産等への被害を防止する。

山林斜面の安定を図り、土砂流出を防止する工
事を実施。
単県補助事業　県20/40　市19/40　地元1/40

497 Ａ 危険度などを考慮し、優先順位の透明性を確保する。

485 農林課 農業施設災害復旧事業
費（補助）

被災した農地・農業施設の復旧を行い、良好な
農業生産基盤を維持する。

補助対象となる、農地・農業施設の災害復旧事
業

29 Ａ 災害発生時には速やかな現地確認により復旧工事を
実施し、早急な現状回復に努める。

486 農林課 農業施設災害復旧事業
費（単独）

被災した農業施設の効用回復を行い、良好な農
業生産基盤を維持する

補助対象とならない、農業施設の災害復旧事業 6,694 Ａ 災害発生時には速やかな現地確認により復旧工事を
実施し、早急な現状回復に努める。

487 農林課 林道施設災害復旧事業
費（補助）

被災した林道施設の復旧を行い、良好な林業生
産基盤を維持する

補助対象となる、林道施設の災害復旧事業 1,615 Ａ 災害発生時には速やかな現地確認により復旧工事を
実施し、早急な現状回復に努める。

488 農林課 林道施設災害復旧事業
費（単独）

被災した林道施設の復旧を行い、良好な林業生
産基盤を維持する

補助対象とならない、林道施設の災害復旧事業 3,553 Ａ 災害発生時には速やかな現地確認により復旧工事を
実施し、早急な現状回復に努める。

489 農林課 地方卸売市場管理一般
事務費

生産者の販売ルートの確保と安心・安全な生鮮
食料品の安定供給をします。

●市場の安定存続のため、法令遵守の励行と運
営管理の実施
●市場内での問題解決のため卸売業者、仲卸業
者、買参人等との調整
●県内他市場との協同仕入れの向上、再生計画
を基に青果卸売業者の経営改善を行う。

8,499 Ｂ 県内他市場との共同仕入れの向上及び市場開放の実
施により、取扱高を増加させる。

・管理事務費のため、経費の見直し項目が少なく、公
課費を減少した必要最小限の予算計上。

490 農林課 地方卸売市場施設維持
管理費

老朽化に伴う施設設備の計画的な改修を実施
し、市場施設の維持を図る。

●施設の環境整備と保全のための維持管理を実
施
(1)消防・電気・空調・機械設備の保守管理、警備
委託
(2)設備の計画的な修繕による維持管理
(3)バナナ庫冷却装置更新工事

70,196 Ａ 今後も計画的に電気設備及び機械設備の改修を実施
する。

・経費の見直しを行い、必要最小限の予算計上。
・市場機能維持のため、老朽化した設備（冷蔵庫扉）の
更新工事（18,997千円）を行う。

491 水産課 水産業振興一般事務費 地産地消運動の推進や食文化の伝承・食生活指
針の指導等に取組む団体に負担金を支出し、市
民への水産物の消費拡大と魚食の普及啓発を
行う。また、小学生を対象に「つくり育てる漁業に
ついて」の出前講座等を開催し、地場水産物へ
の関心を高める。

水産物消費拡大運動推進協議会の補助金を活
用して、学校給食で地場水産物食材を提供す
る。
下松市栽培漁業センターの職員による「つくり育
てる漁業について」の出前講座等を開催する。

1,018 Ａ 子どもの魚食離れが進む中、学校給食への水産物食
材の活用は重要であり、今後も計画的に提供をしてい
く。また、栽培漁業に関する出前講座を通じて、小学生
の地場水産物への関心を高める。

水産物の消費拡大を目的に、魚食の普及活動を実施
する。

492 水産課 赤潮等漁業被害対策事
業費

赤潮発生時における魚介類の鮮度保持並びに
活魚の需給調整を図り、赤潮被害の防止と共に
漁家や漁協等の漁業経営基盤に資する活魚槽
及び関連施設の維持管理を実施する。

海水井戸ポンプや配管設備等の関連施設の維
持管理や修繕及び水質管理を実施し、安定的な
活魚槽の利用ができるようにする。

1,487 Ａ 清掃や点検を定期的に行い、維持管理コストの削減に
努め、効率的で適正な施設管理の運営を図る。

引き続き、井戸ポンプ・配管の清掃や採水モニタリング
検査を実施し、安定した活魚槽の管理に努める。

493 水産課 沿岸漁場整備開発事業
費

石材礁を天然礁や既設魚礁と一体的に設置し、
効果的な漁場整備を行うことで水産資源の増殖
を図る。

共同漁業権第77号海域に、石材礁を設置する県
事業に対する負担金。

620 Ａ 平成28年度で内海中部地区水域環境保全創造事業
が完了。平成29年度は石材礁への海藻繁殖状況や魚
群観察等のモニタリング調査を実施。また、整備された
石材礁の隣接地にキジハタ魚礁の整備を実施（内海
地区水産環境整備事業）。

内海中部地区水域環境保全創造事業は、平成29・30
年度でモニタリング調査を実施した。平成31年度は、
平成29年度から行っている内海地区水産環境整備事
業（キジハタ魚礁整備）に対して地元負担金を支払う。

494 水産課 増養殖稚魚放流事業費 稚魚等の種苗を放流することで水産資源の枯渇
化を防止すると共に、栽培漁業の定着化を促進
し、漁業生産の安定向上と水産資源の増大を図
る。

キジハタ、トラフグ等の種苗放流（8魚種） 9,550 Ａ 資源管理型水産業には種苗放流は不可欠である。水
産資源の確保及び、漁業者の所得向上に寄与する効
果的な放流を継続する。

水産物市場の取扱量が減少続ける中、放流魚種のう
ち４魚種については漁獲量が増大するなど放流効果
が見受けられる。今後も放流魚種、場所、時期など効
果的な放流の検証を行いながら、漁業者等の経営の
安定を目標に事業を継続する。

495 水産課 漁業生産基盤整備事業
費

周南西地区の近海において、タコの産卵床用た
こつぼを沈設することで、戸田産たこの資源確保
と生産拡大を図る。

戸田・大津島地区近海で産卵用の素焼きたこつ
ぼ3,250個を沈設する。

1,501 Ｂ 引き続き沈設したたこつぼの産卵状況のモニタリング
を実施する。

前年どおり
タコ漁獲量の推移の検証及び担い手の確保・育成を図
りながら、漁業者等と連携し事業を継続する。
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496 水産課 内水面増養殖事業費 アユの稚魚放流、及び内水面漁協への補助を実
施することで、内水面の生産力の維持増大を図
る

●佐波川水系和田地区、錦川水系鹿野、大向、
長穂、及び島田川水系にアユの稚魚を放流
●錦川上流漁業協同組合の放流事業に対して、
補助金を交付

860 Ａ 山口県水産研究センターが実施するアユの再生産研
究等の結果も検証しながら、事業を継続する。

例年どおり

497 水産課 漁業金融対策事業費 漁家経営の近代化及び安定化に対する支援を
行う。

近代化資金利子補給＝漁業者資本整備の高度
化、近代化に必要な資金融資に利子補給する。

59 Ｃ 漁業者の減少・高齢化により新規投資を敬遠する傾向
にあるが、現在は金融政策により利子部分の利用者
負担が０であることを関係機関等へ積極的にＰＲし、制
度の活用を促す。また、近年の状況をふまえ、H29年
度より事業目標の新規融資件数を4件から1件へ変更
する。

漁業者の減少、高齢化により新規投資を敬遠する方
向にあるが、現在は金融政策により実質の利用者が
負担する利子は0であることもPRしながら制度の活用
を促す。

498 水産課 　新規漁業就業者定着
促進事業費

新規漁業就業者の確保及び定着を促進する。 経営自立化支援：1人、375千円
新規漁業就業者生産基盤整備：2,000千円

2,375 Ｃ 事業スキームの拡充及び積極的なＰＲ等により新規就
業者の増加を図る。

引き続き、長期技術研修生及び経営自立した新規就
業者の定着を図るため支援を実施する。
Ｈ30.10に創設した住宅支援制度（家賃補助）等の充実
した支援制度をＰＲし、担い手の確保を推進する。

499 水産課 水産多面的機能発揮対
策事業費

水産業や漁村が有する水産物供給機能及び水
質浄化、文化継承等の多面的機能の発揮を支え
る活動を支援する。

干潟の保全、海岸清掃等を行う活動組織を支援
する。

1,587 Ｃ 里海づくりを推進するためには、藻場・干潟保全や海
岸清掃を実施する活動組織を育成する必要があるた
め、関係機関とも連携を強化し、積極的な支援を実施
する。

里海づくりを推進するためには、藻場・干潟保全や漂
流漂着物処理を実施する活動組織を育成する必要が
あるため、関係機関とも連携を強化し、積極的な支援
を実施する。

500 水産課 水産業振興施設整備事
業費

水産物の生産と消費の拡大により、水産業の振
興を図るとともに、漁村地域の生活環境の整備を
図る。

生産者の行う荷さばき、市場職員の行う集荷作
業の効率化、鮮度維持のため、戸田（桑原）漁港
に荷さばき集荷施設を整備する。

10,656 Ａ 施設改修等は単年度で実施する。今後はこれらの施
設が改修されることによって、利用効率や生産性向上
に寄与し、作業効率の向上を図ることで漁業者の負担
軽減にも寄与することを期待する。

平成31年度は、福川漁港高州地区及び温田地区にお
いて、漁港施設の利便性向上のため、老朽化した船揚
場施設の更新を行う。

501 水産課 漁港管理事業費 漁港施設の適正な維持管理及び施設利用にお
ける利便性の向上を図る。

漁港施設の維持管理及び漁港施設の使用等に
係る許認可事務

15,467 Ａ 計画的な修繕、点検台帳の整備等のきめ細かい管理
によって、維持管理費の削減に努める。

引き続き、効果的な施設の改修工事及び修繕を実施
し、効率的な維持管理に努める。

502 水産課 海岸保全施設長寿命化
事業費

海岸保全施設を波浪や高潮による被害から守る
ため、海岸堤防の維持管理に要する費用の縮減
や平準化を図りつつ、施設の老朽化対策を計画
的に推進し、国土及び背後地住民の生命・財産
の保全を図る。

海岸保全施設の機能を診断し、長寿命化計画を
策定後、保全工事を実施する。

5,043 Ａ 海岸保全施設長寿命化事業を実施することで、背後集
落の住民の安心・安全を図る。

平成31年度は、戸田漁港の長寿命化計画の策定を行
う。また、大津島（刈尾）漁港の背後地を津波、高潮等
の被害から防護し、国土及び背後地住民の生命・財産
の保全を図るため、海岸保全施設の一部について護
岸改良工事を実施する。

503 水産課 漁港建設県事業負担金 徳山漁港居守地区における背後地への高潮被
害防止及び保全計画に沿った漁港海岸施設整
備を行う。（徳山漁港：漁港管理者 山口県）

山口県が実施する海岸高潮事業及び漁港整備
事業に係る経費の一部を負担する。

621 Ｂ 高潮対策工事に平行して、徳山漁港の海岸保全施設
の長寿命化計画を策定し、事業の展開を図る。（県事
業）

引き続き、徳山漁港の高潮対策事業に対して地元負
担金を支払う。

504 水産課 水産物供給基盤機能保
全事業費

漁港施設の適正な管理と整備を行うため、施設
の現状を診断して、維持改修費の軽減と平準化
を目的とした長寿命化計画を策定し、計画的に機
能保全（長寿命化）工事を実施する。

漁港施設の長寿命化計画を策定し、計画に沿っ
た機能保全（長寿命化）工事を実施する。

102,374 Ａ 全漁港の長寿命化計画を基に実施計画を策定し事業
進捗を図る。平成30年度は、平成29年度から実施して
いる粭大島漁港の老朽化が進行した浮桟橋連絡橋に
ついて、機能保全（長寿命化）工事を実施する。

平成31年度は、大津島（馬島）漁港の防波堤の機能保
全工事を実施する。また、老朽化の著しい大津島（馬
島・刈尾）漁港の浮桟橋機能保全工事に伴う設計業務
を行う。

505 水産課 長田フィッシャリーナ管
理事業費

漁港内の漁船とプレジャーボートとの調整及び棲
み分けを図るため、プレジャーボート専用の係留
施設の整備と管理運営を行う。

プレジャーボートの適正な管理を促し、海洋レ
ジャーを通じて憩いの場を提供する。

2,882 Ｃ 市ホームページ等での積極的なＰＲ、受入可能船種の
拡大、短期使用に関する使用料減免基準の見直し等
により利用促進を図る。また、使用料収入に応じた事
業費の中で、緊急性及び優先度を重視した適正な維
持管理を行う。

使用料収入に応じ、緊急性及び優先度を重視した施
設の維持管理を実施する。

506 水産課 長田海浜公園管理事業
費

平成２年に開園して以来、年間を通じて市内外か
ら多くの利用者が訪れる。特に海水浴シーズンに
は海の家も開設されより多くの利用者で賑わう。
海に親しむ公園として更なる利用の促進を図る。

年間を通じ公園施設の適正な維持管理を行う。
海水浴シーズンには、海の家の管理運営及びサ
メ網・遊具の設置撤去等について、地元漁協へ
管理を委託している。

10,783 Ｂ 親水公園を備えた市内唯一の海浜公園であり、適正な
管理のもと年間を通じた利用者の増加を図る。

利用者や関係者の要望を考慮しながら、安心で快適な
環境を提供することで利用者の増加を図る。平成31年
度は老朽化した海の家の資材を更新することにより、
さらに安心で快適な環境を提供する。

507 水産課 粭・大島漁港あさり増養
殖整備事業費

国土交通省により造成された大島人工干潟を有
効活用するため、あさりの維持管理手法及び干
潟保全活動の組織作りの支援を図る。

干潟内の定点におけるあさりの成育調査を行う。 4,136 Ｃ 地元住民と漁業者で構成された保全活動組織が実施
する干潟保全活動の労力負担の軽減と効率的なアサ
リ育成の技術習得を図り、あさりを活用した地域活性
化策を検討する。

大島人工干潟において、アサリ育成モニタリングを実
施し、水産振興に向けた利活用の検討を行うとともに、
保全活動組織の維持・管理活動を支援する。

508 水産課 水産物市場管理一般事
務費

安心・安全な水産物を安定して提供できるよう市
場の適切かつ円滑な運営管理を図る。

・市場の安定存続のため、法令遵守の励行と適
切な運営管理を実施。
・市場の適切な運営のため、卸売業者、仲卸業
者、買参人組合との調整。

1,946 Ｂ 市場は、生鮮食料品等の流通の拠点施設であり、今
後も市民に安心で安全な水産物を安定的に供給する
ためには、継続して運営していく必要がある。

引き続き、市民に安心安全な生鮮食品を日々円滑に
提供するため、適正かつ健全な運営に努める。

509 水産課 水産物市場施設維持管
理費

計画的な施設整備機器等の更新や定期的な機
械設備保守管理委託を行い、施設の延命化と維
持管理のコスト削減を図る。

・施設の老朽化に伴う施設設備機器の計画的な
更新整備及び修繕等を実施。
・機械設備等の維持管理においては、設備に精
通した専門業者による管理業務委託を実施。

28,266 Ａ 市場施設や機械設備等の計画的な更新・整備による
施設の延命化。

施設の維持管理については、計画的な修繕や保守管
理を効率的に行い、コスト縮減も含めた施設の更新整
備を図る。
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510 動物園 動物園管理運営事業費 周南市の貴重な情報発信・交流拠点として、動物
園に年間３０万人を超える来園者を迎える体制を
確保することで、その役割を果たすことができる。

【事業概要】動物園の管理運営
【主な内容】入園者受付、駐車場整理、予算管理
執行、臨時職員の雇用、施設の維持・保守点検、
広告宣伝、入園者の増加対策、その他事業の増
収対策

64,373 Ｂ 経常経費（人件費を除く）を入園料とその他事業収入
で賄うため、①入園料値上げの効果を活かすために、
パスポート購入者増加のための取組み
②入園者の利便性が向上するサービス（ 軽食ブース・
売店の新装による相乗効果）の実施　を行う。

①新ゾウ舎のオープン（2019年4月26日予定）による一
年間を通しての入園料収入増の効果を見込む。
②広告宣伝委託料を増額しない代わりに、年100回以
上のマスコミへの露出を維持するため、魅力的な行事
の企画と積極的な情報発信を行う。

511 動物園 動物園教育普及事業費 幼児・児童をはじめとする入園者等が「自然環
境」・「いのち」について体験し、学ぶことができ
る。

【事業概要】子どもたちが、生き物について学習し
体験する機会を提供する
【主な内容】各種のコンクール・歳時記的行事・企
画展の開催、骨格標本やはく製など標本資料の
収集、総合学習プログラムの実施

1,321 Ａ ①業務実施手法の見直しを図り、わかりやすい業務体
系を整備する。②職員の人手不足を補うために、職員
とボランティアの協働による取り組みの構築など新たな
支援体制の仕組みづくりを検討する。③秋の目玉イベ
ントとして、マスコミや企業と連携し、集客力を持つ新し
いワンデイ型イベントを企画する。

動物園リニューアルに伴う魅力拡大の一環である環境
教育（インタープリテーション）活動の充実を図るため、
有償ボランティアの費用弁償を予算化する。

512 動物園 動物園飼育事業費 展示動物を健康に飼育管理することで、動物園
が維持される。動物の繁殖を進めることで、動物
の子育ても観察できる。

【事業概要】動物を健康的に飼育管理するととも
に、動物の繁殖や購入等により、継続的展示の
状態を確保する。
【主な内容】飼育・衛生管理、診療・治療、繁殖推
進、調査研究、飼料の確保や調達、動物の調教
や飼育技術の向上、動物の購入

31,947 Ａ 今後の動物の購入・導入については、厳しい現状も含
めて、購入可能な動物種については、「ぞうさんの夢基
金」の効果的な活用、導入については、ブリ-ディング
ローンの適切な運用をすることで、機会をとらえた動物
の確保を進めてく。

動物の飼料の搬入・流通ルート等を見直し、他団体へ
のエサ提供の依頼を行い、2年間で約300万円の削減
を行った。

513 動物園 動物園魅力拡大「ズー夢
アップ２１」実施事業費

周南の里ふれあいゾーン(るんちゃ♪るんちゃ)で
の魅力的なソフト事業の展開により、更なる入園
者数の増加を図る。

【事業概要】体験プログラムの実施や魅力ある展
示、時代に即した情報発信を行う。
【主な内容】全天候下型小動物ふれあい、体験プ
ログラム（新体験プログラム、ぱくぱくタイム、飼
育体験等）の実施、投げエサ販売、LINE等による
情報発信

14,727 Ａ 期待値の高い企画展、近県まで配布範囲を拡大した
チラシ、絶え間ないマスコミへ露出、誘客効果の高いイ
ンフォメーションとしてＬIＮＥを使った情報提供など、集
客力の高い魅力る事業を継続していく。

小学生低学年向けのプログラム「キッズキーパー」を
見直し、これまでの「エサやり体験」を動物がより身近
に感じられるような新たなプログラムに進化させ、サー
ビスの向上や入園者数の増加につなげる。

514 動物園 基金管理事業費 動物園運営に関して市民等からの財政的支援
と、動物購入時における経費の平準化を図る。

事業のＰＲを含めて園内等に募金箱を設置し、募
金を募り、「ぞうさんの夢基金」へ積み立てる。

1,977 Ａ この基金の目的はゾウに限らず、これから飼育を続け
るために必要な動物を購入するものであり、継続して
管理を続けていく必要がある。

特になし。

515 動物園 動物園リニューアル事業
費

市街地にあるコンパクトな「まちなか動物園」を活
かしたリニューアル事業を推進することで動物園
の魅力を向上し、入園者数を増加させ、更には中
心市街地との連携で交流人口を増やすことで賑
わいの創出につなげる。

【事業概要】H29年度は南園に新ゾウ舎の建築工
事を行い、北園ではペンギンエリア、広場休憩施
設の整備工事を進める。
【主な内容】リニューアルに係る補助金関係事
務、入札手続き、工事監理・打合せ、中間及び完
了検査等、新ゾウ舎（H31年度オープン予定）の
建築工事（南園）、ペンギンエリア及び広場休憩
施設（H30年夏オープン予定）の整備工事（北園）

584,893 Ａ コスト削減に向けた工法や最適な工事スケジュールを
組み立てる必要がある。

アフリカのサバンナゾーン等の基本設計やアジアの熱
帯雨林ゾーンのオープン（2021年度）に向けて、コスト
縮減を図りながら整備を進め、更なる魅力増進を図
る。

516 道路課 道路橋りょう総務一般事
務費

道路法に基づいた道路行政を行う上で、必要な
経費を支出するものである。

旅費、事務用品、道路パトロールカー等の車検
及び重量税、保険料、負担金、損害賠償金等の
支出

4,537 Ａ 要望活動を行う協議会等への加入は義務付けられて
いるものではないが、政治、経済状況の変化を踏まえ
加入によって得られる利益を常に検証しつつ加入の可
否を決定していく。

517 道路課 道路台帳整備事業費 道路管理者として、道路台帳を適正に更新するこ
とで、円滑な維持及び財産の管理を行う事ができ
る。
また、道路に接する沿道の住民のためにも、道
路法が及ぶ領域を明確にしておく必要がある。

新規に認定された路線や、道路改良、補修等に
より変更のあった路線について最新のものへ更
新するため、図面、調書等を整備する。

18,715 Ａ 道路を管理する上で、必要不可欠なものであり、継続
して実施していく。

518 道路課 道路整備県事業負担金 交通ネットワークの整備により、交通円滑化、利
便性の向上

県で施工される道路整備事業費の一部負担金
(1)国道315号　(2)徳山徳地線　(3)鹿野吉賀線
(4)和田上村線　(5)粭島櫛ヶ浜停車場線　(6)久杉
高水停車場線　(7)徳山本郷線　(8)新南陽津和
野線　(9)徳山光線　(10)串戸田線

22,884 Ａ 広域交流と地域内交流を活発にする交通ネットワーク
の整備は必要であるが、経費負担者として事業の妥当
性や貢献度の検証していく必要はある。

519 道路課 街路灯管理事業費 道路状況・交通状況を把握するための良好な視
覚環境を確保し、道路交通の安全、円滑を図ら
れる。

街路灯の維持管理。 34,594 Ａ 別々に管理されていた街路灯の管理は本事業に一本
化し、効率的かつ効果的な維持管理に努めていく。

520 道路課 道路施設情報伝達シス
テム事業費

道路施設等の異常箇所の早期発見・位置の特
定・迅速な対応を行うことで、市民の安心・安全を
確保するため。

SNSを活用した通報システムを構築し、運用す
る。

1,349 Ａ 市民の安心安全の確保のため継続して事業を実施し
ていく。

521 道路課 市道維持管理費 道路・橋梁が安全快適に利用できるように、保全
を図る。

①市道維持補修　②市道清掃除草　③街渠桝清
掃　④市道地下道清掃　⑤道路施設等の維持管
理

315,553 Ａ 市民の安心安全の確保のため、引き続き事業を実施
し、市道の適切な維持管理に努める。
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522 道路課 法定外公共物維持管理
事業費（道路維持）

法定外公共物の機能管理及び財産管理 境界確認及び原材料支給により、法定外公共物
の機能確保に努める。

1,980 Ａ 市民の安心安全の確保のため、引き続き事業を実施
していく。

523 道路課 災害対応費 応急的な対応を行う。 土のうなどで応急的に道路河川の災害に対処す
るための工事費、作業委託

288 Ａ 市民の安心安全の確保のため、引き続き事業を実施
していく。

524 道路課 除雪対策費 除雪対策により、生活道路の通行確保を図る。 降雪量、沿道条件等を考慮し、緊急度に応じた
除雪作業を行う。
　（業者委託、鹿野地域は直営作業を含む。）

6,224 Ａ 市民の安心安全の確保のため、引き続き事業を実施
していく。

525 道路課 調整池管理事業費 開発許可を受けて整備された調整池の適正な管
理を行う。

集中豪雨等により調整池に流れ込んだ土砂の撤
去及び清掃作業

1,689 Ａ 市民の安心安全の確保のため、引き続き事業を実施
していく。

526 道路課 通学路安全対策事業費 通学路の交通安全を確保する。 通学路交通安全プログラムに基づき、通学路合
同点検等で対策が必要とされた箇所の安全対策
を実施する。

6,499 Ａ 市民の安心安全の確保のため、引き続き事業を実施
していく。

527 道路課 交通安全対策事業費 道路を利用する全ての人が安全に通行できる道
づくり

住民の要望や道路状況等を踏まえ、カーブミ
ラー・ガードレール・区画線等の交通安全施設の
設置及び補修を行う。

25,607 Ａ 市民の安心安全の確保のため継続して事業を実施し
ていく。

528 道路課 市道改良事業 市民の安心安全を確保するため。 ●施工場所：周南市全域
●施工内容：市道改良工事

10,217 Ａ 市民の安心・安全を確保するため、事業を着実に推進
する。

529 道路課 中開作線整備事業 福川南地区の生活道路を整備する。 ●施工場所：室尾1丁目地内
●施工内容：バイパス道路の新設　Ｌ＝560ｍ
Ｗ＝12ｍ

788 Ｂ 市民の安心・安全を確保するため、事業を着実に推進
する。

530 道路課 道路舗装事業 石油交付金事業を活用し、道路舗装を行い、安
心・安全・快適な道路環境を目指す。

●施工場所：周南市全域
●施工内容：市道舗装改修工事

27,315 Ａ 今後も計画的に舗装改良工事を進めていく。

531 道路課 野村一丁目7号線整備事
業

都市計画道路宮の前線であり、新南陽地区の地
域幹線道路として物流活性化、交通円滑化、生
活環境向上を目指す。

●施工場所：野村一丁目地内
●施工内容：バイパス道路の新設　L=700ｍ
W=20m

9,281 Ｂ 用地交渉を進めると共に測量設計を実施し、部分的に
工事に着手する。

532 道路課 過疎対策道路整備事業 過疎対策事業により、鹿野地区の道路整備を実
施し利便性の向上を目指す。

●施工場所：鹿野地区
●施工内容：道路整備工事

8,545 Ａ 早期に調査設計を行う。

533 道路課 勝間原団地第1幹線整備
事業

歩道、右折レーンの整備を行うことにより、歩行
者の安心・安全の確保を目指す。

●施工場所：呼坂地内
●施工内容：道路改良　L=140ｍ　W=13m

2,982 Ｂ 市民の安心安全の確保のため、確実に事業を進めて
いく。

534 道路課 歩道バリアフリー推進事
業

だれもが安心・安全に移動できる、暮らしやすい
まちを実現する。

歩道のバリアフリー化整備（段差解消・点字ブ
ロックの敷設等）

8,405 Ｂ 市民の安心安全の確保のため、継続して事業を実施
していく。

535 道路課 道路ストック点検整備事
業費

道路が安全快適に利用できるように保全を図る。 道路施設の点検を行うとともに、点検結果を踏ま
え必要な補修等を実施する。
　　（舗装点検及び補修、路面下空洞調査及び対
策、街路灯整備等）

49,310 Ａ 市民の安心安全の確保のため継続して事業を実施し
ていく。

536 道路課 橋りょう長寿命化修繕計
画事業

橋梁が安全快適に利用できるように保全を図る。 ●施工場所：周南市内
●施工内容：橋梁点検　815橋

177,767 Ａ 平成30年度までに815橋の橋梁点検を完了し、長寿命
化修繕計画に結果を反映していく。

537 道路課 古川跨線橋整備事業 道路の安全と跨線橋下の旅客車両、貨物車両の
安全な通過が確保できる。

●施工場所：清水2丁目地内
●施工内容：橋梁整備工　L=132ｍ

11,974 Ａ 各種の調整を速やかに行い、事業を推進する。

538 河川港湾課 河川総務一般事務費 河川の管理区域内の放置自動車について適切
な対応を実施し、河川景観や河川環境の適切な
保全を図る。

河川の管理区域内における放置自動車対策を
実施
用地取得関連事務にかかる経費

24 Ａ 近年は地域住民からの通報などにより、河川・港湾管
理施設全般に放置自動車が増加傾向にあるので、巡
回や啓発活動を強化する。

河川施設の適正な管理と河川環境保全のため、放置
車両の撤去など適切な管理を実施する。

539 河川港湾課 法定外公共物管理事業
費（河川維持）

法定外公共物（水路）に関する管理事務や、原材
料支給によって、地域に密着した法定外公共物
施設（水路）の適切な財産管理と機能保全を図
る。

法定外公共物（水路）の管理
・境界立会・確定業務
・占用等の許認可業務
・原材料支給業務

414 Ａ 占用等の許認可業務における適正な財産管理と、法
定外公共物の適切な維持管理を行う。

地域環境の変化も考慮しながら、法定外公共物の効
率的・効果的な維持管理を進める。

540 河川港湾課 河川維持管理費 河川管理施設の適切な管理と併せて、脆弱な護
岸や土砂の堆積箇所などの、補強・補修工事、
浚渫工事により、即効性のある予防保全的な維
持管理を実施し、流域住民の安心・安全の確保
を図る。

河川の維持管理を実施
・河川施設管理等委託業務
・河川維持補修工事
・河川浚渫工事

19,354 Ａ 河川管理施設の適切な管理や脆弱な護岸や土砂の堆
積箇所などの、補強・補修工事、浚渫工事により、即
効性のある予防保全的な維持管理を行い、流域住民
の安心・安全を確保し効率的に行う。

河川環境の保全及び浸水等被害の防止・軽減を図る
ため、浚渫・補修工事等の維持管理を積極的かつ計
画的に実施する。

541 河川港湾課 河川改良補助事業費（黒
木川）

河川改修工事の実施により、流下能力を向上し、
流域における浸水等被害を軽減する。

準用河川黒木川の河川改修事業を実施
・護岸工　L=31.6m（左岸）
・護岸工　L=40.1m（左岸）【繰越】

15,467 Ｂ 未整備区間の早期整備により効果発現を図る。 浸水等被害を防止・軽減させるために流域における農
業基盤整備計画とも調整し、事業の早期完成に向けて
進捗を図る。
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542 河川港湾課 河川改良補助事業費（隅
田川）

二級河川西光寺川の河川改修事業と連携・連帯
して、重点的に隅田川河川改修事業を推進し、
流域における浸水等被害の防止と軽減を図る。

準用河川隅田川の河川改修事業を実施
・護岸工　L=30.0m（左岸）
・護岸工　L=20.3m（左岸）【繰越】

68,011 Ｂ 県による西光寺川河川改修事業と連携して、計画区間
の早期改修を図る。

流域で常襲化している浸水被害を防止・軽減するた
め、県の西光寺川広域河川改修と連携して、重点的に
事業を進める。

543 河川港湾課 河川改良単独事業費 断面の狭小部分や護岸高の不足などによって、
流水機能の低下や浸水等被害が発生している河
川について、局部的な河川改良工事の実施によ
り、河川機能を強化し浸水等被害の防止と軽減
を図る。

局部的な河川改修や施設改修を実施
改修工事（新引川、馬屋川）

16,051 Ａ 近年の異常気象により、集中豪雨が頻繁に起きること
から、県河川や下水道の整備計画と連携・連帯して効
率的な整備をしていく必要がある。

河川改良計画に基づき、改良工事等の雨水・浸水対
策を積極的に実施する。

544 河川港湾課 排水路維持管理費 排水施設の適切な保守管理と併せて、豪雨高潮
時の緊急対応業務や、排水路の補修工事によっ
て、適切な雨水排除を行い、地域における雨水
対策の充実と安心・安全を確保する。

排水路の維持管理を実施
・排水施設等委託業務
・排水路補修工事

51,310 Ｂ 排水路の機能保持と併せて、脆弱な護岸や土砂の堆
積箇所などの、補強・補修工事、浚渫工事により、即
効性のある予防保全的な維持管理を実施し、流域住
民の安心・安全を図る。

雨水対策や浸水等被害の防止・軽減を図るため、浚
渫・補修工事等の維持管理を積極的に実施する。

545 河川港湾課 排水路改良事業費 多発する豪雨や宅地化の進行によって、断面狭
小による排水不良や流下機能の低下している排
水路について、排水路改良による適正な雨水排
除を行うことにより、浸水等被害の防止と良好な
生活環境を確保する。

排水路改良による雨水対策を実施
・改良工事（中金剛山、西坂本、南武井、須々万
奥、野村一丁目)

12,668 Ａ 浸水被害の防止や生活環境の改善のため、緊急性や
必要性の観点に基づき計画的且つ重点的に事業を進
めていき、早期効果の発現を目指す。

排水路改良計画に基づき、改良工事等の雨水・浸水
対策を積極的に実施する。

546 河川港湾課 砂防・急傾斜対策事業費 土砂災害防止事業の進捗を図ることによって、土
砂災害から対象地区内の住民の安心・安全を確
保する。

山口県が施工する砂防や急傾斜事業に係る一
部負担
県事業の対象とならない小規模な急傾斜地崩壊
対策事業
　急傾斜事業：内谷、風呂ヶ迫、東金剛山、中
原、居守、温田、中須北

55,211 Ａ 土砂災害から地域住民の生命・財産を守るため、今後
も県や地域住民と密接に連携して積極的に事業を推
進する。

土砂災害から地域住民の安心・安全を確保するため、
県・地域住民と密接に連携して、積極的に事業実施を
進める。

547 河川港湾課 海岸高潮対策県事業負
担金

海岸高潮対策として、護岸工（嵩上げ）の施工に
より、海岸保全区域内における高潮被害の防止
し、区域内住民の安心・安全を確保する。

山口県が実施する海岸高潮対策事業に係る一
部負担を実施
・大島本浦地区　護岸工　L＝157ｍ

10,000 Ａ 海岸保全区域における高潮対策事業として、地域住民
の安心・安全を確保するため、今後も継続して県と連
携して積極的に事業を進めていく。

高潮被害から地域住民の安心・安全を確保するため、
県と連携して早期の事業完成及び効果発現を図る。

548 河川港湾課 港湾管理一般事務費 港湾施設及び海岸保全施設の適切な保守・維持
管理により、施設利用者や地域住民に対して安
心・安全を確保し、良好な環境を保持する。 加盟
組織によって連携した活動により、港湾整備の推
進と利用促進を効果的に展開する。

港湾施設・海岸保全施設の保守管理：晴海緑地
公園・櫛ヶ浜船だまり・陸こうほか
港湾関係団体運営に係る一部負担を実施：全国
市長会港湾都市協議会ほか5団体

10,793 Ａ 施設の老朽化に伴い、今後、維持管理費の増加が見
込まれるが、県と協議・調整を図りながら計画的に施
設の維持補修をしていく必要がある。

港湾区域内の安全と晴海緑地公園の良好な環境を保
全するため、適切かつ効果的な維持管理を実施する。
日本港湾協会等の港湾関係団体と連携して、港湾施
設整備の進捗を図る。

549 河川港湾課 港湾振興事務費 国際拠点港湾徳山下松港の利用促進及び活性
化が図られ、港湾利用者における船舶の航行に
関する安全性と利便性を確保される。

徳山下松港の港湾振興に関する一部負担を実
施
・徳山下松港ポートセールス推進協議会負担金、
徳山下松港ポートラジオ局運営費負担金

4,604 Ｂ 徳山下松港の利用促進を図っていくための基幹をなす
事務事業である。しかしながら合理的かつ効率的な事
業運営が求められもので実施方法やコスト等の見直し
等について市として積極的に関与しながら継続してい
く。

・国際拠点港湾徳山下松港利用者の航行の安全性と
利便性を確保する。
・徳山下松港の利用促進と地域経済の活性化を図る。

550 河川港湾課 港湾建設県事業負担金
（県債分）

徳山下松港の物流基盤の整備が進められること
により、地元企業の地域間や国際的な競争力の
強化を図る。

県が実施する徳山下松港（徳山港区・新南陽港
区）の港湾整備事業に係る一部負担を実施
・晴海地区コンテナターミナル内：荷役機械改良、
用地舗装ほか
・晴海地区：用地整備、舗装ほか
・晴海、港町地区：上屋改修ほか

216,780 Ａ 港湾機能施設の機能改修及び環境改善等において県
事業の進捗状況等を把握し、効率的に事業を推進す
る。

・徳山下松港国際物流ターミナルの基盤整備が進み、
地元企業の地域間や国際競争力の強化を図れる。

551 河川港湾課 港湾整備県事業負担金
（現年分）

徳山下松港における港湾施設の改良や延命化
対策により施設利用者及び海上輸送の安全性や
効率性を、海岸高潮対策の実施により海岸沿岸
部の高潮被害防止が図る。また、港湾の整備促
進によって、周南コンビナートの国際競争力の強
化と周南市の活性化を図る。

県が実施する徳山下松港（徳山港区・新南陽港
区）の港湾建設（修築）事業に係る一部負担を実
施
・港湾施設改良：那智可動橋・浮桟橋補修、築港
可動橋、港町桟橋補修、臨港道路補修、フェリー
ターミナル再編整備
・海岸高潮対策：徳山護岸、粭島護岸・離岸堤改
良
・海岸老朽化対策：排水機場補修
・単独港湾：平野ふ頭浚渫

46,046 Ａ 事業の進捗状況の把握や改訂された港湾計画に基づ
き、事業実施においては選択と集中のもと優先順位を
持って中・長期の視点で計画的な事業展開を図って行
く。併せて高潮被害から背後地を防護するため、今後
も継続して積極的に海岸高潮対策事業を推進する。

・国際物流拠点港としての物流基盤、防災拠点強化や
機能確保及び海岸高潮対策により沿岸部の被害防止
を図る。

552 河川港湾課 公共土木施設災害復旧
事業費（現年補助）

災害発生時において、補助災害復旧事業として、
迅速且つ早期の復旧を図り、市民の安心・安全
を確保する。

補助対象となる公共土木施設の災害復旧を実施
・公共土木施設災害復旧工事

16,913 Ａ 査定申請時に未計上の工種は、実施において単独費
対応となることから、精査した査定設計書の作成が必
要である。

災害発生時においては、迅速かつ的確に復旧を図り、
市民の安心・安全を確保する。
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553 河川港湾課 公共土木施設災害復旧
事業費（現年単独）

災害発生時において、単独災害復旧事業として、
緊急対応や応急対策を的確に実施し、迅速且つ
早期の復旧対応によって、市民の安心・安全を
確保する。

補助対象とならない公共土木施設の災害復旧を
実施
・測量設計等業務委託
・公共土木施設災害復旧工事

46,978 Ａ 公共土木施設災害復旧における単独災害対応は、補
助災害対応可能かどうか十分に精査検討した上で実
施し、単独災害復旧の対応としても、早急且つ迅速な
対応が求められる。

災害発生時においては、迅速かつ的確に復旧を図り、
市民の安心・安全を確保する。

554 住宅課 市営住宅管理事業費 住宅に困窮する市営住宅の入居希望者に対し、
低廉で良質の市営住宅を提供するとともに、適正
な住宅管理を行うことで、入居者が快適で安全な
生活を送ることを目指す。

●市営住宅管理戸数3,757戸（徳山2,602戸、新
南陽891戸、熊毛163戸、鹿野101戸）の維持管理

173,016 Ａ ライフサイクルコストの縮減のため、点検の強化及び
予防保全的な維持管理を進めていく。
指定管理者による滞納者への徴収体制の強化を進め
ていきながら、悪質な滞納者については、提訴を行う
など徴収率の向上に努めていく。

計画的な修繕や維持管理を行うことで、コストの削減を
目指すとともに、指定管理者と連携しながら滞納者へ
の徴収を強化し、収納率向上を図る。

555 住宅課 市営住宅改修事業費 安心・安全を第一に、市営住宅の機能維持及び
便益向上のため改修工事を行なう。また、老朽化
している市営住宅を解体することにより周辺環境
の安全を確保する。

●老朽化にともなう市営住宅の改修・機能維持を
図るための整備
●周辺への影響を考慮し、空き家となった市営住
宅の解体

40,467 Ａ 指定管理者と協力して、定期的に建物及び設備機器
（ライフライン）の点検・調査を実施する。

緊急性等を考慮し、計画的に建物の維持補修を実施
していく。

556 住宅課 公営住宅ストック改善事
業費

入居者の生活の質の向上が図られるとともに、
入居者が安心して生活することができる。

●市営住宅のストックの長寿命化を図るため、
「公営住宅等長寿命化計画」に基づく、計画的・
合理的な建物の維持修繕及び改修工事。

86,739 Ｂ 周南市公営住宅等長寿命化計画に基づき、維持管
理、用途廃止及び建替を計画的に進める。

財源等を考慮し、計画で実施予定の工事の見直しや
延伸を行うことにより、平成31年度の実施工事を０件と
した。平成32年度以降は、計画に基づき建物の維持修
繕を実施していく。

557 住宅課 公営住宅等整備事業費 老朽化した公営住宅等の建替えのため、解体、
建設、既存住宅入居者の移転補償を行う。

●既存入居者の移転、老朽化した住宅の建替え 268 Ａ 周南市公営住宅等長寿命化計画に基づき、老朽化し
た住宅の建替を計画的に進める。

関係部署と協議をし、建替えの時期について見直しを
行ったことにより、平成31年度は、敷地造成工事の
み、実施していく。

558 住宅課 住宅支援事業費 長期に渡り、良好な状態で使用するための措置
が講じられた優良な住宅である「長期優良住宅」
の建設の促進を図る。

●長期優良住宅の認定
●住まいへの関心を高めるため、住宅相談の実
施

57 Ｂ 長期に渡り、良好な状態で使用するための措置が講じ
られた優良な住宅である「長期優良住宅」の建設の促
進を図っていく。

前年度同様、最低限の事務費のみ計上

559 住宅課 住宅等耐震化促進事業
費

耐震診断及び耐震改修を行う建物所有者を支援
することで、住宅・建築物の耐震化が促進され
る。

●昭和５６年５月以前に建設された、木造住宅の
耐震診断を希望する所有者に対し、無料で耐震
診断員を派遣
●昭和５６年５月以前に建設された、木造住宅の
耐震改修を実施する所有者に対し、補助金を交
付
●昭和５６年５月以前に建設された、多数利用建
築物の耐震診断を実施する所有者に対し、補助
金を交付

885 Ｄ 官民協働にて、耐震化のＰＲをはじめ、更なる耐震診
断・耐震改修の実施を推進する。

木造住宅耐震改修事業の利用促進対策として、補助
率・補助限度額の引き上げを行う。
また、地震時に倒壊の恐れがある危険なブロック塀等
の撤去を推進するため、ブロック塀等撤去について補
助を創設する。

560 建築課 建築設計監理事務費 公共施設の安心・安全、質の高さを効果的・効率
的に実現する。

安心・安全の観点から、公共施設の整備をはじ
め、未実施の耐震化の促進や市民の要望に応え
る質の高い施設の提供を目指す。

1,968 Ａ 限られた予算の中で、安心安全で質の高い整備を目
指すため、改修方法や工法・材料選択の比較検討が
必要となる。

法令の改正や公共建築仕様書の改訂により、フル
ハーネスや本の購入が必要となり、予算は、増額と
なったが以前より購入する本数や冊数を減らし予算削
減に努めた。

561 建築課 市有建築物情報電子化
事業費

必要な図面のみを収納し、保有する図面等の縮
減及び業務の迅速化や経費節減、かつ、データ
の庁内共有化による維持管理のための有効利
用を目的とする。

紙ベース設計図書の電子化（業務委託） 2,867 Ａ 平成３０年度も引き続き業務を行い、100％の完了を行
う。

562 都市政策課 地籍調査事業費 地籍調査を行うことにより、土地の開発・保全や
利用の高度化及び固定資産税の公平化を図る。

国土調査法に基づき、毎筆の土地の境界、面
積、所有者、地目及び番地の調査と測量を実施
する。

24,879 Ｂ 第6次１０箇年計画に基づき、今後も計画的な事業推
進を図る。

限られた財源の中で効果的・効率的な事業進捗を図
れるよう予算化した。

563 都市政策課 都市計画一般事務費 人口減少・少子高齢化社会に対応した都市の健
全な発展を図るため、土地利用や都市施設等の
計画的なまちづくりを推進する。

●社会情勢の変化に対応した今後のまちづくり
について検討する。
●都市計画に係る法的事務手続きや都市計画
審議会を運営をする。

10,897 Ｂ 経常的な業務ではあるが、安全で快適に暮していける
まちづくりを進めるため、諸法令に則り、計画的な事務
執行に努める。

建築指導課と事務処理システムの連携を図るなど、経
常的な経費についても必要最小限に抑えた。

564 都市政策課 離島航路対策事業費 離島航路を安定的に維持する。 大津島～徳山航路の運航によって生じる欠損額
の一部を補助することにより、航路経営の安定化
を図る。

101,891 Ｂ 交流人口や観光人口の拡大を図るため市観光部局を
はじめとする多様な主体との連携を図り、航路の利用
増を図る。併せて、利用者目線に立ったサービス向上
に努め安全で快適な利用環境の提供に努める。（第2
次大津島～徳山航路改善計画に基づく改善をＨ28か
ら実施）

離島航路を確保し、運航事業者と連携し快適な利用環
境の提供に努めた。

565 都市政策課 離島高齢者航路運賃助
成事業

大津島地区の高齢者の生きがいや健康を維持
する。

大津島における75歳以上の高齢者が、大津島巡
航を利用する場合の利用券（2回/月分）の交付。

1,963 Ａ 事業の経緯や目的などを整理し、より効果的な手法に
ついて検討を行う。

事業を継続し対象者への制度の周知と利用促進を
図った。

566 都市政策課 地方バス路線維持対策
事業費

通院、通学、買い物等の生活交通手段である公
共交通機関であるバス路線を維持する。

市民生活に最も身近な交通手段であるバス路線
の維持存続を図るため欠損額に対し補助を行
う。

130,265 Ａ 地域公共交通網形成計画における基本的な方針に基
づき、幹線と支線の役割を明確にしたうえで、公共交
通再編を検討し持続可能なバス路線の構築を図る。

公共交通ネットワークを構築するうえで中山間地域等
と拠点を結ぶため必要なバス路線を維持し、運行事業
者や関係機関との連携した利用促進を実施した。
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567 都市政策課 生活交通活性化事業費 地域における移動手段を維持確保する。 コミュニティ交通の運行及び既存の公共交通の
環境改善や利用促進を図る。

24,517 Ａ 持続可能な移動手段を確保に向け、地域自らが主体
的に検討できるよう「コミュニティ交通導入のためのガ
イドライン」を作成するとともに、利便性・効率性の高い
公共交通網の構築に努める。また、モビリティマネジメ
ントの実施などにより、公共交通に対する意識の醸成
を図る。

持続可能な公共交通ネットワークを構築するため、コ
ミュニティ交通の維持確保を図るとともに、利用促進に
よる公共交通利用者の増加に努めた。須々万須金線
を新設した。

568 都市政策課 公共交通ネットワーク形
成事業

持続な可能な公共交通ネットワークを形成し、市
民の移動手段を確保する。また、まちづくり計画
と連携した事業を実施することにより相乗効果を
発揮する。

地域公共交通網形成計画に掲げる地域公共交
通の課題を解決するための事業を実施する。

8,454 Ａ 地域公共交通網形成計画に基づき、課題を解決する
ための事業を検討実施する。また、利便性が高く持続
可能な公共交通ネットワークの再編を実現するため地
域公共交通再編実施計画の策定を行う。

様々な関係主体と連携し持続可能な公共交通ネット
ワークの構築に向け協議・検討を行った。
バス路線のサービス基準方針について住民との意見
交換を実施し、公共交通再編に係る詳細な検討を行う
予算を計上。

569 都市政策課 駅前トイレ管理事業 駅周辺において、市民が利用しやすい環境を維
持する。

高水駅前トイレ及び勝間駅前トイレの管理を行
う。

525 Ａ 継続し維持管理を行う。 戸田駅トイレの管理業務を移管し、駅前トイレの管理
体制の拡充を図った。

570 都市政策課 都市施設調査事業費 周南市の将来像及び都市像に適合した持続的な
まちづくりや都市機能の整備に繋げる。

都市計画施設（道路、公園）の現状及び将来の
適正な施設規模を把握し、都市計画施設の見直
しにおける方向性・方針、タイムスケジュール等
を検討する。

3,678 Ｂ 平成29年度末に都市計画道路の見直し方針を公表し
た。その過程においては、地元意見交換会、都市計画
審議会、パブリックコメントを実施し、幅広く意見を聴取
した。今後、見直し方針に基づき、地元への周知を図り
つつ、都市計画決定の廃止、変更の手続きを行う。

平成３０年度で都市計画決定の廃止、変更の資料が
整ったため、事業を廃止。

571 都市政策課 集約型まちづくり推進事
業費

人口減少・少子高齢化社会に対応するため、高
齢者や子育て世代にとって安心できる健康で快
適な生活環境を実現すること、財政面及び経済
面において持続可能な都市経営を可能とするこ
と等を目指す。

・立地適正化計画の策定
・立地適正化計画の推進
・立地適正化計画に基づき、都市機能誘導区域
内に医療、福祉、子育て支援、商業等の都市機
能（生活利便施設）を集約する。
・立地適正化計画に基づき、居住促進区域内へ
の居住を促進する。
・立地適正化計画等に基づき、持続可能な公共
交通ネットワークを形成する。

7,295 Ａ 平成30年度末までに居住促進区域（都市再生特別措
置法上の居住誘導区域）を設定し、公表する。

外部へ委託する業務は、職員では対応が困難な調査・
分析業務等、多大な労力や専門知識を要するものと
し、委託料の低減を図った。

572 都市政策課 駐車場管理事業 駅前ロータリーの管理を行うことにより、安全な交
通環境をつくる。

徳山駅前ロータリーの噴水、芝生及び花時計の
維持管理事業及び代々木公園地下駐車場及びＪ
Ｒ駅駐車場の管理業務

2,798 Ａ 賑わい交流施設の供用開始や今後の駅前広場の整
備に合わせて、駐車場需要を把握し、徳山駅西駐車場
や代々木公園地下駐車場を含めた駅周辺の一体的な
駐車場運営についての検討を行う。

徳山駅北口ロータリー美装化工事のため、ロータリー
噴水管理を廃止した。

573 都市政策課 徳山駅北口ロータリー整
備事業

徳山駅前賑わい交流施設や駅前広場と一体的
な整備を行うことで中心市街地の活性化を図る。

老朽化にともない美観が低下している徳山駅前
ロータリーについて、平成30年2月に供用を開始
した駅前賑わい交流施設や現在整備中の駅前
広場と調和した高質空間を形成するため、噴水、
花時計の撤去や換気塔の切り下げなどの徳山駅
周辺整備と連動した美装化を行う。

5,349 Ａ 徳山駅周辺整備と連動した整備を行い、事業の早期
完成を目指す。

徳山駅前賑わい交流施設や徳山駅北口駅前広場と調
和したデザインによるロータリー整備工事を実施する
予算を計上。

574 都市政策課 路外駐車場管理費 ３か所の駐車場を運営することにより、中心市街
地及び熊毛インターチェンジの駐車需要に応じ、
かつ、周辺の円滑な道路交通を確保する。

周南市営路外駐車場管理事業
指定管理者制度（利用料金制）により、徳山駅前
駐車場・代々木公園地下駐車場及び熊毛イン
ター前駐車場を一括管理する。

29,930 Ａ 賑わい交流施設や駅前広場の整備など、まちづくりと
連動した効果的な施設改修などを実施し、駐車場利用
者の拡大に努める。

徳山駅西駐車場は、直営の管理運営による安定的な
歳入確保と歳出の適正な執行に努め、徳山駅前駐車
場、熊毛インター前駐車場は、指定管理者制度により
効率的な管理運営を行う。

575 都市政策課 路外駐車場省エネル
ギー化事業費

省エネルギーサービス事業の機器を保守管理
し、光熱水費の削減を図る。

ESCO事業設備の維持管理業務 1,096 Ｂ ESCO事業が終了したが、機器の維持管理委託を実施
して、メリットを検証しながら継続的に機器を使用。

Ｈ27年度にESCO事業は終了し、設備の保守管理のみ
を実施していたので、路外駐車場管理費と統合し事業
のスリム化を図った。

576 建築指導課 建築開発指導事業費 無秩序な市街化の防止。
良好な環境を整えた市街地の整備。
地域住環境の維持・向上。
建築確認審査の適正実施と法定日数内審査の
全件実施。

都市計画法に基づく開発許可、宅地造成許可、
優良宅地優良住宅認定。
建築基準法に基づく建築物等の確認審査・検
査、建築行為の許可、建築物の指導、特殊建築
物・昇降機定期報告、その他関係法令による届
出（建設リサイクル法・省エネ法・山口県福祉の
まちづくり条例）、道路位置指定等。

2,842 Ａ 都市計画法及び建築基準法等に基づく必須業務であ
り、今後とも効率的な職務執行を行う。

577 建築指導課 土地対策事業費 土地の投機的取引や地価高騰を抑制し、適正な
土地利用の確保。
進達事務の適正実施と法定日数内審査の全件
実施。

国土利用計画法に基づく土地売買届出書の受理
及び県への進達、遊休土地に関する調査。

443 Ａ 国土利用計画法に基づく必須業務であり、今後とも効
率的な職務執行を行う。
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578 建築指導課 住宅等土砂災害対策事
業

土砂災害特別警戒区域内において、土砂災害へ
の構造耐力上の安全性を有していない既存建築
物の安全性の確保

土砂災害特別警戒区域内において、土砂災害へ
の構造耐力上の安全性を有していない既存建築
物の安全性の確保

0 Ｃ 土砂災害特別警戒区域内の建築物の安全性の確保
を目的としているものであり、住民の安心、安全のため
には必須業務であり、今後とも効率的な職務執行を行
う。

引き続き、市民への周知に努める。

579 公園花とみどり
課

公園緑地一般事務費 公園緑地等の維持管理に必要な事務事業を実
施し、公園緑地環境の適切な保全を図る。

・公園緑地等の管理車輌の維持管理（パッカー車
３台・クレーン付トラック１台・軽トラック１台）
・公園関係団体負担金（日本公園緑地協会・全国
都市公園整備促進協議会）

2,090 Ｂ 予防保全的な観点に立って、維持管理を推進する。

580 公園花とみどり
課

公園・街路樹維持管理事
業費

公園の維持管理体制の充実を図り、誰もが安全
安心に利用できるように維持管理を行う。
街路樹の維持管理においても緑の保全と景観、
交通の安全に配慮し適正な管理を行う。

【公園の種類】街区公園136箇所26.5ha、近隣公
園14箇所36.8ha、都市緑地8箇所2.5ha、普通公
園4箇所2.9ha、緑道1箇所1.6ha
【業務内容】公園全般の管理、樹木の管理、公園
施設の管理、有料施設の管理・運営、公園緑地
の使用及び占有許可、公園使用料等の収納、ト
イレの清掃・管理、街路樹の管理他
【管理体制】嘱託職員6名雇用

113,535 Ｂ ・事故を未然に防ぐための予防保全的な維持管理を計
画的に推進する。
・公園愛護会活動の充実を図り、市民協働のまちづくり
による総体的な維持管理費の縮減を図っていく。

581 公園花とみどり
課

永源山公園管理事業費 永源山公園の適正な維持管理を行い、レクリ
エーションやコミュニティの場として安全安心で、
気軽に利用できる公園とする。

永源山公園の概要
　【公園の種類】都市計画公園（総合公園）　開園
面積：18.0ha
　【主要施設】市制広場他14広場、各種遊具、レ
ジャープール、風車、野外ステージ、公園管理事
務所、軽飲食施設他
  【樹木等】つつじ、桜、ケヤキ、モミジ､クスノキ
  【駐車場】200台
  【開園時間】常時開園
　【管理運営】指定管理（グリーン環境協同組合）

56,535 Ａ 指定管理者による業務実績を検証し、検証結果を基に
予防保全的な維持管理を実施することにより、より効
率的な管理運営を進める。

582 公園花とみどり
課

周南緑地管理事業費 周南地域の中核となる都市公園であり、適正な
維持管理を行い、スポーツ交流の拠点、憩いの
空間として市民に親しまれ、安全安心で、気軽に
利用できる公園とする。

　【公園の種類】都市計画公園（緩衝緑地）　開園
面積：79.6ha
　【主要施設】西緑地26.8ha、中央緑地20.07ha、
東緑地28.23ha、横浜緑地2.7ha、遠石緑地1.8ha
  【駐車場】636台
　【管理運営】指定管理〔（公財）周南市体育協
会〕は、東緑地、中央緑地のみ。西緑地の維持管
理は直営で実施している。

41,384 Ｂ 指定管理者による業務実績を検証し、検証結果を基に
予防保全的な維持管理を実施することにより、より効
率的な管理運営を進める。
植物管理については、年間を通して一定の美観を確保
しつつ、イベントスケジュールに応じたメリハリのある管
理を行う。

583 公園花とみどり
課

永源山公園整備事業費 市民のレクリエーションやコミュニティの場として
安全安心で、気軽に利用できる公園として計画的
な整備を行うとともに、適切な管理を行い、公園
機能の充実を図る。

長寿命化計画に基づき、老朽化した施設の計画
的な改築・更新を行うとともに、地域防災拠点とし
ての防災機能を充実させる。

10,457 Ａ 補助事業を活用し整備を円滑に進める。（社会資本整
備総合交付金）

584 公園花とみどり
課

周南緑地整備事業費 周南地域の中核となる都市公園であり、スポーツ
交流の拠点、憩いの空間として市民に親しまれ、
安全・安心・快適で魅力のある公園として計画的
な整備を行う。

周南緑地基本計画に基づく実施設計及び施設整
備工事の実施

62,033 Ｂ 補助事業を活用し整備を円滑に進める。（社会資本整
備総合交付金）

585 公園花とみどり
課

鹿野天神山公園整備事
業費

中山間地域の拠点となる公園・緑地として適切な
維持・管理と公園機能の充実を図る。

・周南市過疎自立促進計画に基づき、平成28年
度から平成32年度の5年間で計画的な整備を行
う。
・開設後22年を経過し、老朽化した各施設の計画
的な修繕、再整備を行う。
・ふれあい広場の修景整備や山桜の植栽を進
め、周南市北部地域のコンベンションゾーンとし
て整備を行う。

14,737 Ｂ ・弾正糸桜をはじめとして、天神山公園を桜の名所とし
て位置づけるため、観光資源、市民の憩いの場となる
植栽工事を行い、景観の整備を進める。
・利用者の体力や嗜好に合わせたランニングルートや
ウォーキングルートなどの設定やイベント等ソフト事業
の実施を図る。

586 公園花とみどり
課

公園施設長寿命化対策
事業費

設置から30年以上が経過し、施設の老朽化が進
んでいる都市公園において、公園施設の計画的
な維持管理の方針や長寿命化対策を定め、公園
施設の安全性確保と機能保全を図りつつ、ライフ
サイクルコストの縮減や平準化を図る。

周南市公園施設長寿命化計画に基づく、老朽化
した施設の修繕及び改築

6,091 Ｂ 補助事業を活用し整備を円滑に進める。（社会資本整
備総合交付金）
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587 公園花とみどり
課

永源山公園イベント事業
費

市民参加による実行員会を中心としたイベントを
開催することより、地域のふれあいの場を提供
し、公園の利用を促進するとともに、地域の活性
化を促す。

実行委員会主導によるイベントの開催
　・5月   　つつじ祭り
　・10月　　ゆめ風車まつり
指定管理者による地域連携イベントの開催
　・10月　　チューリップ満開作戦

1,500 Ｂ ・地域の活性化と観光振興に寄与するものであり、実
行委員会との連携による市民参画事業でもあるので、
継続的に開催していく。
・平成27年度において、つつじ祭りの開催日数及びイ
ベント内容の見直しを実行員会で検討し、平成28年度
のつつじ祭りに反映させている。

588 公園花とみどり
課

都市緑化推進事業費 花とみどりに関する情報の普及を行うとともに、
花とみどりにふれあう市民相互の交流の場を提
供し、緑化意識の高揚を図る。

・緑化資材の供給と花の栽培管理事業
・種から育てた苗で花壇づくり
・花壇コンクール（生涯学習課と共催）
・京都大学連携事業
・花とみどりの相談支援事業
・地域花壇づくり講座

3,002 Ｂ 関係機関、関係部署との連携を強化し、多面的に事業
を推進する。

589 公園花とみどり
課

緑のリサイクル事業費 公園・街路樹等の維持管理で発生する剪定枝、
伐倒木等については、ゴミとしてではなく資源とし
て捉え、地球環境にやさしく、最小の費用で活用
を図る。この事業により、公園・緑地・地域花壇の
緑化促進資材として、公園緑地分野の循環型社
会の形成を目指す。

公園・街路樹等の維持管理で発生する剪定枝、
伐倒木等を指定場所に集積し、木材破砕処理機
によりチップ化し堆肥化したものを、公園緑地・地
域花壇の緑化促進剤として活用する。
　樹木管理箇所：街路樹配置路線（５０路線）、公
園数（１６３公園）
　ストックヤード4箇所：徳山・新南陽地区＝ペガ
サス、周南緑地・熊毛地区＝高水原

4,795 Ｂ これまでの実績では、年間約700㎥がチップ化され、愛
護会等花壇づくりの団体が堆肥として利用している。
今後もコストに配慮し、事業の効率性を高めたい。

590 公園花とみどり
課

児童福祉施設管理事業
費

子どもたちが安心して利用できるレクリエーション
やコミュニティの場を確保するため、児童遊園の
適切な維持管理を行う。

対象児童遊園49箇所
児童遊園の借地契約事務（借地契約件数9件）、
施設の修繕、遊具の点検等

2,554 Ｂ 児童がいつでも安全・快適に使用することができるよう
適正な管理を行うことが必要で、危険な遊具について
は、撤去・修繕に努める。

591 公園花とみどり
課

農村公園管理事業費 農村地域の市民のレクリエーションやコミュニティ
の場として利用されている、農村公園の適切な維
持管理を行う。

鹿野地域6箇所の農村公園の維持管理業務
・小潮農村公園　・西河内農村公園　・本町農村
公園　・石船農村公園　・大泉農村公園　・田原農
村公園

1,029 Ｂ 予防保全的な維持管理の実施

592 区画整理課 土地区画整理管理事業 管理市有地等の適切な整備及び管理を実施し、
良好な住環境の保全を図る。

区画整理事業が完了した地区内の管理市有地
等について、適切な整備・管理を実施する。

184 Ａ 熊毛地区の案件については今後も毎年度一回の定期
清掃を確実に実施。
その他管理地については、必要に応じて然るべき整備
等を検討する。

実施内容
H30年度　熊毛地区のﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ清掃業務　業務完
了日：H30.5.16
H31年度についても、予算内で引続き適切に執行す
る。

593 区画整理課 久米中央土地区画整理
事業一般事務事業

一体的整備を図り、公共施設の充足や無秩序な
市街化を抑制し、健全で良好な市街地を造成す
る。

久米中央土地区画整理事業における審議会、評
価員会を開催し、区画整理法上の諸手続きを進
める。
道路照明、排水施設の清掃点検、保険料等施行
中の公共施設の維持管理を実施する。

2,148 Ｂ 審議会、評価員会は区画整理法上設置が義務付けら
れており、仮換地の変更や換地計画の審議等事業を
進める上で実施が必要不可欠な組織である。
施行中の公共施設については、事業が完了し各所管
に移管するまでは定期的な保全管理に努める必要が
ある。

前年度と同様に、保険料や公共施設の光熱水費等必
要最低限の固定的経費を計上。

594 区画整理課 土地区画整理清算事業 分割納付の徴収清算金を完納させる。 分割納付となっている新地・熊毛中央地区の徴
収清算金について、完納させる事業。

5 Ｂ 少しづづではあるが、定期的な納付により残額は減少
している。今後も納付が途切れる事の無いよう徴収業
務を継続する。

分割徴収者に対し、適宜必要な納付依頼を実施し、完
納に向け継続的な徴収事務を実施する。

595 区画整理課 久米中央土地区画整理
事業

一体的整備を図り、公共施設の充足や無秩序な
市街化を抑制し、健全で良好な市街地を造成す
る。

都市計画道路及び区画道路：計画延長6,561.7
ｍ、通路：計画延長522.5ｍ、公園：3箇所 8,161.6
㎡、宅地整地：187,152.18㎡、保留地：6,020㎡
事業施行期間　事業施行期間　1997年4月15日
～2025年3月31日（清算期間5年含む）

93,194 Ｂ 早期の事業完了に向けて計画的に事業を進める。 事業完了後の公共施設の移管時期を見据え、計画的
な施設補修等を実施し、単年度での経費抑制を図る。
また、事業進捗により市管理の従前地が無くなる事に
より草刈の委託費用を減額。

596 区画整理課 中溝線整備事業費 富田西部第一土地区画整理事業区域界から国
道２号までの区間において、歩行空間を確保した
道路を整備することにより、歩行者の安心かつ安
全な空間を形成しつつ、本市の臨海部から国道
２号以北の市街地までの道路ネットワークを形成
し、交通の円滑化を図る。

●施行場所：大字富田字中溝、日地町及び大字
富田字新町
●工事種別：道路改良及び舗装　L=320ｍ
W=16m
●施行期間：2016年9月9日～2026年3月31日

54,090 Ｂ 平成28（2016）年9月に認可取得。H29年度については
5筆、962㎡の用地買収及び、2件の移転補償を実施。
今後用地買収・物件補償を進めながら、平成32年度の
工事実施へと進めて行く。

工事施行計画や、地権者との交渉状況を勘案し、国庫
補助金の範囲内で計画的な用地取得・移転補償を実
施。また、土地鑑定評価や建物調査おいても用地取得
計画に沿って効率的に実施する。

597 区画整理課 街路整備県事業負担金 交通ネットワークの整備により、交通円滑化、利
便性の向上に寄与できる。

県で施工される街路事業費の一部負担金
（１）新南陽停車場線　（２）中央通り線　（３）中央
通線

49,132 Ａ 適宜実負担金額の状況を把握し、必要に応じて予算
措置と適切な支出事務を行う。

適宜、県との連絡調整により必要額の把握を行い、過
不足の生じない予算措置と適切な支出事務を実施す
る。
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598 区画整理課 富田西部第一土地区画
整理一般事務

健全で災害に強い街づくりに有効であり、家屋の
新築や交通の利便性などにより経済的な波及効
果も期待できる

富田西部第一土地区画整理事業にかかる審議
会、評価員会の開催及び地区内施設の維持管
理（電気使用料、草刈り業務委託料、保険料）を
行う

846 Ｂ 審議会、評価員会は土地区画整理法に基づき実施し
なければならない。
難航事業者と積極的に交渉を継続するとともに、雨水
事業についても関係機関との協議を進め事業の早期
完了を目指す。

前年度と同様に、保険料や公共施設の光熱水費等必
要最低限の固定的経費を計上。

599 区画整理課 富田西部第一土地区画
整理事業

健全で災害に強い街づくりに有効であり、家屋の
新築や交通の利便性などにより経済的な波及効
果も期待できる

都市計画道路及び区画道路：施工延長6,324ｍ
（幅員6～28ｍ）、通路：施工延長557ｍ（幅員2～4
ｍ）、公園：整備面積7,060㎡、水路：施工延長334
ｍ、宅地：造成面積157,193㎡、保留地：1,500㎡、
事業期間：平成5年度～平成36年度（清算期間5
年を含む）

122,286 Ｂ 難航事業者と積極的に交渉を継続するとともに、雨水
事業についても関係機関との協議を進め事業の早期
完了を目指す。

地権者・関係機関との交渉・協議を進め、計画的かつ
効率的な工事を実施する。

600 中心市街地整備
課

徳山駅周辺整備事業 快適で利便性の高い駅周辺にするとともに、都
市の拠点づくりを行い中心市街地活性化につな
がる。

●ユニバーサルデザインやバリアフリーに配慮し
た、すべての人に快適で利便性の高い駅周辺の
整備
●南口駅前広場の整備（H28～32）
●北口駅前広場の整備（H29～31）

2,843,665 Ｂ 本事業は、駅周辺の重要な基盤整備で、賑わいの核
施設となる賑わい交流施設整備事業については、平
成29年度に終了した。開館を契機に、商店街において
も中心市街地の再生に向けた取組みが更に盛んと
なっており、事業の早期完成を目指し推進していく必要
がある。

北口駅前広場の実施設計において、修景のための水
路を計画していたが、イニシャルコスト及びランニング
コストを抑制するため水路の整備を取りやめた。

601 中心市街地整備
課

中心市街地活性化事業 中心市街地活性化を、官民連携のもとで着実に
実施していくとともに、民間による事業の掘り起こ
しを行い、その支援をしていく。

●賑わい交流施設から中心市街地に賑わいの
創出を図る
●中心市街地活性化基本計画の検証、次期計
画の検討を行う
●中心市街地活性化協議会や㈱まちあい徳山と
ともに民間事業を支援

19,993 Ｂ 平成29年度で終了した基本計画の検証を行い、次期
計画についての検討を行う。今後もまちづくり関係者と
の連絡協議、地元調整等を密に行い、事業の熟度に
合わせた支援を行うなど公民連携での活性化を図って
いく。

銀座通り歩行者優先道路化整備工事において、地下
道閉鎖に伴う躯体の撤去をやめ、コンビナート電力の
送電線の点検通路として利活用することとし、工事費
を削減した。

602 中心市街地整備
課

中心市街地施設整備一
般事務費

徳山駅周辺整備を推進し、中心市街地の活性化
に資する。
徳山駅南北自由通路等の管理により、駅周辺利
用者の利便性向上が図られる。

●徳山駅周辺整備を推進する環境の整備
●徳山駅南北自由通路の維持管理

24,623 Ａ 南北自由通路は、バリアフリー化の一環であり、市の
責務として、維持管理の必要がある。また、南北の賑
わい創出に大きく寄与する。

施設の維持管理費については、利用者の安心安全を
確保しながら、必要最小限を計上した。

603 中心市街地整備
課

コンビナート電力利活用
推進事業

「周南市まち・ひと・しごと創生総合戦略」におい
て、コンビナートと市街地が隣接しているまちの
特性と、コンビナート自家発電施設の電力有効活
用を通し、中心市街地へ「ひと」と「しごと」を呼び
込む。

●コンビナートが生み出す電力を中心市街地で
利活用することにより、中心市街地の活性化を図
る

507,328 Ｂ 賑わい交流施設や新庁舎にコンビナート電力の供給
を受け、行政コストの削減、災害時における防災拠点
の機能確保、中心市街地への民間施設誘致等を図
る。

事業廃止のため、中心市街地施設整備一般事務費へ
組替

604 競艇管理課 モーターボート競走事業 モーターボート競走法（第１条、第３１条）等に規
定されているとおり、住民福祉の向上や増進に寄
与します。

今後も安定的にモーターボート競走事業を実施
することで、その収益を継続的に一般会計へと操
出し、住民福祉の向上や市の財政運営の健全化
等に貢献します。

46,522,785 Ａ ①施設をよりコンパクトにすることで、ランニングコスト
の削減を図ります。②特別観覧施設ＲＯＫＵを積極的
に活用し、新たなファン獲得に向けた取り組みをしま
す。③新たな拠点施設としての小規模場外発売所の
開設を目指します。④全国２３場及び場外発売場への
営業活動を強化します。⑤ロイヤル席を新設し、質の
高いサービスを提供することにより有力顧客の囲い込
みを行います。

プレミアムＧⅠ競走「クイーンズクライマックス」の開催
を予定しており、更なる収益の向上を図るため、新中
央スタンドを基軸として、イメージアップや認知度の向
上、そして新規ファンの獲得を目指し、一層の収益を確
保するとともに、一般会計への繰出しを継続する。

605 会計課 会計管理事務費 適正な会計管理事務を執行する。 一般会計、特別会計等の出納事務及び審査事
務を行うための経費

8,750 Ａ 引き続き、適正に出納及び審査事務を行っていくが、
今年度、新財務システムが導入され、過渡期であり、
会計課職員を始め、全職員が共に円滑に業務が行え
るように考えていく必要がある。

平成28年度から市税等のコンビニ納付が開始したこと
に伴い、窓口収納、郵便振替による収納が減少傾向
にあるため、それぞれの手数料について内容を精査し
予算を減額した。

606 新南陽・地域政
策課

新南陽総合支所管理運
営事業費

【施設】来庁者や職員の安全性と利便性を優先
に庁舎の維持管理を行う。
【運営】維持管理費の削減を図る。

・施設、設備の保守管理
・施設設備の維持修繕
・電話交換、受付案内業務
・夜間、休日の宿日直業務
・行政財産管理
・光熱水費削減の取組み

35,064 Ａ ・庁舎老朽化に伴い、修繕費については増加傾向にあ
るが、西消防署の建設に伴い、新南陽総合支所を解
体し、イオンタウン周南内の仮庁舎に移転するため、
庁舎維持管理経費の削減が見込まれる。

西消防署の整備に伴い、新南陽総合支所はイオンタ
ウン周南に仮庁舎として移転した。それに伴い、庁舎
維持管理や光熱水費など、大幅な管理運営経費を削
減することができた。今後の新南陽総合支所の方向性
については、将来のまちづくりをしっかり見据える中
で、市民ニーズに対応した真に必要なサービスのあり
方を検証するとともに、地域の皆様と共に知恵を出し
合いながら、平成32年度中までに示していく。

607 新南陽・地域政
策課

西部市民交流センター管
理事業

地域の交流施設として、地域の活性化に繋が
る。

市民活動の推進、市民交流の促進、児童の健全
育成及び福祉の増進を図ることを目的に設置さ
れた西部市民交流センターの管理を実施。

2,667 Ａ 市民活動グループや地域グループが作業、情報収集
及び交流ができる施設として事業を行う。
市民活動支援センター移転後の当該施設の機能は、
学び交流プラザでも代替可能であることから、別用途
の施設として活用可能かを周辺施設の配置見直しと合
わせて検討する。

平成３０年度、周南市新南陽地域コミュニティセンター
等施設分類別計画を策定した。施設の今後の方向性
については、施設を取りまく環境の変化を踏まえ、将来
的な施設の方向性を今後検討するとしている。
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608 新南陽・地域政
策課

新南陽地区コミュニティ
センター管理運営事業費

地域住民の交流施設として、各地区におけるコ
ミュニティ意識の醸成を図り、潤いのある地域社
会づくりが図られる。

新南陽地区におけるコミュニティの醸成を図り、
潤いのある地域社会づくりを推進することを目的
に設置された富田東地区コミュニティセンター・地
域交流センター・福川地区コミュニティセンター・
福川南地区コミュニティセンターの管理運営を実
施

17,194 Ｂ 建物や設備が老朽化しており、今後維持補修に係る経
費が必要となるが、地域住民の活動・交流施設として
定着し、活用されていることから適切な管理運営を行
う。また、コミュニティセンターを地域づくりにどの様に
活用できるのか、地域住民の声を聴きながら位置づ
け、方向性等を整理していきたい。

平成３０年度、周南市新南陽地域コミュニティセンター
等施設分類別計画を策定した。施設の今後の方向性
については、地域のコミュニティ活動の拠点として欠か
せない施設であり、長寿命化を図りつつ、継続利用し
ていく。平成３１年度当初予算では、施設の予防保全
の観点も踏まえ、空調設備の更新経費を計上してい
る。

609 熊毛・地域政策
課

熊毛総合支所管理運営
事業費

・市民が安心して利用できるように、施設の適切
な維持管理を行う。

・ゆめプラザ熊毛（図書館を除く）及び熊毛総合
支所庁舎の維持管理

21,836 Ｂ 市民に安心・安全なサービスが提供できるよう、適切な
庁舎の維持管理を行う。

来庁者へのサービス向上と管理の効率化を図るため、
現在１階と２階に分かれている総合支所の執務室を１
階に統合してワンフロアー化する。

610 熊毛・地域政策
課

周南こどもゆめまつり開
催事業

子どもから大人まで市民のネットワークを広げ、
市民の一体感の熟成を図る。

●熊毛地域最大規模のまつりであり、主役の子
どもたちを中心とし、多くの市民が共に交流し楽
しめる体験型のイベントを、ゆめプラザ熊毛周辺
で実施する。

＜平成29年度実績＞　・開催日；平成29年11月5
日（日）　・参加者数；約12,000人

500 Ｂ 子どもに特化したまつりとして継続して開催しており、
29年度からは名称を「くまげ周南こどもゆめまつり」か
ら「周南こどもゆめまつり」に変更している。
熊毛地域から発信する周南市のまつりとして内容の更
なる充実を目指す。

賛助会員拡大への取組やスーパーの地域振興ボック
ス活用など、自主財源の確保に努めている。

611 鹿野・地域政策
課

鹿野総合支所整備検討
事業

将来的な鹿野総合支所の施設整備に向け、安
心・安全な地域の拠点施設として整備の方向性
を強める。

平成30年2月に議会、3月に住民に対し、鹿野総
合支所の施設整備について、市の考え方を示し
た。市民コンセンサスを得る方法として、各地域
や集落に出向き、総合支所の整備方法や将来へ
の方向性を丁寧に説明していく。

－ Ｃ 総合支所施設整備方針について、市の考え方を公表
した。今後はこの考え方について、丁寧な住民説明を
実施し、コンセンサスを得て事業実施としたい。

地域住民に対する総合支所整備の方向性の説明を経
て、いよいよ事業着手し、基本設計を実施する。

612 鹿野・地域政策
課

コアプラザ管理運営事業 コアプラザ鹿野の適切な維持管理を行いながら、
利用者の増大を図る。

快適な地域の拠点施設となるように維持管理し、
利用者の増大に努める。

13,292 Ｃ 利用率向上の為、各種団体や個人と連携し、体験会
の実施や教室などの開催に努め、周知を図る。

燃料費や光熱水費等、使用実績に基づいた現状に近
い予算としている。また、樹木管理等景観整備につい
ては、利用促進をはかる視点から樹木の伐採箇所等
を増加し、環境美化に努めている。

613 鹿野・地域政策
課

鹿野総合支所管理運営
事業費

鹿野総合支所の適切な維持管理を行う。 住民にとって利用しやすく懇切丁寧な行政窓口で
ありながら、コスト縮減に努めた総合支所の施設
管理を行う。

14,261 Ｂ 施設管理費について、委託業務の見直しや光熱水費
のエネルギー削減などに努め、維持経費を縮減してい
く。

経年劣化の進行する施設ではあるが、地域住民に安
心・安全を提供する総合支所として、必要不可欠な業
務を実施するため、適法、適正な維持管理を行ってい
く。

614 上下水道局総務
課

庁舎管理事業 効率的に維持管理を行い、適正な執務環境を確
保する。

老朽化が著しい局舎の維持管理業務 21,033 Ａ 上下水道局庁舎の財産管理、新庁舎での適正な管理
と運用の検討

移転に伴い、旧上下水道局庁舎は、市長部局と共同
で倉庫等に活用している。今後も経費の節減に努め
る。

615 上下水道局総務
課

人事管理関係事業 研修等により職員の技術力向上を図り、また、職
員が健康な心身で公務に専念できるように体制
を整え、効率的な事業運営を可能とする。

・経験年数に応じて研修を受講させ、技術力向上
を図る。
・随時組織を見直し、効率的な組織体制を目指
す。
・安全衛生委員会等により職員が公務に専念で
きる体制を作る。

2,916 Ａ 新庁舎に入ることで、業務や組織の見直しを進めてい
く必要がある。

職員育成のために、研修に係る費用を増額した。今後
は、外部研修の充実に合わせて内部研修についても
研究・検討を進める。

616 上下水道局総務
課

財産管理事業 資産の有効的活用を図り、効率的な事業運営を
目指す。

公用車及びパソコンについては、総務課で一括
管理し、効率的な運用を行う。

9,004 Ａ 新庁舎での適正な公用車の運用と負担
平成３１年３月を目途に、情報系のネットワークは市長
部局と統一する。

市長部局との情報系ネットワークの統一に向けて作業
を進める。

617 上下水道局企画
調整課

上下水道施設の長寿命
化・耐震化(水道事業ビ
ジョン策定）

水道施設の適正な維持管理と計画的な更新更
生を進める。

平成28年度末の事業統合（8事業）により、現行
の地域水道ビジョンを平成29～30年度の2箇年で
新水道ビジョン（＝水道事業ビジョン）に改定、こ
れに合わせて水道施設の長寿命化計画及び更
新、耐震化計画策定を行う。

－ Ａ 来年度も引き続き作業を行い、平成３０年度末までに
策定する。

618 上下水道局企画
調整課

上下水道施設の長寿命
化・耐震化（下水道施設
のストックマネジメント計
画策定）

下水道施設の適正な維持管理と計画的な更新
更生を行う。

老朽化が進む下水管路の長寿命化計画（追加
分）を平成２９年度中に、下水道施設全体を俯瞰
したストックマネジメント計画を平成２９～平成３０
年度で策定し、計画に基づいて効率的に下水道
施設の維持管理や更新・更生を行う。

83,484 Ａ 管路長寿命化計画（追加分）は平成２９年度中に策定
した。ストックマネジメント計画は平成３０年度も引き続
き策定を行う。

計画的に施設の更新構成を進めて行く。

619 上下水道局企画
調整課

雨水排除施設の整備（雨
水排除の計画策定）

中開作地区、社地町、中溝地区の浸水被害の軽
減

中開作地区、社地町は低地であり、集中豪雨時
の浸水被害を軽減するために雨水函渠やポンプ
施設の計画策定を行う。
中溝地区は都市計画道路拡幅に伴う雨水函渠
の基本計画を策定する。

6,583 Ｂ 浸水対策事業は膨大な事業費と長い整備期間が必要
なことから、少ない経緯費で早期に効果が発現するよ
うな雨水排除計画の策定に努めていく。また、浸水対
策の要望が多い中、他事業と連携して行う必要のある
箇所を優先的に計画していく。

財源と計画内容を検討精査し来年度の事業費を決め
た。
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620 上下水道局企画
調整課

汚水処理施設の整備（汚
水処理施設の計画策定）

早期水洗化を図る 下水道事業計画区域の整備困難地区において
市街化区域及び用途地域内は整備計画を策定
し、それ以外の地域は住民の方の同意を得て計
画区域から削除し浄化槽で整備し水洗化を進め
る。

5,121 Ａ 市街化区域でも30年以上整備されていない地域がる。
市街化区域は下水道整備の責務があるため、市街化
区域の整備を優先して計画を策定していく。

計画的に未普及対象を進めて行く。

621 上下水道局財政
課

水道事業の経営健全化
推進

持続可能な事業運営を行う 毎年度定期的に事業内容を検証・精査し、経常
経費や投資的経費の縮減を図る

Ｂ 経営健全化に向けた職員の意識付けを徹底し、実施
計画の見直しを予算に反映させるとともに、経費節減
を図る

熊毛・鹿野地区の料金統一等により、一般会計補助金
を削減
建設改良費については、優先度の高い事業を計画
的、効率的に実施することとし、Ｈ30年度策定の水道ビ
ジョン（経営戦略）に基づいて予算額を計上した

622 上下水道局財政
課

下水道事業の経営健全
化推進

持続可能な事業運営を行う 毎年度定期的に事業内容を検証・精査し、経常
経費や投資的経費の縮減を図る

Ｂ 経営健全化に向けた職員の意識付けを徹底し、実施
計画の見直しを予算に反映させるとともに、経費節減
を図る

内部留保資金の活用等により、一般会計からの基準
外繰入金を削減した

623 上下水道局料金
課

上下水道料金徴収事業 上水道、下水道の使用に対する公平な受益負担
をいただくため、当該料金の回収に努め、もって
低廉な料金と公営企業財政の健全な運営をめざ
す。

①未収金の早期回収による不良債権化の防止
②市から引き継いだ簡易水道システムを上下水
道局で運用しているシステムに統合することで、
　・システムの二重管理を解消することで、労力と
必要経費を削減し、供給原価の低減を図る。
　・料金センターで一元管理することで、給水区域
内異動等の契約管理とお客様サービスの満足度
向上を図る。

128,704 Ａ 　収入率は高水準を維持しており、破産倒産等の債権
回収困難事案が主であるため、新規未回収債権の発
生防止とともに、回収困難債権の保全や管理が主とな
る。

遅れていた熊毛鹿野地区の料金統一を平成３１年度
に完了、同時に同地区のデータを統合することで労務
資源をデータ管理事務から債権管理事務へ振り替え
るとともに、市から引き継いだ料金等徴収委託の業務
仕様も平成３２年度に統一する予定としており、債権回
収管理事務も処理フローを統一して効率化を図ること
でより一層の未収債権の回収と管理に努める。

624 上下水道局水道
工務課

基幹管路更新事業 老朽化した基幹管配水管（口径φ450ｍｍ以上）
の更新を行い、耐震化率の向上を図る。

　楠本浄水場北東部の基幹管路と布設済の配水
本管への接続工事を行い、老朽化した既設配水
本管を廃止する。

23,697 Ａ 　計画的な事業の実施により、耐震化率の向上を今後
も図っていくが、配水池の耐震化等を踏まえ将来的な
計画を総合的に判断する必要があり、今後は配水池
の耐震化に合わせた基幹管路の更新に計画を変更
し、限られた予算を有効に活用していく必要がある。

水道施設の配置や規模の見直しを行う施設最適化
や、施設の長寿命化の指標となる「周南市水道事業施
設整備基本計画」を基に、事業計画自体の見直しを
行った結果平成３０年度同様に平成３１年度は事業を
実施しない。

625 上下水道局水道
工務課

幹線管路更新事業 基幹管路に続く主要な幹線管路の一連の耐震化
を図り、災害時にも供給可能な管路の構築を目
指す。

菊川浄水場系から一の井手浄水場への送水管
の布設を行う。
楠本浄水場系の幹線管路をダウンサイジングし
て耐震管への布設替を行う。
管路の整備方針として、配水の上流側から下流
側へ更新を進める。

176,935 Ａ 　幹線管路は、基幹管路に次ぐ主要な配水管としての
重要性から、災害等に備えて耐震化の早急な促進に
向けた管路更新の取り組みが求められている。

「周南市水道事業施設整備基本計画」及びﾏｯﾋﾟﾝｸﾞ等
のﾃﾞｰﾀを基に老朽化した管路更新の計画を立案した。
（55,194千円増額）

626 上下水道局水道
工務課

重要給水施設管路更新
事業

災害時の重要給水施設に供給する管路の布設
替えを行い耐震化を図る。

　災害時の重要給水施設である周陽小学校及び
太華中学校へ給水する配水管の布設替えを行
い、耐震化を図る。

44,264 Ａ 厚生労働省から、重要給水施設までの管路耐震化の
促進に向けた水道事業者の取り組みが求められてい
る。

重要給水施設となる徳山小学校周辺の配水管更新を
約640ｍ行い耐震化を図る。
耐震化を効率的に実施するよう施設周辺も合わせ更
新を実施するに年度ごとの増減がある。
（24,240千円増額）

627 上下水道局水道
工務課

その他管路耐震化事業 硬質塩化ビニル管や鋳鉄管など、老朽化した配
水管の布設替えを行い安定給水を図る。

漏水発生の多い硬質塩化ビニル管や老朽化した
鋳鉄管をなどを対象とし、基本として口径φ
100mm以下は配水用ポリエチレン管、口径φ
150mm以上はダクタイル鋳鉄管を使用し、配水
管路の耐震化率向上を図る。

318,924 Ａ 財政の健全化を考慮しながら、限られた建設改良費の
予算の中で事業を実施することとなるが、優先順位を
総合的に判断し計画的な管路の耐震化を実施するこ
とにより安定給水を確保する。

全体の予算を考慮しながら、更新計画を立案するため
に予算の増減が発生する。
（9,406千円減額）

628 上下水道局水道
工務課

鹿野地区管路耐震化事
業

統合された鹿野地区における配水管の布設状態
を把握検討し、耐震管への布設替えを行い安定
給水を図る。

鹿野地区の経年劣化した配水管を耐震管である
配水用ポリエチレン管に布設替えし漏水防止、及
び災害に強い管網の構築を行う。

15,835 Ａ 財政の健全化等を考慮しながら、事業を実施すること
となるが、計画的な管路の耐震化を再検討しながら更
新を実施することにより安定給水を確保する。

鹿野地区の配水管路の重要度、老朽化度等を考慮し
ながら、更新を実施する管路を決定するために年度ご
とで増減が発生する。
（8,422千円減額）

629 上下水道局水道
工務課

熊毛未普及地区整備事
業

配水区域内の未普及地域の給水要望を精査し、
配水管の整備を行う。

老朽化した水道施設の更新を行い、安定した給
水を行うとともに地域の給水要望を集約し、未普
及地域の解消を行う。

32,969 Ｃ 財政の健全化等を考慮しながら、事業を実施する必要
があり、計画的な管路整備を再検討しながら更新を実
施することにより安定給水を確保する。

井戸枯れや水質悪化による給水要望を集約し、課内
で協議の上布設箇所を決定するため、年度により増減
が発生する。（17,772千円増額）

630 上下水道局水道
工務課

漏水防止対策事業 漏水防止により安定給水を確保し、給配水管の
漏水を早期に発見し修繕を行うことにより、有収
率の向上を図る。

配水管の中で約40％を占めるビニル管路と、口
径40mm以上の連合給水管の路面音聴及び量水
器までの戸別音聴を実施することにより、漏水を
発見する。

9,774 Ａ 有収率の向上は水道事業において継続的な課題であ
る。無効水量減少に向けた取り組みとしての漏水調査
事業は、調査方法や調査区域の選定等を精査し、今
後も継続して行う事業である。

旧市内を年度ごとに東西に分けて漏水調査を行ため
に給水戸数及び路面音調調査の距離が異なるための
増減。
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631 上下水道局水道
工務課

給配水管維持管理事業 漏水発生による有効水量の低下及び、断水・道
路陥没等の二次災害を防止するため早急に修理
対応を行う。また配水設備の修繕を行うことによ
り安定した供給に努める。個人所有部分の給水
装置修繕についても業者を紹介することにより、
迅速な修理対応を行い市民サービスの向上を図
る。

徳山地区・新南陽地区それぞれ１者と契約し、24
時間の修繕体制を確立する。修繕業務が発生し
た場合は速やかに業務を履行する。

60,977 Ａ 給配水管の維持管理における修繕体制の確立は、市
民への安定給水を行う上で不可欠であり、今後も継続
的に必要な事業である。

人件費の増額及び諸経費等の見直しを実施したため
の増額。
（3,550千円増額）

632 上下水道局水道
工務課

マッピングシステム更新
事業

・定期的にデータの更新を行うことにより、正確な
情報に基づく適切な給配水管の維持管理が可能
となる。
・他の地下埋設占用者に対し正確な情報提供を
行い、工事による破損事故防止に努める。

マッピングシステムの運用にあたっては、データ
の更新を正確に継続的に行うことが大切である。
このため、職員で可能な給水台帳のファイリング
データの更新を除き、配水管のデータ更新は業
務委託により行う。

1,620 Ｂ マッピングシステムのデータ更新は、正確な情報管理
と資産管理のため、継続的に行う事業である。

人件費及び簡水統合等による熊毛・鹿野地区がマッピ
ングシステムのエリアとして増加したことによる増額。
（86千円増額）

633 上下水道局下水
道工務課

雨水排除施設の整備事
業

●徳山駅ロータリー、地下道及び周辺商店等の
浸水を解消、軽減する。
●富田西部区画整理内の浸水を解消、軽減す
る。
●川崎・南浦山地域の浸水を解消、軽減する。

●徳山駅前の浸水を解消するため、徳山駅周辺
の整備事業と連携を図りながら、雨水函渠の増
強を効率的に整備する。
●富田西部区画整理内の浸水を解消するため、
区画整理事業などと連携を図りながら、雨水函渠
やポンプ場を効率的に整備する。
●川崎・南浦山地域の浸水を解消するため、県
道拡幅事業などと連携を図りながら、雨水函渠を
効率的に整備する。

536,004 Ｂ 雨水排除施設の整備は、市民の生命と財産を守る重
要な事業であるが、事業の完成までには長い年数と膨
大な予算が必要であり、経済的、効率的に事業を推進
するため計画的に事業を進めなければならない。

富田西部区画整理区域内の浸水を解消するため、富
田中央雨水幹線の整備を行っている。
区画整理事業との調整を図り、ＪＲ横断等の優先事業
を予算計上した。
また、徳山駅南口の雨水函渠整備は、平成31年度で１
期事業が完了の予定である。

634 上下水道局下水
道工務課

上下水道施設の長寿命
化・耐震化事業

老朽化した下水道汚水管渠の維持管理費の増
大に対応するため、経済的・効率的な管渠の布
設替え・更生を行うことにより経営の安定化を図
る。

老朽化が進む下水道汚水管渠及び合流管渠の
長寿命化計画を策定し、計画に基づき国庫補助
金事業として経済的・効率的に管渠の布設替え
または更生を実施する。
ストックマネジメント計画を策定し、ライフサイクル
コストの最小化、予算の最適化の観点を踏まえ、
計画的・効率的な改築を実施する。

126,341 Ｂ 下水道事業は多くの社会資本（ストック）を有しており、
今後、持続可能な事業推進には計画的に社会資本の
更生、更新を行わなければならない。従ってストックマ
ネジメント計画の策定は下水道事業の経営安定には
欠かせない。

長寿命化計画に基づき、老朽化の著しい管渠の改築・
更新を計画的に進める。
また、硫化水素により劣化の著しい大島地区の管渠改
築を行う。

635 上下水道局下水
道工務課

汚水処理施設の整備事
業

早期に水洗化を行い、生活環境及び周辺環境を
改善する。

下水道事業計画区域において未整備地域の整
備方針を策定し、整備方針に定められた優先順
位の高い市街化区域及び用途地域内から整備
を進める。

158,859 Ｂ 下水道計画区域の中で、市街化区域でも30年以上整
備されていない地域がある。市街化区域は下水道以
外での水洗化ができないため、市街化区域以外で着
手していない地区は計画区域から削除し、市街化区域
は整備を優先して実施する。

市街化区域及び用途地域の未整備地域のうち、優先
度の高い地区の整備を行う。

636 上下水道局浄水
課

浄水施設耐震化事業 浄水施設が老朽化する中で耐震化工事を実施
することで安定供給が促進できると共に、劣化補
修工事を併せて実施することで施設の長寿命化
を図る。

大迫田浄水場について平成28年度に基本計画・
実施設計を完了しており、平成30年度より7箇年
計画で耐震化・劣化補修工事を実施する。

0 Ａ 計画どおりに事業を推進していく。 「周南市水道事業施設整備基本計画」に基づき、楠本
浄水場は将来、廃止の方向性で動向している。耐震性
の有無については、簡易耐震診断により判定を行い、
耐震補強の必要性が生じた時に業務委託により詳細
な耐震診断および耐震補強設計を実施することとす
る。

637 上下水道局浄水
課

水道施設の統合事業 浄水場の施設統合を進めることでランニングコス
トの縮減と今後の設備投資費用の抑制が見込ま
れる。

一の井手浄水場の浄水処理を中止し、菊川浄水
場の給水区域へ統合することで低水準であった
菊川浄水場の稼働率を向上させる。

280,266 Ａ 統合が完了しランニングコストの縮減効果について検
証していく。また、統合後に不要となる施設の管理・処
理方法について検討が必要となる。

一の井手浄水場の菊川浄水場への統合が完了し、実
運用の結果、想定していたよりも動力費が大幅に増
え、ランニングコスト面で効果が縮減した。今後、運転
管理方法の見直しを検討する必要がある。

638 上下水道局浄水
課

水道施設の統合事業 浄水場、配水池等へ監視カメラを設置することで
迅速な不法侵入者対応やテロ抑止力の向上を目
指す。また、自動水質監視装置を設置し安全な
水の供給に努めるものである。

各浄水場および配水池の必要箇所に監視カメラ
を新設し、またこれらカメラ設備の維持管理を
行っていく。
浄水場の主要ポイントに自動水質監視装置（油
膜検知器・バイオアッセイ監視装置等）を設置す
る。

26,594 Ｂ テロ対策の一環としての監視カメラ設置箇所の必要性
について検討が必要である。また、今後は防犯訓練等
を充実していく。

テロ対策として監視カメラの設置箇所、台数、運用方
法等について検討が必要である。

639 上下水道局下水
道施設課

流域浄化センター施設管
理事業費

流域下水道を利用する地域の水質保全を図る。 周南流域下水道接続点（5箇所）の水質調査を行
い、県に報告する。

1,458 Ａ 山口県流域下水道維持管理要綱に従い、適切に事業
を実施する。

山口県流域下水道維持管理要綱に従い、適切に事業
を実施できる予算を確保した。

640 上下水道局下水
道施設課

下水道水質指導監督費 事業場からの排出水を監視することで、公共用
水域の環境保全に寄与する。

特定事業場からの流入水について監視指導を行
う。（徳山・新南陽・熊毛地域延べ74箇所・340項
目）

551 Ｂ 調査事業場、調査頻度を検討する必要がある。 排水基準遵守が継続できない事業場があり、調査頻
度の削減は困難であるが、粘り強く指導を継続してい
く。

641 上下水道局下水
道施設課

中央浄化センター施設管
理事業費

処理場を安定的に運転することにより、市民の健
康に安全で快適な生活環境を確保し、公共用水
域の水質保全を図る。

公共用水域への放流水質基準を遵守するため、
施設の運転維持管理、保守点検、修繕、水質試
験、下水汚泥処分、産業廃棄物処分等を行う。

330,824 Ａ 施設の老朽化に伴って再構築、長寿命化計画を進め
ており、計画に配慮した運転管理を行っていく必要が
ある。

２か年行った消化槽の清掃も終わり、徳山中央浄化セ
ンタ－の再構築を進める。
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642 上下水道局下水
道施設課

東部浄化センター施設管
理事業費

処理場を安定的に運転することにより、市民の健
康に安全で快適な生活環境を確保し、公共用水
域の水質保全を図る。

公共用水域への放流水質基準を遵守するため、
施設の運転維持管理、保守点検、修繕、水質試
験、下水汚泥処分、産業廃棄物処分等を行う。

204,054 Ａ 施設の老朽化に伴って長寿命化計画を進めており、計
画に配慮した運転管理を行っていく必要がある。

高分子凝集剤使用数量を見直し、購入予定数量を削
減した。

643 上下水道局下水
道施設課

新南陽浄化センター施設
管理事業費

処理場を安定的に運転することにより、市民の健
康に安全で快適な生活環境を確保し、公共用水
域の水質保全を図る。

公共用水域への放流水質基準を遵守するため、
施設の運転維持管理、保守点検、修繕、水質試
験、下水汚泥処分、産業廃棄物処分等を行う。

259,057 Ａ 施設の老朽化に伴って長寿命化計画を進めており、計
画に配慮した運転管理を行っていく必要がある。

平成30年度まで計画修繕を進めたため、場内整備費
を削減した。

644 上下水道局下水
道施設課

北部浄化センター施設管
理事業費

処理場を安定的に運転することにより、市民の健
康に安全で快適な生活環境を確保し、公共用水
域の水質保全を図る。

公共用水域への放流水質基準を遵守するため、
施設の運転維持管理、保守点検、修繕、水質試
験、下水汚泥処分、産業廃棄物処分等を行う。

11,614 Ａ 施設の老朽化に伴って長寿命化計画を進めており、計
画に配慮した運転管理を行っていく必要がある。

平成30年度まで計画修繕を進めたため、場内整備費
を削減した。

645 上下水道局下水
道施設課

鹿野浄化センター施設管
理事業費

処理場を安定的に運転することにより、市民の健
康に安全で快適な生活環境を確保し、公共用水
域の水質保全を図る。

公共用水域への放流水質基準を遵守するため、
施設の運転維持管理、保守点検、修繕、水質試
験、下水汚泥処分、産業廃棄物処分等を行う。

37,688 Ａ 施設の老朽化に伴って長寿命化計画を進めており、計
画に配慮した運転管理を行っていく必要がある。

経年劣化した機器の整備を行い、能力を発揮させるこ
とにより放流水質を良好に保つ。

646 上下水道局下水
道施設課

農業集落排水施設管理
事業費

処理場を安定的に運転することにより、市民の健
康に安全で快適な生活環境を確保し、公共用水
域の水質保全を図る。

公共用水域への放流水質基準を遵守するため、
施設の運転維持管理、保守点検、修繕、水質試
験、汚泥処分、廃棄物処分等を行う。

63,909 Ａ 施設の老朽化に伴って長寿命化計画を進めており、計
画に配慮した運転管理を行っていく必要がある。

須々万中央については、統合による汚泥処理の効率
化が進み運搬・処分費が削減された。
また、水質用薬品について削減が可能となった。

647 上下水道局下水
道施設課

江口ポンプ場維持費 ポンプ場を安定的に運転することにより、市民の
健康に安全で快適な生活環境を確保し、公共用
水域の水質保全を図る。

施設の運転維持管理、保守点検、修繕、産業廃
棄物処分等を行う。

6,093 Ａ 施設の老朽化に伴って長寿命化計画を進めており、計
画に配慮した運転管理を行っていく必要がある。

機器の改良で水道使用料を削減した。

648 上下水道局下水
道施設課

新南陽汚水中継ポンプ
場維持費

ポンプ場を安定的に運転することにより、市民の
健康に安全で快適な生活環境を確保し、公共用
水域の水質保全を図る。

施設の運転維持管理、保守点検、修繕、産業廃
棄物処分等を行う。

17,502 Ａ 施設の老朽化に伴って長寿命化計画を進めており、計
画に配慮した維持管理を行っていく必要がある。

長寿命化事業により設備更新を進めた結果による、業
務費の削減

649 上下水道局下水
道施設課

新南陽雨水ポンプ場維
持費

雨水等による農地、宅地への冠水を防ぎ、市民
の財産を保護する。

施設の保守点検、修繕、産業廃棄物処分等を行
う。

53,438 Ａ 施設の老朽化に伴って長寿命化計画を進めており、計
画に配慮した維持管理を行っていく必要がある。

野村ポンプ場の機能強化事業が平成３０年度より開始
され、平成３１年度当初予算も継続事業として進める。

650 上下水道局下水
道施設課

須々万ポンプ場管理事
業費

ポンプ場を安定的に運転することにより、市民の
健康に安全で快適な生活環境を確保し、公共用
水域の水質保全を図る。

施設の運転維持管理、保守点検、修繕等を行
う。

3,837 Ａ 施設の老朽化に伴って長寿命化計画の必要があり、
計画に配慮した運転管理を行っていく必要がある。

浄化センター時から池に残る廃棄物の清掃・処分を行
い、衛生的に保つ。
設備の能力が常に発揮できるよう点検を行う。

651 上下水道局水質
管理課

水質検査事業 市民の水道水質に対する安心・安全の意識の向
上を図る。

水質検査技術の向上と検査可能項目数の更なる
拡充を目指す。

34,689 Ａ 水質検査業務において検査の精度を高めるため、また
分析に係る人的負担を軽減するために、分析機器の
更新を行う。

652 上下水道局水質
管理課

協議会運営事業 共同で実施する。 協議会を設置して水道水の検査を共同で実施す
る。

7,147 Ａ 負担金の庁舎使用負担金について見直しを図り、徴収
理由を明確化するために、庁舎使用負担金と人件費
負担金に分ける。

653 消防総務課 常備消防一般事務 消防本部運営に係る一般事務を適切に執行する
ことで、消防業務の円滑な遂行を図り、市民の安
心安全を確保する。

○消防職員の健康管理及び安全衛生の向上を
図るため産業医を選任し、定期健康診断、特定
業務（深夜業務）従事者健康診断及び各種予防
接種を実施する。
○全国消防長会、全国消防長会中国支部、山口
県消防長会に参画をし、事業の研究及び検討を
行う。
○消防職員採用試験及び昇任試験を実施し、優
れた人材の確保と職員の資質の向上を図る。
○消防業務（一般事務）に必要な物品の調達を
予算の範囲内で適正に行う。

14,243 Ａ ○消防業務を円滑に遂行するためには、消防本部の
運営事務を適正に管理していく必要がある。厳しい財
政状況の中、更なる効率化を図り、適正な予算執行を
継続していく。

654 消防総務課 非常備消防費一般事務 ○消防団の運営に係る一般事務を適正に執行
することで、消防団業務の円滑な遂行を図り、地
域防災体制の強化充実を図る。

○消防団の人事、庶務及び表彰に係る事務
○消防団員の報酬及び費用弁償に係る事務
○消防団の充実強化に関すること。
○出初式に関すること。

111,148 Ａ ○地域防災の中核となる消防団の充実強化を推進す
るため、「新入団員の確保」、「消防団の装備の充実」、
「消防団員の処遇の改善」に向け、有効的な事業展開
を継続する。

655 消防総務課 光地区消防組合負担金 ○熊毛地区の安心安全を確保する。 ○光市、田布施町とともに光地区消防組合を構
成し、共同して熊毛地区における常備消防体制
を確立する。

229,648 Ａ ○光地区消防組合と更なる連携強化を図り、負担金の
平準化など効果的な事業を検討し、熊毛地区の消防
業務を円滑に運営する。

656 消防総務課 消防職員研修養成事業 ○消防職員が幅広い知識及び技術を習得するこ
とで、消防活動の質の向上を図り、市民の安心
安全を確保する。

○県消防学校及び消防大学校等に入校し、各種
教育課程を修了する。
○各種資格取得講習を受講し、幅広い技能資格
を習得する。

6,293 Ａ ○勤務体制や確保人員の関係から、多くの職員を研
修派遣することが難しいため、今後も教育研修計画に
基づき、効果的な職員教育を継続するとともに、研修
修了者による部内教育を推進する。

657 消防総務課 消防庁舎管理事業 ○消防庁舎を適正に維持管理することで、消防
力の充実を図り、市民の安心安全を確保する。

○消防庁舎の維持管理に係る設備保守委託、保
全修理及び光熱水費等を適正に管理する。

29,512 Ａ ○ランニングコストの更なる削減や効率的な保全修理
を行い、適正な事業運営に努めていく。

55／66



平成３０年度事務事業評価結果一覧表（所管課別）詳細

No. 担当課名 事務事業名 事業の目的 事業の内容 H29決算額 翌年度当初予算等での改善結果評価

658 消防総務課 消防機械器具管理事業 ○消防機械器具を適正に維持管理することで、
消防活動の円滑な遂行を図り、市民の安心安全
を確保する。

○消防車両の法定点検及び消防機械器具の整
備、維持保全を行う。
○老朽化した消防資機材を計画的に更新整備す
る。

20,913 Ａ ○消防力を維持するために必要な事業であり、法定点
検及び定期点検等を確実に行うため、効率よく継続的
に事業を推進する。

659 消防総務課 消防機械器具強化充実
事業

○消防車両及び消防機械器具等を更新整備す
ることで、消防力の強化充実を図り、市民の安心
安全を確保する。

○複雑多様化及び大規模化する災害に対応す
るため、老朽化した消防車両及び消防機械器具
等を更新整備することにより、消防力の強化充実
を図る。
(1)大型化学高所放水車　1台(中央署防署）
(2)査察広報車　1台（西消防署）
(3)消防用ホース　89本

133,189 Ａ ○複雑多様化及び、大規模化する災害に的確に対応
するため、社会の動向等を踏まえて仕様を十分検討
し、財源等を有効に活用しつつ計画的な更新整備を進
めていく。

660 消防総務課 消防団員研修養成事業 ○消防団員が幅広い知識及び技術を習得するこ
とで、地域防災体制の強化充実を図り、市民の
安心安全を確保する。

○県消防学校等に入校し、各種教育課程を修了
する。
○消防本部が実施する新入団員、幹部研修等を
受講し、幅広い知識及び技術を習得する。

203 Ａ ○複雑多様化する災害等に対応するため、地域防災
の要である消防団員の消防技術及び知識の習得は重
要となっている。　消防団員の教育機会の確保をこれ
まで以上に推進する。

661 消防総務課 消防団機械器具管理事
業

○消防団機械器具を適正に維持管理すること
で、消防団活動の円滑な遂行を図り、市民の安
心安全を確保する。

○市民消防団車両の法定点検や消防団機械器
具の維持管理を行う。
○老朽化した消防団資機材を計画的に更新整備
する。

9,812 Ａ ○消防団との更なる連携体制を構築し、消防団車両の
点検整備を計画的に行い、事業の円滑な運営に努め
る。
○団員への消防団機械器具の取扱い及び整備要領
及び法体系等について、機会を捉え指導・助言を行
う。

662 消防総務課 消防団等公務災害補償
等共済基金事業

○消防団員の公務災害補償及び退職報償金に
係る事務を適正に執行することで、消防団員の
福利厚生を向上させ、地域防災体制の強化充実
を図る。

○消防団員等公務災害補償等共済基金に加入
し、公務災害が発生した場合の損害補償に係る
手続き、及び消防団員が退職した際の退職報償
金に係る手続きを行う。

25,490 Ａ ○消防団員の公務災害補償及び退職報償金の支払
いは、消防組織法に基づいた重要な事業である。今後
も、適正な事務手続きを遂行し、活力のある消防団活
動を担保する。

663 消防総務課 消防団機械器具強化充
実事業

○消防団車両や消防団機械器具等を更新整備
することで、地域防災の体制の強化充実を図り、
市民の安心安全を確保する。

○老朽化した消防団車両及び消防団機械器具を
更新整備
（１）消防ポンプ自動車　1台　（須金）
（２）小型動力ポンプ付積載車：全自動　1台（御
姫町）
（３）小型動力ポンプ付積載車：軽四型　1台（中
津）
（４）消防用ホース　66本

40,500 Ａ ○地域の特殊性や配備状況、社会の動向等を踏まえ
て仕様を十分検討し、計画的な更新整備を進めてい
く。

664 消防総務課 消防施設管理事業 ○消防団機庫を適正に維持管理することで、地
域防災体制の充実を図り、市民の安心安全を確
保する。

○消防団機庫の維持管理に係る保全修理及び
光熱水費等を適正に管理する。

1,309 Ａ ○効率的な維持管理を検討し、適正な事業の運営に
努める。

665 消防総務課 消防施設整備事業 ○消防施設を更新整備することで、消防体制の
強化充実を図り、市民の安心安全を確保する。

○消防団機庫の改修、及び複数の消防団機庫を
集約し拠点施設として更新整備し消防体制の強
化充実を図る。
（１）消防本部庁舎四階防水改修工事
（２）今市機庫解体工事
（３）下清尾機庫解体工事
（４）西部機庫整備に伴う第一保育園解体工事

22,779 Ａ ○消防施設の更新整備については、関係部局と調整
を図りながら計画を策定していく。

666 消防総務課 西消防署整備事業 ○老朽化した西消防署を更新整備することで、消
防体制の強化充実を図り、市民の安心安全を確
保する。

○老朽化した西消防署の建替えに必要な、関係
機関との協議や各種手続き等を実施する。
（１）西消防署基本実施設計業務委託
（２）西消防署地質調査業務委託
（３）新南陽総合支所解体設計業務委託

19,308 Ａ ○平成32年度中の運用開始を目途に、関係部局及び
関係機関と十分な協議・調整を図りながら実施してい
く。
○本市西部地区の消防拠点となるよう、施設内容を十
分検討するとともに、ランニングコストの低減化を含め
た、経済的な施設整備を推進する。

667 警防課 救急救助業務推進事業 ・救急救助業務に係る資機材の整備や訓練及び
教育を行うとともに、医療機関等との円滑な協力
関係を構築することで、周南市における救急救助
体制の充実を図る。

・救急救助資機材の整備と教育訓練の実施
・緊急消防援助隊の機能強化と訓練の参加
・応急手当の普及啓発

13,440 Ａ ○救急救助資機材を有効かつ効果的に整備するとと
もに、職員の教育訓練の充実を図る。
○周南地域ＭＣ協議会を通じて、搬送医療機関等との
円滑な調整を推進し救急業務の質の担保を図る。

668 警防課 救急業務高度化推進事
業

・救急救命士等の養成や救急資機材の整備を行
い、病院前救護体制の高度化を推進する。
・大規模化複雑化する災害等に適切に対応す
る。

○高規格救急自動車の更新整備と救急救命士
養成等による救急業務高度化の推進
・高規格救急自動車の更新整備１台
・救急救命士の養成２名、指導救命士の養成１
名
・気管挿管実習５名（新規４名、再教育１名）

42,708 Ａ ○救急救命士等の計画的な養成を進める。
○救急救助資機材等の計画的な更新整備を進める。
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669 警防課 消防水利施設管理事業 消防水利を効果的に設置するとともに、適切に維
持管理することで消防力の強化を図る。

「消防水利の基準」の他、関係法令に基づき、消
防水利についての整備及び開発を図るとともに、
維持管理を適正に行う。

15,895 Ａ 水利不便地区には防火水槽を含めた消防水利の確保
と、水道事業に連動した消火栓の更新整備を行うとと
もに、新たに消火栓を設置し災害に強い街づくりを推
進する。

670 警防課 通信指令管理事業 ・消防緊急通信指令システム及び消防無線設備
の安定稼働を実現することにより、通信指令体制
を確立し、市民を災害から守る。

・各種災害の受付、指令及び情報伝達を迅速・確
実に行い被害の軽減を図る。
(1)消防緊急通信指令システムの保守管理
(2)　消防無線設備保守管理
(3)１１９番の受付から指令
(4)消防緊急通信指令システムのデータ管理（OA
含む。）
(5)広報活動

84,317 Ａ ・消防緊急通信指令システムの安定稼働を実現し、消
防救急体制の充実強化を図る。

671 予防課 火災予防普及啓発事業 市民の防火意識の高揚を図り、関係法令（火災
予防条例の一部改正を含む。）に基づき、防火対
象物等の防火を推進することにより、市民の安心
安全が守られる。また、幼年・少年消防クラブ及
び婦人防火クラブの活動を支援し、火災予防意
識の醸成を図ることにより、地域の安心安全が守
られる。

防火対象物の防火・安全の推進と市民の防火意
識の高揚を図ることによる火災の未然防止
(1)火災予防意識の普及啓発
(2)住宅用火災警報器の設置対策
(3)防火クラブ等の育成指導

1,893 Ｂ ・防火対象物の安全確保が必要となる。
・住宅用火災警報器の全戸普及のために取り組むとと
もに、今後は適正な維持管理についても啓発が必要と
なる。

672 危険物保安課 危険物保安事業費 危険物施設における災害・事故の絶無を期する
ことで、市民の安心安全を確保する。

危険物許認可及びこれに係る完成検査等、完成
検査前検査、事故調査、石油コンビナート等災害
防止法に係る届出・検査等業務を実施する。
コンビナート事業所等の立入検査を実施し、法令
不備等の是正を行う。

10,345 Ａ コンビナート事業所及び一般市中の危険物施設にお
ける事故の絶無を期することは、市民の安心・安全を
守る上でも非常に重要である。今後も法令に基づき危
険物規制事務を推進する。

673 教育政策課 教育委員会費 地方教育行政の組織及び運営に関する法律に
基づき、教育委員会点検評価制度を活用して、
市民への説明責任を果たすことで、より効果的な
教育行政を推進できる。

●毎月定例教育委員会を開催、必要に応じて臨
時会を開催する。
●教育委員会会議録をホームページ等通じて公
表
●教育委員会委員が小・中学校を訪問し、指導
助言を行う。
●教育委員会委員が各種研修会に出席し、情報
入手や課題等の共有に努め、各教育委員会間
の連絡調整、諸課題の解決を図る。
●総合教育会議の開催

3,628 Ｂ 教育委員会が活性化する体制の確立に取組む。ま
た、教育委員会ホームページや市広報等を活用して、
「新たな教育大綱」の市民への周知に努める。

教育委員会の活性化のため、教育委員会委員の研修
の充実を図るなど業務内容を精査した。

674 教育政策課 事務局一般事務費 教育委員会を円滑かつ効果的に運営するととも
に、教育行政充実のため、事務局の管理運営を
行う。

●教育委員会の内部調整及び管理的業務
●新教育委員会制度対応業務
●教育長秘書業務
●嘱託職員の管理（小・中学校環境整備業務、
文書逓送業務）

13,351 Ｂ 市長と教育委員会の連携により策定した新たな教育大
綱を具現化していく。

新庁舎移転により、効率的運用を図ることで、経費削
減を行った。

675 教育政策課 教育庁舎等維持管理費 教育委員会庁舎の維持管理により、円滑に業務
を遂行できる。

●教育委員会庁舎（徳山港町分庁舎を含む。）の
維持補修及び保安管理に要する経費

3,370 Ｂ 市役所新庁舎に移転するまで、必要最低限の維持管
理に努める。

新庁舎移転により当該事業費廃止

676 教育政策課 職員代替経費 事務局職員の産休・育休等の代替職員に要する
経費であり、事務局事務が停滞しないために臨
時職員を雇用する。

●嘱託・臨時職員の雇用のための予算管理 656 Ａ 事務が停滞しないように、適切な代替職員を雇用す
る。また、職員の健康管理については人事課と連携し
て取組む。

育休が確定している職員の代替職員1名に係る経費を
増額した。

677 教育政策課 教育施設情報通信機器
管理事業費

インターネットサーバーの適切な管理をすること
で、安心してインターネットを利用できる。

●学校が使用するインターネットサーバーの借上
のための契約事務及びその後の管理業務

7,006 Ｄ 平成30年度からは、教育指導一般事務費の中に維持
管理に係る予算を組み込み管理を行う。

678 教育政策課 教育施設ＡＥＤ設置事業
費

ＡＥＤ設置により、万一の事故に対する救命措置
が可能となり安心して施設を利用できる。

●教育施設（学校、生涯学習、庁舎）にＡＥＤ（自
動体外式除細動器）を継続設置
●生涯学習施設18台、小・中学校46台、教育庁
舎1台、計65台（うち、4台は日本赤十字社が設
置、1台は徳山医師会が設置）

1,983 Ｂ ＡＥＤ未設置の教育施設について、利用状況、周辺の
公共施設の設置状況等を考慮してＡＥＤの設置（新
規、廃止した施設からの移転等）を検討する。

引き続き、教育施設の安心・安全な利用のため、ＡＥＤ
の適切な維持管理に努める。
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679 教育政策課 小中学校再編整備推進
事業費

小中学校の適正規模の配置を実現することで、
教育環境を充実させ、十分な教育効果を得ること
ができる。

●小中学校再編整備の取組方針に基づき対象
校の保護者や関係者の合意形成を図り推進
(1） 学校再編整備に対する児童生徒の不安の解
消を図るための統合先学校との交流学習
(2） 統合により休校となった学校施設の適正管
理
※平成29年4月、中須小を沼城小へ、中須中を
須々万中へ統合

895 Ａ 関係者の理解を得ながら、学校の適正規模の配置を
進め、教育環境の充実を図る。対象校児童生徒が統
合先学校との交流学習を充実し、再編整備の早期実
現を目指す。また、休校施設については、地元の協力
を得ながら適正管理を行う。

事業の効果的な推進の観点から休校管理に係る経費
の見直しを行った。

680 教育政策課 アスベスト含有調査事業
費

建物には多種多様なアスベスト含有建材が使用
されていることから、適切な維持管理に繋がる。

●教育施設アスベスト含有分析調査業務委託
本試料採取には、現場での専門的な判断を要す
るため、国土交通省の「建築物石綿含有建材調
査者講習登録規程」に基づく「建築物石綿含有建
材調査者」の資格を付与されたものが採取を行
い、分析調査をし、報告書を提出してもらう。

1,458 Ｄ 引き続き、教育環境の整備に努める。

681 教育政策課 私学等助成事業費 私立学校の運営費等の一部を補助することによ
り、私学振興の充実が図られる。

●（学）山口県桜ケ丘学園に対する補助
(1)　管理運営事業費の一部を補助、補助率1/6
（ただし、市内在住の生徒一人当たり6,000円を限
度）
●（学）徳山教育財団に対する補助
(1)　保護者が市内在住である父子・母子家庭の
学生の授業料減免に対する補助、補助率1/2、
入学生のうち３人以内

4,893 Ａ 本市の教育の一翼を担う私立学校に対して、健全な学
校運営に必要な経費の一部を補助するものであり、要
綱に基づき補助を行う。今後も適切な補助基準につい
て検討する。

周南市の教育環境充実のために、引き続き私学助成
を行う。

682 教育政策課 奨学金貸付基金事業費 奨学金を貸付けることで就学困難者の就学機会
を確保できる。

●奨学金貸付及び償還事務に要する経費
(1)　家庭の経済的理由により修学が困難な人へ
の奨学金の貸付
(2)　対象者　高校、高専、大学、短大及び専修学
校の学生
(3)　貸付月額　18,000円(公立高校、高専1～3
年)、24,000円
　　(私立高校)、35,000円(大学、専修学校、高専4
～5年)

1,506 Ｂ 奨学金の周知方法や制度等の見直しを検討する。債
権管理条例に沿って償還状況の改善に努める。

平成30年度から、現行の貸付型の一般奨学金に上乗
せできる新たな市独自の二つの奨学金として、低所得
者の方への支援としての給付型「修学支援奨学金」、
大学等を卒業後、市内に定住する意志がある学生へ
の貸付型「定住促進奨学金」を開始したことに伴い、さ
らなる修学機会の確保に努める。

683 教育政策課 こども議会開催事業費 模擬議会を通して議会の仕組み等を学びなが
ら、まちづくりについて考えることで、市の未来を
担う子供たちの市政への理解を深め、ふるさとへ
の誇りと愛着心を醸成するとともに、子供たちの
アイデアを市政に生かす。

・児童が市議会議員の立場にたち、市政全般に
ついて市長に対し一般質問を行う。
・平成28年度から平成32年度までの5年計画で全
小学校に参加してもらう。

103 Ｂ こども議会への参加を通じて、議会の仕組みを学び、
まちづくりについて考えることは、参加した子供たちに
とっても貴重な体験となる。一人でも多くの子供たちが
体験できるよう、継続的な取組みが必要である。

引き続き、こども議会をとおして、まちづくりや政治への
関心を高め、将来のまちづくり等に携わる人材の育成
に努める。

684 教育政策課 小学校嘱託教職員経費 県費の事務・養護教職員が配置されない小規模
校に市費で配置することにより、学校管理運営を
円滑に行い、教育の充実が図られる。

●県職員の配置基準により、県費事務・養護教
職員が配置されない小学校（事務、養護）に嘱託
職員を配置

1,823 Ｂ 県費職員が配置されない学校については、引続き市
費で職員を配置する。

引き続き、県費職員の配置拡充に向けた取組を進め
る。

685 教育政策課 小学校施設管理費 小学校施設の適正な維持管理を行い、安心・安
全な教育環境を確保する。

休校を含む小学校全校の施設等修繕、漏水調
査、汚水管清掃、消防用設備点検、遊具点検、
電気工作物保守管理、エレベーター保守管理、
プールろ過装置保守点検、機械警備等

68,774 Ｂ 予防保全型維持管理への移行の中で、計画的に進め
ていく必要がある。

引き続き予算の効果的・効率的な執行に努め、小学校
施設の適正な維持管理を図る。

686 教育政策課 小学校改修事業費 小学校施設を計画的に改修することで、安心安
全な教育環境を確保する。

小学校施設の修繕・改修工事 112,128 Ｂ 計画的に実施することで、児童の安全確保と教育環境
の整備を図る必要がある。

まちづくり総合計画に基づき、安心・安全で快適な教育
環境の充実を図るため、久米小校舎増築、今宿小外
壁改修（3期）、須磨小屋体防水改修、岐山小トイレ改
修、勝間小水道接続、福川小プールろ過機改修による
施設整備を実施する。

687 教育政策課 中学校嘱託教職員経費 県費の事務・養護教職員が配置されない小規模
校に市費で配置することにより、学校管理運営を
円滑に行い、教育の充実が図られる。

●県職員の配置基準により、県費事務・養護教
職員が配置されない中学校（事務、養護）に嘱託
職員を配置

0 Ｂ 県費職員が配置されない学校については、引続き市
費で職員を配置する。

引き続き、県費職員の配置拡充に向けた取組を進め
る。

688 教育政策課 中学校施設管理費 中学校施設の適正な維持管理を行い、安心・安
全な教育環境を確保する。

休校を含む中学校全校の施設等修繕、漏水調
査、汚水管清掃、消防用設備点検、遊具点検、
電気工作物保守管理、エレベーター保守管理、
プールろ過装置保守点検、機械警備等

30,168 Ｂ 予防保全型維持管理への移行の中で、計画的に進め
ていく必要がある。

引き続き予算の効果的・効率的な執行に努め、中学校
施設の適正な維持管理を図る。

689 教育政策課 中学校改修事業費 中学校施設を計画的に改修することで、安心安
全な教育環境を確保する。

中学校施設の修繕・改修工事 9,201 Ｂ 計画的に実施することで、生徒の安全確保と教育環境
の整備を図る必要がある。

まちづくり総合計画に基づき、安心・安全で快適な教育
環境の充実を図るため、福川中防水改修、須々万中
屋体照明改修による施設整備を実施する。
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690 教育政策課 中学校普通教室空調設
備整備事業費

生徒が安心して快適に学べる教育環境を確保す
る。

空調機器の設置 15,408 Ａ 快適な教育環境の整備を図るため、計画的に実施す
る必要がある。

9校分の工事費が、国の30年度第1次補正予算で臨時
特例交付金として内定したことに伴い、市予算におい
ても30年度補正予算対応とした。

691 生涯学習課 社会教育振興一般事務 市民の自主的、継続的な学習活動を支援し、学
んだ成果をまちづくりに生かすための生涯学習
環境の整備・充実に取り組む等、社会教育行政
全般に係る円滑な事業実施を図る。

社会教育全般に係る会議資料等の作成や情報
収集業務、庁内連絡事務等を行う。

738 Ａ 社会教育行政を効果的に進めるうえで専門知識をもつ
職員の育成が必要であり、今後も計画的に進める。

経常経費の節減に努めるとともに、社会教育主事の育
成などを計画的に推進するため、平成３２年度を始期
とする新たな生涯学習推進プランの策定経費を増額し
た。

692 生涯学習課 文化財保護一般事務費 指定および登録文化財を増やし、郷土の特色あ
る歴史や文化の伝承を図る

文化財に関する調査等を行う。市民の誇りにつ
ながる歴史文化への理解を深める。

2,178 Ｂ 引き続き周南市文化財審議会に諮りながら、計画的に
文化財の指定・登録を進める。また、指定・登録の対
象となる未指定文化財の掘り起こしのため情報収集に
努めるとともに、指定や登録に向けての準備を実施す
る。

職員体制を含む経常経費の見直しを行った。

693 生涯学習課 青少年育成協働ネット
ワーク推進事業費

行政が、市民と協働で行う事業の企画調整を行
うとともに、青少年育成に取り組む団体が連携す
ることで、青少年健全育成の原動力となる「地域
力」「市民力」を高め、市民主体で取り組む青少
年健全育成活動の推進を図る。

青少年育成団体で構成する「周南市青少年育成
市民会議」及び学校・家庭・地域と連携し、次の
事業等を実施する。
①「地域のおじさん、おばさん運動」の実践
②青少年健全育成に関する事業の開催
③各地域において実施している青少年健全育成
活動

2,678 Ｂ 全事業費に対する補助金の割合が高い状況であるこ
とから、自主財源の確保についての検討を行う。また、
情報発信の強化や工夫を凝らした活動を行い、団体の
認知度を高める。

経常経費について、効果的な運営のため削減に努め
た。
また、市民会議の今後の在り方について検討部会を設
けて協議中であるが、組織としてしっかりと自立できる
よう、引き続き支援していく。

694 生涯学習課 青少年育成センター運営
事業費

地域の校外補導組織等との連携による、定期的
な環境浄化活動や補導活動を実施することによ
り、青少年の非行防止や健全育成を図る。

警察の少年相談員、地域の校外補導組織等の
関係機関と連携し、次の事業等を実施する。
①街頭補導活動
②白ポストの設置による有害図書類の回収等の
環境浄化活動

571 Ｂ 引き続き、地域における青少年指導員の適正化や新
たな人材確保のための取組みを実施する。
警察、校外補導組織等関係機関との連携を図り、青少
年の非行化の防止、環境浄化活動に取り組む。

周南広域校外補導連絡協議会負担金について、実情
に応じた予算の確保を行った（減額）。

695 生涯学習課 学校・家庭・地域の連携
協力推進事業

学校・家庭・地域が一体となり、地域ぐるみで子
供を育てる体制を構築する。

地域協育ネットワーク事業、家庭教育支援事業、
放課後子供教室事業等の取組みを実施する。

12,455 Ｂ 放課後子供教室においては、全小学校区での開設に
取り組むとともに、各教室におけるプログラムの充実を
図る。

経常経費の節減に努めるとともに、やまぐち型地域連
携教育をさらに推進するため、学校と地域を繋ぐ地域
学校協働活動推進員（統括コーディネーター）の活動
時間増に対応する報償金を予算措置した。

696 生涯学習課 少年の主張大会事業 青少年に対する理解を深め、学校・家庭・地域が
一体となって青少年の健全育成を推進する。

少年の主張大会を開催する。
（中学生が、学校生活や日常生活を通じて考えて
いること、同世代や大人に訴えたいことについて
発表する）
（小・中学生から「青少年健全育成及び青少年非
行防止」をテーマとした「文字デザイン」、「標語」、
「４コマコミック」を募集し表彰する）

131 Ｂ 多くの児童生徒の作品応募を促す。
市民が青少年の意識に触れ、理解を深める絶好の機
会であることから、積極的な周知を図る。

経常経費について、効果的な事業運営のため節減に
努めた。

697 生涯学習課 青少年団体等活動助成
事業

青少年の健全育成や青少年リーダーの育成を
行っている団体の活動を助成することにより、団
体の拡充と育成を図る。

補助金を交付し、青少年団体活動が停滞するこ
となく、継続的な活動ができるよう助言、指導を行
う。

1,804 Ｂ 補助金を交付する意義を団体に周知するとともに、団
体活動が停滞しないよう継続的な支援を行う。

補助事業交付団体の事業内容について引き続き精査
し、適正な補助金の交付に努める。

698 生涯学習課 成人式開催事業費 成人式の企画、運営を青少年主体の実行委員会
で行い、主体的に行動する青少年リーダーの育
成、発掘を進める。

・新成人の新しい門出を祝福、激励するとともに、
法的にも大人として認められた権利及び責任等
に対する自覚を促す。
・青少年により組織された実行委員会を立ち上
げ、企画・運営を主体的に行うことにより、次代の
リーダー育成に寄与する。

1,463 Ａ 実行委員会組織を充実するため、多様な主体が参画
できる環境を用意する。
また、成人式を周南市の魅力を発信する機会として捉
え、市外に出ている学生等のUターンを推進する。

新成人記念品について、単価の見直しを行った（減
額）。
アトラクション出演者謝金については実情に合わせて
増額としたが、新成人にとって想い出深い式典とする
ため、引き続き、実行委員と共に努力を重ねていく。

699 生涯学習課 公民館管理運営事業 生涯学習・社会教育・コミュニティ活動の推進拠
点である公民館の管理・運営体制を充実し、生涯
学習及び地域づくり活動を進める。

公民館３１館３分館が、快適に使用でき、拠点施
設機能が発揮できるよう効果的な管理運営を行
う。
（別事業となる公民館類似施設6館を除く）

111,284 Ｄ 少子高齢化等を原因とする地域の活力低下を防ぎ、
地域コミュニティの核としての機能を充実させるため、
生涯学習機能を維持しつつ市長部局へ施設を移管す
ることとした。

平成３０年度から公民館を生涯学習及び地域づくり活
動の拠点と位置付け、市長部局へ移管したことに伴い
事業を廃止した。
生涯学習機能については、生涯学習推進事業費で維
持・推進する。

700 生涯学習課 公民館整備事業 生涯学習・社会教育・コミュニティ活動の推進拠
点である公民館の利便性向上及び安心・安全の
確保を図る。

公民館の機能維持及び向上を図るため、改修や
整備を行う。
（公民館類似施設6館を除く）

153,568 Ｄ 施設の安心・安全を確保するため、施設分類別計画の
方向性を踏まえ、計画的な改修及び整備を進める。

平成３０年度から公民館を生涯学習及び地域づくり活
動の拠点と位置付け、市長部局へ移管したことに伴い
事業を廃止した。

701 生涯学習課 三丘徳修館管理運営事
業

生涯学習・社会教育・コミュニティ活動の推進拠
点である公民館の管理・運営体制の充実を図
る。

効果的な施設の管理・運営
公民館講座の開催
コミュニティ協議会など地域団体の活動支援

3,711 Ｄ 少子高齢化等を原因とする地域の活力低下を防ぎ、
地域コミュニティの核としての機能を充実させるため、
生涯学習機能を維持しつつ市長部局へ施設を移管す
ることとした。

平成３０年度から公民館を生涯学習及び地域づくり活
動の拠点と位置付け、市長部局へ移管したことに伴い
事業を廃止した。
生涯学習機能については、生涯学習推進事業費で維
持・推進する。
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702 生涯学習課 鶴いこいの里管理運営
事業

人と鶴の共存をめざして鶴の保護、調査研究、交
流及び情報発信並びにコミュニテイ活動、スポー
ツ活動等の生涯学習の推進を図る

複合施設としての利点を生かした効果的な施設
の管理・運営

12,070 Ｂ 利用人数の増を図る施策を実施し、地域の拠点及び
複合施設としての利用価値を高めていく。

消費税率改定にあわせ仕様を見直すとともに、経常経
費について効果的な事業運営のため節減に努めた。

703 生涯学習課 新南陽ふれあいセンター
管理運営事業

研修・レクリエーション・コミュニティ活動・文化ス
ポーツ活動の場を提供することにより、市民の交
流が活発となり、生涯学習の推進と地域の活性
化を図る。

複合施設としての利点を生かした効果的な施設
の管理・運営

44,900 Ｄ 少子高齢化等を原因とする地域の活力低下を防ぎ、
地域コミュニティの核としての機能を充実させるため、
生涯学習機能を維持しつつ市長部局へ施設を移管す
ることとした。

平成３０年度から公民館を生涯学習及び地域づくり活
動の拠点と位置付け、市長部局へ移管したことに伴い
事業を廃止した。
生涯学習機能については、生涯学習推進事業費で維
持・推進する。

704 生涯学習課 勝間ふれあいセンター管
理運営事業

生涯学習・社会教育・コミュニティ活動の推進拠
点である公民館の管理・運営体制の充実を図
る。

効果的な施設の管理・運営
勝間ふれあいセンター学級の開催
コミュニティ協議会など地域団体の活動支援

4,305 Ｄ 少子高齢化等を原因とする地域の活力低下を防ぎ、
地域コミュニティの核としての機能を充実させるため、
生涯学習機能を維持しつつ市長部局へ施設を移管す
ることとした。

平成３０年度から公民館を生涯学習及び地域づくり活
動の拠点と位置付け、市長部局へ移管したことに伴い
事業を廃止した。
生涯学習機能については、生涯学習推進事業費で維
持・推進する。

705 生涯学習課 高水ふれあいセンター管
理運営事業

施設を管理・運営し、地域住民の生涯学習及び
コミュニティ活動の促進を図る

効果的な施設の管理・運営
通学合宿の実施やコミュニティ行事の支援

5,485 Ｄ 入浴施設の営業日数や施設のあり方について、方向
性の検討を進める。

平成３０年度から公民館を生涯学習及び地域づくり活
動の拠点と位置付け、市長部局へ移管したことに伴い
事業を廃止した。

706 生涯学習課 大田原自然の家管理運
営事業費

経験豊富な職員や職員を支えるボランティアの
指導のもと体験、活動をすることで、青少年の健
全な育成に寄与することができる。

大田原自然の家を設置し、集団宿泊訓練、野外
活動、自然体験活動等を通じて心身ともに健全
な青少年を育成する。利用者の安全を確保し、
円滑な利用に努めるとともに、ボランティア等を
活用し、効果的、効率的な管理運営を行う。

33,037 Ｂ 青少年の健全育成や地域リーダーの育成の場として
欠くことのできない施設であるが、安心・安全面での不
安が大きい。引き続き、平成28年度に策定した施設分
類別計画に基づき、移転先の検討に取り組む。

指定管理料の増（主要因は人件費）及び庁内器具費
増（利用者の体調管理を目的とした移動式エアコン購
入費）となっているが、今後も指定管理者との連携を密
にし、青少年の健全育成施設としての魅力を高めてい
く。

707 生涯学習課 学び・交流プラザ管理運
営事業

あらゆる世代の多様なニーズに対応し、「誰でも」
「いつでも」「どこでも」学ぶことができ、また学習
成果を生かすことのできる「生涯学習社会」の実
現を目指す。

●学習情報収集、発信システムの充実・・・情報
紙、ウェブページ、メールマガジンを活用した情報
発信の充実
●現代的課題解決講座の充実・・・各世代にむけ
た多様な学習機会の提供、郷土の伝統文化に触
れる機会の充実、ワークショップなど参加型の学
習機会の提供
●学習成果の披露とその活用・・・作品の展示や
学んだことを市民に還元する機会の提供

68,753 Ｂ 講座数及び講座内容の充実及び周知範囲の拡充を行
う。

施設オープンから５年目を迎え利用者は年々増加して
いるが、歳入及び歳出を見直して一般財源の節減を
図った。

708 生涯学習課 社会教育団体助成事業 国際的な理解、花いっぱい事業、青少年健全育
成、女性の社会的地位向上に取り組む社会教育
団体の自主的、継続的な活動を支援する。

徳山ユネスコ協会、徳山花いっぱいの会、周南
市ＰＴＡ連合会、周南市連合婦人会の活動を補
助支援する。

1,266 Ｂ 補助金の公益性を踏まえ、実績に基づく効果等を検証
するとともに、団体活動が停滞しないよう継続的な活
動に向けた助言、指導を行う。

事業内容を精査し、効果的な補助支援を行うため、団
体との意見交換等を行った。

709 生涯学習課 社会教育委員会費 社会教育委員の意見を本市の社会教育行政に
反映し、社会教育事業の推進を目指す。

社会教育法第15条に基づき設置する社会教育
委員会議を開催する。

190 Ａ 市民と行政の協働によるまちづくりを推進するために
必要であり、継続する。

平成３１年度は生涯学習推進プランの策定に取り組む
が、経常経費について、効果的・効率的な事業運営に
努めることとし、前年並みとした。

710 生涯学習課 文化財等管理運営事業
費

文化財の保護に努めるとともに、積極的な活用を
図る。また、文化財の保護意識を高める。

文化財等の保護および活用にあたり、効率的な
管理運営を行う。市民の誇りにつながる歴史文
化を保護し、また、利用機会を提供する。

5,507 Ｂ 公開施設については、入館者数増加のための有効な
広報の検討を進める。
保存団体の高齢化などにより、文化財の適切な管理
が困難になりつつあるものあるため、記録保存などを
含めた措置を検討する。

経常経費について、効果的な事業運営のため節減に
努めた。

711 生涯学習課 埋蔵文化財保護費 埋蔵文化財保護を進めていくとともに、郷土の特
色ある歴史や文化の伝承を図る

周知の埋蔵文化財包蔵地照会に対応する。必要
に応じて試掘等調査を実施する。

4,566 Ｂ 埋蔵文化財保護の周知方法や経費節減のための効
率的な調査方法を工夫しながら保護活動を進める。
また、調査終了後の報告書刊行に取り組みながら、出
土遺物の展示など、埋蔵文化財を積極的な活用を進
める。

経常経費について、効果的な事業運営のため節減に
努めた。調査報告書の刊行体制及び出土資料の活用
について検討を深める。

712 生涯学習課 民俗資料展示室管理運
営事業費

市内の文化財を保護するとともに、文化財保護
の意識を高め、郷土の特色ある歴史や文化の伝
承を図る。

民俗資料展示関連施設の効率的な管理運営を
行う。市民が自ら暮らしの歴史を学ぶ機会を提供
する。

2,467 Ｃ 新南陽民俗資料展示室については代替施設の検討を
進める。
鹿野・熊毛料展示施設の展示・運営・管理方法につい
ては、市内全域での総合的な運用について検討を進
める。

最低限の施設管理を行いつつ、施設の設置目的に
沿った効果的な企画運営に努める。新南陽民俗資料
展示室の代替施設については、検討過程で課題が発
生したことから、施設の設置目的を踏まえ、効果的な
展示・管理・運営のプランを改めて検討している。
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713 生涯学習課 鶴保護対策事業費 ・「特別天然記念物八代のツルおよびその渡来
地」の恒久的な保存
・保護活動による市民の文化財保護意識の向上
（ツル渡来数　H29目標：10羽）

特別天然記念物保護・保存のため以下の事業を
継続して行なう。
●環境整備として、ツルのねぐら１１か所および
餌場整備の実施。また、安全な餌場確保を行う
（観光客の侵入防止用ネットの設置）。
●ツル渡来期間中の監視体制として、監視員を
配置し、生態調査やデータの収集、観察者への
注意喚起を行う。
●より積極的なツル渡来数回復として、出水市よ
り移送した保護ツルの放鳥により、現ツル渡来個
体群への補強・補充を行う。
●鳥類専門家および地元関係者により組織され
た周南市ツル保護協議会により、事業方針の検
討、承認を行う。

18,004 Ｂ ・これまでの渡来数実績や国等の動向を見極め、越冬
環境の整備方法等の改善・見直しおよび新規の取組
を進める。
・国の進めるツル類の分散化に向け、文化庁および環
境省等、国の機関との連携を強化して事業を進めてい
く。

引き続き、鹿児島県出水市との移送・放鳥事業に取り
組みつつ、効果的な事業運営のため、豪雨災害により
使用できなくなったねぐらの維持を取りやめたほか、経
常経費の節減に努めた。

714 生涯学習課 花いっぱい推進事業 育苗グループや花壇関係者の生きがいづくり
や、地域花壇等によるまちの潤いづくりとともに、
学んだ成果をまちづくりに生かす実践につなげ
る。

市内11の育苗グループに花の種子を配布し、
育った苗を公民館を通して地域、学校花壇に配
布する。
地域・職場や学校で展開されている花いっぱい
運動の成果と、更なる推進のため、優秀な花壇を
表彰する。
公民館を通じて、花いっぱい運動のため、花づく
り講習会を開催する。

3,121 Ｂ 公民館等を利用して、地域の団体等と連携による事業
推進に取り組む。

経常経費について、花種子及び花苗経費を見直すな
ど、効果的な事業運営のため節減に努めた。

715 生涯学習課 児玉源太郎資料調査事
業費

郷土の先人の功績を広く周知し、本市の特色あ
る教育や文化の振興を図る

児玉源太郎に関する基礎調査、報告書の作成
（平成31年度までの3か年事業）

4,013 Ｂ 関連史料の所在や内容確認及び情報収集を継続す
る。

3か年事業の最終年として、調査報告書の作成に要す
る経費を増額した。

716 人権教育課 人権教育推進一般事務
費

関係機関との連携により、様々な人権課題に対
応した指導体制を整え、市民の活動へ反映しま
す。

・人権教育推進のための一般庶務
・各種研修会、大会への参加
・関係機関、団体及び庁内部課との連携
・人権教育の指導体制の整備

7,900 Ｂ 様々な人権課題に対応できるような研修を受講するこ
とにより、社会教育主事及び社会教育指導員を講師と
した研修会を充実させていく。

経常経費の縮減を図るとともに、ウインドウズ７のOS
のサポート終了に備えて、社会教育指導員が使用する
パソコンの更新を行い、現状の執務環境を維持する。

717 人権教育課 学校人権教育研修事業
費

幼稚園、小・中学校における、研修会や講演会を
行うことにより、児童、生徒、保護者、教員への人
権意識の向上を図ります。

・学校・園内研修会の実施
・保護者の人権教育研修会の機会の充実
・学校・園における人権教育研修活動に対する指
導助言

767 Ｂ さまざまな人権課題があるなかで、学校、園で、必要と
する課題を取り上げ、保護者の参加、満足度の向上を
図る。ただし、取り上げる課題が、偏らないよう進めて
いく。

経常経費の縮減を図るとともに、小・中学校で必要な
人権課題の研修会、講演会を実施し、職員・保護者の
人権意識の向上に努める。

718 人権教育課 人権教育指導者研修事
業費

地域社会における指導者を対象とした「ステップ
アップセミナー」を行うことにより、指導者の資質
の向上を図ります。

・指導者研修会の開催
・情報交換会の実施
・各種研究集会等への参加
・各種自主研修の指導助言

284 Ｂ 市内のリーダー的役割を持つ方が、セミナーに参加し
たいと思える研修内容とする必要がある。

経常経費の縮減を図るとともに、研修参加者の裾野を
広げるため、身近な周南市内にある施設を視察研修
先として計画する。

719 人権教育課 人権教育講座運営事業
費

公民館（市民センター）等を会場として人権教育
講座を行うことにより、地域住民の人権意識の向
上を図ります。

・公民館（市民センター）等での人権教育講座
（ハートフル人権セミナー）の開催

329 Ｂ 人権の基礎講座として地域住民を対象に「ハートフル
人権セミナー」を行っている。より多くの市民が人権問
題を学び、人権意識の向上が図れるよう実施していく
必要がある。

経常経費の縮減を図るとともに、「ハートフル人権セミ
ナー」の内容を濃縮し、開催時間を１日開催から午前
の半日開催として多くの保護者が参加しやすい日程に
変更する。

720 人権教育課 地域人権教育推進事業
費

10ブロックに分けた各地域の特色を生かした講
演会等の開催を支援することにより、地域内での
連携を図りながら人権意識の向上を図ります。

・周南市人権教育推進協議会の運営
・地域人権教育連絡協議会の運営
・ブロック人権教育推進協議会の活動支援
・地域等における人権教育講演会の開催

1,117 Ｂ 各地域における人権教育は行政における必要課題と
して今後も継続していく必要がある。今後もブロックで
行う人権講演会に、地域住民がより多く参加できるよう
工夫していく。

従前からの取組に加え、補助事業としての財源を確保
した上で、周陽中学校区において、学校、家庭、地域
社会が一体となった人権教育の総合的な取組を連携
して推進し、地域全体で人権意識を培い、人権尊重の
精神を高め、一人ひとりを大切にした教育の充実に資
する研究を実施する。

721 人権教育課 教育集会所管理運営事
業費

集会の場として地域の連携や連帯を強化すると
ともに、趣味や文化教養講座等を通じた生涯学
習の場として地域教育力の向上を図る。

・集会の場や生涯学習の場の提供（明石、御山、
西殿木原、平井集会所の管理運営）
・施設の清掃、施錠確認等は地域に委託

715 Ｂ ・管理委託料を平成２７年度より減額してきた。今後の
施設の方向性、管理について地元自治会と協議をして
いく必要がある。
・管理運営については、効率性を追求し、最小の経費
で実施している。

施設分類別計画に基づき、地域住民の協力の下で、
最小の経費で適切な維持管理に努める。

722 学校教育課 教育指導一般事務費 子供たちが、「確かな学力」「豊かな心」「健やか
な体」をそれぞれ調和のとれた「生きる力」として
身につけることができる。
学校教育の円滑な実施へつながる。

●学校教育課運営上の必要経費。
●教育支援委員会、通学区審議会等に係る経
費。(通学区審議会についてはH29は開催なし）

80,577 Ｂ 学校教育の円滑な実施には必要な事業であり、実施
方法、コスト等を考慮しながら、引き続き、学校運営体
制の充実や学習環境の整備に努める。

30年度より、学校情報ネットワークのための機器管理
や賃貸借の経費を併せて執行している。学校教育課
運営上の必要経費であり、引き続き経費削減に取り組
みながら、学校教育の円滑な実施に努める。
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723 学校教育課 適応指導教室事業費 不登校及び不登校傾向にある児童生徒の状態
の改善、学校への復帰が図られる。
また不登校の児童生徒の安らぎの場として提供
することにより、引きこもりを防ぐことが出来る。

●不登校及び不登校傾向にある児童生徒に、心
理的重圧の少ない安らぎの場（適応指導教室）を
設け、そこでの諸活動・野外活動などにより生活
の意欲化を図る。

10,690 Ｂ 2か所で実施していた適応指導教室をH29より周南市
教育支援センターとして統合したことにより、学習環境
の改善や相談体制等を拡充し機能充実が図られた。
今後も、引き続き教育支援センター機能の充実に努め
る。
※H30より事業名を教育支援センター事業に変更

学習環境の改善や相談体制等の拡充など機能充実に
努め、不登校及び不登校傾向の児童生徒に対して、
学校では担任や教育相談担当が家庭訪問を実施する
など、登校に向けての働きかけを行っていく。スクール
カウンセラーやスクールソーシャルワーカー等の専門
家との連携や、関係機関と協力して登校が難しい児童
生徒の学校復帰に向けた組織的な取組を今後も継続
していく。

724 学校教育課 充実した学校生活サ
ポート事業費

児童生徒がより充実した学校生活を送ることで、
教育の充実が図られる。
地元の芸術文化や財産等を現場で学習すること
で、豊かな心と感性、郷土を愛する心を育む教育
の充実が図られる。

●生徒指導対策の強化、情操教育の推進、特色
ある学校づくりに係る支援等を進めていくことで、
児童生徒がより充実した学校生活を送れるよう
サポートしていく。
●本市の持つ地域資源を積極的に活用した学習
を推進する。

6,405 Ｂ 「確かな学力」、「生きる力」を育む教育の充実を図るた
めには、長期に渡り継続することが必要である。事業
の成果を確認しながら事業を進める。

地元の芸術や文化、地域資源を活用した学習に取り
組み、引き続き豊かな心と感性、郷土を愛する心を育
む教育を推進していく。

725 学校教育課 英語教育推進事業費 英語教育及び外国語活動、国際理解教育の推
進・向上が図られる。

●小・中学校へ外国語指導助手を配置し、英語
教育及び外国語活動、国際理解教育の推進・向
上を図る。
●夏季休業中のスピーチコンテスト指導、教職員
対象の英会話指導等を行う。

38,773 Ａ 平成32年度からの全面実施に向け、英語教育及び外
国語活動の推進・向上を図る。30年度より、外国語指
導助手の資質に関する調査を行い、学校に対し事業
の改善につなげていく。

平成32年度からの新学習指導要領の全面実施に向け
た移行期間において、外国語指導助手11名での対応
とすることで、引き続き英語教育及び外国語活動、国
際理解教育の推進・向上を図る。

726 学校教育課 教職員研修推進事業費 教職員の資質向上により学校が安定し、児童生
徒の学力も向上する。

●周南市立小・中学校教職員により構成される
団体の研修活動や協議活動への補助を行う。
●教育研究センターの運営及びキャリアステージ
に応じた教職員の研修を行う。

6,304 Ｂ 補助金の精査に努めながら、教職員の資質向上に努
める。

教育研究センターでは、引き続き教職員のキャリアス
テージに応じた研修を充実し、教職員の資質向上に努
める。加えて、ICT教育充実のため、タブレット情報端
末導入に伴う機器等の有益な活用促進を推進するた
め研修等充実を図る。あわせて、３２年度から新たに
加わるプログラミング教育を見据えた指導や研修に取
り組む。補助金の交付を通じて引き続き各団体が行う
活動の充実を図る。

727 学校教育課 学校文化体育関係経費 児童生徒の一人ひとりの特性、能力を伸ばし、
「確かな学力」や「生きる力」を育むことができる。

●小・中学校体育連盟の活動への補助、文化連
盟の活動への補助、音楽祭・美術展・科学展の
開催費の補助、読書感想文（画）の審査会開催
の補助等を行う。
●英語暗唱大会における淺田榮次賞の授与を
行う。

14,564 Ｂ 実施方法、コストについては引き続き検証しながら実
施する。

各団体の活動や開催内容について精査し、生徒の安
全確保のための経費の増額や、事務費の削減など見
直しを行った。全国中学校体育大会関係の補助金に
ついては、事業終了に伴い皆減となった。

728 学校教育課 学校図書館活用推進事
業費

読書活動の推進と学習支援の充実が図られる。 ●司書資格を持つ学校図書館司書を小学校７
校、中学校２校に配置する。
●司書の配置がない学校に学校図書館指導員
を配置(週２日程度)する。

23,853 Ｂ 重点施策であり、学校図書館活動を通じて読書活動の
推進と学習支援の充実を図る。

継続して、全校に学校図書館司書又は学校図書館指
導員を配置することで、児童生徒の読書活動の促進を
図る。また、配置校の見直しや研修の充実を図り、学
校図書館司書と学校図書館指導員の更なる連携・底
上げを図る。

729 学校教育課 生活指導推進事業費 特別な支援や介助を必要とする児童生徒一人ひ
とりの教育的ニーズに応じた指導、支援が可能
になる。

●（介助員）基本的な生活動作の支援が必要な
児童生徒に、1対1で補助員を配置する。
●（生活指導員）特別支援学級や、特別な配慮を
要する児童生徒が複数在籍する学級へ補助員を
配置する。

81,465 Ａ 特別な配慮を要する児童生徒の支援は必要であり、
継続して実施する。

特別な配慮を要する児童生徒の状況に応じて配置を
行い、引き続き、学校生活の支援、多様な学び、きめ
細かな指導に努める。当初予算は、前年度実績を参
考に生活指導員・介助員を確保するため増額した。

730 学校教育課 コミュニティ・スクール事
業費

学校の良さの更なる伸長と課題解決に保護者・
地域が協働実践する地域づくり、学校づくりが可
能となる。

●周南市立小・中学校に学校運営協議会を設置
する。
●地域の学習拠点としての学校の役割を発揮
し、地域教育力の活用と学校の教育機能の提供
を行いながら、学校の良さの更なる伸長と課題解
決に保護者・地域が協働実践する地域づくり、学
校づくりを推進する。

2,200 Ａ 周南市の教育の重点事業である。
地域の特性を活かした特色ある学校づくりを引き続き
取り組み、コミュニティ・スクールの充実に努める。

引き続き、今後も学校運営協議会を通じて、地域の
方々に学校運営への参画をいただきながら、特色ある
学校づくりに努め、コミュニティ・スクールの仕組みを生
かして「地域と”共に”ある学校づくり」を一層推進する。
周南市コミュニティ・スクールアドバイザーを配置し、更
なる充実を図る。

731 学校教育課 スクールソーシャルワー
カー配置事業費

いじめや不登校等に対する専門相談体制の充実
を図り、学校教育の充実につなげる。
課題のある家庭への迅速かつ適切な支援が可
能となる。

●課題のある家庭への迅速かつ適切な支援に
資するため、地域スクールソーシャルワーカーを
配置し、専門相談等を行う。

1,627 Ａ 課題のある家庭は、児童生徒は増えており、問題は多
様化・複雑化し、今後ますます必要となる事業である。
成果が得られるよう適切な支援を行っていく。

引き続き、児童生徒の問題行動や生徒指導上の課題
に対して、事案等に応じたスクールソーシャルワーカー
を活用することにより、学校教育の充実を図り、適切な
支援を図る。

732 学校教育課 小中一貫教育推進事業
費

小中一貫教育の導入に向けた先導的な取組を
実施する先行事例を創出する。

●小中一貫教育の推進に資する効果的な取組
の普及を図るため、県教委の積極的な指導助言
を受けつつ、周南市での小中一貫教育の導入に
向けた先導的な取組を実施する先行事例を創出
するための委託事業である。

660 Ａ 小中一貫教育の調査研究を進めることで、学校・保護
者・地域、行政にとってメリットやデメリットは何かを探
求し、小中連携教育の充実を図る。

県事業の委託事業終了に伴い、市においても同事業
は終了するが、研究の成果の共有に努めることで、小
中連携教育を推し進める各校の特色ある取組を今後
の学校教育に生かしていく。
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733 学校教育課 学校安全体制整備推進
事業費

地域社会全体で学校安全に取り組む体制を整備
し、安心で安全な学校づくりを支援する。
児童生徒に対して学校内外での安心安全が図ら
れる。

●防犯の専門家をスクールガードリーダーを雇
用し、少年安全サポーターと連携して、小・中学
校を訪問指導し、見守り隊等の研修指導を行う。
●小学校新一年生に交通安全の黄色い帽子の
配付を行うとともに、学校から要望のあった通学
路の電柱に表示看板の取り付けを行う等、総合
的に小・中学校及び児童生徒の学校安全に取り
組む。

2,848 Ｂ 子どもたちの安心安全のため必要な事業であるため、
関係機関と連携を図りながら計画通り進める。

関係機関との連携や、地域社会全体で学校安全に取
り組む体制を強化し、学校及び児童生徒の安全確保
に向け、引き続き取り組む。

734 学校教育課 小学校運営費 小学校運営の円滑化が図られる。 ●小学校管理運営業務等、小学校における維持
管理を効果的に推進し、小学校運営の円滑化を
図る。

179,336 Ｂ 学校運営のためには必要な事業であり、維持管理を
効果的に推進し事業を進める。

効率的な学校運営のため、H30より小学校備品整備費
と統合し、学校教育の円滑な実施に取り組んでいる。
経常経費については予算の削減に努め、効率的な執
行を図るとともに、職員用パソコンのOSアップデートに
係る経費の増額や、安全確保のための修繕料・手数
料など、必要な経費については適正な執行ができるよ
う予算を確保した。

735 学校教育課 小学校備品整備費 管理備品の整備・補充により、小学校が効率的
かつ適正に経営され、教育効果の改善向上が図
られる。

●管理備品の整備・補充により、小学校の効率
的かつ適正な経営を図る。

2,485 Ｂ 学校管理備品の整備・補充により、学校経営の効率的
適正な運営が図られる。教育効果の改善向上のため
には必要な事業である。

H30より小学校運営費に統合し、効率的な学校運営を
図っている。

736 学校教育課 小学校教材教具費等 学習指導の充実及び深化により教育水準の向上
が図られる。教育の情報化に対応した教育環境
の整備が図られる。

●小学校の授業に必要な教材・備品・教材作成
機器・図書の充実を図る。
●校内無線LAN及びタブレット型情報端末の整
備や授業での有効活用のための研修を実施す
る。

103,681 Ｂ 学校教育法第５条において、学校の設置者は、その設
置する学校を管理し、法令に特別の定のある場合を除
いては、その学校の経費を負担するとあり必要な事業
であるが、効果的に推進する。

平成30年度をもって全ての小学校にタブレット型情報
端末と大型ディスプレイを配備したため、機器の使用
料が増額となっている。授業での有効活用のため、教
員に対する研修・研究を重ね、ＩＣＴ教育の更なる充実
を進めていく。

737 学校教育課 小学校就学援助費 必要な援助を行うことで義務教育の円滑な実施
に資することができる。

●学校教育法第19条の規定に基づき、就学困難
と認められる児童の保護者に対して必要な援助
を与え、義務教育の円滑な実施に資することを目
的とし、学用品費、校外活動費、修学旅行費、通
学費、学校給食費、新入学児童学用品費等を援
助する。

114,905 Ｂ 認定基準や対象費目など、適切な援助となるよう国の
動向や県内の動向を注視しながら事業を行う。

児童数の減少に伴う援助者数の把握・精査した結果、
来年度については、減少が見込まれるため減額となっ
た。引き続き、就学困難と認められる児童の保護者に
対して必要な援助を適切に行い、義務教育の円滑な
実施を推進する。

738 学校教育課 小学校特別支援教育就
学奨励費

小学校の特別支援学級への就学の事情を勘案
し、その就学に係る保護者の経済的負担を軽減
し、特別支援学級の振興に資する。

●小学校の特別支援学級への就学の事情を勘
案し、その就学に係る保護者の経済的負担を軽
減し、特別支援学級の振興に資することを目的と
し、学用品費、通学用品費、校外活動費、修学旅
行費、通学費、職場実習交通費、新入学児童生
徒学用品費等を援助する。

2,618 Ａ 特別支援学級の振興に必要な事業であるため、引き
続き事務の効率化を図り実施する。

引き続き、適正な支援に努め、就学に係る保護者の経
済的負担を軽減し、特別支援教育の振興を図ってい
く。

739 学校教育課 小学校児童輸送費 遠距離通学児童の通学費の補助等を行うことで
通学の安心安全を確保できる。

●小学校の統廃合等による遠距離通学児童の
通学費の補助等を行う。

15,606 Ａ 学校の再編整備により、児童の通学の安全を確保す
るためにも今後ますます必要とされる事業である。

遠距離通学や小学校の統合など通学補助が必要と
なった児童に対し、引き続き適切な輸送や補助を行
い、充実した教育環境を確保していく。

740 学校教育課 中学校運営費 中学校運営の円滑化が図られる。 ●中学校管理運営業務等、中学校における維持
管理を効果的に推進し、中学校運営の円滑化を
図る。

97,174 Ｂ 学校運営のためには必要な事業であり、維持管理を
効果的に推進し事業を進める。

効率的な学校運営のため、H30より中学校備品整備費
と統合し、学校教育の円滑な実施に取り組んでいる。
経常経費については予算の削減に努め、効率的な執
行を図るとともに、職員用パソコンのOSアップデートに
係る経費の増額や、安全確保のための修繕料・手数
料、空調整備に伴う光熱費など、必要な経費について
は適正な執行ができるよう予算を確保した。

741 学校教育課 中学校備品整備費 管理備品の整備・補充により、中学校が効率的
かつ適正に経営され、教育効果の改善向上が図
られる。

●管理備品の整備・補充により、中学校の効率
的かつ適正な経営を図る。

992 Ｂ 学校管理備品の整備・補充により、学校経営の効率的
適正な運営が図られる。教育効果の改善向上のため
には必要な事業である。

H30より中学校運営費に統合し、効率的な学校運営を
図っている。

742 学校教育課 中学校教材教具費等 学習指導の充実及び深化により教育水準の向上
が図られる。教育の情報化に対応した教育環境
の整備が図られる。

●中学校の授業に必要な教材・備品・教材作成
機器・図書の充実を図る
●校内無線LAN及びタブレット型情報端末の整
備や授業での有効活用のための研修を実施する

78,873 Ｂ 学校教育法第５条において、学校の設置者は、その設
置する学校を管理し、法令に特別の定のある場合を除
いては、その学校の経費を負担するとあり必要な事業
であるが、効果的に推進する。

平成30年度をもって全ての中学校にタブレット型情報
端末と大型ディスプレイを配備したため、機器の使用
料が増額となっている。授業での有効活用のため、教
員に対する研修・研究を重ね、ＩＣＴ教育の更なる充実
を進めていく。
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743 学校教育課 中学校就学援助費 必要な援助を行うことで義務教育の円滑な実施
に資することができる。

●学校教育法第19条の規定に基づき、就学困難
と認められる生徒の保護者に対して必要な援助
を与え、義務教育の円滑な実施に資することを目
的とし、学用品費、校外活動費、修学旅行費、通
学費、学校給食費、新入学生徒学用品費等を援
助する。

98,932 Ｂ 認定基準や対象費目など、適切な援助となるよう国の
動向や県内の動向を注視しながら事業を行う。

生徒数の減少に伴う援助者数の把握・精査した結果、
来年度については、減少が見込まれるため減額となっ
た。引き続き、就学困難と認められる児童の保護者に
対して必要な援助を適切に行い、義務教育の円滑な
実施を推進する。

744 学校教育課 中学校特別支援教育就
学奨励費

中学校の特別支援学級への就学の事情を勘案
し、その就学に係る保護者の経済的負担を軽減
し、特別支援学級の振興に資する。

●中学校の特別支援学級への就学の事情を勘
案し、その就学に係る保護者の経済的負担を軽
減し、特別支援学級の振興に資することを目的と
し、学用品費、通学用品費、校外活動費、修学旅
行費、通学費、職場実習交通費、新入学生徒学
用品費等を援助する。

934 Ａ 特別支援学級の振興に必要な事業であるため、引き
続き事務の効率化を図り実施する。

引き続き、適正な支援に努め、就学に係る保護者の経
済的負担を軽減し、特別支援教育の振興を図ってい
く。

745 学校教育課 中学校生徒輸送費 遠距離通学生徒の通学費の補助等を行うことで
通学の安心安全を確保できる。

●中学校の統廃合等による遠距離通学生徒の
通学費の補助等を行う。

12,871 Ａ 学校の再編整備により、生徒の通学の安全を確保す
るためにも今後ますます必要とされる事業である。

遠距離通学や中学校の統合など通学補助が必要と
なった生徒に対し、引き続き適切な輸送や補助を行
い、充実した教育環境を確保していく。

746 学校教育課 児童・生徒・教職員健康
管理費

保持増進を図り、安心安全に学ぶことにより、学
校教育の円滑な実施につなげる。

●学校保健安全法の規定により、児童生徒、教
職員の健康保持増進と学校環境衛生の維持改
善を図る。

144,544 Ｂ 学校保健安全法及び同法施行令の規定に基づき、児
童生徒、教職員の健康管理や快適な学校環境の維持
に努める。

熱中症対策経費を新たに計上するなど、引き続き、児
童生徒の健康管理に努めた。児童生徒数の減少に伴
い予算は減額となった。

747 学校教育課 医療扶助費 保護者の経済的理由で未治療者が生じないこと
により、児童生徒の健康が守られる。

●就学援助の認定を受けた世帯のうち、定期健
康診断において学校保健安全法に該当する病気
で治療が必要と指示を受けた児童生徒の保護者
の申請に基づき医療費を援助する。

315 Ｂ 学校保健安全法及び同施行令の規定により、周南市
小・中学校児童生徒就学援助条例の基準において事
業を進める。

前年までの実績を参考に、実態に合わせて予算を計
上した。

748 学校教育課 学校廃棄物対策事業費 計画的な排出と排出量削減により、学校環境の
整備と環境学習へつなげる。

●学校からの廃棄物の適正な分別排出及び資
源回収の徹底を図る。

2,676 Ｂ 学校運営上、廃棄物対策は不可欠な事業である。
廃棄物の処理及び清掃に関する法律、周南市廃棄物
の減量及び適正処理等に関する条例に基づき適正に
実施するとともに、効率的かつ経済的な方法に努め
る。

廃棄物処分について、これまで共同実施グループ担当
校に配当して効率的な処分に努めながら執行してきた
が、経年劣化等により廃棄する物品が増加し、処分で
きない廃棄物が見込まれたため、処分の規模を拡大し
て行えるよう予算の増額を図った。

749 学校給食課 学校給食費一般事業費 各学校給食センターの円滑な運営により、児童
生徒に安心・安全でおいしい給食の安定供給を
可能とする。
また、市と保護者との経費負担の明確化を図ると
ともに、負担の公平性を確保する。

●一般管理事務（学校給食センターの衛生・アレ
ルギー対応、職員育成、労務管理等）及び各給
食センター間の調整
●学校給食費の滞納整理
●学校給食運営審議会、給食協議会の開催

3,225 Ｂ 今後も、債権管理条例に基づき、適切な滞納整理に努
める。学校との連携を図り、年度内納付を徹底し、新た
な未納を生じさせない取組み（納付相談など）を実施す
る。

平成31年度下半期からの献立表印刷事務見直しによ
り、関係センター管理運営事業費の印刷製本費を減額
し、一般事業費の消耗品費（用紙代）を計上した。

750 学校給食課 学校給食管理運営事業
費（栗屋）

施設・設備の適切な維持管理と衛生管理の徹底
に努め、小中学校の児童・生徒に安心・安全でお
いしい給食を提供する。

●学校給食センターの管理運営
●施設の維持管理
●調理・配送・洗浄

103,105 Ｂ 学校給食衛生管理基準を遵守し、効率的な運営に努
めるとともに、残渣率の減少に向けた取り組みを継続
する。

平成31年度下半期からの献立表印刷事務見直しによ
り、印刷製本費を減額した。

751 学校給食課 学校給食材料費（栗屋） 安心・安全で良質な食材を大量かつ安定的に調
達するとともに、地産地消や食育の推進に努め
る。

●安心・安全で良質な食材を適正価格で購入
●地元産の食材を使用した郷土料理を献立に取
り入れるなど、給食を生きた教材として活用し、食
育に繋げていく。

122,881 Ｂ 県内産の納品ルートの確保に努めるとともに、野菜類
については、少し形が悪いものや小ぶりなものでもでき
るだけ使用し、地産地消・食育の推進を図る。

給食提供日数の見直しを行うとともに、対象児童生徒
数の変動にあわせて予算計上した。

752 学校給食課 学校給食管理運営事業
費（住吉）

施設・設備の適切な維持管理と衛生管理の徹底
に努め、小中学校の児童・生徒に安心・安全でお
いしい給食を提供する。

●学校給食センターの管理運営
●施設の維持管理
●調理・配送・洗浄

83,133 Ｂ 学校給食衛生管理基準を遵守し、効率的な運営に努
めるとともに、残渣率の減少に向けた取り組みを継続
する。

平成31年度下半期からの献立表印刷事務見直しによ
り、印刷製本費を減額した。

753 学校給食課 学校給食材料費（住吉） 安心・安全で良質な食材を大量かつ安定的に調
達するとともに、地産地消や食育の推進に努め
る。

●安心・安全で良質な食材を適正価格で購入
●地元産の食材を使用した郷土料理を献立に取
り入れるなど、給食を生きた教材として活用し、食
育に繋げていく。

100,415 Ｂ 県内産の納品ルートの確保に努めるとともに、野菜類
については、少し形が悪いものや小ぶりなものでもでき
るだけ使用し、地産地消・食育の推進を図る。

給食提供日数の見直しを行うとともに、対象児童生徒
数の変動にあわせて予算計上した。

754 学校給食課 学校給食管理運営事業
費（徳山西）

施設・設備の適切な維持管理と衛生管理の徹底
に努め、小中学校の児童・生徒に安心・安全でお
いしい給食を提供する。

●学校給食センターの管理運営
●施設の維持管理
●調理・配送・洗浄

46,134 Ｂ （仮称）西部地区学校給食センターの供用開始まで
は、現施設の維持管理と効率的な運営に努める。平成
31年9月からは須々万地区の小中学校への配送元が
高尾学校給食センターに変更となり、約380食の提供
が減となる見込み。

平成31年度下半期からの献立表印刷事務見直しによ
り、印刷製本費を減額した。

755 学校給食課 学校給食材料費（徳山
西）

安心・安全で良質な食材を大量かつ安定的に調
達するとともに、地産地消や食育の推進に努め
る。

●安心・安全で良質な食材を適正価格で購入
●地元産の食材を使用した郷土料理を献立に取
り入れるなど、給食を生きた教材として活用し、食
育に繋げていく。

90,166 Ｂ 県内産の納品ルートの確保に努めるとともに、野菜類
については、少し形が悪いものや小ぶりなものでもでき
るだけ使用し、地産地消・食育の推進を図る。

給食提供日数の見直しを行うとともに、対象児童生徒
数の変動にあわせて予算計上した。

64／66



平成３０年度事務事業評価結果一覧表（所管課別）詳細

No. 担当課名 事務事業名 事業の目的 事業の内容 H29決算額 翌年度当初予算等での改善結果評価

756 学校給食課 学校給食管理運営事業
費（高尾）

施設・設備の適切な維持管理と衛生管理の徹底
に努め、小中学校の児童・生徒に安心・安全でお
いしい給食を提供する。

●学校給食センターの管理運営
●施設の維持管理
●調理・配送・洗浄

73,347 Ｂ 学校給食衛生管理基準を遵守し、効率的な運営に努
めるとともに、残渣率の減少に向けた取り組みを継続
する。平成31年9月からは須々万地区の小中学校（現
在徳山西センターから配送）が配送先に加わるため、
より一層円滑なセンター運営が求められる。

平成31年度下半期からの献立表印刷事務見直しによ
り、印刷製本費を減額した。

757 学校給食課 学校給食材料費（高尾） 安心・安全で良質な食材を大量かつ安定的に調
達するとともに、地産地消や食育の推進に努め
る。

●安心・安全で良質な食材を適正価格で購入
●地元産の食材を使用した郷土料理を献立に取
り入れるなど、給食を生きた教材として活用し、食
育に繋げていく。

67,313 Ｂ 県内産の納品ルートの確保に努めるとともに、野菜類
については、少し形が悪いものや小ぶりなものでもでき
るだけ使用し、地産地消・食育の推進を図る。

給食提供日数の見直しを行うとともに、対象児童生徒
数の変動にあわせて予算計上した。

758 学校給食課 学校給食管理運営事業
費（新南陽）

施設・設備の適切な維持管理と衛生管理の徹底
に努め、小中学校の児童・生徒に安心・安全でお
いしい給食を提供する。

●学校給食センターの管理運営
●施設の維持管理
●調理・配送・洗浄

89,399 Ｂ （仮称）西部地区学校給食センターの供用開始まで
は、現施設の維持管理と効率的な運営に努める。

平成31年度下半期からの献立表印刷事務見直しによ
り、印刷製本費を減額した。

759 学校給食課 学校給食材料費（新南
陽）

安心・安全で良質な食材を大量かつ安定的に調
達するとともに、地産地消や食育の推進に努め
る。

●安心・安全で良質な食材を適正価格で購入
●地元産の食材を使用した郷土料理を献立に取
り入れるなど、給食を生きた教材として活用し、食
育に繋げていく。

133,327 Ｂ 県内産の納品ルートの確保に努めるとともに、野菜類
については、少し形が悪いものや小ぶりなものでもでき
るだけ使用し、地産地消・食育の推進を図る。

給食提供日数の見直しを行うとともに、対象児童生徒
数の変動にあわせて予算計上した。

760 学校給食課 学校給食管理運営事業
費（熊毛）

施設・設備の適切な維持管理と衛生管理の徹底
に努め、小中学校の児童・生徒に安心・安全でお
いしい給食を提供する。

●学校給食センターの管理運営
●施設の維持管理
●調理・配送・洗浄

73,398 Ｂ 学校給食衛生管理基準を遵守し、効率的な運営に努
めるとともに、残渣率の減少に向けた取り組みを継続
する。

平成31年度下半期からの献立表印刷事務見直しによ
り、印刷製本費を減額した。

761 学校給食課 学校給食材料費（熊毛） 安心・安全で良質な食材を大量かつ安定的に調
達するとともに、地産地消や食育の推進に努め
る。

●安心・安全で良質な食材を適正価格で購入
●地元産の食材を使用した郷土料理を献立に取
り入れるなど、給食を生きた教材として活用し、食
育に繋げていく。

60,073 Ｂ 県内産の納品ルートの確保に努めるとともに、野菜類
については、少し形が悪いものや小ぶりなものでもでき
るだけ使用し、地産地消・食育の推進を図る。

給食提供日数の見直しを行うとともに、対象児童生徒
数の変動にあわせて予算計上した。

762 学校給食課 学校給食管理運営事業
費（鹿野）

施設・設備の適切な維持管理と衛生管理の徹底
に努め、小中学校の児童・生徒に安心・安全でお
いしい給食を提供する。

●学校給食センターの管理運営
●施設の維持管理
●調理・配送・洗浄

9,774 Ｂ 学校給食衛生管理基準を遵守し、効率的な運営に努
めるとともに、鹿野地域の特性を生かした取り組みを
継続する。平成30年度に屋根防水改修工事を実施。

給食センター屋根改修工事の終了に伴う大幅減の一
方で、物品等修繕料を計上した。

763 学校給食課 学校給食材料費（鹿野） 安心・安全で良質な食材を大量かつ安定的に調
達するとともに、地産地消や食育の推進に努め
る。

●安心・安全で良質な食材を適正価格で購入
●地元産の食材を使用した郷土料理を献立に取
り入れるなど、給食を生きた教材として活用し、食
育に繋げていく。

9,818 Ｂ 県内産の納品ルートの確保に努めるとともに、野菜類
については、少し形が悪いものや小ぶりなものでもでき
るだけ使用し、地産地消・食育の推進を図る。

給食提供日数の見直しを行うとともに、対象児童生徒
数の変動にあわせて予算計上した。

764 学校給食課 （仮称）西部地区学校給
食センター建設事業費

築後３５年以上が経過し、老朽化の著しい徳山西
及び新南陽学校給食センターの代替施設とし
て、「学校給食衛生管理基準」に適合した新しい
学校給食センターを整備することにより、安心・安
全でより良い給食を提供する。

●新給食センター建設予定地の敷地測量、地質
調査、造成工事
●ＰＦI導入可能性調査
●ＰＦIアドバイザリー業務委託（PFI事業者選定
及び契約締結）
●ＰＦＩ事業者との事業契約締結
●ＰＦＩ事業者による事業実施

75,755 Ａ 令和2年4月に供用開始する。
ＰＦＩ方式を活用することで、Ｈ29～Ｈ46におけるＶＦＭ
6.3％（約2.9億円程度）の財政負担の削減効果が見込
まれる。

ＰＦＩ事業者に新学校給食センター整備運営事業契約
内容の業務を完全履行させ、円滑な事業推進を図るた
め、市が実施するモニタリングに係る専門的な支援を
受けるための予算を前年度に引き続き計上するととも
に、学校給食センター購入費（国庫支出金・地方債相
当額）を計上した。

765 学校給食課 防災給食提供事業費 備蓄用非常食を有効活用し、児童生徒の防災意
識の向上を図るとともに、学校給食への感謝の
気持ちの醸成に寄与する。

●学校給食における備蓄用非常食の購入
●非常食としての使用機会がなかった場合は、3
月11日頃に給食として提供

900 Ａ 平成29年度から平成32年度の4年間で、7センターを一
巡し、市内全域で備蓄品を活用した防災給食を実施す
る。平成32年度の新センター供用開始を踏まえ、平成
33年度からは、3年間で6センターを一巡する計画とす
る。

前年度と同様に、事業の実施にあたっては、ふるさと
周南応援基金繰入金を有効的に活用した。

766 中央図書館 図書館管理運営事業 地域の読書活動・生涯学習活動を推進・支援す
ることで、利用者の満足度が向上し、利用者増加
が図られる。

市内6館の円滑な運営（指定管理によるものを含
む）
お話し会など各種行事の運営
関係部局とのコラボ企画の実施

84,300 Ｂ 学校図書館との連携を密にし、小中学生の間に、本に
親しむ習慣を身に付けてもらうことにより、児童・生徒
だけでなく、家族も含めた図書館利用者の増加を目指
す。
徳山駅前図書館開館により、市民の間にも図書館へ
の関心が高まっていることから、相乗効果としての利
用者増を図る。

図書館サービスの向上と読書活動の推進を図るため
に、市内６館の連携を深め、円滑な図書館運営と利用
しやすい図書館づくりに努める。
また、家庭での「うちどく」の奨励や学校図書館との連
携の強化を図るとともに、計画初年度となる「第三次周
南市子供読書活動推進計画」の推進を図る。

767 中央図書館 図書館資料購入事業 利用者の多様化するニーズに対して的確に応
え、利用者の満足度を向上させる。

計画的な図書館資料の購入 34,199 Ｂ 利用者の多様化するニーズに的確に対応するため
に、新鮮かつ広範囲にわたる資料を収集し、歴史や文
化等に関する郷土資料の収集保存や情報提供及び人
材育成に努める。

各館の独自の特長を活かしつつ、利用者に満足いた
だけるように、様々な視点から総合的な資料の充実に
努める。

768 中央図書館 移動図書館運営事業 図書館サービスの地域間格差の是正・均等化を
図る。

移動図書館車による地域への巡回
学校（小規模校）への乗り入れ
やまびこ号　平成22年7月更新
やまびこ号ジュニア　平成7年5月導入

3,940 Ｂ 図書館から遠隔地に住む市民を対象にサービスを進
める。特に、お年寄り、児童など交通弱者に対する
サービスの充実に努める。

お年寄り、児童など交通弱者に対するサービスの充実
が図れるよう巡回ステーションの増設を検討する。
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769 中央図書館 図書館システム管理運
営事業

資料・利用者の迅速・正確な管理、サービスの向
上を図る。

図書館システムの活用により、市立図書館全館
の資料管理、利用者管理、資料貸出・返却事務
等を迅速かつ正確に処理し、さらにインターネット
の活用により利用者への情報提供や、資料検
索・予約等が館内外を問わず24時間可能となる。

17,053 Ｂ インターネットからの予約も年々増加しており、利用者
の利便性は向上している。徳山駅前図書館にはICタグ
システムを導入した。
既存システムは32年1月までのリースとなっているが、
徳山駅前図書館開館に伴い追加したシステムは37年1
月までのリースとなっているので、32年2月の切り替え
の際は、37年1月までのリースとして、その後一斉にシ
ステムを切り替えたい。

図書館システムの更新を行う。また、３種類ある蔵書
検索サイトのうち、スマートフォン用のサイトのＰＲを重
点的に行い、資料の予約・検索・メール通知等の便利
な機能の周知を図ることにより、利用者の利便性の向
上に努める。

770 中央図書館 徳山駅前図書館開館準
備事業

中心市街地活性化の一翼を担うべく設置される、
徳山駅前賑わい交流施設の核施設である徳山
駅前図書館の開館の準備を行う。

開館準備に関する業務委託（資料整備、備品整
備、広報、施設維持等）

244,994 Ｄ 徳山駅前図書館開館に伴い、事業終了

771 議会事務局 議会運営事業 議会を活性化するとともに、その活動状況を広く
市内外に情報提供することができる。
行政視察受入拡充事務を実施することで、全国
の議会が本市へ来られることにより、本市のＰＲ
につながるととに、経済効果が期待できる。

本会議・委員会運営事務、議会だより（音訳・点
訳版含む）の作成・配布。会議録作成、会議録検
索システム運用、ＣＡＴＶ・インターネットによる議
会中継及び録画番組の制作、行政視察受入拡
充事務等

14,969 Ａ 新駅ビルや新庁舎の建設など、本市の事業をＥメール
やＨＰで積極的なＰＲに努める。
また行政視察に来られた際にも、他の委員会や会派
に行政視察に来ていただけるよう、おもてなしの心を
もって対応していく。

交際費の削減など所要経費を精査し、最少値での対
応を図っている。

772 議会事務局 議会活動及び政治活動
事業費

議会活動及び政治活動として、議員の調査研究
に資するための事業である。また、関係団体に加
盟し、情報収集・調査研究を行い、会派及び議員
個人の能力向上を図る。

政務活動費の交付、議会運営委員会・各常任委
員会・各特別委員会の行政視察、加盟団体負担
金、会議等出席者旅費及び負担金

18,262 Ｂ 引き続き事例調査や研究を進めていく。また、さらに効
率性や透明性を確保し、議会の活性化に努めていく。

議員補欠選挙があり、議員数が定員どおりの30人とな
る中、所要経費を精査し、最少限での対応を図った。

773 選挙管理委員会
事務局

選挙管理事務費 選挙環境の向上 定例選挙管理委員会の開催、永久選挙人名簿・
在外選挙人名簿・海区漁業調整委員会委員選挙
人名簿の調製、縦覧及び閲覧事務、滞在地及び
船員の不在者投票事務、検察審査員候補者及
び裁判員候補者予定者の選定など

2,337 Ａ 法令に基づき適正に処理していく。 特記事項なし

774 選挙管理委員会
事務局

選挙常時啓発事業費 投票率の向上 新たに有権者となる１８歳、児童生徒等への啓
発、明るい選挙推進協議会の開催等

235 Ａ 投票率の低い若年層に重点を置き、出前授業を中心
とする啓発を継続して行っていく。

新たに有権者となる高校生や投票率の低い若年層に
対する啓発を重点的に行っていく。

775 選挙管理委員会
事務局

衆議院議員選挙事務費 公正な選挙 解散に伴う衆議院議員総選挙の管理執行（投票
日　平成２９年１０月２２日）

57,997 Ｄ 特記事項なし

776 選挙管理委員会
事務局

県知事選挙事務費 公正な選挙 任期満了に伴う山口県知事選挙の管理執行（任
期満了日　平成３０年２月２２日、投票日　平成３
０年２月４日）

56,594 Ｄ 特記事項なし

777 選挙管理委員会
事務局

土地改良区総代選挙事
務費

公正な選挙 任期満了に伴う鹿野土地改良区総代総選挙の
管理執行（任期満了日　平成３０年３月８日）

26 Ａ 土地改良法の改正により、選挙管理委員会の事務か
ら外れたものである。

778 監査委員事務局 監査委員事務費 監査委員は、法令に定められた権限に基づき監
査等を実施し、その結果に関する報告を決定し、
これを議会及び市長に提出し公表するなどによ
り、民主的かつ効率的な行政の執行確保に資
し、もって住民の福祉の増進と地方自治の本旨
の実現に寄与する。事務局は、監査委員の事務
を補助する。

例月出納検査、決算審査、定期監査、財政援助
団体等監査、健全化判断比率等審査、住民監査
請求に係る監査等の実施

1,078 Ａ 地方自治法に基づき、定められた監査業務を効率的
かつ計画的に実施していく。

効率的かつ効果的な監査を計画的に、また確実に実
施するための予算とした。

779 公平委員会事務
局

公平委員会費 地方自治法及び地方公務員法に基づき、職員の
勤務条件に関する措置の要求に対する審査又
は判定、職員に対する不利益処分に関する審査
請求に対する裁決又は決定、職員からの苦情相
談の処理、職員団体の登録に関すること等、公
平委員会の業務を行う。

○定例会の開催（毎月）
○職員団体の登録申請の受理
○職員の勤務条件に関する措置の要求に対す
る審査又は判定
○職員に対する不利益処分に関する審査請求に
対する裁決又は決定
○職員からの苦情相談の処理

1,711 Ａ 　公平委員会は、法に基づき、今後も職員の利益保護
のため中立的かつ専門的な機関として業務を遂行して
いく必要があり、そのための方策を講じていくことが大
切である。

公平委員会定例会、審査請求事案発生時など適切な
委員会運営ができるための予算とした。

780 農業委員会事務
局

農業委員会事務費 ①法令に基づき農地の権利移動や転用の審査
を正確、迅速、公平に処理する。
②農地等の利用の最適化の推進を図り、農地等
の利用の効率化及び高度化の促進を行います。

①農地の売買・貸し借りの許可（農地法第３条関
連）や農地転用の許可及び届出受理（農地法第
４条・第５条関連）の農地等に関する業務をはじ
め、農業者年金に関わる業務を行う。
②農業者の公的代表機関として、農業等に関す
る事項について、意見の公表や他の行政庁への
諮問に応じて答申を行う。
③法令に基づいた業務を遂行するために、農業
委員、推進委員への報酬やその他事務経費の
支払いをする。

24,617 Ｂ 遊休農地が解消されるように、農業委員、農地利用最
適化推進委員と連携を取りながら確実に実施する。

農業委員、推進委員と連携を取り、引き続き①担い手
と呼ばれる方への農地の集積②遊休農地の発生防
止・解消③新規参入の促進の３本柱の推進を図る。
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